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まえがき 
 
 
近代化とそれに伴う産業革命はそれまでの人類社会に個人と家族及び社会と
の文脈において大きな変革をもたらしてきた。工業化の波及と技術革新による
大量生産は、即ち大量消費を必要とする社会を生み出すことであり、それはつ
まり、それまでの社会体制と制度の変化をもたらしたことも事実である。 
モノを大量生産することは、大量消費の恩恵を享受できる「物質的に豊かな
社会」が実現できる一方、その過程で「モノの流れ」と社会との関係の中での
「考え方」と個人と社会との相互作用において「価値観」の変化をも余儀なく
されてきた。こうした社会変化は制度的には社会的弱者を内包する社会を台頭
させたことも事実であろう。 
ところがこの社会変化の中では、日本人が今まで「常識」だと思ってきた価
値観やライフスタイルが「非常識」と化すような事態も生じつつある。今まで
の枠組みでは捉えきれない社会現象が生じている。 
本論文は、社会学の学説・理論研究を土台にしてその歴史的展開の視点から
社会現象をとらえている。構成はⅡ部から成り、第Ⅰ部では学説・理論研究を
社会学の歴史的展開の視点から変遷を辿り、社会進化論およびマクロとミクロ
の視点から学説を整理し直している。ここでは、その系譜からとりわけライフ
コース研究のライフコース論（学説）がライフコース理論へと昇華する過程を
検証している。 
第Ⅱ部ではライフコース理論を日本の社会現象に適用して実証研究を試みて
いる。戦後２度生起したベビーブーム世代の対照的なライフコース、家族関係
の変化と親子「近居」という家族戦略、中年期にみられる夫妻関係のすれ違い
のメカニズム、社会変化の波に乗り切れなかった人が示すサインとしての高齢
者犯罪、そしてひとりぼっち社会の到来など今までの日本人が抱く常識とは異
なるであろう社会現象を浮き彫りにしてその背景とメカニズムを考察する。 
このようにして、社会変化に即応したライフスタイルは多様に受容される時
代に入り、生活単位はその仕組みを家族単位から個人単位へ移行していく局面
へと変貌しつつある。こうして誰もがその人らしく生きていくためには婚姻形
態、居住形態、雇用形態、年齢にかかわりなく自己実現できる社会が求められ
ているのである。 
 
2 
 
現代日本人のライフコース 
―社会学からのアプローチ― 
 
目  次 
 
まえがき  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 
 
目次  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 
 
序章  問題の所在と分析視角  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 
第１節 問題の所在 
第２節 分析視角 
 
 
Ⅰ部 学説・理論研究－社会学の歴史的展開 
 
第１章  時代を読み解くリサーチ・リテラシー  ・・・・・・・・・・ ８ 
第１節 量的調査と質的調査 
第２節 リサーチ・リテラシーの必要性 
第３節 データへの着眼点と解釈の奥行き 
第４節 公のデータを解釈する技法 
第５節 データ解釈の多様性 
 
第２章  新たな視点からの社会学の歴史概観  ・・・・・・・・・・・ 20 
第１節 社会学の歴史の全体像 
第２節 社会学の創始者オーギュスト・コント 
第３節 社会進化論を提唱したハーバート・スペンサー 
第４節 社会進化論の背景 
第５節 社会進化論の諸学説 
第６節 マクロ・ミクロ論－マクロとミクロとの視点 
第７節 マクロ・ミクロ論の諸学説 
第８節 マクロとミクロとの融合を唱える諸学説 
 
3 
 
第３章  ライフコース論からライフコース理論へ  ・・・・・・・・・・ 41 
第１節 個人も家族もサイクルからコースの時代へ 
第２節 ライフサイクル論 
第３節 家族周期論 
第４節 家族発達論 
第５節 家族過程論 
第６節 ライフコース論からライフコース理論へ 
第７節 理論構築のプロセス 
第８節 ライフコース理論を日本社会へ応用する試み 
 
 
Ⅱ部 実証研究－日本の社会現象 
 
第４章  ２つのベビーブーマーのライフコース比較  ・・・・・・・・・ 61 
第１節 日本におけるライフコース研究 
第２節 世代の特徴 
第３節 ベビーブーマーの一般的な印象 
第４節 団塊世代の比較分析 
第５節 団塊ジュニア世代の比較分析 
第６節 上昇婚（シンデレラ婚）のメカニズム 
第７節 ライフコースにみる世代間の変化 
－時代・加齢・コーホートの効果の視点から 
第８節 ライフコース・モデルからみた結論 
 
第５章  家族の変化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  83 
第１節 典型的な家族の変化 
第２節 家父長家族 
第３節 夫婦平等家族 
第４節 個人化家族 
第５節 日本の家族は直系家族制から夫婦家族制へと変化したのか 
－直系家族制と夫婦家族制の諸学説 
第６節 近居家族 
第７節 近居家族にみられる直系家族制規範 
 
第６章 夫妻で異なる人生の転機―中年期というライフステージ―  ・110
第１節 夫妻で異なる人生の転機を生み出した問題の背景 
4 
 
第２節 時代の変化で生じた新しいライフステージ観 
        －人生 50年の時代から 80年の時代へと長寿化する社会 
第３節 ライフステージの変化 
第４節 中年期という新しいライフステージの出現 
第５節 心理・内面からみた中年期 
第６節 中年期特有の夫妻間における転機のズレ 
第７節 人生の転機をうまく乗りきる秘訣 
 
第７章  高齢者犯罪の激増からみえる現代日本社会の歪み  ・・・・・ 126 
第１節 高齢者犯罪が社会問題視される契機 
第２節 減少する少年犯罪と激増する高齢者犯罪 
第３節 高齢者の孤立説 
第４節 認知症説 
第５節 確信犯説 
第６節 コーホート（犯罪多発世代）説 
第７節 犯罪多発世代の少年期 
第８節 高齢者犯罪の結論と課題 
 
第８章 「ひとりぼっち」社会の到来  ・・・・・・・・・・・・・・ 157 
第１節 「ひとりぼっち」という概念 
第２節 増加する孤独死 
第３節 もしも日本が 100 人の社会だったら 
第４節 社会的弱者で溢れる社会 
第５節 データからみえるひとりぼっち化現象 
第６節 ひとりぼっちが問題になるとき 
第７節 消える中流層－人並みな生活すら難しい社会 
第８節 個人単位社会へと移行中の日本社会 
－ひとりぼっちを捉える「個人化」の視点 
 
終 章  結論  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 177 
第１節 社会学史の展開 
第２節 社会現象の展開 
第３節 過去のパターンがあてはまらない現実 
第４節 課題と問題点 
 
参考文献  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 183 
5 
 
序章 
問題の所在と分析視角 
 
 
第１節 問題の所在 
本論文は、日本人のライフコースと日本社会が今までの学説・理論や今日の
社会常識では捉えることが出来ない社会になっていることを問題提起する。社
会変化に伴い時代の波に乗り家族に囲まれて豊かに暮らす層と、個人単位で生
活する層とへ二極化しつつある。第三極として現在は家族に囲まれていても将
来は１人暮らしになる可能性のある人もみられる。昔からの家族観さえ揺らぐ
社会状況が見受けられる。将来は過半数が個人単位で生活する可能性が高いと
推察する。加えて個人単位で生きる人の中には貧困や困難に直面している層お
よび困難と隣り合わせの層が増加も増加傾向にあると言える。 
日本社会は、ひとりぼっち社会を見据えて現実に即して法制度を整備する時
代局面に到達している。婚姻形態（未婚、既婚、、離婚、死別）や居住形態（持
ち家か賃貸か、誰と何人で暮らしているか）、雇用形態（正規雇用、非正規雇用）、
親の経済力、性別、障がいや病気の有無に関わりなく個人単位で自己実現と生
活ができる仕組みを整える必要がある時代局面に到達していることを問題提起
したいと考える。 
 
第２節 分析視角 
 本論文は、主に以下に示す５つの分析視角から課題に接近している。 
 
１．学説の分類－社会進化論とマクロ・ミクロ論の視点 
社会学の学説史において研究者が提示する学説は、その研究者が生きた時代
という歴史時間軸と社会という空間軸とに位置づけられている。社会情勢が変
化すれば新たな学説が登場するものである。分析方法も日々進歩している。研
究者個人の独創的な着想も加わり社会学史が展開していると言えよう。 
本論文では、社会学の歴史と学説を丹念に吸収しながら整理と検証を行うこ
とで新たなとらえ方を提示している。それが「社会進化論」の視点と「マクロ・
ミクロ論」の視点である。さらに、1960年代以降の新潮流として「マクロ－メ
ゾ－ミクロの３水準」で考察するライフコース理論への流れを辿る。 
 
 
6 
 
２．文献調査研究－ライフコース論からライフコース理論への昇華 
エルダーのライフコース論からライフコース理論の系譜を文献調査研究によ
って整理・分類のうえ、内容分析を加えることで学説が理論へと昇華する過程
を社会学の歴史的展開からも検証している。この知見では、エルダーが発表し
ている論文と著作の全てをデータベース化してコード設定を行い、分析を実施
している。エルダーの文献リストは、３章末に記載している。 
 
３．学説に新しい「近居」概念を加えて再考 
 第５章では家族の変化を捉え直している。家族社会学の領域では、今まで「同
居」と「別居」という２区分から家族の居住形態を分類してきた。国勢調査に
おいても他の政府機関による調査においても同様の２区分であった。その調査
結果のデータから親子間での「別居」が増加したことを受けて、核家族が増加
した、高度成長期以降に家族が崩壊した、あるいは家族は解体したなどという
主張も見受けられた。一般的な日常感覚の面でも戦後は家族関係が変動したと
感じられるために、「同居」と「別居」という２区分から導き出される言説に違
和感を覚えない人が多かったのも事実である。多様化が常態化した社会では、
数あるカテゴリーの内どれか１つが過半数になるのは珍しいことが多く、いろ
いろなパターンが受容されている。 
 本論文では、これまでの「同居」と「別居」という２区分の学説に対して、「近
居」という新たな概念を用いることで再分類と再検討を行った。「別居」を「近
居」と「遠居」とに分けると、近居希望が６割程度となる。親子間での居住形
態の希望をまとめると、同居１：近居６：遠居３という比率になる。 
 近居希望が過半数という結果が示す実態は、親子世代で近くに住み互恵関係
を維持したいという両世代の希望が浮き彫りになるものと考えられる。さらに、
夫妻間では、夫側の両親と近居する夫妻が多く、直系家族規範が持続している
ことが検証された。新たな概念を用いて考察することで、新たな側面を浮き彫
りにしている。 
 
４．犯罪多発世代のコーホート分析 
 高齢者犯罪は、研究者によって増加しているという見方と増加していないと
いう見方とに分かれる。真逆な解釈が存在する不思議な現象である。それはデ
ータのくくり方や集計の仕方による印象操作であることが多いと考える。また、
視覚効果によって錯視が生じることもあろう。こうした印象操作や思い込みな
どに留意して、今までに検証されてこなかった事実をコーホート分析の手法を
用いて検証していきたい。 
 本論文では警察庁と法務省および関連する研究所から公表されているデータ
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から「高齢者犯罪は増加している」ことを検証する。さらに、コーホート分析
の手法で検証を深化させたい。具体的には、1940 年から 1946 年生まれの出生
コーホートの人々と他の世代とを比較すると、この世代内に犯罪が多発してい
る傾向が見られるだけではなく、凶悪犯が他世代と比して高いことを検証して
いる。事実の明確化のために、この世代を仮に客観的事実の名称として「犯罪
多発世代」とするのは言い過ぎであろうか。しかし、「犯罪多発世代」の人々が
悪質だなどということでは断じてない。 
 
５．公データの検証 
学説・理論に基づいた先行研究（文献研究）とデータ分析（実証研究）との
融合を志向している。先行研究では、学説・理論を検証するために膨大な文献
調査研究を行ってきた。他方では、聞き取り調査や配票調査を実施している（サ
ンプル数が少なく科学的データとしては弱いため論文では殆ど使用していない
が、社会現象に関する観察眼を養い、実感を得るためには有効であるとしてき
た）。また、社会現象を把握するために公のデータを多角的に二次分析して時系
列での変化を読み解こうとしてきた。具体的には、総務省、厚生労働省、法務
省、警察庁など関係省庁から公表されるデータを用いて、経年変化を分析する
ことを通して時代の流れを読み解き、今までの学説や常識とは異なる新しい現
象とその背景を浮き彫りにしようとする試みである。 
例えば、アメリカで誕生した理論を日本社会に適用して日本人のベビーブー
マーのライフコースを検証（比較）してみた。知見として、日本における第１
次ベビーブーマーと第２次ベビーブーマーとでは対照的なライフコースである
ことを示している。詳細は本論で述べる。 
 また、「ひとりぼっち」という概念を用いることで、「個人単位社会」を「ひ
とりぼっち社会」と称して問題提起をしている。そして、今までの家族関係で
は捉えられない新たな個人単位社会になっているという解釈を提示している。 
これらの先行研究を踏まえたデータ分析を通して、他の研究者が着目してこ
なかった側面やいわゆる世間が自覚せずに生起しつつある現象に対して、思い
込みや常識に捉われずに、新たな視点で問題提起をしている。 
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Ⅰ部 学説・理論研究ー社会学の歴史的展開 
 
第１章  
時代を読み解くリサーチ・リテラシー 
 
 
第１節 量的調査と質的調査 
社会調査は、量的調査と質的調査とに大別がなされている。量的調査では、
一次分析と二次分析において計量分析を行う。一個人が主体となって量的調査
を企画・立案してデータの一次分析を行うには限界がある。統計分析を実施す
るために数万サンプルまたはそれ以上のサンプルを分析するには、企業、学会、
行政なりの組織化と予算が必須となるのが常である。そのため個票データを借
用するか、国勢調査や白書等にみられる政府統計の二次分析を行うことが多い。 
 以前は量的調査と質的調査とで優劣をつけて、質的調査を劣ると見る見方が
存在した。質的分析の技法は研究と分析手法の面で体系化がなされてきた。近
年ではテキスト分析に手法が進み、SPSS1や KH Coder2といったソフトを使う
ことでテキスト・データの計量分析が手近なものになっている。そのため、学
説や研究者の文献調査、新聞の内容分析、ことわざ分析、歌詞分析、ドラマ分
析などデータとなる資料は膨大に存在しており、さまざまな分野でのテキスト
分析が可能となっている。 
 
第２節 リサーチ・リテラシーの必要性 
 社会調査の技法は、量的調査と質的調査の双方においてパソコンの普及に伴
い精緻化が加速した。膨大なデータをパソコンで処理することにより、広く深
い分析を短時間に処理することが可能になった。それに伴い統計手法も開発さ
れてきた。 
マスコミによるニュースや新聞での報道はこうしたデータを論拠としており、
近代科学の必須要件である論理的整合性と実証とを伴うことにより情報の受け
                                                   
1 内田治ほかによる『SPSS によるテキストマイニング入門』（2012, オーム社）のような
マニュアルも出版されている。 
2 樋口耕一は、KH Coder というテキスト分析に適したソフトを開発してフリーソフトとし
て公開している。使用方法については、樋口耕一の『社会調査のための計量テキスト分析』
（2014, ナカニシヤ出版）において詳述されている。 
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手には説得力を持って受け入れられてきた。 
データの改ざんや剽窃が固く禁じられていることは周知の事実である。その
ため何らかの意図に基づいてこのようなことが生じた場合には事件としてニュ
ースになるほどではあるが、積極的に改ざんや剽窃を行う人は居ないであろう。 
 他方で、難しい問題は、信用度の高い立場の人や機関が、情報の受け手に対
してデータおよびデータ分析による知見を印象操作しているのではないかと考
えられる事例が見受けられることである。中には、意図せずして無意識のうち
に誤った分析結果を提示して、誤解を与えている可能性もあり得る。どちらの
場合にしても、情報の受け手にとっては誤解や混乱を招くであろう。 
 このような社会状況下にあっては、氾濫するデータを峻別して取捨選択する
技量が必要となる。それがリサーチ・リテラシーである。直訳するとリサーチ
（research）は調査、リテラシー（literacy）は読み書き能力を意味する3。一言
で言えば、リサーチ・リテラシーとは恣意的なデータを見抜く力である4。 
 
第３節 データへの着眼点と解釈の奥行き 
 本節では、リサーチ・リテラシーの視点から政府機関が公表しているデータ
を用いて、データへの着眼点や解釈の差異をもたらす側面を示す。換言すると、
同じデータを見てもデータの切り取り方や表示する項目によって読み取る内容
に差異が生じやすい側面を見る。 
民間企業が行う調査のなかには営利目的のため結果を歪めて提示しているこ
とがある。なかにはデータの取り方に問題がある事例も見受けられる5。一般に
政府が公表するデータは、サンプル数が多い点と公正かつ客観的なデータ収集
を行っているため信用に値すると解説される。ただし、その政府機関によるデ
ータですら誤解を招く表記や別の見方や解釈が可能なものが散見する。 
例えば、厚生労働省が公表する将来推計のデータは、往々にして過小表記さ
れているものが多い。これは社会保障制度の予算を算出する際の論拠として用
いられるために、将来の数値を過小表記すれば予算額が少なくて済むためだと
推察されている。これは、人口推計や認知症患者数などの推計値と実測値とを
並べて確認すれば一目瞭然である。 
                                                   
3 赤川学は『子どもが減って何が悪いか！』（2004/2005, ちくま新書 511：14）において「リ
サーチ・リテラシーは、国や報道機関が公表したことならすべて事実に違いないと信じる
『素朴な人』の段階をこえて、公表されているデータに対して疑いの目を向ける、つまり
ツッコミを入れられる人になること、そして最終的には、相対的に妥当な統計とそうでな
いものを区別できる『批判的な人』になることを目指している」と述べている。 
4 谷岡一郎 2000『「社会調査のウソ」：リサーチ・リテラシーのすすめ』文藝春秋（文春新
書）では、さまざまな恣意的なデータの例が解説されている。 
5 例えば、企業の商品開発者が白衣を着て味の感想を質問すれば、回答者は「まずかった」
とは言いづらい状況にあり「美味しい」と回答する傾向がある。このような傾向を社会調
査では調査者へ向けたイエス・テンデンシーと言う。 
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他方で、印象操作する技法は、データを読み取りやすくするためにも使われ
ることがある。分析技法は使い方次第で薬にも毒にもなると言えよう。分析者
の良識が問われる側面でもあるが、個人によって物事に対する解釈の仕方には
幅があり、さらに無回答や欠損値をどのように処理するのかという専門的な処
理方法も複数の解釈と方法が存在する。筆者が以下の節で示す公データに対す
る解釈は、それこそナンセンスであるという解釈もあり得るであろう。 
情報の受け手は、今まで以上に情報収集能力を高めるとともに、データを読
み解く分析能力が求められる時代となっている。 
 
第４節 公のデータを解釈する技法 
１．欠損値を混ぜ込む技法－厚生労働省の全国母子世帯等調査 
初めに厚生労働省が実施している「2011 年度全国母子世帯等調査」の集計結
果をみてみたい。この調査は全国の母子世帯を対象としており、信憑性の高い
調査として知られている。報道用にプレスリリースとして公表されたデータが
表１6である7。表１をみると通常は欠損値として統計処理される「不詳」データ
（19.7％）が 100％の母数に含まれている。そこで「不詳」を除外して作り直す
と表２になる。 
表１：厚生労働省が提示している母子世帯の預貯金額 
出典：「平成 23（2011）年度全国母子世帯等調査」より作成。 実施：厚生労働省 
 
表２：欠損値処理を施して調整した母子世帯の預貯金額 
 
出典：「平成 23（2011）年度全国母子世帯等調査」より作成。 実施：厚生労働省 
                                                   
6 厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課母子家庭等自立支援室, 2012 年９月７日『平
成 23 年度 全国母子世帯等調査結果報告（平成 23 年 11 月 1 日現在）』「表 16－(７) 母子世
帯の預貯金額」40 頁（http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002j6es-att/2r9852000002j6rz.pdf, 
取得日：2014 年３月 11 日）． 
7 低いカテゴリーから 100％になるまでのセルを足し上げた積み上げの行は筆者が追加し
た。 
2010年
50万円
未満
50～100
万円未満
100～200
万円未満
200～300
万円未満
300～400
万円未満
400～500
万円未満
500～700
万円未満
700～1,000
万円未満
1,000万
円以上
総数 不詳
人数 786 114 155 75 51 18 41 17 66 1,323 325
％ 59.4% 8.6% 11.7% 5.7% 3.9% 1.4% 3.1% 1.3% 5.0% 100.0%
積み上げ 59.4% 68.0% 79.7% 85.4% 89.3% 90.7% 93.8% 95.1% 100.1%
2010年
50万円
未満
50～100
万円未満
100～200
万円未満
200～300
万円未満
300～400
万円未満
400～500
万円未満
500～700
万円未満
700～1,000
万円未満
1,000万
円以上
不詳 総数
人数 786 114 155 75 51 18 41 17 66 325 1,648
％ 47.7% 6.9% 9.4% 4.6% 3.1% 1.1% 2.5% 1.0% 4.0% 19.7% 100.0%
積み上げ 47.7% 54.6% 64.0% 68.6% 71.7% 72.8% 75.3% 76.3% 80.3% 100.0%
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本来は欠損値として無効票処理がなされる「不詳」を有効票として表記する
ことで主に２つの解釈ができよう。１つは、母子家庭の経済的困窮の度合いを
緩和させる印象を与える。不詳を含めたことで相対として預貯金額の低い人の
比率が低くなり、高い額の人が多くいると誤解する人や経済的困窮の度合いが
伝わりにくくなる可能性もある。母子世帯の 200 万円未満の預貯金額は、不詳
データを含める（表１）と 64.0％であるが、不詳データを欠損値にする（表２）
と 79.7％になる。表２をみると低い預貯金額の母親が多いことが鮮明になり、
母子世帯の生活にゆとりがない側面が浮き彫りになることが読み取れるが、約
20％の不詳データの存在は埋もれることになる。 
もう１つは、不詳データが約 20％、５人の１人という多い割合になるため、
そこをきちんと示す必要があるという見方である。この報告書ではその前まで
の項目については不詳データを欠損値処理している点からして後者の見方をと
っていると推察されるが、多くの人は前者の印象を抱くのではないだろうかと
推察する。 
 日本では、長寿化が進むのと同時に結婚も離婚も自由にするという社会的規
範が広がりつつあり、結婚した夫妻の３組に１組は離婚する時代になっている。
他方で、夫が浮気した等の理由で離婚した場合でも慰謝料の額は低く、子ども
が居る場合は９割の母親が親権を持つ。それにもかかわらず夫が妻へ養育費を
支払う水準は低く、その低水準ですら１回も払わない父親が多い。離婚した主
婦女性が仕事を探しても非正規または低賃金のパート職などにしか就けない傾
向がある。規範とは裏腹に労働市場から離れていた人が再び現実社会で稼いで
生きていくには厳しいのが日本の労働市場である。母子世帯が陥る傾向にある
経済的困窮は離婚という出来事より労働市場問題の方が大きく影響を及ぼして
いることがデータを読み合わせると理解できるのではないだろうか。 
 
２．印象操作するカテゴリー・マジック－警察庁の自殺者数データ 
 1998 年以降、日本の自殺者数は３万人水準を維持している。この統計数値は
死亡した人のみの数となっている。公表されている統計では、自殺未遂者や自
殺かどうか判別できないケースは除かれるために、実際の自殺行為はこの倍以
上になる可能性もある。自殺率は人口 10 万人あたりの自殺者の率をいう。 
 自殺者数のデータは警察庁のまとめた「自殺の概要」の自殺者数と厚生労働
省のまとめた「人口動態統計」の自殺死亡数がある。警察庁と厚生労働省とで
は統計の取り方に幾つかの差異がある8。 
                                                   
8 警察庁では、総人口(日本在住の外国人も含む)を対象としている。自殺者の発見地を基に
自殺死体発見(正確には認知した)時点で計上している。死体発見時に自殺、他殺あるいは事
故死のいずれか不明のときには、検視調書または死体検分調書が作成されるのみであるが、
その後の調査等により自殺と判明したときは、その時点で計上する。自殺と分かった時点
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 警察庁が公表している『警察白書』の自殺者数データは、自殺という社会現
象を扱う人なら誰もが参照するデータ源である。その貴重なデータにおいても、
誤った解釈を導きやすい印象操作がみられる。それはデータをどのようにカテ
ゴリー化するのかによって、データの印象や見え方が全く異なるという事例で
ある。 
年齢別にみた自殺率のデータの場合、警察庁は 2007 年データを扱う『2008
年警察白書』まで 60 歳以上を高齢者としてひとくくりに提示していた。それが
慣行であった9。そのため、データのカテゴリーと現実とは異なる様相を呈して
いた（図 1）。図 1 から受ける印象は、高齢者ほど自殺のリスクが高いと解釈す
る人が多いであろう。ところが実際には、50 歳代の働き盛りの年齢層が多かっ
た（図２）。リサーチ・リテラシーの視点からは気づいて欲しい「60 歳以上」と
いうカテゴリーの「以上」の部分の背後に目を向ける人は殆ど居ないようであ
る。 
 
図１：2007 年の年齢・性別にみた自殺者数 
出典：『2008 年警察白書』〔データは 2007 年〕より作成。 
 
                                                                                                                                                     
で訂正をするため統計の数値が時期によって、変化していることがある。 
 他方で厚生労働省では、日本における日本人を対象としており、自殺者の住所地を基に
死亡時点で計上している。自殺者統計の訂正報告の事務手続きをみると、厚生労働省は、
自殺、他殺あるいは事故死のいずれか不明のときは自殺以外で処理しており、死亡診断書
等について作成者から自殺の旨訂正報告がない場合は、自殺に計上していない。 
9 1956 年に国連が出した報告書に基づいて、WHO は 65 歳以上を高齢者と定義づけたと言
われている。 
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図２：2008 年の年齢・性別にみた自殺者数 
出典：『2009 年警察白書』〔データは 2008 年〕より作成。 
翌 2008 年以降のデータは、60 歳代、70 歳代、80 歳代以上というカテゴリー
へと細分化された。図２をみると、自殺者が多いのは 50 歳代であることが分か
る。しかも男女別にみると、男性は 78.4％（4,986 人）、女性は 21.6％（1,377
人）と、男性の方が女性と比して圧倒的に多いことが分かる。自殺をする危険
性や可能性が誰にでも等しくある場合には、年齢別による差異、性別による差
異は殆ど無いはずである。ここから日本人の中年男性には、なにがしかの圧力
がかかっていることが推察できる。10 
 つまり、データはその分類の仕方や分析者の着眼点によって、同じ現象であ
っても見え方が全く異なる場合があるため、多角的にデータを眺めることが重
要である。 
 
３．フォーカス法による技法－警察庁の少年犯罪データ 
 フォーカス法とは、ある小さな部分を拡大して表示する手法である。データ
全体の印象とは異なる印象を与える効果がある。適切に適応すれば、データの
特徴をより鮮明に浮き彫りにして理解を助けることになるが、悪用すればデー
タの読み手に誤解と偏見を植え付けることにもなる。 
今日では、電子化された白書がホームページ上で閲覧することが可能である。
『犯罪白書』11を初年度版から最新版までを通読して分かることは、その着眼点
                                                   
10 2012 年の自殺者が最も多い年齢層は、60 歳代になっている。 
11 各年の犯罪白書は、警察庁の URL（http://hakusyo1.moj.go.jp/jp/nendo_nfm.html）か
ら閲覧することが可能である。2014 年３月 12 日現在。 
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として、長らく未成年犯罪（13 歳以下の触法少年と 14～19 歳の少年）がクロ
ーズアップされてきたというのが事実である。 
『警察白書』と『犯罪白書』では、毎年少年犯罪の項目を必ず設けて解説を
行っているが少年犯罪は増えていない。長期データから未成年犯罪の推移を確
認すると、1960 年をピークにして減少傾向であることが分かる（図３）。1960
年の最多年と 2010 年の最少年との間で 9.3 倍もの差がある。 
一度報告の書式が出来ると、既存の項目以外は新しく生起している現象でも
取りあげづらい慣行の力が透けて見える。マスコミによる報道では、図中のフ
ォーカス・ポイントのみを拡大表示して、少年凶悪犯罪が増加中であるかの解
説を行うことがあるが、長期推移で捉えれば間違いであることが理解できるで
あろう。いつの時代、どこの社会にも一定数の反社会性、非社会性を持つ人は
存在する。少年犯罪は、窃盗（駐輪場からの自転車泥棒）と横領（街頭に乗り
捨てた自転車等）で 80％以上を占める。窃盗と言っても内実は自転車泥棒が多
い。 
このような歪曲した視点に固執して、本来目を向けるべき新たな動向に無頓
着となって、社会の変化による歪みとして噴出した社会問題を見逃す方が危険
なことである。その新たな動向は高齢者犯罪の激増である。 
 
図３：1946～2012 年の未成年凶悪犯罪の推移 
出典：各年の『警察白書』より作成。 
備考：少年犯罪の少年とは 14～19 歳を意味する。13 歳以下は刑法では裁かれない触法少
年というカテゴリーとして区分される。どちらも未成年である。図１の 19歳以下は、
少年と触法少年とを合算した人数である。 
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４．フォーカス法で図を見やすくする技法－国土交通省の『国土交通白書』 
 2013 年版『国土交通白書』では、男女別の年収別に既婚か未婚か、未婚の場
合には、恋人がいるのか、交際経験は有るが今はいないのか、交際経験がない
のかを聞いたデータを提示している12。それを作図すると図４のようになる。年
収とパートナーの有無は関係有るのか無いのかを客観的に読み込めば、男女の
違い、年収別に違いが読み取れるであろう。視覚的にもう少し分かりやすくす
るためには、カテゴリーを統合すること、および性別を男性に限定することで
データの特徴が鮮明になる。改変版が図５である。男性の年収が 200 万円未満
と 1,000 万円以上とで顕著な差異が生じている。男性は年収が高くなるほどパ
ートナーがいる割合が高くなる傾向がある。他方で、年収 1,000 万円を超える
とパートナーがいる割合は減少する。これは家事や癒しは「お金で買える派」
が増えるためではないかと考えられる。 
 恋愛結婚時代においては、「あなたはなぜその結婚相手を選びましたか」と質
問をすれば、殆どの人は「好きだから」と愛情面を挙げる。しかし現実には、
愛情プラス経済力が伴わなければパートナーを得ることは難しい側面をデータ
は示している。 
 
図４：年収・男女別にみたパートナーの有無 
出典：「国土交通白書 2013 第２章－第２節住まい方の変化」より作成。 
                                                   
12 元データは、内閣府が実施した「平成 22 年度結婚・家族形成に関する調査報告書」であ
る。 
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表３：平均初婚年齢の変化 
西暦 男性 女性 
2000 年 28.8 歳 27.0 歳 
2010 年 30.5 歳 28.8 歳 
 
 
 
 
図５：男性の年収別にみたパートナーの有無 
出典：「国土交通白書 2013 第２章－第２節住まい方の変化」より作成。 
＊元データは、内閣府「平成 22 年度結婚・家族形成に関する調査報告書」である。 
 
５．過半数が該当しない平均値－平均初婚年齢 
平均初婚年齢（表３）の時点で実際に結婚して
いる人の割合は少数派である（図６）。平均値は、
過半数が類似行動なりをしている場合には意味
を持つが、多様な社会においては１つのカテゴリ
ーが過半数を占めることは少なくなる傾向がある。そのため平均値は意味をな
さないことがある。平均初婚年齢においてもその年齢で結婚している人は過半
数を下回る傾向が確認できるであろう。 
 
図６：年齢別未婚率の推移  
出典：社会実情データ図録「年齢別未婚率の推移」より。 
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６．全国平均と東京都とで異なる未婚率 
平均値をとても気にする人が多いように見受ける。さまざまなジャンルでの
平均値が示され、それより遅れると焦りを覚える人も多い。前項では平均値に
該当しない人が多い平均初婚年齢を例にしてみたが、本節では平均値よりも深
刻な現象を示すことにしたい。 
今や男性の３人に１人は生涯未婚であると言われる。「そうか。自分はその１
人に該当するのではないか」と思われる男性は多いであろう。しかし、これは
全国平均の話である。東京都など大都市部ではさらに未婚率は高い傾向にある。 
1965 年生まれ世代の人について未婚率を全国平均と東京都とで比較した場合、
東京都では未婚傾向が全国平均を上回る傾向があることを読み取れる。35 歳時
点まで（表５・表６）は東京都が全国平均よりも約 10％多いことが分かる。有
意に高い水準である。45 歳時点（表４）でも約５％多い。東京都の場合、1965
年生まれの人は、未婚と離婚と死別とを合わせると、男性で 33.7％、女性で
29.6％と、約３割の人が独身であることが分かる。東京都では、全国平均より
も 10 年先の状態にある。東京都で回りを見渡せば、珍しい現象ではなく独身男
性が多いことに改めて気づく契機になるかもしれない。 
 
表４：1965 年生まれ世代の 2010 年 45 歳時点 
 
 
表５：1965 年生まれ世代の 2000 年 35 歳時点 
 
 
表６：1965 年生まれ世代の 1990 年 25 歳時点 
 
表４～６出典：「国勢調査」より作成。 
 
全国と都 未婚 有配偶 死別 離別 男性計 未婚 有配偶 死別 離別 女性計
全国 24.6% 69.5% 0.4% 5.5% 100.0% 14.3% 75.1% 1.2% 9.3% 100.0%
東京都 29.4% 66.3% 0.3% 4.0% 100.0% 21.4% 70.4% 0.8% 7.4% 100.0%
全国と都 未婚 有配偶 死別 離別 男性計 未婚 有配偶 死別 離別 女性計
全国 31.4% 65.9% 0.1% 2.6% 100.0% 18.9% 75.2% 0.4% 5.5% 100.0%
東京都 40.1% 57.4% 0.1% 2.3% 100.0% 26.6% 68.5% 0.3% 4.7% 100.0%
全国と都 未婚 有配偶 死別 離別 男性計 未婚 有配偶 死別 離別 女性計
全国 80.4% 19.2% 0.0% 0.4% 100.0% 59.8% 39.1% 0.1% 1.1% 100.0%
東京都 87.8% 11.9% 0.0% 0.2% 100.0% 71.1% 28.1% 0.0% 0.7% 100.0%
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７．女性は社会進出したのか－女性の過半数が非正規雇用 
労働力率を全体平均と性別から見直すと４割近くが非正規となり深刻だと報
道される。実態はもっと深刻である。雇用制度改革によって誰にしわ寄せが行
っているのか。データはそれを照らし出している。 
表７：正規雇用と非正規雇用の推移         単位：％ 
西暦 
全体 男性 女性 
正規 非正規 正規 非正規 正規 非正規 
1984年 84.7 15.3 92.3  7.7 71.0 29.0 
1990年 79.8 20.2 91.3  8.7 61.9 38.1 
2013年 63.8 36.2 79.8 20.9 44.6 55.4 
出典：総務省「労働力調査特別調査（1984～2001 年）」、 
「労働力調査（詳細集計 2002 年～）」より作成。 
男女雇用機会均等法13が施行されて以降、女性の社会進出は珍しくない現象・
規範として受け止められているが、失われた 20 年と言われる期間に非正規雇用
化は進む一方であった（表７）。女性が社会進出したという固定観念が定着して
いる一方で、現実的には女性の非正規雇用率は上昇の一途にあり、今や過半数
の女性が非正規雇用である。同時に、家計の支え手であると目されてきた男性
の非正規雇用率も上昇傾向にあり、今や男性の５人に１人は非正規となってい
る。加えて、サラリーマンの給与水準は、好景気（2002 年から 2008 年）にな
っても低下傾向にある（図７）のと当時に専業主婦特権（優遇政策）は剥奪さ
れる傾向にある。これでは、女性が専業主婦でいることは容易ではなく、働く
女性が増加してはいるものの現場では低賃金の非正規職の選択肢が多く正規職
の選択肢は少ない雇用環境である。若者世代では、低収入が結婚の阻害要因と
なっており、親や年長世代を支えたくても実現は不可能だという現実に直面し
ている人が多い。 
女性の非正規雇用率は、男女雇用機会均等法が施行されて以降もその比率を
                                                   
13 男女雇用機会均等法の変遷 
・1972 年：「勤労婦人福祉法」が施行された。 
・1979 年：国際連合で採択された「女性差別撤廃条約」が批准された。 
・1985 年：国際連合で採択された「女性差別撤廃条約」を日本も批准した。 
・1985 年：「勤労婦人福祉法」は「雇用の分野における男女の均等な機会及び 
待遇の確保等女子労働者の福祉の増進に関する法律」と改名された。 
通称：男女雇用機会均等法。1986 年に施行された。 
・1997 年：「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等女性労働者の福祉の増進に
関する法律」、「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法
律」と改正された。男女雇用機会均等法といわれる。 
・1999 年：「改正男女雇用機会均等法」が施行された。 
・2006 年：さらに改正される。 
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伸ばしており過半数に至っている。労働者の非正規雇用率の伸びばかりが報道
されがちであるが、男女で比較した場合には、女性の方が男性の２倍以上にな
り、未だ男女格差があることを露呈している。 
 
図７： 1949～2012 年の民間給与額の推移 
出典：国税庁長官官房企画課「平成 24 年分民間給与実態統計調査」より作成。 
備考：非正規を含むため低く見える。男性（2012 年 502 万円）と女性（2012 年 267.8 万
円）との間に差があり、女性の方が低いが、それも含めて表示されている。そのた
め実際の男性正規職の給与は図よりも高くなる。 
 
第５節 データ解釈の多様性 
 本章で取りあげたデータはほんの一部に過ぎず、総じて言えることは同じデ
ータであってもデータのカテゴリーの分け方や集計方法、グラフの切り取り方
次第で印象は全く異なるということである。 
 今日では、医薬品メーカーのように数千億円規模の利益をかけて血眼になっ
て改ざんする例は希であり、学生や社会人が危険を冒してまでデータを改ざん
しようとする分析者は殆どいないと見受ける。しかし、パソコン・ソフトが便
利になりクリックするだけで簡単に図表作成から統計検定や分析まではできる
ようになっている。その分、気づかないうちに真実をより分かりにくくするよ
うなアウトプットをしている可能性は高まる。 
 たとえ信用度が高いとされる国が提供するデータであっても、慎重にデータ
の表層と企図されている真意、そして埋没しているデータの側面を見極めるリ
サーチ・リテラシーが求められる時代になっている。 
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第２章  
新たな視点からの社会学の歴史概観 
 
 
本章は 200 年近く蓄積されてきた社会学の学説のうち日本で注目されてきた
概念に限定して変化の特徴を浮き彫りにしている1。その特徴は、社会進化論の
視点、マクロとミクロとの視点、マクロとミクロとを融合する学説の視点、そ
してこの系譜から誕生したライフコース理論の視点である。これらの視点を時
代別、国別という時間軸と空間・場所軸とに位置づけることで学説・理論の輪
郭を鮮明にする。つまり、新たな視点から社会学の歴史を概観することを試み
ている。 
 
第１節 社会学の歴史の全体像 
フランス   イギリス   ドイツ   アメリカ   日本 
 
図１：社会学の歴史の流れのイメージ図 
 
社会学は 1839 年にフランスで誕生した学問である。1839 年刊行の A.コント
                                                   
1 主には社会学系の大学院入試や公務員試験等で出題される傾向の高い研究者と学説に焦
点をあてた。そのため社会学の歴史を網羅するという視点からすれば取りあげる研究者と
学説は限定的になっている。 
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による『実証哲学講義』第４巻2で初めて「社会学」という用語が造語された。
同時期にイギリスとドイツでも盛んに研究活動がなされてきた。それゆえ、社
会学の古典文献の多くは、フランス語、ドイツ語、英語で書かれている。20
世紀になると社会学の潮流はアメリカへと移行する。当時のアメリカは産業革
命と近代化の波にのり富を蓄えて繁栄した。また、ドイツのナチによる迫害か
ら逃れるために国外へと流出したドイツ人知識層を受け入れることでさらに
力を得た。以後、社会学界はアメリカが主流となり先導してきた（図１、表１）。  
表１は、社会学史の展開において主要な学説等を提示して影響を及ぼしてき
た社会学者について、氏名の欧文表記、出生・没年、出身国、亡命や移住の経
緯、代表的な著書類、研究に影響を与えた出身背景、名言・考え方、有名な概
念等を出生年順に並べた一覧表である。日本人は最後にまとめている。この中
の主要な社会学者については詳述する。 
 日本の社会学は、主にアメリカに追随し、欧米の学問を日本に紹介するかたち
で始まった経緯がある。欧米では、貧困層出身の研究者が社会を良くしたいと
いう思いから社会学を始めた例が珍しくない。日本は、旧帝国大学、現在の東
京大学のエリートたちが、知識層の知的好奇心を満たすための学問として日本
に紹介したので外国とは異なる経緯を持つ。 
日本でいつ社会学が誕生したのかは諸説が存在する。社会学という言葉を用
いる以前から社会学的思考に基づいて研究がなされてきたとか、民俗学や文化
人類学、農村社会学の分野での歴史はより長いとする説もある。いずれにして
も先の社会学の主要国と比すれば学的な出足は遅いと言うことができるだろう。 
 欧米の学説潮流は２つの系統に類別することができる。１つ目は社会進化論
である。２つ目はマクロ・ミクロ論である。この２つの視点を混同した学説も
ある。 
 
 
  
                                                   
2 Auguste Comte, 1839,“La partie dogmatique de la philosophie sociale”, Cours de 
philosophie positive, par, t. 4, Bachelier.（＝1970, 清水幾太郎責任編集『コント／ スペン
サー 世界の名著 36』中央公論社.）。同書邦訳版は、コントの「第 50 講 社会静学、すな
わち人間社会の自然秩序に関する一般理論の予備的考察」と「第 51 講 社会動学の根本法
則すなわち人類の自然的進歩の一般理論」の２講のみでる。 
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表１：世界の社会学者とその特色 
番号 苗字 欧文表記 出生・没年 出身国 亡命・移住 代表的な著書類　※出版年原書 出身背景等 名言・考え方等 有名な概念等
1 サン-シモン Saint-Simon 1760-1825 フランス 社会学の祖コントを弟子として
育てたことで有名。
2 コント Comte, Auguste 1789-1858 フランス
前期『実証哲学講義』（第４巻1839
年で「社会学」という言葉を造語）/
後期『実証政治体系』
サンーシモンに1814年から学
ぶが1824年には決別した。
愛人の存在（1844末～1846初）が重
要。愛人が死ぬまで（前期）と死後（後
期）とで、研究が異なる。
“社会学”という語の創始者。三段階
の法則（三状態の法則）：神学的状態
→形而上学的状態→実証的状態
3 マルクス Marx, Karl Heinrich 1818-1883 ドイツ
→フランス→
イギリス
『資本論』／『共産党宣言』／『経済
学・哲学草稿』
「われわれは他人を解放する前にまず
自分を解放しなければならない」
『共産党宣言』は「今日までのあらゆる
社会の歴史は階級闘争の歴史であ
る」という有名な句に始まる。
4 スペンサー Spencer, Herbert 1820-1903 イギリス
『社会静学』／『総合哲学体系』全
10巻
イギリス社会学の創始者 自由主義的個人主義の立場 「生存闘争」「適者生存」「社会静学」
「社会有機体説」
5 サムナー Sumner, William Graham 1840-1910 アメリカ
『フォークウェイズ』（1906年） アメリカ社会学会の２代目会
長
スペンサー推進派。文献調査によって、
社会的慣習や規範や制度の起源や発
展などを解明した。
6 ウォード Ward, Lester Frank 1841-1913 アメリカ
『動的社会学』（1883年）が出世作 アメリカ社会学会の初代会
長。古生物学者。
スペンサー脱却派。コントの実証主義と
スペンサーの社会進化論に研究の着想
を得て独自の論を展開した。
社会力
7 タルド Tarde, Jean Gabriel 1843-1904 フランス
『世論と群集』／『模倣の法則』 大衆社会論およびマスコミ研
究の先駆者。
タルドの命題は「社会とは、模倣であ
る」。
「公衆」の概念　※公衆／大衆／群集
との対比で理解する。
8 ギディングス Giddings, Frankin Henry 1855-1931 アメリカ
統計的社会学が唯一の科学的社会
学である。コロンビア大学の初代社会
学教授で、独自の学風を築いた。
9 ソシュール Saussure, Ferdinand de 1857-1913 スイス
『一般言語学講義』 言語体系を諸要素の内在的な相互依
存関係の総体とみる見方は、構造主義
の先駆として、他分野にも影響した。
一般言語を言語（ラング）と言葉（パ
ロール）に区別した。
10 ジンメル Simmel, Georg 1858-1918 ドイツ
『社会分化論』（1890年）／『貨幣の
哲学（1900年）／『社会学の根本問
題』（1917年）
ユダヤ人であることが一因と
してドイツで昇進ができなかっ
た。
社会は、本来、機能的なもので「個人間
の心的相互作用」による。
特殊専門科学としての形式社会学の
創始者。小集団論・闘争理論・交換理
論の先駆者。生の哲学者。
11 デュルケーム Durkheim, Émile 1858-1917 フランス
『社会分業論』（1893年）／『自殺
論』（1897年）
社会を「物のように」みる。／宗教社会
学的関心。
社会的事実。アノミー。
12 テンニース Tönnies, Ferdinand 1859-1936 ドイツ 『ゲマインシャフトとゲゼルシャフト』 形式社会学の先駆者 ゲマインシャフト/ゲゼルシャフト
13 タマス Thomas, William Isaac 1863-1947 アメリカ
通称『ポーランド農民』（1918-
1920）
社会と個人とを関連づける理論を構想
した。
「４つの願望」説（①新しい経験を求め
る願望、②安全を求める願望、③反応
を求める願望、④認知を求める願望）
14 G. H. ミード Mead, George Herbert 1863-1931 アメリカ
『精神・自我・社会』(1934年） デューイらと共にプラグマティ
ズムを担ったアメリカ社会哲
学者。ドイツに留学経験有り。
象徴的相互作用論の祖。社会化、役
割取得、準拠集団、社会的自己。
15 クーリー Cooley, Charles Horton 1864-1929 アメリカ
３部作：『人間性と社会秩序』（1902
年）、『社会組織論』（1909年）、『社
会過程論』（1918年）
ギディングスの影響を受けて
いる。
「個人を全体によって、逆に全体を個人
によって解釈する」
「第一次集団」、「鏡に映った自己」
16 M. ウェーバー Weber, Max 1864-1920 ドイツ
『プロテスタンティズムの倫理と資
本主義の精神』／『宗教社会学論
集』
方法論的個人主義と、理解社会学では
個人の主体的側面を重視した。「価値
判断論争」では「価値自由」を主張。
呪術からの解放、家産制。支配の諸
類型：①合法的支配、②伝統的支配、
③カリスマ的支配。
17 ズナニエツキ Znaniecki, Florian Witold 1882-1958
ポーランド
→アメリカ
第一次世界大
戦後ポーランド
に戻り、1930年
以降は終生ア
メリカで過ごす
通称『ポーランド農民』（1918-
1920）
哲学の出身。
18 マッキーヴァー
MacIver, Robert
Morrison
1882-1970 イギリス
→アメリカ 『コミュニティ』（1917年） ギディングス（コロンビア大学）
の後任教授。1940年にはアメ
リカ社会学会会長。
アソシエーション／コミュニティ
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19 ルカーチ Lukács, György 1885-1971 ハンガリー
（ウィーン、ベ
ルリンを経て）
1933年にモス
クワに亡命
『歴史と階級意識』（1968年） マルクス主義を現実を弁証法的な全体
性という観点から分析する方法として規
定した。
「西欧マルクス主義」の創設者。
20 バージェス Burgess, Ernest Watson 1886-1966
アメリカ（カ
ナダ生ま
れ）
The Family: from institute to
Companionship 『家族－制度から
友愛へ』(1945)※邦訳無し
シカゴ学派の中心人物（第２
世代）。ヘンダーソン（社会改
良家）の弟子。
バージェスは、家族を「相互作用する人
格の統合体」と規定した。
「制度家族」「友愛家族」･･･家族は制
度家族から友愛家族へと発展すると
説いた。
21 レヴィン Lewin, Kurt 1890-1947 ドイツ
ナチスのため
に1933年、ア
メリカへ亡命
『パーソナリティの力学説』（原書
1935年）
ゲシュタルト心理学派でもあ
る。
人間関係訓練法を開発した。トポロジー
心理学、ヴェクトル心理学によって心理
学の体系化を図った。実践と理論を結
びつけるアクション・リサーチを提唱。
「場の理論」を提唱。「グループ・ダイ
ナミクス」の理論的・方法的基礎を確
立した。
22 マンハイム Mannheim, Karl 1893-1947 ハンガリー
ナチスのため
に1932年、イギ
リスへ亡命
『イデオロギーとユートピア』（1968
年）
ルカーチ・グループの１人。
→A.ウェーバーの助手。
「自由のための計画」という立場 知識社会学の建設者。「時代診断」、
「兆候思想家」
23 マードック Murdock, George Peter 1897-1985 アメリカ
『社会構造』(原書1949年、邦訳
1978年)
『社会構造』→「すべての社会における
社会構造の基礎は家族である」
「核家族普遍説」分類法【Human
Relations Area Files（略称HRAF フ
ラーフ）】の開発で有名。
24 シュッツ Schutz, Alfred 1899-1959
オーストリ
ア→フラン
ス（1938）
→アメリカ
（1939～）
ナチスにオース
トリアが占領さ
れたため、1938
年にパリに移
り、1939年にア
メリカへ亡命
『社会的世界の意味構成』（1982
年：原書1932年）
フッサールに「昼は銀行員、夜
は現象学者」と呼ばれた。
現象学的社会学の祖。日常生活の社
会学、生活世界の社会学、エスノメソ
ドロジーに貢献した。
25 フロム Fromm, Erich 1900-1980 ドイツ
ナチスのため
に、1933年、
アメリカに亡
命。1949年に
はメキシコに
移住。
『自由からの逃走』（1941年）／『正
気の社会』（1947年）
性格形成過程における歴史的・社会的
要因を重視。
「社会的性格」→同一文化に属する大
部分の人間に共有された性格構造を
いう。これが社会の歴史的・経済的構
造によって形成されつつ、一方、社会
の機構やイデオロギーを補強する心
理的基盤として機能することを論じ
た。
26 エリクソン Erikson, Erik Homburger 1902-1994
ドイツ→ア
メリカ
ナチスのため
に、1933年、
アメリカに移
り1939年にア
メリカ国籍を
取得。
『幼児期と社会』みすず書房、『ライ
フサイクル　その完結』みすず書
房、『ガンディーの真理』　（1970年
にピュリッツァー賞を受賞）
ウィーンでアンナ・フロイドに
学ぶ。その後渡米した。エリク
ソンは、母親が死ぬまで実の
父親が誰かを語ることなく他
界され、母親の再婚相手の父
のもとで育つ。ユダヤ系ドイツ
人でありながら、どちらの社会
からも差別を受けて育った経
験をもつ。
社会学では、８つの発達段階説が有
名である。
27 パーソンズ Parsons, Talcott 1902-1979 アメリカ
『社会的行為の構造』（1937年※出
世作）／『社会システム』（1951年）
戦後３０年間、世界の社会学
会をリードした大物。
研究の５つの時期。①「主意主義的行
為理論」の時期。／②「行為の一般理
論」の時期。／③「AGIL４機能パラダイ
ム論」の時期。／④「社会進化論と象徴
的メディア論」の時期。／⑤「人間の条
件論」の時期
AGIL図式／「システム」概念／究極の
リアリティ
28 アドルノ Adorno, Theodor
Wiesengrund
1903-1969 ドイツ
ナチスのため
に、1933年、イ
ギリスの亡命。
1938年ホルク
ハイマーの招
きで渡米。1949
年にはドイツに
帰国。
『権威主義的パーソナリティ』（原書
1950年）／『否定的弁証法』（1966
年）
哲学者、美学者、社会学者。
同じフランクフルト学派である
ハバーマスと鋭く対立。
ヘーゲル哲学を基礎に社会的事実をそ
の全体性において捉えることの必要性
を強調し、単なる実証主義を退けて、親
友のホルクハイマーと共に批判理論の
提唱者となった。
29 レヴィ＝ストロース Lévi-Strauss, Claude 1908-2009
フランス（両
親がベル
ギー滞在中
に誕生。）
１９４０年、人種
法でユダヤ人
ゆえに教師を
解雇されるとア
メリカに亡命。
『親族の基本構造』（1949年）／『構
造人類学』（1958年）
言語学の成果などに示唆を得
た構造主義的方法により人類
学的研究に携わる。
単純な歴史主義や進化主義を乗り越え
て、未開・文明のいかんを問わず制度
や習慣の根底にある普遍的な構造理
論の把握に努めた。
トーテミズム／神話／親族（婚姻体系
の本質を女性交換の与酬性とみる）
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30 リースマン Riesman, David 1909-2002 アメリカ
『孤独な群衆』（1950年） 文明評論家。政治や平和の問
題。教育の問題。
ユートピア提示による自主性の回復を
主張。
「他人指向型」「伝統指向型」「内部指
向型」
31 マートン Merton, Robert King 1910-2003 アメリカ
『社会理論と社会構造』（1957年） コロンビア学派を形成。アメリ
カ社会学で、1950～60年代の
代表的存在。パーソンズの高
弟で、グールドナー、リプセッ
ト、ブラウなどを育てた。知識
社会学。マスコミ論。ジャーナ
リズム研究。
「科学社会学」の創始者。「中範囲の
理論」「準拠集団」「自己成就的予言」
「マタイ効果」「相対的剥奪」
※彼の「順機能」と「逆機能」概念に着
目する視点もある。
Cf, 没機能、潜在的機能
32 マクルーハン
McLuhan, Herbert
Marshall
1911-1980 カナダ
『機械の花嫁』（1951年）／『メディア
はメッセージである』（1967年）
英文学者。文明評論家。メディ
ア論者。一種の予言者。
マクルーハン旋風が起こった。
33 アリエス Ariès, Philippe 1914-1984 フランス
『〈子ども〉の誕生』（1960年）／『日
曜歴史家』
バナナ業者をしながら研究を
した。
政治・歴史の側面を重視。 心性史という独特の歴史アプローチを
用いた。
34 ミルズ Mills, Charles Wright 1916-1962 アメリカ
『社会学的想像力』（原書1959、邦
訳1965）
1946年以降はコロンビア大学
で助教授→教授。
社会学的想像力
35 ガーフィンケル Garfinkel, Harold 1917-2011 アメリカ
『エスノメソドロジー研究』（1967年） パーソンズのもとで学位論文
を書いた。
日常生活世界での意味付与活動が、社
会秩序再再生の鍵。手法：メカニズムを
詳細に観察し記録すること。
エスノメソドロジーの造語、創始者。
「会話分析」
36 アルチュセール Althusser, Louis 1918-1990 フランス
『マルクスのために』（1965年）／
『資本論を読む』（1974年）
構造主義的マルクス主義者。 マルクス主義におけるヒューマニズム的
傾向を批判し、その理論の厳密な科学
的把握（複合的な社会構造）を要請。
「重層的決定」を提唱。「哲学的実践」
を提唱。
37 ベル Ｂｅｌｌ, Daniel 1919-2011 アメリカ
『イデオロギーの終焉―1950年代
における政治思想の涸渇につい
て』／ 『脱工業社会の到来―社会
予測の一つの試み（上・下）』
コロンビア大学で博士号を取
得。シカゴ大学、コロンビア大
学を経て、1969年よりハー
ヴァード大学教授。
時代の転換点を俊敏かつ精確に捉える
タイプの人物である。農業社会から工
業社会への変化から、1950年代すでに
脱工業社会に至っている点を示した。
イデオロギーの終焉。『脱工業社会。
38 グールドナー Gouldner, Alvin Ward 1920-1980 アメリカ
『迫りくる西欧社会学の危機』（1970
年）
社会学批判の中心的人物。 西欧の機能主義、東欧のマルクス主義
の双方を批判。
「自己反省の社会学」「社会学の社会
学」
39 ゴッフマン Goffman, Erving 1922-1982 カナダ
→アメリカ 『行為と演技』（1959年）／『集まり
の構造』（1963年）／『アサイラム』
（1961年）
ウォーナーの影響を受けた。
シェトランド諸島のフィールド
ワークに従事した。
演劇論的アプローチを提唱。「儀礼的
無関心」「離脱」の概念。「対抗的自
己」「役割距離」の概念。「フレーム」
40 フーコー Foucault, Michel 1926-1984
『狂気の歴史』（1961年）／『監獄誕
生』（1975年）／『臨床医学の誕生』
（1963年）
フランスの科学認識論（エピス
テモロジー）の流れをくむ。フ
ランスを代表する思想家、歴
史家、哲学者。
人間の科学の可能性の条件を問う姿勢 パノプチコン
41
イリッチ
※イリイチが
一般的表記
Illich, Ivan 1926-2002
ウィーン生
まれ、アメ
リカ国籍
『脱学校の社会』（1977年）／『脱病
院化社会』（1979年）
第３世界の民衆の視点から産業社会批
判を展開。自律・協調性のビジョンの再
構築を目指す。
42 ルーマン Luhmann, Niklas 1927-1998 ドイツ
『社会システム理論』（1984年）／
『法社会学』
パーソンズに学んだ。 等価機能主義を提唱。オートポイエシ
ス的システム理論。セルフレファレン
ス（自己準拠）。ダブル・コンティンジェ
ンシー（二重の不確定性）と相互浸
透。社会学理論の３本立て（コミュニ
ケーション論、社会進化論、社会分化
論）
43 バーガー Berger, Peter L. 1929- オーストリア
ユダヤ系とし
て生まれたた
め、ナチスか
ら逃れるため
にアメリカへ
移住。
『日常世界の構成』（原書1966年、
邦訳1977年、2003年『現実の社会
的構成』）、『社会学への招待』
（1963年）、『バーガー社会学』
(1972年)
シュッツに学んだ。 『現実の社会的構成』で「社会とは客観
的現実であり、主観的現実でもある」と
の言説を展開した。
44 ボードリャール Baudrillard, Jean 1929-2007 フランス
『消費社会の神話と構造』（1970年）
／『シミュラークルとシミュレーショ
ン』（1981年）
社会学者。思想家。 マルクスの価値論、ソシュールの構造
言語学を合わせて発展させた。「私は理
論におけるテロリストである」と明言。
45 ハーバーマス Habermas, Jürgen 1929- ドイツ
『コミュニケーション行為の理論』
（1981年）、『理論と実践』（1975年）
フランクフルト学派の第２世代
を代表する人物。
批判理論の再建を図った。「憲法パトリ
オティズム」の提唱者。公共性論、コミュ
ニケーション論の第一人者である。
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46 ブルデュー Bourdieu, Pierre 1930-2002 フランス 『ディスタンクシオン』（1979年） 現代フランスの代表的な社会
学者の一人。
調査を重視 ハビトゥス、プラティーク、文化資本
47 ウォーラスティン Wallerstein, Immanuel 1930- アメリカ 『資本主義世界経済』 「世界システム論」の理論的提唱者・
指導者。
48 ギデンズ Giddens, Anthony 1938- イギリス
『資本主義と近代化理論』（1971年）
／『社会学』
スペンサー以来のイギリスを
代表する大物研究者という肩
書き。
構造化理論で有名。再帰性
（reflexivity）
49 エルダー Elder, Glen H., Jr. 1934- アメリカ 『大恐慌の子どもたち　―社会変動
と人間発達』
社会学者、発達心理学者。 マクロ―メゾ―ミクロ ライフコース研究の先駆者
50 ベック, ウルリッヒ Beck, Ulrich 1944- ドイツ
『危険社会』（邦訳1988年）、
『世界リスク社会論』（邦訳2003
年）、
『リスク化する日本社会―ウルリッ
ヒ・ベックとの対話』（2011年）
『ユーロ消滅？』（邦訳2013年）
元ミュンヘン大学教授、リスク
社会論の第一人者。原発事故
を通して注目を浴びた社会学
者である。
近代化の過程で人間が行った選択は、
豊かな社会への道のりではなく、危険と
表裏一体である。原発などは、一度、事
故が起きれば、人間の手で解決できな
い状態となるリスクを抱えた社会になっ
ている。
リスク社会
51 外山正一 とやま　まさかず 1848-1900 日本
『民権弁惑』（1880年）、『日本知識
道徳史』（1895年）
イギリス、アメリカへ留学。東
京帝国大学文学部社会学講
座の初の担当者（日本で最初
に社会学を講義した人　※E.
デュルケームが仏で最初に社
会学を講義したのは、外山よ
り３年遅い1896年）。東京帝
国大学総長。
「スペンサー輪読の番人」という異名を
もつ通り、H.スペンサーの進化論を日本
に広めた。
余談：「バンザイ三唱」の発案者。1889
年２月11日の大日本帝国憲法式の慶
祝の際して考案した。
52 建部遯吾 たけべ　とんご 1871-1945 日本
外山正一の弟子。 「日本社会学院」設立者の一人。この運
営が専制的だと反対していた戸田貞三
らによって、同院の解体後に「日本社会
学会」が設立された経緯がある。
建部の社会学は、思弁的・総合的で
あると評されている。
53 横山源之助 よこやま　げんのすけ 1871-1915 日本
『日本之下層社会』（1898年）、『内
地雑居後之日本』（1899）
ジャーナリスト（明治後半に活
躍）
資本主義生成発展期の日本の下層民
衆社会を鋭く観察し、その生活実態をリ
アルに分析し描きだした。
日本の産業、労働、生活問題解明の
先駆者
54 高田保馬 たかだ　やすま 1883-1972 日本
『社会学原理』（1919年） 米田庄太郎に学ぶ。京都帝国
大学文科大学、同大学院を卒
業。
社会を精密に分析し、緻密な理論構成
によって日本の理論社会学を代表し、
その水準を高めた。
「社会科学界の一平民」という立場を
とる。
55 戸田貞三 とだ　ていぞう 1887-1955 日本
『家族構成』（1937年） 東京帝国大学文科大学哲学
科を1912年に卒業。建部遯吾
の弟子。
実証研究を重視して、アメリカにおける
社会調査法の導入に努め、経験科学と
しての社会学の確立に貢献した。
日本の家族社会学樹立者。第１回国
勢調査（1920年）資料を利用した統計
調査研究
56 鈴木栄太郎 すずき　えいたろう 1894-1966 日本
『日本農村社会学原理』（1940年）、
『都市社会学原理』（1957年）、『国
民社会学原理ノート』(1970）
東京帝国大学文学部を1922
年に卒業。
先駆的に欧米の実証社会学の方法を
取り入れ、独自の体系を確立した。
自然村の概念
57 有賀喜左衛門 あるが　きざえもん 1897-1979 日本
『日本家族制度と小作制度』（1943
年）
東京帝国大学文学部美学美
術史学科を1922年に卒業。
同族の研究
58 新明正道 しんめい　まさみち 1898-1984 日本
東京帝国大学出身。ジンメル
などの形式社会学の研究に
入ったが批判に転じた。
「綜合社会学」の体系を構想した。 知識社会学の学説研究に貢献
59 喜多野清一 きたの　せいいち 1900-1982 日本
『家と同族の基礎理論』（1976年） 東京帝国大学文学部社会学
科を1925年に卒業。マルク
ス、クノーに触発されつつ、柳
田国男、鈴木栄太郎らに学ん
だ。
日本農民の封建的束縛からの開放過
程の解明を目指した。またアメリカ農村
社会学の実証的な方法を習得した。
本家＝分家関係（同族）、親方＝子方
関係、地主＝小作関係
60 小山隆 こやま　たかし 1900-1983 日本
『現代家族の研究－実態と調整』編
著（1960年）、『現代家族の役割構
造－夫婦・親子の期待と現実』編著
（1967年）
東京帝国大学文学部社会学
科を1924年に卒業。
壬申戸籍以降の戸籍簿による家族研
究の技法を自得した。1955年に「家族
問題研究会」を設立。
越中五箇山・飛騨白川村などの北陸
地方の大家族を調査
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第２節 社会学の創始者オーギュスト・コント 
社会学の創始者はフランス人のオーギュスト・コント（Comte, Auguste：
1789-1858）である。「社会学／sociologie」3という用語は、コントが 1839 年
刊行の『実証哲学講義』第４巻で初めて造語した。そのため 1839 年を社会学の
誕生年とみる見方が一般的である。 
 一部の文献には、コントを社会学の祖と位置づけない文献も見受けられる。
コントの師匠であるサン＝シモンがコントへ与えた影響を評価する見方4や哲学
の長い歴史的系譜に社会学の起源を見出す見方5も存在する。 
コントは、サン＝シモン師匠が結婚に反対をした（コントの初婚相手が娼婦
であったため）出来事やコントが書いた原稿をめぐる出来事によって師匠と決
別している。そしてコントは孤立した。生活にも困窮したコントの妻は娼婦の
仕事に戻りコントを追いつめた。コントは 1827 年に自殺したが未遂に終わり
『実証哲学講義』6の刊行に至る。その過程でコントは精神疾患を患っていた。
人的に追いつめられ、極限状態の中で研究した成果の結果で「社会学」という
用語を創り出した。その後、再婚した妻とは平穏な生活を過ごしている。 
コントは、自宅をサロンとして研究活動の場とした。そのため学界の場にお
ける華やかな活動経歴はみられない。エリートとはほど遠いライフコースであ
ったが、後年の彼への評価と位置づけは「社会学の創始者」である。 
日本の社会学界をみると、社会学が海外から移入された当初、コントは先駆
者であるにもかかわらず殆ど着目されてこなかった。コントの著作の邦訳版を
探すと殆ど存在しない点をみても注目度の低さが推察できる。他方で、次に取
りあげるスペンサーは現東京大学関係者をはじめ多くの日本人研究者に受容さ
れており、日本の社会学の普及に貢献したと言うことができるだろう。 
 
 
                                                   
3 社会学（sociologie）はラテン語のソキウス（socius）とギリシャ語のロゴス（λόγος
〈logos〉）を接合して造語された。 
4 本間康平ほか編, 1976/1985,『社会学概論』有斐閣（有斐閣大学双書）には「「社会学の父」
としての栄誉は本来ならばサン－シモン（1760-1825）に与えられてしかるべきものである」
（3 頁）と記されている。『社会学の基礎知識』（1969, 有斐閣）の中で庄司興吉もサン－シ
モンがコントに与えた影響の大きさについて触れている（7 頁）。 
5 阿閉吉男ほか編『社会学史概論』（1957, 勁草書房）では、社会学の原始時代・古代起源
説を展開している（10 頁）。社会分析研究会編『社会学－基礎理論と分析－』（1965, 誠信
書房）では、社会学の起源論として近代自然科学論と経験的社会論を重視している（5 頁）。
細谷昻ほか編『社会学の成立』（1976, 人間の科学社）では社会学のさまざまな起源説を解
説している。 
6 『実証哲学講義』の完訳は存在しない。清水幾太郎編の『コント／ スペンサー 世界の名
著 36』（1970, 中央公論社）には、コントの『実証哲学講義』第４巻とスペンサー文献の部
分訳が掲載されている。 
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第３節 社会進化論を提唱したハーバート・スペンサー 
イギリス人であるハーバート・スペンサー（Spencer, Herbert：1820-1903）
は、A.コントと並ぶ社会学者であるとされる。スペンサーの家庭は非国教派の
中産階級であった。正規の学校教育を受けずに牧師のおじから自然科学の基礎
を教わった。職業は、最初に鉄道技師、次いで編集者、そして独立して著述業、
その後に社会学者に至る。 
スペンサーは、1851 年7に最初の著作である『社会静学』の副題を「人類幸福
の本質的条件およびそれを発達させる第一条件」とした8。スペンサーが研究を
する目的は、人類の幸福とそれを可能にする本質的な条件を模索することであ
った。「理想社会の条件とは何か」を探究し続けたと言えよう。 
スペンサーの学説に大きな影響を与えた歴史の出来事は産業革命である。産
業革命は18世紀半ば頃よりイギリスから始まる。イギリスに次いで、フランス、
ドイツ、アメリカ合衆国でも産業革命が始まった9。産業革命によって農業社会
から工業社会へと変化して資本主義が普及した。そのことが金で労働力を買い
商品を作り賃金以上の利益を得る雇用者と、労働力を売り得た金で生活をする
被雇用者との関係を生み出す。やがて階層格差ができて貧富の差が拡大する。
行き過ぎると搾取や奴隷に近い状況になる。産業革命を生活の面からみると、
家内制手工業から工場制家外工業（大量生産）へと移行したことで職場と家庭
と子どもの教育現場との領域が分離させられることになり、生活パターンを変
化させた。 
当時は自然科学が万能な時代背景があり、社会科学は自然科学の模倣をする
傾向と見做された感がある。ここから誕生した学説が社会進化論であった。ス
ペンサーは社会進化論を提唱した第一人者である。 
 
第４節 社会進化論の背景 
１．社会進化論とは 
社会進化論とは生物進化論を社会に適用した学説である。社会を生物有機体
と同質のものとして捉えたもので、適者生存の法則等、弱肉強食的思考を含む。
スペンサーは人間社会を自然科学の視点から分析をして生物有機体のように進
                                                   
7 『新社会学辞典』820 頁には 1850 年とあるが、原書を確認すると Preface が 1850 年 12
月に記載されおり、『社会静学』の出版年は 1851 年であると断定した。 
8  Spencer, Herbert, 1851, Social statics, or, The conditions essential to human 
happiness specified, and the first of them developed, LONDON: John Chapman.を参照
されたい。原書のタイトルでは、human happiness（人類幸福）が大きめの字で強調され
ている。一部訳が清水幾太郎編, 1970,『コント／ スペンサー 世界の名著 36』中央公論社
に収録されている。 
9 日本の産業革命は 1880 年頃から始まる。民間企業による紡績業、製糸業が発達した。日
清戦争後は政府が賠償金の多くを軍事費にあて、八幡製鉄所、官営工場を建て重工業の発
達を促し、資本主義を確立した。 
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化すると考えた。社会の各機能は相互に密接に関係し合っており、生物有機体
と同じように単純なものから高度に複雑なそれへと分化・発展していくとみた。 
 時代背景では、産業革命によって人々の生活が劇的に改善されていた時期で
ある。同時代の社会進化論者の思考の基底部には、社会は未熟な社会から成熟
した社会へと進化するのだという考え方が読み取れる。スペンサーも「時代の
子」であったと言えよう。 
 人類はその後の社会進化が右肩上がりに発展する方向へのみ進むわけではな
いことを経験済みである。度重なる戦争、虐殺、天災、原発事故、環境破壊、
公害など、豊かさの代償に多くの犠牲を払ってきた。先進主要国では奴隷制度
や身分制度も無いが、格差の広がりとその固定化は定着する傾向にある。１割
の富裕層と９割の貧困層へと足並みを揃えつつある。豊かな社会とは真逆な現
実に直面していると言うことができるだろう。 
 このような現状を踏まえると、社会進化論は今日の社会を分析するのに適切
な学説とは言い難いと考えられる。 
 
２．スペンサーに影響を与えた人物－スペンサー → ダーウィン → マルサス 
スペンサーの生まれる 20～30 年前までは自然科学が万能の時代であった。ダ
ーウィン（Darwin, Charles：1809-1882）の進化論10が全盛の時代であり、ス
ペンサーはダーウィンに影響を受けている。そのダーウィンはマルサス
（Malthus, Thomas Robert：1766-1834）の『人口論』11に啓発されていると
言われる。 
マルサスは『人口論』で、人口はその社会で生産される量によって決まって
おり、食物生産量よりも人口が増加すると飢餓や病気や奪い合いの戦争によっ
て人口が淘汰されて、適正人口へと調整され何らかの形で適応できた人が生き
残れるとする「適者生存の法則」を提起した。 
 適者生存、生存競争、自然淘汰といった概念は、社会的弱者排除にもつなが
                                                   
10 ダーウィンの生物進化論を表した『種の起源』は、マンガ版を含めて幾つもの邦訳書が
存在する。例えば、最も古い邦訳書は 1914 年の大杉榮訳（新潮社）である。比較的文体が
読みやすい年代だと、1988 年には堀伸夫, 堀大才訳（槇書店）があり、1990 年には八杉龍
一訳（岩波書店）等がある。原書は、Darwin, Charles , 1859, On the origin of species : by 
means of natural selection, or the preservation of favoured races in the struggle for life, 
J. Murray である。 
11 マルサスの『人口論』は、1910 年の三上正毅訳（日進堂）のほか、1973 年の永井義雄
訳（中央公論社〈中公文庫〉）、近年では 2011 年の斉藤悦則訳（光文社〈光文社古典新訳文
庫〉）等がある。原書は、Malthus, Thomas Robert, 1803, An essay on the principle of 
population, or, a view of its past and present effects on human happiness : with an 
inquiry into our prospects respecting the future removal or mitigation of the evils which 
it occasions, Printed for J. Johnson.である。『人口論』は、マルサスが 1798 年に匿名の小
冊子として表したのが最初である。その後、各国を歴訪して調査を実施して論文を追加し
て 1803 年に拡大補強板として改めて出版された。 
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る思想とも見做されるために今日では支持する人は少ない。 
 
第５節 社会進化論の諸学説 
１．スペンサーの社会有機体説 
社会有機体説とは、社会を生物有機体との類比から説明をする学説である。
自然科学が万能と目された時代背景にあっては、人間の身体や臓器を社会の各
機関と対比させて考察する見方があった。 
スペンサーは、社会が軍事型社会（原始社会）から産業型社会（近代的商業
社会）へと社会的進化を遂げるという見方をした。 
 
２．コントの社会静学と社会動学 
コントは、社会静学（社会の各部分の分業と共同から秩序が作り出されるこ
とを研究する）から社会動学（その発展。進歩の法則を研究する）へと時間の
経過、時代の流れに伴い社会が変化する側面に注目した。 
 
３．コントの三段階の法則（三状態の法則） 
コントは、３段階の法則において３つの変化の側面に着目して、社会も進歩、
発展するという見方を示している。３段階は、神学的状態、形而上学的状態、
実証的状態をさす。 
神学的状態とは、空想の力が圧倒的に優勢で「神」のような超自然的の概念
が人間の精神を支配する段階をいう。次の形而上学的状態とは、論理的理性の
力が優勢で抽象的な思弁が人間の精神を支配する段階をいう。そして実証的状
態とは、人間は経験的に確証された事実にもとづきながら、それらを論理的に
体系化して語ることが可能となる段階をいう。 
 
４．フェルジナンド・テンニース（Tönnies, Ferdinand：1859-1936） 
テンニースはドイツ人である。彼は、人類の歴史はゲマインシャフトからゲ
ゼルシャフトへ向かう過程であると主張した12。ゲマインシャフトとは、人間の
本質意志に基礎をおく理解的、非合理的、非打算的な共同体をいう。ゲゼルシ
ャフトとは、人間の選択意志に基礎をおく理知的、合理的、打算的な集合体を
いう。この学説は社会進化論に添うものである。 
 
 
                                                   
12 Tönnies, Ferdinand, 1887, Gemeinschaft und Gesellschaft: Grundbegriffe der reine 
Soziologie, Fues's Verlag.（＝1954, 杉之原寿一訳『ゲマインシャフトとゲゼルシャフト－純
粋社会学の基本概念』理想社.）を参照されたい。 
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５．E.W.バージェス（Burgess, Ernest Watson：1886-1966） 
 バージェスはアメリカ人である。彼は、家族を「相互作用する人格の統合体」
と規定した。また、家族は制度家族から友愛家族へと発展することを説いた。
バージェスの 1945 年に出版された“ The Family: from institute to 
Companionship”という古典書が有名である。直訳すると『家族－制度から友
愛へ』である。残念ながら邦訳版は無い。 
制度家族（institutional family）とは「制度によって個人の生活の自由が極度に
抑圧され統制された家族」であり、家族のために個人がある。友愛家族
（Companionship family）とは「法律や慣習および権威といった制度的抑圧から
解放され、相互の愛情を基礎にして平等・対等の関係に基づくことを理念とし
た家族」であり、個人のために家族があるとする。 
 スペンサー、コント、テンニース、バージェスは、それぞれ出身国は異なる
が同時代に活躍した点では共通している。提示された学説も異なるが、社会進
化論の思考を学説に適用している点が共通している。 
 
第６節 マクロ・ミクロ論－マクロとミクロとの視点 
社会学界では、マクロとミクロの視点のどちらが適切であるのかという議論
が長らく交わされてきた。木を個人に喩え、森を社会に喩えて、「木を見て森
を見ず」はミクロ論への批判として、「森を見て木を見ず」はマクロ論への批
判としてこれらの成句が汎用されてきた。 
マクロとミクロの視点は、学説では方法論的集団主義と方法論的個人主義の
視点に分かれる。方法論的集団主義または方法論的全体主義は、全体の視点から
社会を把握する。方法論的個人主義は、個人の視点から社会を把握する。社会学
の代表的な研究者では、Ｅ．デュルケーム は方法論的集団主義（＝方法論的全体主
義）を展開し、M．ウェーバーは方法論的個人主義を展開したことで知られている。 
社会に対するこの対照的な２つの切り口は、どちらが正しいというのではな
い。研究者個人が、どのような視点から社会を分析するかという問題である。
社会学には課題に対するさまざまな切り口や分析の視点があり、どちらかの立
場で登場する研究者は、その視点だけではなく殆どの研究者は両方の視点を併
存させているが、現象への接近方法としてはマクロかミクロかに依拠すること
が多い。 
どちらの理論が優勢かという議論は、必ずしも帰結をみることなく、止揚（ア
ウフヘーベン）された新たな潮流が切り拓かれている。この背景には時代状況
が影響しており、調査技法の進展などによって両方の視点から見ることが可能
となった。パソコンとソフトの進化が大きく寄与している。その結果、1970 年
代以降は、マクロ（社会）－メゾ（家族・仲間）－ミクロ（個人）の３水準の
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実証研究が脚光を浴びるようになった。それがライフコース理論の前身である。 
 
表２：アメリカ社会学の変遷にみる分析水準の推移 
時期 年代 分析水準 代表的な研究者 特徴（概念等） 主な研究の方法 
第１期 
19 世紀末 
～ 
1910 年代頃 
 
マクロ 
サムナー スペンサー推進派 座学・思弁的・ 
社会哲学的研究 ウォード スペンサー脱却派 
ケロッグ 調査費用はラッセ
ル・セージ財団の基
金による 
ピッツバーグ調査 
ハリソン 
スプリングフィール
ド調査 
第２期 
1920 年代頃 
～ 
1940 年代 
ミクロ 
タマスと 
ズナニエツキ 
ポーランド農民 生活史調査 
ホワイト 
ストリート・コーナ
ー・ソサイエティ 
参与観察 
第３期 1950 年代～ マクロ パーソンズ 構造－機能主義 理論研究 
第４期 1960 年代～ ミクロ 
シュッツ 現象学的社会学 現象学的分析 
ガーフィンケル エスノメソドロジー 会話分析等 
第５期 1970 年代～ 
マクロ－
メ  ゾ－ 
ミクロ 
エルダー ライフコース・モデ
ル 
主に４つの縦断調査 
ハレーブン マンチェスター調査 
出典：中尾暢見, 2006,「ライフコース・モデルの誕生－社会史と人生史の視座から」 
日本大学社会学会編『社会学論叢』157：19-38. 
 
アメリカ社会学の変遷をマクロ・ミクロ論の水準からみると（表２）、第１期
ではマクロ論の研究成果が優勢であり、第２期になるとシカゴ学派の研究成果
を中心に G.H.ミードや C.H.クーリー等の微視的視点の成果が台頭する。その流
れを変えたのが第３期に登場する T.パーソンズである。 
パーソンズとその弟子たちによる研究成果はそれ以後数十年アメリカ社会学
を先導することになった。ところが 1960 年代になると、再び微視的視点で賑わ
うことになる。パーソンズの弟子である H.ガーフィンケルのエスノメソドロジ
ーや A.シュッツの現象学的社会学等が有名である。これら微視的視点が脚光を
浴びるのは偶然ではなく、巨視的視点では社会を分析するのが困難な多様化し
た現状による必然の結果であったと考えられる。 
第二次世界大戦以降は工業社会からサービス型の社会への移行が加速された。
それに伴い、人々の生活パターンもライフコースも多様になっていった。学卒、
就職、結婚のタイミングは人それぞれに幅が生じる。その多様性によって、平
均値で人々を測る巨視的視点では分析からこぼれ落ちてしまう人が出現するこ
とが多くなり、平均どおりの人は少ないという結果が多く見受けられるように
なってきた。個別のケースに即して解釈を行う微視的な分析枠組みの方が現実
と適合した分析が可能になる。 
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しかし第５期になると、それまでのマクロ、ミクロ、マクロ、ミクロという
オセロのような展開ではなく、G.H.エルダー, Jr. に始まる３水準の分析枠組み
出現へと推移している。分析枠組みは、時代や社会に適した手法が創り出され
て用いられることが推移から読み取れる。 
 
第７節 マクロ・ミクロ論の諸学説 
１．Ｅ.デュルケーム（Durkheim, Émile：1858-1917）の方法論的集団主義 
 全体の視点から社会をみる方法論的集団主義または方法論的全体主義は、デュ
ルケームの研究成果の足跡から読み取ることできる。 
デュルケームは、教師の子として生まれる。エリートの育ちであり、ドイツ
に留学した経験をもつ。社会問題に関心があり、社会の改革・再組織化の課題
に取り組んだ。彼は、社会学とは人が制度があると思っていない場所に制度を
発見する学問であると考えていた。デュルケームの著作に共通する視角は、全
体の視点から社会を把握すること。「モノのように」社会を客観的にみること。
そして主観的な感情には還元されない、個に帰さないという考え方であった。 
 デュルケームの代表著書順に特徴をみると、1893 年の『社会分業論』では「連
帯」13概念、1895 年の『社会学的方法の規準』は「モノのように」14が鍵概念で
ある。同書は、社会学の方法論をまとめた教科書としても使用された。そして
1897 年の『自殺論』では自殺の４類型15を提示した。アノミー16概念が独特であ
                                                   
13 デュルケームの社会有機体説では、機械的連帯（未開社会）から有機的連帯（近代社会）
へと展開すると社会進化論とマクロ論とを組み合わせた学説である。『社会分業論』（1893）
でのデュルケームの連帯概念のとらえ方は、個人の感情や意識の総和ではなく、まず「連
帯」ありきでそれが法律、宗教、経済から個人の意識や感情までをも決定づけているとし
た。彼は機械的連帯において単に個々人が集まって存在しているような無機的かつ機械的
な集合体としての社会から、別々に存在する個々人が関連づけあって機能している有機的
集合体としての社会へと進化（社会変動）すると考えた。この「形」こそが社会学の研究
対象である。つまり、社会が未開社会から近代社会へと変化（進化）するには、有機的な
分業が必要となる。社会に容積と密度があると分業が発達する。分業の発達につれて連帯
の形が変わるという見方である。 
14 『社会学的方法の規準』（原書 1895）で示されているように「社会とはモノである」と
考えるデュルケームは、G.タルド（Jean Gabriel Tarde：1843-1904）や H.スペンサーの
学説を批判して克服するという対極的な視点である。タルドの心理的、スペンサーの個人
の視点から社会を見る立場を批判している。デュルケームは、同じフランス人である A.コ
ントの正統的継承者と目されている。実証主義、実在論的社会観を徹底させた。社会をモ
ノ（物）のように見る。つまり、客観的に対象化され、観察され、考察されなければなら
ないという研究スタンスである。 
15 『自殺論』で示された自殺の４類型とは、①宿命的自殺（欲求に過度の抑圧的な規制が
加えられた結果、著しい閉塞感から人々の図る自殺）。②自己本位的自殺＝利己的自殺（社
会統合が弱まり、過度に個人化が進んで個人が孤立する時に生じる自殺）。③集団本位的自
殺（集団規範への服従ないしは集合的価値への強い一体化の結果として生じる自殺の型）。
④アノミー的自殺（欲望の過度の肥大化の結果として苛立ち、焦燥感、不満、幻滅などが
昂じ、そのために生じた自殺）をいう。今日風に述べれば、①はいじめ等による追いつめ
られてする自殺。②は他者との関係・つながりがなく孤独感を持っての自殺。③は集団・
組織などのため、自らの命を犠牲にする自殺。④は精神のよりどころを無くしての自殺と
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る。 
デュルケームは、産業革命を経て近代化の過程で生じる現象として自殺をみ
ており、社会が発展に向かう時こそ自殺者が増加する点を指摘している。人は
身分などによって社会階層が固定されて自分の生活レベルが一定枠内にあると
混乱は生じない。ところが急激に社会が豊かになると、物を所有してもさらに
いい物がでてくるため常に欲求不満になり満たされない。不安が募り死の誘惑
にたやすく屈する現象が生じる。つまり、自殺という社会事象を巨視的視点か
ら解明することを試みている点に特色がある。 
 
２． M.ウェーバー(Weber, Max：1864-1920)の方法論的個人主義 
個人の視点から社会をみる方法論的個人主義の代表作は、M.ウェーバー17の『プ
ロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神』18である。M.ウェーバーは、強度
の神経性疾患があったために、大学で教鞭をとったのは 10 数年のみである。 
ドイツで『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神』が出版されたの
は、1517 年ルターの宗教改革という歴史的背景があった。ウェーバーは、ドイ
ツが資本主義を達成できたのは、人々がプロテスタントの宗教規範に基づいて
禁欲的な生活をしたことが要因であり、ドイツの社会規範が限りなく宗教の規
範と合致したことによるとしている。つまり、資本主義社会の成立のメカニズ
ムを個人の生活という微視的な視点から解明することを試みている点に特色が
ある。 
 
３．ゲオルク・ジンメル（Simmel, Georg：1858-1918） 
 ジンメルは小集団論、闘争理論の先駆者であり、形式社会学の祖と言われる。
また、心的相互作用や集団と集団との関係をみるミクロ論の立場をとる社会学
                                                                                                                                                     
言うことができるだろう。イギリス人の A.ギデンズは個人の願望と達成水準とのギャップ
によるアノミー的自殺を指摘している。 
16 アノミー（anomie〈仏〉）とは、無規制状態、無秩序状態、無政府状態とも言われる。
語源は「無法律状態」を意味するギリシャ語の anomos に根ざす。『新社会学辞典』による
と、アノミーとは社会規範の変容、弛緩、交替などに伴って生じる社会的混乱の状態、な
いしはその結果である価値、欲求、行為などの不統合状態をいう。論者によってこの概念
の用法はかなり多様である。デュルケームはフランス社会の新旧の価値観が混在した状況
をアノミーという言葉で表現した。 
17 マックス・ウェーバー(Weber, Max：1864-1920)には、４歳違いで社会学者である弟の
アルフレッド・ウェーバー（Weber, Alfred：1868-1958）がいる。それゆえ、名前の頭文
字を付記する慣例である。同様に、ミードも、G.H.ミードと文化人類学者であるマーガレ
ット・ミードがいるために必ず頭文字を付けて表記する。 
18 『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神』は複数の邦訳書がある。近年だと 2010
年の中山元訳（日経 BP 社〈日経 BP マーケティング〉）、名訳では、1989 年版を読みやす
くした 1991 年の大塚久雄訳（岩波書店）や、1994 年の安藤英治編、梶山力訳（未来社）
がある。原書は、Weber, Max, 1934, Die protestantische Ethik und der Geist des 
Kapitalismus, J.C.B. Mohr である。 
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者である。ジンメルは、社会学初期のような百科全書的な社会学ではなく社会
学独自の研究領域の確立を目指した。 
ジンメルか関連した論争には、社会名目論と社会実在論である。社会名目論
（社会唯名論）の見方は方法論的個人主義と類似しており、社会は個々人のた
んなる寄せ集めであって名目的なものにすぎず、個人のみが実在すると考える。
ジンメル、タルド、M.ウェーバーはこの立場に立つ研究者である。 
他方で、社会実在論の見方は方法論的集団主義と類似しており、社会が諸個
人からなるにせよ、社会は諸個人から自立し諸個人には還元されえない独自な
性質をもつ一つの実在物だと見なされる。換言すれば、社会や集団は、それを
構成する諸個人には還元できない、個人を超えた一つの実在だとする考えをい
う。デュルケームは集合表象説において、コントは社会有機体説においてこの
立場に立つ研究者である。 
 
４．G.H.ミード（Mead, George Herbert：1863-1931） 
G.H.ミードは、シカゴ大学の哲学科で社会心理学を担当していた。主著であ
る『精神・自我・社会』は彼の死後、1934 年に教え子によって編纂され刊行さ
れた。彼の基本的な考え方は、人間（自己）は他者との相互作用によって社会
的自我が形成されるとした。自己と他者との相互作用の構図は、後に象徴的（シ
ンボリック）相互作用論者に継承・発展される。G.H.ミードは、自己と他者と
の相互作用から社会を捉えている。つまり、微視的視点と巨視的視点とを内在
させた見方を有しているが、分析視角は個人の立場から現象を考察しているた
めミクロ論の学説と認識される傾向がある。以下に代表的な学説を示す。 
 
（１）アイ（Ｉ）とミー（Me）の概念 
ミー（Me）とは客我である。換言すれば、他者や集団から観られる自分（私）
をさす。他者から「あなたってこういう人ね」という評価を受けた自分像であ
る。 
他方で、アイ（Ｉ）とは主我であり、他者から受け取った客我を批判や反省
も考慮に入れつつ内在化させて「私ってこういう人なの」という自我を形成す
る。人は、このアイとミーとの相互作用を通して自我を形成していくという過
程に注目する概念である。個々人の自我形成には他者の存在が重要である点が
注目される。 
 
（２）役割取得（role-taking） 
 役割取得とは客我を自己の内部で再構成させて自らが行動することをいう。
親や周囲の他者がどのように考えて行動するのかという他者が内在化させてい
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る主我を自分が他者と同じように反応や行動できることをいう。この過程を通
してさまざまな役割を取得していく。例えば、子どもがするおままごと遊びに
代表されるような「ごっこ遊び」は役割取得の面からすると社会化過程で自我
形成を促す重要な遊びである。 
  
（３）一般化された他者（generalized other） 
一般化された他者という概念は、自ら所属する集団や社会のなかで期待され
る役割を果たす存在をいう。換言すると、他者の役割を知っているから自分の
役割を全うできるのである。例えば、野球をする時、自分はピッチャーでもキ
ャッチャーやバッターなど、それぞれの役割を知っているから他者の役割を自
分が果たさなくても、自分と他者との相互行為が成りたつのである。 
ミードは「一般化された他者」を発達させることが成熟した自我を形成させ
るのだと考えている。 
 
５．C.H.クーリー（Cooley, Charles Horton：1864-1929） 
クーリーは、G.H.ミードと同じように自己と他者との相互行為から自我が形
成されると考えるマクロとミクロの両方の視点を併せ持つ社会学者である。彼
の分析視角は個人の視点、つまり微視的視点から社会を把握しようと試みてい
る19。 
 「鏡に映った自己」（looking-glass self）の概念では、他者は自分を映す鏡で
あると考えた。この概念は、自分から他者への行動に対して他者が自分をどの
ようにみて評価しているのかを他者の反応を通して自分自身のことを認識する
過程を経て自我形成がされるという見方をとる。 
 クーリーは第一次集団（primary group）の概念を用いて児童期までの発達局
面までは自我を形成する上で重要であることを説いた。第一次集団は、身近な
生活環境で関わる家族、近隣集団、子どもの遊び仲間をさし自我形成の面で重
要な他者となる存在である。 
                                                   
19 本筋から逸れるがクーリーには殆ど注目されていない交通研究に関する分野での成果が
ある。1894 年に公表された“The theory of transportation”である。ミクロ論派のクーリ
ーがなぜ交通研究をしているのかを考えた。スペンサーは鉄道技師という職歴を持つが、
クーリーは鉄道オタクなのかと思いきや別の理由である。時代背景として鉄道や交通網が
拡充されつつあるなか、クーリーは交通をコミュニケーションの一種として考察している。
当時も鉄道労働者は客の命を預かる仕事であるが労働条件が劣悪だったそうだ。それを指
摘して改善を提案したシカゴ大学の研究者が鉄道普及に尽力した経営陣側の逆鱗に触れ職
を追われるという事件もあった。 
今の日本社会でも、鉄道、福祉、保育の仕事に携わる労働者は命を預かる専門職かつ責
任の重い仕事であるにもかかわらず賃金は低い水準にあり、恵まれていない雇用環境で知
られている。アメリカのクーリーが 100 年以上前に着目した現象と今日の日本社会の現象
に類似点が多い点は興味深い。 
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他方で、第二次集団（secondary group）は後の研究者が追加した概念である。
成長後に社会人として関わる職場関係、政治・社会生活上の関係者をさす。関
係の繋がりは、特定の目的のために合理的に組織された集団であることが多い。
後年では発達と社会化は生涯に渡る過程で行われるとのとらえ方に移行する
が、クーリーの時代は、まだ児童期までの発達に主眼が限定されていた。 
 
６．H.ブルーマー（Blumer, Herbert George：1900-1987） 
ブルーマーが象徴的（シンボリック）相互作用論を提唱したのは 1937 年のこ
とである。学界では 1969 年に公表された“Symbolic Interactionism”以降に
注目を集めるようになった。象徴的相互作用論は、1930 年代に誕生したが、そ
の後、複数の方向へと学説が応用展開されている。 
 1930 年代までに活躍した G.H.ミードや C.H.クーリーのミクロ論の次の時代
はパーソンズを軸とするマクロ論が主流の時代である。そのマクロ論を覆うよ
うに潮流を形成した学説として、この継承展開された象徴的相互作用論20、現象
学的社会学、エスノメソドロジーが挙げられる。 
 
７．T.パーソンズのＡＧＩＬ図式（別名：４機能パラダイム） 
 パーソンズは、1930 年代から 1970 年代にかけて精力的に研究成果を算出し
続けてアメリカ社会学界を牽引してきた人物である。そのパーソンズの学説と
して著名なのは、構造－機能主義であり、ＡＧＩＬ図式、別名４機能パラダイ
ムが知られている（図２）。 
Ａ：adaptation 
外的・手段的機能要件充足（適応） 
外部環境への適応 
【経済】 
Ｇ：goal-attainment 
外的・充足的機能要件充足（目標達成） 
権力を使って目標を達成 
【政治】 
Ｉ：integration 
内的・充足的機能要件充足（統合） 
社会統制のメカニズム 
【パターンの維持】 
Ｌ：latency 
内的・手段的機能要件充足（潜在性）パターン維持 
制度化された文化 
【統合】 
図２：パーソンズのＡＧＩＬ図式 
この学説は、マクロ論の代表格である。パーソンズが評価される点は「機能」
という概念を初めて導入した点にある。構造－機能主義は、構造を枠組み・箱
                                                   
20『新社会学辞典』（森岡清美, 1993：738）によると、1950～60 年代にはシブタニ, T.、ス
トラウス、デンジン、R.H.ターナー、H.D.ダンカンらによって社会化、役割取得－役割遂
行、準拠集団等の概念を通して展開され、H.S.ベッカーのラベリング理論、G.ストーンの
日常性理論、デンジンらの情緒論、フリードソンやストラウスらの医療組織研究、ストラ
イカーの構造論的アプローチ等、さまざまな方向へと展開をみせた。 
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と置き換え、機能を役割・働きと脳内変換して見直すと理解しやすいであろう。 
パーソンズは、国家レベルから家族といった小集団に至るまで、すべての人
の営みはこのＡＧＩＬ図式で理解・解釈することができると提案した。このア
プローチを使えば、社会における家族の機能を研究するうえで、マクロ分析と
ミクロ分析の双方で有効であると考えたが、家族等の対象を受動的な存在とし
て位置づけており、能動的な側面、換言すると家族が社会を変化させていく側
面についての視点が欠如している。さらに、マクロ論は社会の構成員の多くが
類似したパターンをとる場合には、分析に適したアプローチである。その場合
は平均値や中央値を計算することが有効である。ところが多様化が受容され、
小さなタイプが多く存在するような社会になると、平均値や中央値から考察す
る手法は適さなくなる。平均以外の人の方が増えるため算出された平均的な型
にあてはまる人が少数しか該当しなくなるためである。つまり分析結果が意味
を持たない状況が生じる。 
 ちょうどアメリカは 1950 年代以降に社会の流動性と変動が激しくなり、社会
状況が刻々と変化していった時期であった。それゆえ、1960 年代以降になると
再びミクロ論の学説が優勢になっていく傾向がみられた。 
 
８．Ａ．シュッツ（Alfred Schutz：1899-1959） 
 A.シュッツは、オーストリアのウィーン生まれである。ナチスにオーストリ
アが占領されたため 1938 年にフランスのパリに移り、1939 年にアメリカへ亡
命して以降はアメリカに定住した。シュッツは、M.ウェーバーの理解社会学と
フッサールの現象学の影響を多分に摂取しながら現象学的社会学の基礎を築き
上げた。そしてエスノメソドロジーをはじめとする微視的視点の研究領域に先
鞭をつけた。 
現象学とは対象そのものの内的構造を記述し、その意味を了解しようとする
方法である。現象学的社会学は、人それぞれに固有の日常的経験とパースペク
ティブを踏まえて、社会を社会的体験の領域と様相、意味世界として理解する
視点とアプローチである。現象学的社会学は社会的相互作用において行為者が
個人的に理解した主観的意味がいかにして他者と共有されているのかという点
に焦点をおいている（倉沢 2000）。 
 
９．H.ガーフィンケル（Garfinkel, Harold：1917-2011） 
R.K.マートンと同様に、ガーフィンケルもパーソンズ弟子であり、パーソン
ズの指導で学位論文を執筆した。ガーフィンケルは、A.シュッツの現象学的社
会学を展開させてエスノメソドロジーの創始者となった。エスノメソドロジー
はガーフィンケルの造語である。エスノとは、エスニック（民族）の略で、メ
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ソドロジーは方法論である。それゆえ、エスノメソドロジーを直訳すれば人々
のやり方または民族方法論となるが、そう訳す人は居らずカタカナ表記されて
いる。 
エスノメソドロジーは、人々が常識として無意識のうちに行っている言動を
詳細に記述して分析する手法をとる代表的なミクロ論である。 
 
第８節 マクロとミクロとの融合を唱える諸学説 
１．R.K.マートン（Merton, Robert King：1910-2003） 
 マートンは、パーソンズの高弟として知られる。師匠であるパーソンズがマ
クロ論の先導者であったのに対して高弟のマートンが同じことを言わず、ミク
ロとマクロとを接合する学説を提示していく点は興味深く、彼から時代の転換
点を読み取ることができると考える。マートンが提示した学説は数多いがその
中で主要な学説を５つ挙げる（マートン 1961）21。 
 
（１）中範囲の理論 
中範囲の理論における中範囲とは、研究対象がマクロ・レベルとミクロ・レ
ベルとの中間という意味および理論の抽象度が抽象レベルと具象レベルとの中
間という意味である。 
 
（２）自己成就的予言（self-fulfilling prophecy）＝予言の自己成就 
 自己成就的予言は予言の自己成就とも言い、予言的な言動および個人の思い
こみや信念が現実として成就する現象をいう。 
 
（３）自己破壊的予言（self-destroying prophecy） 
＝自殺的予言（suisidal prophecy） 
 自己破壊的予言は自殺的予言とも言い、予言的な言動および個人の思いこみ
や信念が現実化しない現象をいう。 
 自己成就的予言も自己破壊的予言も将来について予言的な言動をとった段階
までは同じであるが、結果は真逆になる点がポイントである。それらは予言を
聞いた側が予言した側に対してどのような影響を及ぼすのかが分かれ目である。
将来の状況に対する予想・予言が、その後の状況の発展に影響を与え、とりわ
け行為主体の行動様式を変更させることによって結果に影響を与えることを言
う。 
つまり、どんな状況でも自分の未来を変えるのは自分次第であり、将来の状
                                                   
21 マートンの学説は、ロバート・K.マートン, 森東吾ほか訳, 1961,『社会理論と社会構造』
みすず書房.（原書 1949）による。 
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況をよくするために良い効果をもたらす要因を呼び込む事が大切であろう。ま
た、他者に対しても自分がポジティブな影響者になれることが社会関係上は望
ましい。 
 社会学史の点からみると、社会から影響を受けるだけの受け身的な視点では
なく、社会や外部に対して積極的に働きかける側面を打ち出している点は当時
としては最先端の学説であろう。 
 
（４）相対的剥奪 
人々の感じる不満は、その人のおかれた境遇の客観的な劣悪さに起因するの
ではなく、むしろその人の抱く期待水準と達成水準との間の知覚された格差に
起因するものと考えられる。この概念は、社会運動への動機づけを説明する理
論へと発展した。 
 
（５）マタイ効果（Matthew effect） 
マタイ効果とは、新約聖書のなかのマタイ福音書第 13 章 12 節の「おおよそ、
持っている人は与えられて、いよいよ豊かになるが、持っていない人は、持っ
ているものまでも取り上げられるであろう」という文言に由来しており、それ
を社会現象に適用した解釈である。 
科学の報賞体系で、一度受賞をすると注目されるために累積的に受賞を重ね
ていく現象をさす。良い成果を出し続ければ科学は前進するが、中身を伴い受
賞を重ねると科学を停滞させ権威も偶像化して裸の王様現象になる。他方で、
受賞者と同類または同水準の成果を挙げても受賞を逃したり評価されていない
と、貧すれば鈍する現象になり立ちゆかなくなっていく不平等かつ理不尽な現
象をいう。 
 マートンのこれらの学説に共通する視点は、自己の状況は他者からの影響や
その場の相対的な評価や状況によって左右されるという点である。 
 
２．C.W.ミルズ（Mills, Charles Wright：1916-1962） 
 マートンと同じ時代同じアメリカで活躍して注目されたのがミルズである。
マートンと同じように、個人と他者とを結びつけて考察する視角は共通してい
る。ミルズの場合には、個人と社会・歴史とを結びつける想像力に着目した。
その学説が、社会学的想像力（The Sociological Imagination）である。これは、
個人環境に関する私的問題と歴史的社会構造に関する公的問題とを結びつける
知的能力のことをいう。 
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３．マクロとミクロとの視点を融合したライフコース論 
社会学の歴史は、社会進化論の系譜とマクロ・ミクロ論の系譜があり、研究
者によってはその混合系の学説もみられた。社会進化論の視点では、社会は未
熟な社会から成熟した社会へと進化すると考える。産業革命が一段落した社会
では右肩下がりの時代推移を経験している。学説自体が時代の空気に彩られて
いると言うことができるだろう。しかし、右肩下がりの社会では、未熟な時代と同
様に貧富の二極化が進行していると言える。 
 マクロとミクロとの視点では、方法論的集団主義と方法論的個人主義に代表
される通り、マクロの視点とミクロの視点とが時代ごとに交互に主流をなして
きた。時代よってマクロ派が優勢であったり、ミクロ派が優勢であったりした。
大学院時代のある授業では担当教授が、社会学の歴史はマクロ、ミクロ、マク
ロ、ミクロと推移している。オセロと同じように裏表である。ミクロの次はマ
クロが優勢の時代であるという解説を受けた経験がある。 
ところが、時代の変化は規則性があるわけではなく、時代特有の影響要因に
よってさらに新種へと変化するものである。1960年前後になると、マクロ論と
ミクロ論との視点を接合なしは融合しようとするライフコース研究の学説が
確認できるようになる。それがマクロ水準とミクロ水準とを接合するメゾ水準
を兼ね備えたモデルを持つライフコース論である。 
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第３章 
ライフコース論からライフコース理論へ 
 
 
第１節 個人も家族もサイクルからコースの時代へ 
ライフコース研究は、個人のライフコースにおいて、その個人にとって重要
な他者とどのように関係を持つかなどについて「歴史・時間軸」と、社会や文
化という「場所・空間軸」の中で分析・考察する研究分野である。 
ライフコース研究は社会学、発達心理学、歴史学、人口学などの学際的な研
究がなされている。ライフコース研究の領域では、1960 年代が１つの時代の転
換点になっている。それは社会変化に伴いライフスタイルが多様化したことと、
それまでの学説では説明できない社会現象が出てきたことも要因である。社会
学の学説ではエスノメソドロジーや現象学的社会学が台頭している。P.アリエス、
C.W.ミルズ、R.K.マートンなどが提示した学説は転換期を代表する学説であろ
う。このような時代の転換期にライフコース論は、ライフサイクル論や家族周
期（ファミリー・サイクル）論などサイクル（周期）論から展開された学説で
ある。ライフコースは人生の道のり、軌跡、軌道を表わす概念であるが、サイ
クル論は、マクロ論の視点を内包する平均値から分析する傾向がみられる。 
他方で、社会調査の領域では、コンピューターの導入と活用が進み、それま
では手作業による集計や分析がパソコンによってなされるようになり、年々そ
の処理内容の高度化と高速化が進んだ。このことがマクロ論とミクロ論とを分
析局面において融合する後押しをした。 
このような時代の変化を背景にして、サイクルからコースへと学説は展開さ
れたと言える。 
 
第２節 ライフサイクル論 
１．ライフサイクル論の着眼点 
ライフサイクル論は、個人が成長する発達段階、あるいは人生の周期に即し
て人生と生活の諸側面を考察する。発達心理学の領域では、個人の生物として
の成長に着目した発達過程に着眼点がおかれていた。児童期ぐらいまでは、歩
行運動能力、言語習得能力、身体的成長過程などの面でほぼ共通した軌跡を辿
る。しかし、成人期以降になると生物学的な成長の側面よりも文化・社会的な
成長側面での差異が大きくなり、個人差もでてくる。人生の周期は、学卒・就
職・結婚・出産のタイミングや出来事経験の有無などの差異に着目して個人の
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サイクルを考察すると個人間におけるサイクルの相違点を明らかにすることが
できる。 
社会全体が長寿化したことで、より社会・文化的な側面が注目を集めるよう
になっている。ライフステージも児童期以降のステージが増える傾向にある。
主には思春期、青年期、脱青年期、中年期、高齢期である。高齢期はさらに前
期・中期・後期と３区分されるようになる。 
 
２．E.H.エリクソンの「人間の８つの発達段階」 
エリクソン（（Erikson, Erik Homburger：1902-1994）は、人生を 8 つの発
達段階に分け、各ステージに解決すべき課題があるとした。8 つの発達段階は表
１の通りである。 
 
表１：E.H.エリクソンの「人間の８つの発達段階」 
Ⅷ 円熟期 
       自我の統合 
対 
絶望 
Ⅶ 成年期 
      生殖性 
対 
停滞 
 
Ⅵ 若い 
  成年期 
     親密さ 
対 
孤独 
  
Ⅴ 思春期  
と 
  青年期 
    同一性 
対 
役割混乱 
   
Ⅳ 潜在期 
   勤勉 
対 
劣等感 
    
Ⅲ 移動   
性器期 
  自発性 
対 
罪悪感 
     
Ⅱ 筋肉 
  肛門期 
 自律 
対 
恥と疑惑 
      
Ⅰ 口唇  
  感覚期 
基本的信頼
対 
不信 
       
         １    ２    ３      ４    ５       6       ７    ８ 
出典：E.H.エリクソン, 仁科弥生訳, 1977/1994,『幼児期と社会１』みすず書房：351 
より作成。 
エリクソンの８段階のライフサイクルは、人間を社会との相互的な関わり合
いのなかで発達的に形成されていく過程として捉えた。８段階のうち７段階目
までが 20 代の青年期までを想定しており、成人期と老年期の視点が希薄と言わ
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ざるを得ない。しかし、エリクソンは晩年になって老年期を重要視していた。
アリエスが子供期を発見したように、エリクソンは老年期の発見も歴史が短い
としている。寿命の延びによって（エリクソン自身が享年 92 歳）、理論的背景
と歴史的背景とをもちながら老年期の概念が出現して、必然的に成人期の概念
も刷新されたとみている。晩年のエリクソンは、成人期以降におけるライフス
テージの意味合いの変化を意識して、『ライフサイクル、その完結』には老年期
への新たな解釈の必要性とライフサイクルの世代継承の視点を追加更新しよう
と企図
き と
していた。 
こうしたエリクソンの視点を体現した人物が、ライフコース研究の先駆者で
アメリカ人のグレン・Ｈ・エルダー, Jr.（Glen H. Elder, Jr.：1934-現在）であ
った。エルダーは、学説としてライフコース論を提唱すると共に四半世紀に及
ぶ検証を重ねることで、ライフコース論をライフコース理論へと昇華させたと
評価できる。 
 
第３節 家族周期論 
家族周期の概念は、生命をもたない「家族」を、男女の婚姻によって「家族」
が誕生したと見做して、子の出生、成長、成熟、老衰、夫妻の死亡によって終
わるとする。さらに子が結婚して親と同じように家族のサイクルを経て世代が
展開していく事象を生命事象に類似したサイクルとして捉える。このような展
開の規則性を家族周期（サイクル）論とする。1 
家族周期論は、アメリカにおけるニューディール政策の要請を受けて、貧困
から脱出する研究成果を目指して誕生した。主にアメリカの農村における集団
を研究対象としていたため当初は周期的発見が画期的なものであり、当該家族
集団に対しては成果があつたと言える。やがて時が流れ都市化が進むにつれて、
その農村集団用の枠組みを大都市や他のさまざまな地域や集団にも適用しよう
とした。そのため、こうした周期論では不備や支障を指摘されるようになった。 
家族周期論は、19 世紀の末年、イギリスのロウントリー（Rowntree, B. 
Seebohn：1871-1954）の貧困研究と、20 世紀初めのロシアの農業経済学者チ
ャヤノフ（Tschajanow, A.：1888-1930?）に始まるとされる。アメリカにおい
ては、1922 年にロシアからアメリカへ亡命し、ハーバード大学で社会学部を創
設したソローキン(Sorokin, Pitirim Alexandrovich：1889-1968)2が、1930年代
                                                   
1 森岡清美「家族周期」, 184-185、高橋勇悦「ジンマーマン」, 798、森岡清美, 塩原勉ほ
か編集代表, 1993,『新社会学辞典』有斐閣. 森岡清美, 望月嵩, 1983/1992,『新しい家族社
会学』培風館, 64. 
2 青木康容, 1993,「ソローキン」, 森岡清美,塩原勉ほか編集代表『新社会学辞典』有斐閣, 
929-930. 
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初頭に、そのチャヤノフの理論をアメリカに紹介したことに始まると言えよう。
このソローキンの共同研究者でもあるジンマーマン(Zimmerman, Carle 
Clark：1897-1983)も家族周期論の創始者に数えられるが、ジンマーマンは、
農村社会学の領域から視点が異なるアプローチをしている。日本では、鈴木栄
太郎（1894-1966）がこの家族周期論に影響を受けている。1943 年の『日本農
村社会学原理』は、その代表的な成果として挙げられる。 
その後の第二次世界大戦後には、R.ヒル（Hill, Reuben Lorenzo：1912-1985）
によって家族周期論は隆盛を極め、P.グリック（Glick, Paul C.：1910-2006）
がその系統を継いでいる3。日本では 1973 年に森岡清美（1923-現在）が『家族
周期論』を刊行し、今日でもこの分野での中心的な書とされている。 
家族周期論の課題は、第一に家族集団に目を向け過ぎて個人の発達に目を向
けていない点にあり、第二に一人の周期段階から次の世代への移行の変わり目
を平均的に設定するが何が平均なのかは明確になっていない傾向があるという
点にある。例えば、農村での家族集団には、仕事としての農業と家族としての
営みとを共有する人びとの間に多くの共通点が存在していると考えられる。し
かし職種が多様化し、また仕事と家族としての営みの空間が、全く分離されて
いる場合などでは、平均を設定しても、その枠から外れるケースが必然的に多
くなってくる。しかも、平均を設定することで、設定された平均外の人に対し
ては新たなラベリングをする恐れもある。さらに、結婚しない者、子をもたな
い者は、異常とまでは言わないが、蔑視される可能性がある。さまざまな種類
の職種も増加し、科学技術の進歩に伴い生活様式や家族関係にも変化が生じつ
つある。このようにして設定された平均のコースを辿る人が少なくなる傾向が
みられるようになった。家族周期論への批判や修正は必至の状態となっていっ
たのである。 
しかし、この家族周期論は、日本の農村社会に適合したアプローチとして、
長く広く農村社会学や家族社会学などの領域で普及していった。こうした経緯
もあり、今日の関連分野のテキスト類においても家族発達論や家族過程論より
も多くの紙数を割いている場合が多い。 
このようにして家族周期論は、個人とその多様性に目を向けないにもかかわ
らず、シンプルで分かりやすい枠組みであるとして長く広く支持されてきたと
言える。しかしその課題を残したまま社会は変化を続けるために、後日批判に
晒されることになった。 
 
 
                                                   
3 例えば、Glick, Paul C., 1980 , The Life Cycle of American Families: an Expanded 
Analysis, Journal of Family History, 5(1)： 97-111.等を参照されたい。 
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第４節 家族発達論 
こうした家族周期論に対する批判を克服するかたちで出現してきたのが、家
族発達論である。研究者の中には、家族発達論を家族過程論の中に含めてみる
見方をとる人もいる4。 
家族発達論の特色は、一つに、家族周期論のように家族を静態的に捉えるの
ではなく動態的に、つまり家族が時間の経過に伴い変化する過程において捉え
ようとした点にある5。また二つには、人間の生物的な側面を基軸として展開す
る発達段階とは異なり、人間の社会・文化的な側面を基軸として発達段階を設
定している点で、20 世紀前半のアメリカ社会において、斬新かつ画期的なアプ
ローチであった6。そして三つ目に、系統の点で家族周期論と異なるのは、その
起源が家族周期論と同じロウントリーなどの農村社会学や経済学的系統の他に、
心理学的系統にも属している点である。 
エルダーは、ハヴィガーストを文化モデルあるいは生涯モデルという語を軸
にして批判的に検討している7。 また、R.ヒルは、その系統を S.フロイト（Freud, 
S.：1856-1939）および G.H.ミード（Mead, George Herbert：1863-1931）に
さかのぼっている8。主には、フロイトの心理社会的発達理論、そして G.H.ミー
ドの象徴的相互作用論がそれにあたる。 
他に正岡寛司は、J.ピアジェ（Piaget, Jean：1896-1980）の幼児の発達心理
学の理論も初期の家族発達理論の背後仮説の構成に大きな影響を与えていると
付け添えている9。この初期における心理学の貢献は、発達の概念を家族だけで
はなく、個人の発達にまで範囲を拡張した点にある。換言すれば、社会学や心
理学といったそれまでは全く別個の領域として研究されてきたことがらが、漸
く共通したフィールドにおいて展開されるようになってきたのである。このよ
うに家族発達論は２つの系統にその起源をもっていると言える。 
                                                   
4 Rodgers, Roy H.; White, James M., 1993, Family Development Theory, Boss, P.G. et al. 
(Eds.), Sourcebook of Family Theories and Methods: A Contextual Approach, New York: 
Plenum Press, 225-254. 
5 正岡寛司, 1995,『家族過程論』放送大学教育振興会, 102―103. 
6 ところが、20 世紀後半以降になると長寿化や価値観・生活面での多様化は進み、同アプ
ローチでは、その多様な側面に切り込むには不備な点が目立ち始める結果となった。 
7 ハヴィガーストは、人生の各発達段階には、段階移行の際に克服すべき課題があるとした。
その課題を各文化とそのなかでの年齢階梯的な規範を基にして設定した。しかしこの枠組
みは、ある段階とその年齢においてはこの課題を克服しているはずだとの観点に立ち、そ
の点で個人の発達に対して指令的であり、また設定された課題以外のものに対しては排他
的である。以上のような見方をエルダーはしている。 
8 Hill, Reuben; Mattessich, Paul, 1979, Family development theory and life-span 
development, Baltes, Paul B.; Brim, Orville G., Jr. (Ed.), Life-Span Development and 
Behavior, Vol.2, Academic Press, 161-204.（＝1993, R.ヒル, P.マテシック「家族発達理論
と生涯発達」東 洋ほか編集・監訳『生涯発達の心理学』新曜社.） 
9 正岡寛司, 1995,『家族過程論』放送大学教育振興会, 103. 
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さて、R.ヒルは、家族周期論と同様に家族発達論のなかでも中心的な位置を
占めている。家族発達論では、R.ヒルの９段階説が著名である。この他に、P.
グリックの７段階説や、ロジャース（Rodgers, Roy H.）の 24 段階説などがあ
る。彼らの目的は、人生の段階を細かく細分化し設定していくことで、多様な
人生の側面を明らかにしようとした点にある。しかしその思考形態は、周期論
のそれと同じであると考えられる。つまり、規範的な段階を設定しようとする
限り永遠に課題を克服できないのである。何故ならば、人間の多様性は規範の
段階的な移行ではなく、個々人のライフコース上における因果関係と出来事の
配列などによって異なるのであり、ある人が経験する事柄でも他の人びとにと
っては一生経験しないこともあり得るからである。例えば、結婚や出産、育児、
受験、離家、就職、退職なども、その全て、あるいはそのどれかを経験しない
人が多いであろうし性差によっても差異がある。 
 
 
ヒルは後年、社会的時間を体系的に扱えなかったことを反省している。これ
は、個人時間、家族時間、社会時間、歴史時間を調整することに失敗したこと
を意味するが、逆に調整の困難さもあらわしている10。 
エルダーは家族発達論について、さらに次の点を指摘している。すなわちそ
                                                   
10 R.ヒル, P.マテシック, 1993,「家族発達理論と生涯発達」東 洋ほか編集・監訳『生涯発
達の心理学』新曜社, 98. ＆ Elder, G.H., Jr., 1978, Family History and the Life Course, 
Hareven, Tamara K. (Ed.), Transitions: The Family and Life Course in Historical 
Perspective, New York: Academic Press. 
【R.ヒルの家族発達論の９段階説】 
  １段階：創設期（新婚、子どもはいない） 
  ２段階：若い親期（第１子出生から３歳まで） 
  ３段階：前就学期家族（第１子３歳から６歳、おそらくは幼いきょうだいがいる） 
  ４段階：学齢期家族（第１子就学、第１子６歳から 12 歳、幼いきょうだい） 
  ５段階：思春期の子どもをもつ家族（第１子 13‐19 歳、若いきょうだい） 
  ６段階：若い成人子をもつ家族（第１子 20 歳から離家する時まで） 
  ７段階：離陸センターとしての家族（第１子離家から最終子の離家まで） 
  ８段階：親業後の家族・中年期(すべての子どもたちの離家終了から父親の退職まで) 
  ９段階：老後家族（父親退職後の家族） 
 
出典：Elder, G.H., Jr., 1984, Families, kin, and the life course: A sociological perspective, 
Parke, R. (Ed.）, Review of child development research, vol.7, Chicago: Chicago 
University Press, 215-241：117. ※同論文の正岡寛司訳（未発行 38 頁）より作成。 
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の発達パラダイムは、年齢階梯、家族成員の行動キャリア、規範的期待に関係
する相互に織り合わされたそれらのパターンとタイミングを見失っている。ま
た、家族発達論は、家族の文脈や背景を無視するだけではなく、各個人のキャ
リアをも無視するために、個人の発達と家族の発達時間と社会変動とを照合し
ながら考察することができていないというものである。この点は、ヒルも指摘
しており、家族の発達段階が、個人のライフスパンに精確な位置を占めること
ができなかったとするものである11。 
これらの批判と課題点の検討を通じて、「サイクル」の概念自体に課題が多
過ぎるという大方の方向が決定づけられたと言える。そして新たに採択された
概念が、コース、因果的プロセス（過程）と軌道（トラジェクトリー）などで
ある。コースは、周期や循環をあらわすサイクルとは異なり、単一の線形をあ
らわす12。また家族発達論の「発達」概念は、さらに精緻化されていった。D.フ
ェザーマン（Featherman, David L.）らが次の時代における旗手と言える13。 
 
第５節 家族過程論 
 1960 年代以降は、各領域において活発な研究成果が目立ってくる（表２）。 
表２：1960 年代以降におけるライフコース研究の背景 
   学際的領域   研究者       研究対象 
１ ライフスパン心理学 J.クローセン  ※加齢 
２ 生物社会学 A.ロッシー 親族と年齢の差異を統合した分析 
３ ライフコース R.ヒル 家族の周期論→発達論→過程論 
４ 年齢階層制 
M.W.ライリー 年齢階層の理論 
N.B.ライダー 人口のパースペクティブ 
５ 母集団 D.フェザーマン 人口のパースペクティブ 
６ 歴史人口学 
F.F.ﾌｭﾙｽﾃﾝﾊﾞｰｸ  ※ライフコースの発見 
J.モデール  ※平均余命 
D.ホーガン 出来事のタイミングと配列 
７ 文化的構成 T.K.ハレーブン  ※時代比較 家族時間と産業時間 
出典：1994 年度正岡ゼミ資料「ライフコース研究の動向と下位分野」(1994 年)を基に作成。 
M.W.ライリー(Riley, Matilda White：1911-2004)の年齢階梯に関する研究、
N.B.ライダー（Ryder, Norman B.）や D.フェザーマンの人口に関する研究、J.
                                                   
11 例えば、R.ヒルの９段階説は、子どもの成長にあわせて家族の発達段階を設定していた
ために、個人時間と家族時間の照合をかえって困難にさせた側面もあった。 
12 しかし、エルダーは発達アプローチを否定しているのではなく、むしろそのようなアプ
ローチがあったからこそ基盤を得て、家族過程論およびライフコース論を展開させるとの
捉え方をしている。 
13 正岡寛司, 1995,『家族過程論』放送大学教育振興会, 106. 
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モデール(Modell, John)の寿命に関連した研究などは、その例である。エルダー
は、これらのライフコース研究の各領域における研究成果を独自にアレンジす
ることで統合し、収斂を重ねていった。 
ライフコース研究の背景をなす各領域において、各研究者が個別にしてきた
研究は、1960 年代以降には、相互助長的な研究状況へと移行していったと言う
ことができるだろう。エルダーもそのような時代的潮流の一環に位置する研究
者の一人である。しかし彼のオリジナリティは、それらの研究成果を独自にま
とめあげて収斂することによって一つの枠組みを形成する方向へ向けた点にあ
る。 
ライフコース研究は、社会変動と特定地域に住まう地域住民としての家族、
そしてその構成員である個々人とを、数々の概念や変数を操作していくことで、
各水準を相互に関連づけて交互規定的に把握するパターンを思考段階で完成さ
せた。この各水準は、これまで統合して考察されることがなかった。エルダー
は、この３水準を連結する道具としての年齢と親族関係の研究に重点をおいて
いる。換言すれば、各水準をつなぐことが可能になった要因の一部分として 1960
年代以降、この２つの変数が盛んに研究されたことを挙げている。14 
 
第６節 ライフコース論からライフコース理論へ 
１．言説か学説か理論か 
社会学のテキストに頻出する＊＊理論は、厳密には理論とは言えないものが
多い。学者に対する尊崇の念から後進世代が敬意を込めて＊＊理論と呼んでい
るものと推察する。理論と認定するためには科学的な検証を経ていなければな
らない。理論とは、始めに研究者が仮説・命題・モデルなどを論文という文字
化した媒体を通して学説（～論と言われることが多い）として公開して、本人
だけではなく異なる研究者たちも含めてそれらを自由に検証できる状況にする。
次の検証過程では、仮説・命題・モデルなどの変数を入れ替えて、異なる変数
であってもデータの裏づけをもってそれらが検証される必要がある。そして、
さらに繰り返し検証された学説が理論へと昇華する。多くの学説は、検証する
過程において検証できないという現実に直面して、一学説止まりで理論とは言
えない段階で終わると言うことができるだろう。 
換言すると、ある研究者が「こうなればこうなる」と仮説を提示した段階が
「言説」である。次いで、研究者がその言説を実証研究によってデータの裏づ
けに成功すると、その言説は「学説」と見なされることが多い。社会現象の場
合には、全く同じ現象が繰り返されることはない。たとえ同じ状況であっても、
                                                   
14 Elder, G.H., Jr., 1975, Age Differentiation and the Life Course, Inkels, Alex; Coleman, 
James; Smelser, Neil J. (Eds.), Annual Review of Sociology, 1：165-190. 
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気温なり気分なり見えない要素が変化しただけでも結果が異なる場合も少なく
ない。そのため、仮説・命題・モデルなどの再現性を確保することは難しい。
近代科学であるためには、諸条件の公開と「再現性」の確保が求められる。つ
まり、繰り返し検証された「学説」が「理論」と認識されるのである。 
 
２．ライフコース理論の意義 
ライフコース論は、これまで一つの「言説」として扱われ、社会科学的な意
味での理論としては認められてこなかった。ライフコース研究のパイオニアで
あるエルダーは、1960 年代からライフコース論の先行研究に着手して、1970 年
代には実証研究に移行した。その古典的代表作が『大恐慌の子どもたち』であ
る。その後、エルダー自身と他の研究者たちによって四半世紀にわたり検証が
重ねられた。そして、1992 年にエルダーは初めてライフコース理論を提唱し始
めた。 
1997年にエルダーが来日した際に、筆者はなぜ1992年というタイミングで「理
論」と明言したのかを質問した。エルダーは、他の研究者たちがもう「理論」
と言ってはどうかという言葉を得たからであると答えて下さった。何度も得ら
れたデータによる知見ではなく、周囲の人による承認を得たことが「理論」と
明言する決め手であった15。これらの学説史研究の経緯を踏まえると、もはや「ラ
イフコース論」という学説ではなく「ライフコース理論」として周知していく
段階にきていると考える。 
ライフコース論の学的源泉となる周期論、発達論、過程論は、いずれも理論
の水準に到達することが叶わなかった学説と言える。ライフコース論をライフ
コース理論にまで昇華させたエルダーの功績は、20 世紀を生きた多くの研究者
たちが模索し収斂を重ねてきた軌跡を、漸く「理論」としての水準に到達させ
た点にあり、学界においてセンセーショナルな歴史的出来事である。 
 
３．ライフコース・モデル 
ライフコースの定義は、エルダーによると「年齢によって区分された生涯期
間を通じてのいくつかの軌跡、すなわち人生上のことがらのタイミング調節、
持続期間、間隔および順序にみられる社会的な型」（エルダー, 邦訳 1986/1997：
372）である。 
ライフコース・モデルとは、ライフコース理論16の分析枠組みである。ライフ
                                                   
15 関連する周囲の研究者たちは、「ライフコース理論」とはエルダーにしか言えない、エル
ダーが明言するべきだという判断があったと推察する。周囲による薦めがなければ「ライ
フコース論」と今でも表記されていたと考えられる。 
16 ライフコース理論の定義については、次の論文を参照されたい。①中尾暢見, 1998,「エ
ルダーのライフコース理論への軌跡」家族問題研究会編『家族研究年報』23：84-94、②Elder, 
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コース理論の分析枠組みであるライフコース・モデルは、「マクロ－メ ゾ－
ミクロ」という３つの水準から構成される。命題は「マクロ水準はメゾ水準を
介してミクロ水準に影響を与える」である。仮説では３水準に具体的な変数を
投入する。マクロ水準は、社会・文化的な背景を指し、ミクロ水準である個人
のライフコースを歴史時間に位置づける。メゾ水準は、マクロとミクロを媒介
する水準であり、個人にとっての重要な他者となる人間集団を指す。その人間
集団は、家族、友達などの仲間関係が多くの場合に相当する。 
 
４．ライフコース理論の構成要素 
エルダーは、ライフコース理論の構成要素として、問題の特定化と定式化、変
数の選抜と理論的根拠、および調査デザインと分析の戦略を挙げている17。 
 
（１）問題の特定と定式化 
ライフコース研究は、20 世紀への転換期頃の主に３つの問題を背景として出
現した。急激な社会変動、人口問題、人生の因果的連続性への着目の必要性が
それである。これらの問題は、個々人の人生と密接な関連性をもっていた。そ
してこの問題の対策として志向されたものが、ライフコース研究の背景を成し
ている。 
18 世紀末頃からのアメリカでは産業化や近代化に伴い、急激な社会変動が生
起した。それは移民や労働に関連した種々の社会問題を引き起こした。また高
                                                                                                                                                     
Glen H., Jr., 1992, The Life Course, Edgar; Borgatta, Marie L.(Eds.), The Encyclopedia 
of Sociology, vol.3, New York: Mac Millan, 1120-1130. 
17 エルダーは３年後の 1995 年に、この定義にさらに複数のキャリアまたは軌道を関連づけ
ること、そして彼らのコーディネイトに照準を絞ることを付加した。 
【エルダーが提示したライフコース理論の５つの構成要素】 
（１）問題の特定化と定式化･･･社会変動からみた社会状況 
（２）変数の選抜･･･出生年、タイミング、移行、軌道、経路 
     個人の説明変数：親族関係、世代間関係 
（３）理論的根拠･･･社会問題への対応策として編み出された調査デザインと
分析の戦略を前提としている。 
（４）調査デザイン･･･マクロ－メゾ－ミクロの３水準 
（５）分析の戦略･･･①同出来事の異年齢間比較（出生コーホート間比較） 
     ②出来事別の比較 
     ③同出来事の異時代間比較（出生コーホート間比較） 
     ④世代間比較（親－子、祖父母－子） 
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齢化や長寿化といった社会現象は、世代間の格差を顕著にしてそれまでの人生
50 年時代に限界を来した。 
エルダーはこれら同時多発的な諸現象から、長い歴史の道のりのなかで、そ
の時代、その場所に居合わせたことで直面する問題や現象と、その人と重要な
関係の他者とを関連づけて考察する方法を考案した。それが、ライフコース・
パースペクティブである。それを定式化したものが、個人のライフコースの因
果的連続性を社会制度や歴史変動と関連づけて考察する３水準枠組みである。 
 
（２）変数の選抜 
ライフコース研究の領域では、多くの独特な概念が存在する。その中には、
日常用語としても馴染み深いものから、聞き慣れないものまでが含まれている。
生涯を表わすのに関連した概念として、ライフコース、ライフサイクル、ライ
フスパン、生活史などが挙げられる。また、生涯の各局面並びにその過程を特
徴づける用語としては、出生年、タイミング、移行、軌道（trajectory)､経路
（pathway)などが挙げられる。また個人の説明変数としては、リネッジを含む親
族関係や世代間関係が用いられる。そして時間軸としては、個人時間、家族時
間、歴史時間18 が想定されている。 
これら総ての変数（概念）群は、年齢と親族関係を基軸とした変数（概念）
であり、ライフコース研究自体が、年齢と親族関係によって特徴づけられる。 
 
（３）調査デザイン 
調査デザインをハードとソフトの面とに分けると、ハードな面として挙げら
れるのは、３水準の枠組みを相互に関連づけた枠組みである。３水準は、それ
ぞれマクロ、メゾ、ミクロに分類される。またソフトな面として挙げられるの
が、彼のライフコース・パースペクティブの論的基底を成す世代基底モデル19と
年齢基底モデル20である。エルダーの調査デザインは、このハードとソフトの組
                                                   
18 Hareven, T.K.の用語。代表作は Hareven, Tamara K., 1982, Family Time and 
Industrial Time, Cambridge University Press.（＝1990, 正岡寛司監訳『家族時間と産業
時間』早稲田大学出版部.）である。  
19 世代基底モデルは、個人の人生を世代間の移行過程と社会化の再生的ライフサイクルの
見地から考察する。たいていは、二世代か三世代を研究対象としている。古典的な研究例
では、タマスとバージェスの通称『ポーランド農民』にまで遡る。その他に、ロッシー＆
ロッシー（Rossi & Rossi）や K.デイビス（Davis, Kingsley)、T.K.ハレーブン、モーエン
（Moen, Phyllis)､ブートン（Burton, Linda M.)、ベングッソン（Bengtson, V.L.）らの研
究成果を挙げることができる。 
20 「年齢基底モデルは、マチルダ・ライリー（Riley, Matilda）と彼女の共同研究者による
年齢階層の理論で、1960 年代より出現した。年齢階層理論は、生涯にわたって年齢コーホ
ートを社会構造へと関連づけている。出生コーホートのなかに人々を位置づけることで、
歴史的な諸効果の種々の分析が可能になる｣｡そして｢その理論は、種々の文化、制度、社会
構造に組み込まれ、しかも社会変動に反応しやすい年齢分化したライフパターンの一つの
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み合わせから構成されている。 
 
（４）分析の戦略 
分析の戦略は、ライフコース・モデルであるマクロ－メゾ－ミクロの３水準
の変数を仮説の中で入れ替えながら操作する手法である。命題は「マクロ水準
はメゾ水準を介してミクロ水準に影響を及ぼす」となる。例えば、マクロ水準
では不況と戦争、メゾ水準では夫妻関係や親子関係、ミクロ水準では学歴や兵
役経験などの変数を入れ替えて投入する。ライフコース・モデルは、時代を変
えて、異なる出生コーホート（世代）を用いて比較分析を行っている。つまり、
各水準の変数を入れ替えても影響の向きと影響の程度を測定できれば、ライフ
コース学説の妥当性が裏づけられることになる。 
具体的には、同出来事の異年齢間比較（出生コーホート間比較）、出来事別
の比較、同出来事の異時代間比較（出生コーホート間比較）、生涯発達的考察
（コーホート内比較）という主に４タイプの比較観点に筆者は分類した。 
つまりライフコース理論は、当該の社会問題への対策として、理論的根拠に
基づいて編みだされた調査デザインと分析の戦略を前提としており、調査と理
論的照合を繰り返すことで蓄積された知見の結果、アメリカで誕生した理論で
ある。 
 
第７節 理論構築のプロセス 
本節では、エルダーが提示したライフコース論からライフコース理論への軌
跡を３つの局面に区分し検討する。第１の局面は、先行研究からライフコース・
パースペクティブを提示し実証研究によって初めてモデルを裏づけた 1974 年
までの時期である。第２の局面は、さまざまな比較分析によって３水準枠組み
を理論と実証の面で裏づけた時期である。そして第３の局面は、ライフコース・
パースペクティブのモデル変改を内包する時期である。 
 
１．理論的収斂と３水準の枠組み連結期（～1974年） 
 エルダーが『大恐慌の子どもたち』21においてライフコース・パースペクティ
                                                                                                                                                     
見解を前進させた｣｡他の先駆的な研究例としては、ノーマン・ライダー（Norman Ryder）
の社会変動とライフコースに対するコーホート分析が挙げられる。これについては、1965
年の論文“The Cohort as a Concept in the Study of Social Change”が著名である。また、
B.ニュガーテン（Neugarten, Bernice）は､｢標準的な時刻表の概念を含んだライフコース
を通じて年齢分化する社会心理学をつくりあげた｣ことで知られている。引用： Elder, G.H., 
Jr., 1994, Time, human agency, and social change: Perspectives on the life course, Social 
Psychology Quarterly, 57(1)：4-15. 
21 Elder, G.H., Jr., 1974, Children of the Great Depression: Social Change in Life 
Experience, Chicago, IL: University of Chicago Press.（＝1986, 初版/1991 新版/1997 新
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ブを提示した 1974 年までの段階は、ライフコース論の萌芽期にあたる。 
 当時の発達心理学者や社会化論者たちは悩みを抱えていた。E.H.エリクソン
は、同じ S.フロイトの影響を受けたアンナ・フロイト (Freud, Anna)や H.ハル
トマン(Hartman, Heinz)とは異なり、発達に対人関係や、社会文化的かつ歴史
的視点を取り入れた。その点で彼の人生を８つの発達課題の観点からみる「自
我心理学的発達論」は斬新なものであった。同様に、ハヴィガースト(Havighurst, 
R.J.)の場合には、発達の各段階において克服すべき課題を設定した。そして、
その課題の達成を幸福への道のりとしており、発達段階での加齢に伴って衰退
する側面は捉えないという特徴がみられた。しかし、長寿化や多様化したライ
フスタイルといった社会現象や離婚率の上昇や雇用問題は、当時最先端にあっ
たこれらアプローチの限界を浮き彫りにした22。つまり、青年期までに重点をお
いた発達の視点を、老年期までを含めた全生涯へと拡張してライフコースを再
考する必要がでてきたのである。 
エルダーはその限界点を年齢と世代を基底としたモデルから、独自に構成し
た３水準枠組みを構築し提示した。当初、マクロ水準には歴史的背景に基づい
た社会変動、メゾ水準には家族集団、そしてミクロ水準には個人のライフコー
スを設定した。そこから導きだした命題が「マクロ水準は、メゾ水準を介して
ミクロ水準に影響を与える」であった。彼はこのライフコース・パースペクテ
ィブを卓上の論に留めず、実証研究によって仮説を検証して知見を得ることに
初めて成功した。その成果の書が『大恐慌の子どもたち』23である。したがって
同書は、ライフコース研究史上、古典的一書として高い評価を受けている24。 
以後、四半世紀もの時間を費やし、エルダーは各水準に変数を追加し入れ替
えることで、その枠組みと仮説を検証し続けている。具体的な変数を挙げると、
マクロ水準は、不況の他に戦争、メゾ水準は、家族と同僚、仲間関係、そして
ミクロ水準は、すべてのライフステージを含む個人のライフコースである。 
筆者はエルダーの理論化への軌跡を叙述するために、３つの視角から跡づけ
ることにした。もしこれらの変数を入れ替えても仮説が支持されるならば、こ
の仮説、つまりライフコース・パースペクティブは支持されることを意味して
いると考える。 
                                                                                                                                                     
装版, 本田時雄, 川浦康至ほか訳『大恐慌の子どもたち―社会変動と人間発達』明石書房.） 
22 やがて P.バルテス(Baltes, Paul B.：1939-2006)が、各発達段階をそれぞれ抽出して分
析するのではなく、同一個人を長期にわたって追跡し分析することの有効性を、中年期の
実証研究によって提示した。 
23 同書では、経済不況が家庭内の対人関係に影響を与え、子どもの発達にいかなる影響を
及ぼしたのかを実証データより明らかにしている。 
24 同書のサンプルは、カリフォルニア州サンフランシスコ郊外のオークランドとバークリ
ーの子どもたちを、ほぼその全生涯にわたり追跡調査（1920's～1980's）した貴重なサンプ
ルである。 
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２．実証期（1970 年代後半～1980 年代半） 
第２の局面である 1970 年代後半から 1980 年代半のエルダーは、当初の３水
準の枠組み並びに仮説を検証すべく、さまざまな変数を用いて比較分析と理論
考証を試みている。 
 
（１）同出来事で異年齢間の比較研究 
不況は家族を介して個人にいかなる影響を与えるのか。それを若年コーホー
ト25と年長コーホートとの間でさまざまな角度から比較した。主にライフステー
ジ、性差、親子関係の３つの観点を取りあげる26。その仮説を端的に表わすと次
のようになる。 
 
エルダーは仮説の結果として、同出来事の異年齢間比較を試みたのである。
そしてその結果が示したようにこの比較研究の枠組みは裏づけられた27。つまり
マクロ水準の変数として設定した「1930 年代の不況」の影響は、その出来事を
経験するライフステージによって影響が異なることをこの比較研究が明らかに
したのである。 
同様に〈仮説２〉では、同じ出来事でもライフステージに関わらず、女性よ
りも男性の方がダメージ影響に晒されやすい側面も明らかにした28。 
そして〈仮説３〉では、経済的損失が子どもに悪影響を及ぼすのではなく、
損失によって漂う両親の陰鬱なムードが子どもの発達に悪影響を及ぼしている
という興味深い知見を得た29。 
                                                   
25 若年コーホートは 1928～1929 年生まれ、年長コーホートは 1920～1921 年生まれであ
る。 
26 Elder, G.H., Jr., 1979, Historical Change in Life Patterns and Personality, Baltes, 
Paul B.; Brim, Orville G., Jr. (Eds.), Life-Span Development and Behavior, Vol.2, New 
York: Academic Press. 
27 ここでは詳述をしない。筆者の叙述した内容に関しては、マスター論文を参照されたい。 
28 これが sex による差か、gender による差かまでは言及し特定していないが、性差がある
ことまでは確認している。 
29 このような結果を日常生活者たる両親が知識として自覚すれば、子どもへの悪影響を少
なからず回避できるのではないだろうか。 
 
〈仮説１〉1930 年代の不況による経済剥奪の不利な影響は、若年コーホートに集中       
する。 
〈仮説２〉性差の差異効果は、男性において２つのコーホート間で類似している。 
〈仮説３〉家族の経済剥奪と発達ダメージとの関連性は、経済的損失以前に情緒的 
耐久力面での親子関係と一致する。 
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これらの知見を受けて、理論考証では 1975 年30に年齢を説明変数に加えるこ
との有用性として、人々をライフタイム、社会時間、歴史時間のなかに位置づ
けることの利点を挙げている31。1978 年32には分析基軸水準をこれまでの家族集
団ではなく、個人に設定することの有用性を多角的に先行研究からレビューし
ている33。また 1977 年には、統制変数としての時間の重要性に着目し、時間は
人と人、人と社会との相互関係を関連づける重要な概念であるとしている。他
にも、出来事のタイミング、持続時間、キャリア・ラインといった統制変数の
検討をしている。 
この時期にエルダーが取り組んだ理論考証は、ライフコース・パースペクテ
ィブを構成する各変数（概念）を一つ一つ実証と照らし合わせながら、その妥
当性を検証することに主眼を置いている。 
 
（２）出来事別の比較研究 
時が経つにつれてエルダーが研究対象としている縦断サンプルの対象者たち
は成長し、やがて戦争34を経験するようになった。そこで彼は戦争が如何に家族
を介して個人のライフコースへ影響を与えるのかを考察し始めた。したがって
マクロ水準は戦争、メゾ水準は家族35、そしてミクロ水準は個人のライフコース
であるが、その際の被説明変数として学歴・結婚、離婚、産児、就職など、細
かくタイミングを設定した。換言すれば、この段階でマクロ水準の変数を入れ
かえ、また説明変数を増やしたのである。 
「戦争の効果」36を分析するためにエルダーが新たに追加した統制変数が、こ
の「タイミング」である。タイミングを追加したことで、個人のライフコース
上の各ステージごとに、効果を分析することが可能となる利点があった。これ
                                                   
30 Elder, G.H., Jr., 1975, Age Differentiation and the Life Course, Inkels, Alex; Coleman, 
James; Smelser, Neil (Eds.), Annual Review of Sociology, 1：165-190. 
31 エルダーはその後 T.K.ハレーブンの個人時間、家族時間、歴史時間を援用している。 
32 Elder, G.H., Jr., 1978, Approaches to Social Change and the Family, Demos, John; 
Boocock, S. (Eds.), Turning Points: Historical and Sociological Essays on the Family, 
(special supplement) American Journal of Sociology, 84, Chicago, IL: University of 
Chicago Press. 
33 エルダーは分析基軸水準をメゾからミクロへ移行させたが、メゾやマクロ水準を削除す
るとは一言も述べていない。むしろその相互関連に莫大な関心を注いでいる。 
34 一概に戦争といっても、第二次世界大戦、朝鮮戦争、ベトナム戦争を含めている点に留
意する必要がある。 
35 この時期の家族には、定位家族の他に生殖家族も含めている。 
36 筆者が収集した文献とデータベースの限りでは、エルダーが最初に戦争変数を用いて分
析を試みたのは、1981 年の Social History and Life Experience（Elder, G.H., Jr., 1981, 
Social History and Life Experience, Eichorn, Dorothy P.; Clausen, John A.; Haan, N.; 
Honzik, P. M.; Mussen, P. (Eds.), Present and Past in Middle Life, New York: Academic 
Press.）においてである。また詳細な分析を開始したのは 1986 年の Military Times and 
Turning Points In Men's Lives が最初である。 
 56 
 
を用いて、兵役参入時の各個人のタイミングの差異が、ライフコースにどのよ
うな影響や差異を及ぼすのかを分析した。同じように、この時期エルダーは個
人の多様性分析に対応すべく適応論にも目を向けている37。 
分析結果では、①同じ人生であっても様々な出来事を経験するタイミングに
よって、その後の人生へ及ぼす影響の程度に格差が生じた。②同じ状況下にあ
っても、サポートの有無によって困難を乗り越える可能性に差異を生じた。③
定位家族以外にも、青年期以降には友達や配偶者など重要な他者のサポート能
力や機能が高いことが推察できた。これらの結果は、当初の分析の戦略である
出来事別の比較枠組みを裏づけただけではなく、さらに新たな知見を積み重ね
ることになった。それは 1974 年当初の仮説であるマクロ水準からミクロ水準へ
の影響の他に、コーホート内とコーホート間の多様性が明らかにすると同時に、
親子間で不利な影響を与えるパターンも明らかにしたことになる。換言すれば、
こうしなかったら不利な影響は回避できるという実践かつ応用的な側面での知
見も蓄積されるに至ったのである。 
一方理論考証では、調査の分析結果からも明らかになりつつある個人の適応
的側面に関しては、相互作用論の観点から接近している。個人を社会と関連づ
けて考察する際の起源と同様に、シカゴ学派のタマス（Thomas）とバージェス
にその系譜を一にしている38。そして最初の理論的主著である Family History 
and the Life Course
39では、ライフコース論を一つのパースペクティブとして捉
えてレビューしている。主には家族とライフコースの観点から、出来事のタイ
ミングと順序、年齢、世代、といった各概念を社会学史の展開過程に関連づけ
て包括的に考察している。 
1984 年に発表された第二の理論的主著にあたる Families, Kin, and the Life 
Course: A Sociological Perspective
40は、ライフコース研究を多領域間における
学術的背景からの系譜をたどり位置づけた最初の著書である。また最初の主著
とは、世代の概念の捉え方の点で異なっている。世代の概念は、同一世代の成
員が同年齢を意味せず、また特定の歴史的な出来事を同じように経験しないた
め、変動の源泉を解明するのに不適切であることが判明した。それに代わって、
年齢がより有効な変数として再度示された。それと同時に、世代間関係に代わ
                                                   
37 エルダーの 1986/1988 年、The Timing of Military Service in Men's Lives では R.ヒル
の先駆的研究の一つである ABCX モデルに着目している。 
38 Thomas, William I.; Znaniecki, Florian, 1918-20, The Polish Peasant in Europe and 
America, Vol.1-5, Chicago: University of Chicago Press. 
39 Elder, G.H., Jr., 1977, Family History and the Life Course, Journal of Family History: 
2(4), 279-304. 
40 Elder, G.H., Jr., 1984, Families, Kin, and the Life Course: A Sociological Perspective, 
Parke, Ross D. (Ed.), Review of Child Development Research: The Family , Vol.7, 
Chapter 4, Chicgo, IL: Chicago University Press. 
 57 
 
って、その世代の視点も含めた親族関係の概念が台頭した。 
 
３．適応そしてライフ・プランニング期（1980 年代後半～１９９0年年代） 
第３の局面である 1980 年代後半から 1990 年代のエルダーは、同出来事で異
時代間の比較研究へと展開していく。1980 年代半ば、エルダーは調査対象者た
ちを 1930 年代の不況期から追跡してきたカリフォルニア州の他に、アイオワ州
で新たな縦断調査に着手した。このアイオワ州では、1980 年代に農村不況が起
こり 30 年代と同様に深刻な問題となった。そこで 30 年代と 80 年代という異時
代間で、同じ不況現象が如何にメゾ水準を介してミクロ水準へと影響を及ぼす
のかを分析した。 
アイオワ調査に関する代表的な著書は、1994 年の Families in Troubled 
Times: Adapting to Change in Rural America41である。80 年代不況では、検討
の結果マクロ水準での指標を 30 年代の収入減の他に、不安定な仕事、低い家族
収入、財産に対する負債比率を追加している。また 30 年代と決定的に異なるの
は、ライフコース・モデルに外部からのサポートを組み込んでいる点である。
この分析の結果、80 年代の不況においても家族を介して子どもに影響を及ぼし
ていることが証明された。 
したがって、当初の同出来事の異時代間比較に基づいたライフコース・パー
スペクティブはさらに妥当性を高めた。そしてエルダーは、1991 年にライフコ
ース・モデルを提示し、翌年の 1992 年に初めて「ライフコース理論」を提唱し
た。 
 
第８節 ライフコース理論を日本社会へ応用する試み 
１．ライフコース理論を用いて社会を考察する意義 
サイクル論と発達論の視点は、人々の行動パターンが平均的な社会と時代に
おいては有効な分析手法となる。例えば毎年、桜の開花がニュースで報道され
るが、桜は 80％が開花した時点で満開と周知される。人間では構成員の 80％程
度が類似の行動パターンをとる場合に平均値を示すことによって、「低い（遅い）
／平均的／高い（早い）」といった判断基準として参考になる。平均値の測定が
有効なのは、例えば加齢に伴う子どもの身長や体重の変化といった発達側面や
血圧、血糖値といった医学的指標においてである。 
ところが、人間の行動パターンをみると、サラリーマン社会になって以降、
学卒後は特に多様化が進んだと言える。例えば、睡眠や食事をとる時間などは
                                                   
41 Conger, Rand D.; Elder, Glen H. Jr. (In collaboration with Frederick O. Lorenz.; 
Ronald L. Simons; Les B. Whitbeck), 1994, Families in Troubled Times: Adapting to 
Change in Rural America, Hawthorne, New York: Aldine de Gruyter. 
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個人差が大きく、生活リズムは主に朝型・夜型があり 24 時間眠らない街を運営
するためには双方の存在が欠かせないようになっている。今まで当たり前と目
されてきたことも当たり前ではなくなった。独身か既婚か、配偶者と離別か死
別か、子どもを持つのか持たないのか、転職するのかしないのか、それぞれの
タイミングは何歳で経験するのかなどは、個々人の置かれた状況によって千差
万別である。またどの選択が正しくて、どの選択が間違いであったのかは一概
には判断し難い。個人のコース／軌道に即して考察をすることが望まれるよう
になった。 
 
２．ライフコース研究の入門書と実証研究書 
ライフコース研究は、一般的にも専門家の間でも関心が寄せられる割に普及
していないように見受けられる。その要因の１つは、日本語で書かれた文献が
少ないためではないかと推察する。しかし、多くの文献は英語で書かれている
が、近年になるほど邦訳書が増えつつあり、日本人の研究者によるライフコー
スに関する図書や論文も公表されつつある。 
 
３．ライフコース研究の入門書 
ライフコース研究の入門書・テキストとしては、以下の文献が適していると
言える。概観してみたい。 
 
（１）「ライフコース論』1995 年 
大学のテキストとして書かれたのが大久保孝治、嶋崎尚子による 1995 年の
『ライフコース論』放送大学教育振興会である。ライフコース研究で用いる諸
概念の解説と使用方法が丁寧に説明されている。また代表的な研究事例につい
ての解説も簡潔に書かれているために初学者に適した入門書であると言えよう。 
 
（２）『ライフコース研究の方法－質的ならびに量的アプローチ』2003年 
（１）よりも専門的な内容はグレン・Ｈ・エルダー、ジャネット・Ｚ・ジール
編著による『ライフコース研究の方法－質的ならびに量的アプローチ』明石書
店が詳しい。特徴的な分析手法を用いるライフコース研究の研究方法と研究事
例を学ぶことができる。 
 
 
Elder, Glen H. and Giele, Janet Z. (Eds.), 1998, Methods of Life Course Research: 
Qualitative and Quantitative Approaches, Thousand Oaks, CA: Sage.（＝2003, 正岡
寛司, 藤見純子訳『ライフコース研究の方法－質的ならびに量的アプローチ』明石書店.） 
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（３）『ライフコース研究の技法－多様でダイナミックな人生を捉えるために』
2013年 
実証データを多分に盛り込んださらに高度な専門解説書はグレン・Ｈ・エル
ダー, Jr.、ジャネット・Ｚ・ジール編著による『ライフコース研究の技法－多様
でダイナミックな人生を捉えるために』明石書店である。 
 
４．ライフコース研究の事例研究書 
（１）『大恐慌の子どもたち－社会変動と人間発達』1997 年（邦訳新装版） 
ライフコース研究の事例研究書では、アメリカの事例で最も代表的な書がグ
レン・Ｈ・エルダー, Jr.の『大恐慌の子どもたち－社会変動と人間発達』明石書
店である。同書初版は 1974 年に出版され、1986 年には邦訳化された。1999 年
の 25 周年記念版（邦訳無し）では、新たな章を設けて初版で扱った内容の追跡
調査結果と理論的記述が付け加えられている。 
同書は、世界大恐慌期を生きたオークランド・コーホートのライフコースを
追跡調査している。個人のライフコースを本人に調査するだけではなく、精神
的・社会的・身体的な発達、学業成績、親の経済状態、家族の諸側面など、私
的データと公のデータとを組み合わせて重層的かつ独創的な分析を試みてライ
フコース・モデルの検証を試みた書であると評価できる。 
25 周年記念版の新設章には、若年世代のバークリー・コーホートと比較する
ことで、歴史的出来事を経験するタイミング（年齢）が異なるとして、その後
の人生に大きな差異を生じさせている知見が示されている。 
 
（２）「家族時間と産業時間』1990 年 
アメリカの事例研究書のうち邦訳されているもう１つの代表的図書はタマ
Glen H. Elder, Jr., 1974, CHILDREN OF THE GREAT DEPRESSION: Social 
Change in Life Experience, University of Chicago Press.（＝1986, 本田時雄ほか訳『大
恐慌の子どもたち－社会変動と人間発達』明石書店） 
■新刊紹介 
中尾暢見, 2000,「新刊紹介 Glen H. Elder, Jr. 25th Anniversary Edition CHILDREN 
OF THE GREAT DEPRESSION: Social Change in Life Experience（1999, Westview 
Press）」日本大学社会学会編『社会学論叢』135：63. 
Glen H. Elder, Jr., Giele, Janet Z. (eds.), 2009, The Craft of Life Course 
Research, The Guilford Press.（＝2013, 本田時雄, 岡林秀樹監訳『ライフコース研
究の技法』明石書店.） 
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ラ・Ｋ・ハレーブン（Tamara K. Hareven：1937-2002）の『家族時間と産業
時間』早稲田大学出版部である。同書は、ライフコース・アプローチをとり、
産業化が進むアメリカのニューハンプシャー州マンチェスター市にある織物工
場で働く移民労働者が、仕事とアメリカでの生活に適応するために能動的に行
動する過程を「個人時間、家族時間、産業時間」という３水準の視点から考察
した実証研究の書である。 
 
（３）「現代日本人のライフコース』1991年 
日本人を対象とした研究事例では、森岡清美、青井和夫編、1991 年、『現代
日本人のライフコース』日本学術振興会がある。同書は家族とライフコース研
究会（通称ＦＬＣ研究会）が 1981 年に文献研究42を行い、日本で最も平均的な
都市の１つとして選定された静岡市を調査対象地として 1982 年と 1983 年に実
施された調査に基づいた書である。 
 
（４）「日本人のライフコースに関する一考察 
－団塊世代と団塊ジュニア世代の比較分析」2003年 
（３）より後年の日本におけるベビーブーマーを分析したものが筆者による
2003 年、「日本人のライフコースに関する一考察－団塊世代と団塊ジュニア世
代の比較分析」日本大学社会学会編『社会学論叢』148：21-40 である。次章で
取りあげるが、本論文では日本で生起した２回のベビーブームで誕生した２つ
の世代を比較している。エルダーの知見では、２つの世代は対照的なライフコ
ースであることが析出されている。日本のベビーブーマーも同様に対照的なラ
イフコースであることが分かった。 
 
                                                   
42 文献研究の成果は、青井和夫編, 1985『ライフコースと世代』垣内出版として刊行され
た。 
Hareven, Tamara K., 1982, Family time and industrial time: The relationship 
between the family and work in a New England industrial community, New York: 
Cambridge University Press.（＝1990, 正岡寛司監訳『家族時間と産業時間』早稲田大
学出版部.） 
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Ⅱ部 実証研究－日本の社会現象 
 
第４章 
２つのベビーブーマーのライフコース比較 
 
 
第１節 日本におけるライフコース研究 
１．日本人のライフコース調査 
日本におけるライフコース研究は、1980 年に森岡清美を代表とする FLC
（Family and Life Course）研究会においてライフコース研究がアメリカから
日本へと移入された。日本のライフコース研究は、ライフサイクル研究や生活
史研究を土台とした社会学および歴史人口学、発達心理学の領域を中心に展開
されている。それを契機にライフコースの分析視角に基づいた実証研究が実施
されている。日本では、大学の卒業生に対する調査が多く見られる。例えば、
お茶の水女子大学、甲南女子大学、聖心女子大学、大正大学、津田塾大学、東
京女子大学、日本女子大学、早稲田大学が実施している。歴史人口学と社会学
の領域では、江戸時代の宗門帳1や企業の保管記録2に基づいてライフコースを
再構成した調査の蓄積がみられる。 
FLC 研究会は、戦争を経験した静岡市民のライフコース調査を実施した3。
そのメンバーの一人である正岡寛司4は、その後、大都市（東京都）と地方都市
（福島県）に住まう人のライフコース調査5を実施した。安藤由美はこれと同じ
枠組みで昭和から大正時代を生きた沖縄の人のライフコース6の調査を通じて
比較検証を試みている。 
これまでの調査の多くは、マクロ水準の時代変数として戦争を設定している。
安藤由美は「近年、社会学をはじめとする社会科学において活発に議論されて
                                                   
1 歴史人口学の領域では、速水融の 1973/1995 年および 1997 年の文献が詳しい。社会学
の領域では、正岡寛司, 藤見純子, 嶋崎尚子の 1996 年および藤見純子の 1999 年の文献な
どがある。 
2 正岡寛司, 藤見純子, 嶋崎尚子, 澤口恵一 1998  
3 森岡清美, 青井和夫編 1991  
4 正岡寛司は、この他にも早稲田大学と大正大学卒業生のライフコース調査、常磐炭坑労
働者のライフコース調査、宗門改帳の調査など、数多くの縦断調査の実績を築き上げてい
る。 
5 正岡寛司, 藤見純子ほか編 1990, 1991, 1992 
6 安藤由美 1998  
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いる、近代とポスト近代の解釈をめぐる理論的な水準での議論を、そのまま人
生過程の実証研究に接合することは、理論的にも、また実証的水準（データの
蓄積や方法の開発）においても、時期尚早と言わざるを得ない」（安藤 2003：
191）と述べている。 
20 世紀の日本社会を特徴づける時代変数は、戦争と高度成長および長期的な
不況にみられる経済状況である。人々にとってマイナスの出来事となる戦争や
経済不況についての知見は日米両国で多くの知見が蓄積されつつある。ところ
が、高度成長というプラスの効果が如何に人々に影響を及ぼしたのかについて
は、ライフコース研究発祥の地であるアメリカでも例がみられない。 
 
２．本章の目的－問題の所在 
 日本社会は、第二次世界大戦の敗戦によって急激な社会変動を経験した。急
激な社会変動は、半世紀余りの間に世代間ギャップを招いている。そのギャッ
プは、産業構造の変化に伴う職種の多様化にも関係しており、ライフスタイル
や価値観などの細部に及ぶ。 
日本では、高度成長の時代が如何に個々人のライフコースに影響を及ぼして
いるのかについての研究は、経済的影響の側面に関心が集中している7。日本は
戦後２度のベビーブームが生起したが、同じベビーブーマーでも生きる時代や
個人を取り巻く状況によって全く異なったライフコースを辿っている。これま
で高度成長期を生きた団塊世代と不況期を生きた団塊ジュニア世代との差異に
ついては、深い関心が注がれてこなかった。同じ人口の塊世代として見なされ
扱われることが多かったと言える。 
そこで本章では、同じベビーブーマーという特色を有する団塊世代と団塊ジ
ュニア世代のライフコースを辿ることによって、高度成長（好況）と不況とい
う真逆の時代状況を経験した異なる２つの世代を比較することを通じて、両世
代を時間軸と空間軸の中に位置づけて考察する。そして、時代状況がいかに家
族関係に影響を及ぼして個々人の人生に影響を及ぼしているのか、換言すれば
歴史が人生へ及ぼす影響を浮き彫りにすることを目的としている。 
 
３．ライフコース・モデルで日本のベビーブーマーをみる－分析視角 
ライフコース・アプローチは、歴史的な変遷や社会変動がどのように人間関
係や生活、価値観に影響を及ぼして個人の選択に影響を及ぼすのかを考察する
のに適したアプローチである。本章では、ライフコース・モデルを用いて団塊
世代と団塊ジュニア世代の分析を試みる。ライフコース理論8の分析枠組みであ
                                                   
7 例えば、岩上真珠 2000 など。 
8 Elder, Glen H., Jr., 1992 
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るライフコース・モデルは、「マクロ－メ ゾ－ミクロ」という３つの水準
から構成される。命題は「マクロ水準はメゾ水準を介してミクロ水準に影響を
与える」である。マクロ水準は、歴史・社会・文化的な背景を指し、ミクロ水
準は個人のライフコース9を指し、それを歴史時間に位置づける。メゾ水準は、
マクロとミクロとを媒介する水準であり、個人にとっての重要な他者となる人
間集団を指す。その人間集団は、家族、友達などの仲間関係が多くの場合に相
当する。仮説では、表１のようにモデルの各水準に具体的な変数を投入する。
変数をコントロールして入れ替えて検証を重ねる。 
 
表１：ベビーブーマーのライフコース・モデル 
世代＼水準 マクロ水準 メゾ水準 ミクロ水準 
団塊世代 
※好況（高度成長） 
→終身雇用、年功序列 
※専業主婦化 
※夫妻関係 
※受験競争 
※上昇婚 
団塊 Jr.世代 
※不況（失われた 20 年） 
→非正規雇用化、リストラ 
※妻の有職化 
※親子関係 
※晩婚・非婚化 
※パラサイト・ 
シングル 
 
第２節 世代の特徴 
１．戦後の代表的な世代の特徴 
 第二次世界大戦後の特徴的な世代の結婚と親子関係を概観すると表２のよう
になる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
9 ライフコースとは「年齢によって区分された生涯期間を通じての道筋（pathways）であ
り、人生上の出来事についての時機（timing）、移行期間（duration）、間隔（spacing）、
および順序（order）にみられる社会的パターンである」（大久保 1995：20）。 
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表２：戦後の代表的な世代の結婚と親子関係 
世代 出生年 結婚の特徴 親子関係 
昭和一桁 
世代 
1926-
1934 
※第二次世界大戦の前後で価値観
が180度変わるという経験をして
いる。 
※結婚は多くが親の決めた相手と
した。 
※親世代の方が貧しく、自分の世代
で豊かになり、親を介護・扶養す
るという規範をもつ。 
※子世代にもそれを求める傾向が
残る。 
団塊世代 
1947-
1949 
※貧富の差を解消するには、学歴を
つけて高給取りになることが第
一目標の世代である。高度成長と
共に物質の豊かさを体感できた。 
※恋愛結婚が主流で、結婚する（子
をもつ）のは当たり前という規範
をもつ。 
※親世代の方が貧しい。 
※親の介護の大変さを知る分、自分
の子世代には苦労をかけたくな
い規範が強い。 
※子どもへの教育費がかさむ世代
である。 
団塊ジュニ
ア世代 
 
1971-
1974 
※豊かな物資に囲まれて育った。 
※学歴＝人生の覇者ではなくなっ
た。 
※自分の世代は、就職難やら不況に
晒された。終身雇用も崩壊した。 
※恋愛結婚世代だが、晩婚や結婚し
ないという選択肢もできた。 
※親世代の方が裕福で、子世代の方
が貧困である。 
※恋人と親とを天秤にかけると親
世代が殆どのケースで勝利する。 
※独身時代も既婚後も親世代に生
活面、経済面で頼っている世代で
ある。  
不況世代 
1980
年代 
以降 
※高学歴だが、学歴が成功人生の切
符とはならない。 
※結婚はしたくてもできない社会
状況になっている。 
※友達や恋人はできても結婚まで
たどり着かない傾向がある。 
※親世代は不安定な雇用環境を歩
み、親世代の経済力が子世代に影
響を及ぼす。 
※親が子の経済力に頼る場合もあ
る。 
 
２．昭和一桁世代 
一般的に言う昭和一桁世代（昭和元年から昭和９年生まれ）は、戦前と戦後
とで価値観が 180度翻った経験を持つ世代である。昭和一桁と言っても前半と
後半生まれとでは戦時中に疎開をしたか否かなどでも異なり戦時記憶も地域に
よって違いはあるとは言え、基本的には男尊女卑、男性優位、女性は男性の三
歩後ろを歩けとの規範が定着している世代であると言うことができるだろう。 
未婚期に稼いだ給与は親に渡すのが当たり前で、親が決めた相手と結婚をす
65 
 
ることに違和感のない人が多かった。また高齢親の介護は子世代（主には長男
夫妻）が担うのが当然であり、自分自身の介護も子どもに頼ることに躊躇を覚
えない人が多い世代である。また、結婚適齢期には早く結婚したいと願う理由
は、未婚期に親へ給与を全部渡していたのが、結婚をすれば自分たち夫妻で給
与を自由に使えて行動も自由になると語る人も多く見受けられる。 
 
３．団塊世代 
 団塊世代になると価値観が一変する。男性の方が高学歴なために上昇婚が実
現した。雇用環境ではサラリーマン社会が定着したために、見合い結婚よりも
恋愛結婚が主流となった。結婚するまでは男女が対等な友だち夫妻を目指すが、
男女役割分業規範が定着しており、女性が寿退社して専業主婦化すると夫妻関
係には上下関係が生じる傾向がある。 
学歴社会が浸透しつつ時代であったために、子世代への教育費をかける家が
多く、第２次ベビーブームも重なり受験競争に拍車がかけられた。 
子世代には莫大な教育費を支出したにもかかわらず、自身が高齢期になると
子どもに介護を期待するのは申し訳ないと考える団塊（親）世代が増えた。団
塊世代は、自分自身の親世代の介護を担い、子どもへは愛情とお金を惜しみな
く注ぎ、晩年の介護は子に期待できないという人を多く出現させた。 
とはいえ世代間比較の視点から見ると最も経済的に恵まれた世代であり、退
職金、年金、預貯金とを合わせれば定年後の生活は比較的ゆとりのある人が多
い。団塊世代よりも若年世代では、この３つが揃わない人が多く出現すること
が推察される。 
 
４．団塊ジュニア世代 
 団塊ジュニア世代は幼少期から物質的に恵まれた環境で育った。親からは「六
大学へ進学をすれば何をしても良い」などと言われるほど高学歴＝人生の覇者
という扱いを受けて受験競争の激しい子ども時代を生きぬいた。莫大な教育費
を投資された割には、全体的に高学歴化が進んだために大学卒業という学歴の
希少価値は下がった。不安定な雇用環境のためフリーター、ニートなどの非正
規雇用が社会問題にもなった。そのため晩婚化、非婚化、少子化が進んだ。 
団塊ジュニア世代がラッキーであったのは、親世代が終身雇用と年功序列の
高給安定サラリーマンが多い世代であるため、自身が失職しようが低収入にな
ろうが、生活苦に直面する危険は回避される傾向にあった。パラサイト・シン
グルが注目されるようになった背景には、この親子関係が存在する。 
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５．不況世代 
 不況世代は幼少期から物質面では揃った環境で育ったが、好況期を肌身に感
じて経験した人は殆ど居ない世代である。生まれてからずっと不景気だの低収
入だのと言った厳しい社会状況を歩んできた人が多い。高学歴化が浸透してい
るために大卒の学位を得ても「それがどうした。皆、大卒だよ」という雇用環
境になっている。親世代の雇用環境が不安定になっており、親の経済力が子の
教育水準に連動した。 
 恋人ができても結婚までには到達できない人も増え、年少のきょうだいが居
る場合には、年長きょうだいが学費の負担分担をすることも珍しくなくなり、
そのために婚期を先延ばしする若者が見受けられるようになった。 
 団塊ジュニア世代のように、親と恋人とを天秤にかけてどちらと暮らすのが
ベターかという恵まれた選択肢ではなく、自立して生きていけるか否かという
究極の選択を迫られる人も出ている。ブラック企業が社会問題視される時代に
失職すれば即生活保護やホームレス生活へと転落するリスクと背中合わせで生
きている人が増えた。 
 結婚後の家庭生活では、男女共働きとイクメン規範を推奨される世代である
が、現実には実現困難な状況にある。 
 
第３節 ベビーブーマーの一般的な印象 
１．人口の塊世代 
  表３：団塊世代と団塊ジュニア世代の 2013 年時点の人数  単位：人数 
出生年 
出生数  2013 年時点の人数 
男女計 男性 女性 年齢 男女計 男性 女性 
1947 年生 2,678,792 1,376,986 1,301,806 66 歳 2,096,000 1,017,000 1,079,000 
1948 年生 2,681,624 1,378,564 1,303,060 65 歳 2,210,000 1,074,000 1,136,000 
1949 年生 2,696,638 1,380,008 1,316,630 64 歳 2,231,000 1,089,000 1,143,000 
団塊世代計 8,057,054 4,135,558 3,921,496  6,537,000 3,180,000 3,358,000 
1971 年生 2,000,973 1,032,937  968,036 42 歳 1,933,000 977,000 955,000 
1972 年生 2,038,682 1,051,389  987,293 41 歳 1,983,000 1,006,000 978,000 
1973 年生 2,091,983 1,077,517 1,014,466 40 歳 2,022,000 1,023,000 999,000 
1974 年生 2,029,989 1,046,538  983,451 39 歳 1,986,000 1,007,000 979,000 
団塊 Jr.世代計 8,161,627 4,208,381 3,953,246  7,924,000 4,013,000 3,911,000 
出典：出生数は、国立社会保障・人口問題研究所「一般人口統計－人口統計資料集（2006
年版）」、2013年データは、統計局ホームページ「人口推計」より作成。 
備考：2013年の人数は 1,000人単位のデータを変換したため下３桁が 000になっている。 
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 ベビーブーマーは、一般的に人口の塊世代と目されている。そのため 2007
年に団塊世代が 60歳の定年退職の時期に移行することから、団塊世代 800万人
が一斉退職して労働力不足になると盛んに騒がれた。しかし、それは正確とは
言えない。 
定年退職の時期には開きがあり 65 歳まで働く人が多い。団塊世代全員が 65
歳に到達するのは 2014年である。つまり、2007年から 2014年にかけて徐々に
退職期を迎えている。70歳まで働けば 2019年までが現役労働者である。 
しかも、団塊世代は男女役割分業が定着しており正規雇用職は男性に偏って
いる。2013年時点での団塊世代男性の人数は表３の通り 300万人強程度である。
約 150万人は既に他界している。他方で、団塊ジュニア世代は、それほど人口
減少がみられない。 
 
２．市場経済におけるターゲット 
ベビーブーマーは、人口の塊世代であるが故に加齢に伴いライフステージご
とに市場経済のターゲットになってきた。両世代共に、幼少期には多くの幼稚
園から学校設立が行われており建設業界を潤してきた。結婚適齢期になるとブ
ライダル業界、そして新居のための住宅・建設業界、自家用車業界など、彼（女）
らの成長に即した商品の提案がなされてきた。 
近年における団塊世代の例を挙げると、2007 年に 60 歳の定年を迎える団塊
世代の退職金を目当てにして軽井沢の別荘地開拓や退職後の移住先住宅の販売、
豪華客船での世界一周旅行など高価な旅行が企画発売された。団塊ジュニア世
代では、洋服、化粧品、高級ブランド、海外の格安旅行など世代ごとに売られ
る商品はさまざまである。 
営利追求集団である企業側からすれば、人口の少ない顧客の薄い年齢層より
顧客の多い年齢層の方が利益を見込める。またどの世代が経済力を有している
かを分析しても、団塊世代とパラサイト・シングルとなり経済的余裕のある団
塊ジュニア世代をターゲットにするのは必然であろう。 
ところが同じ人口の塊世代として扱われるベビーブーマーのライフコースを
比較分析した結果は、対照的な人生であった。 
 
第４節 団塊世代の比較分析 
１．団塊世代のライフコース 
本節では団塊世代と団塊ジュニア世代の比較分析を行う。第二次世界大戦後
間もない期間に誕生した第一次ベビーブーマーは、団塊世代と呼ばれている。
戦地から復員兵などの引揚者が戻ったことによって、延期されていた結婚と産
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育行動が促進された結果に伴い生じた社会現象である。第二次世界大戦の対戦
国であるアメリカでは1946年から1964年の間にかけてベビーブームが起こっ
ている。アメリカのベビーブームが 18 年間にわたって起きているのに対して、
日本は３年間（1947 年から 1949 年）という短い期間に集中している点に特徴
がある。 
団塊世代のライフコースの特徴は以下の通りである。歴史という時間軸で観
ると、団塊世代は空前の好景気である高度成長期を過ごすことができた。その
ため考え方もポジティブであり、実際の生活面でも物質的豊かさを享受した。
多くの人は、学卒後に結婚して親となりマイホームを構えて安定した高齢期を
迎えようとしている。大学卒業の学位取得者は少ない割に終身雇用と年功序列
の社会慣行に支えられて安定した生活を手にした。世代比較の視点からすると
超ラッキー世代であると言える。 
 
 
 
２．社会経済の変化 
イギリスから始まった産業革命により、産業構造の中心は、第１次産業10か
ら第２次産業を経て第３次産業へと移行した。日本社会は、このような過程を
辿ることで産業構造の変動をもたらし近代資本主義経済が確立した。その背景
には世界情勢と日本の市場経済とが連動していた。 
朝鮮戦争は団塊世代が誕生して間もない時期に勃発した。日本は空前の輸出
ブームとなり特需景気による好況が始まった。団塊世代が小学校に上がる頃に
                                                   
10 クラーク（Clark, Colin Grant：1905-1989）の産業分類は次の通りである。第１次産
業は農業、牧畜業、水産業、狩猟業などの採取産業をさす。第２次産業は製造業、建設業
などの加工業を中心とする産業をさす。鉱業は採取産業であるがクラークは第２次産業に
含めている。第３次産業は商業、運輸通信業、金融・保険、公務・有給家事サービスなど、
第１次産業、第２次産業以外のあらゆるサービス業を一括して第３次産業という。クラー
クは電気・ガス・水道業を第２次産業に含めたが、これらを第３次産業に含める場合が多
い。さらにダニエル・ベル（Bell, Daniel）は、第３次産業のサービス部門のうち、商業・
金融・保険・不動産などを第４次産業とし、保健・教育・研究・統治などを第５次産業と
して区別した。 
【高度成長を生きた幸運な（上昇気運を持った）団塊世代の特徴】 
 
※経済：受験・就職時は好況（高度成長）期 
※意識：「明日は今日より豊かになる」が実現 
※お金：高度成長の波に乗り、高卒後に社会人として稼げた世代 
※婚姻：上昇婚（シンデレラ婚）を望み実現〔男性の方が高学歴〕 
     専業主婦（３食昼寝付き／永久就職）規範が強い 
※老後：年金・退職金・預貯金で自立した生活が可能 
※子ども数：自分自身は４人強のきょうだい数であるが、子どもは２人強 
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なると、政府は経済発展を重視して「国民所得倍増計画」をかかげ、高度経済
成長期11に突入した。 
神武景気の始まった 1956 年には、ＧＮＰ（国民総生産）は実質前年比 7.4％
の延びを示し、以後順調な成長を遂げた。小学校から中学校にあがる頃には岩
戸景気（1959 年～）に入り、中学・高校時代にはアジアで初めての東京オリン
ピック（1964 年）により日本全国の景気が刺激された。団塊世代が大学を卒業
する頃には、いざなぎ景気（1969 年～）となり 12.0％のＧＮＰ伸び率を記録
し好況が続いた。1968 年になると日本のＧＮＰは、資本主義国ではアメリカに
次ぐ第２位に躍進した。 
産業構造の変動は、社会構造に波及して企業合理化・高学歴化・都市化とい
う、現代を生きるわれわれに身近な生活領域の構造変動を招いた。これに伴い
地方から都市への人口移動が生じ、家族構成も都市型家族構成と地方型家族構
成へと分化した12。そして、家族などの人間関係や個々人のライフスタイルに
至る細部にまで影響を及ぼした。 
ところが高度経済成長は、1971 年のドルショック、次いで 1973 年のオイル
ショックの翌年に初めてマイナスの伸び率（－1.4％）を記録し幕を閉じた。日
本経済は企業が減量経済を断行し、日本の高い技術を輸出することで再生を成
し遂げた。自動車業界はアメリカに対して高品質で燃費のよい車を集中的に輸
出して日本経済を潤した。このような独走に対してアメリカを中心とした世界
は反撃を企てた。1985 年のプラザ合意により、日本は円高・ドル安指導を受け
一転して円高不況へと転じた。日本政府は公定歩合を引き下げて減税を実施し
た。各企業はこれを契機にこぞって土地と株式へと投資を行った。その結果、
地価と株価は実体以上の価格で取引され高騰が続きバブル経済に沸いた。 
これを受けて日本政府は、1989 年に不動産融資総量規制と公定歩合の引き上
げを実施したことによりバブルは弾けた。地価と株価は下落の一途を辿り、営
業利益を遙かに上回る不良債権を抱えた。大手企業はリストラを推進した。こ
れに伴い失業率が増加した。 
高度成長の過程では、大量生産と大量消費社会の実現によって貧困から脱却
し、豊かな社会が手に入ると思われた。しかし、期待とは裏腹に公害や環境問
題など新たな課題を産み出した。さらに市場経済が混迷を呈する時代に突入す
ると、社会構造は次第にアンバランスを呈してきた。高度成長の過程で定着し
                                                   
11 高度経済成長とは、世界のなかで相対的に高いと見られる成長率で経済が拡大すること。
日本では、昭和 30 年代以降第１次石油危機まで（1955～1973 年までの間）が高度経済成
長期であるといわれ、その間の年平均実質ＧＤＰ成長率は９％に達した。 
12 高度成長期にみられた地方から都市への人口移動に伴う家族構造の変容に関する地域
の差異については、清水浩昭, 1992,『高齢化社会と家族構造の地域性』時潮社を参照され
たい。 
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つつあった新しい人間関係やライフスタイルは、すでに軋み始めていた。 
 
３．家族関係の変化－近代家族の成立 
（１）専業主婦化13にみる夫妻関係 
戦前は農業が主体であり、皆が一家総出で働いていた。戦後の産業構造の変
動は、就労構造の変化を招き、サラリーマン－専業主婦型家族が普及した。一
部の官僚や大企業の社員の妻だけであった専業主婦は徐々に増加した。高度成
長期には「男は外、女は内」という明治時代からの社会規範が強化され、多く
の男性はサラリーマンとなり家計を支え、女性は結婚を機に退職し家庭に入り
専業主婦となっていった。教育システム（男女別の技術・家庭科教育と進学率）
と税制システム（配偶者控除・国民年金の掛け金の免除）、さらに企業システム
（寿退社の慣行）がそれを後押した。戦後、最も高い専業主婦比率を記録した
のは 1975 年（36.9％）14であり、団塊世代が 26 歳から 28 歳の時期であった。 
団塊世代の家族関係は、近代家族15によって特徴づけられる。落合恵美子は
近代家族の特徴として次の８点を挙げている。（落合 1989：18） 
①内領域と公共領域との分離、 
②家族成員相互の強い情緒的関係、 
③子供中心主義、 
④男は公共領域・女は家内領域という性別分業、 
⑤家族の集団性の強化、 
⑥社交の衰退とプライバシーの成立、 
⑦非親族の排除、 
⑧核家族。 
このようなサラリーマン－専業主婦型家族が成立する条件として、落合恵美
子は①夫が死なない、②夫が失業しない、③夫が離婚しないという３つの条件
を挙げている。さらに山田昌弘は、④結婚できる、⑤夫の給料が上がり続ける
という２つの条件を付け加えた（山田 2001：170-173）。 
 
                                                   
13 『事典家族』によると、専業主婦とは「家庭内外での稼得労働に従事せず、家事・育児
に専従する有配偶女性」とある。 
14 専業主婦率は総務庁(省)統計局「労働力調査報告」より作成。労働力状態（男女別 15
歳以上人口）の非労働人口に占める「家事」従事者の比率より算出している。 
15 近代家族には、２つの用法がある。１つ目は、明治民法の封建的家父長制と対照したか
たちで出現した戦後の民法改正にみられる個人の意思によって婚姻した民主的かつ平等な
夫妻関係をさす。２つ目は、学問的な系譜から出現した用法である。それは主に社会史と
フェミニズムの成果を融合した学問領域からの家族についての問題提起をさす。この研究
については、時代や学問上の立場によって議論に変遷がみられる。上野千鶴子『近代家族
の成立と終焉』、落合恵美子『21 世紀家族へ』などの文献を参照されたい。 
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（２）世代間関係からみた親子関係 
団塊世代とその親世代との親子関係からみると、団塊世代は親世代の高齢期
を扶養するという規範に支えられており、また経済的にも団塊世代の方が豊か
であった。団塊世代の親世代は大正時代末期から昭和初期にかけて誕生した世
代である。団塊世代を出産する前後の時期は、第二次世界大戦の銃後の社会体
制にあり、物質的に豊かな世代ではなかった。その子世代である団塊世代は、
戦後復興、民主化と産業化の波に乗り、いわゆる「三種の神器」を手に入れて
親世代よりも豊かになった。 
団塊世代と団塊ジュニア世代との親子関係からみると、団塊世代は子世代に
自身の高齢期扶養を期待する規範は薄れつつある。団塊ジュニア世代より団塊
世代の方が経済的にも豊かである場合が多い。 
 就労構造からみると、団塊世代は高度成長期に男性の若い働き手が豊富であ
ったため、女性は労働市場から結婚のタイミングを機に押し出される力が働い
た。男性の労働時間は長時間に及ぶ傾向にあり、女性は家庭内での役割を一手
に担い母子関係にも波及した16。妻である女性が働く場合には、あくまでも家
事に影響を及ぼさない程度の時間と家計の一部分を補う収入（配偶者控除内）
にとどまる傾向がみられた。このような役割分業の体制は、子ども中心の生活
構造を築いていった。 
 
４．ライフコースにみるタイミングの変化 
2014年現在、団塊世代は 65歳から 67歳であり、団塊世代全員が高齢期に入
った。そこで、これまでのライフコースのタイミングを描写する17。 
団塊世代が最初に誕生した 1947年は、教育基本法が公布され、六三三制新教
育が実施された年である。これにより同じ年齢の者がそろって小学校、中学校、
高校へと進学するサイクルを辿ることになった。 
ライフステージごとの需要は、彼（女）らのライフサイクルと共に雇用が増
加し関連業種は活況を呈した。例えば学齢期には不足する学校施設の建設から
建設業界が賑わいをみせ雇用も増大した。しかし他方では団塊世代が通過した
後には、余った建物と余剰人員を抱える結果となった。 
                                                   
16 専業主婦率が最高比率を記録した 1975 年 11 月 14 日には、仙台市で、教育ママが息子
の勉強の邪魔になるとして隣の幼女を殺害する事件が起こっている。母親が子どもの教育
に対して過干渉になった事例の一つである。 
17 「団塊世代」の命名者である堺屋太一は 1976 年に発刊された『団塊の世代』において
未来を記したが、その中で登場した人物たちのライフコースは予言が的中したことでさら
にその書の評判を上げた。次に挙げる書は予言ではなく現実の団塊世代の生の声をインタ
ビューしたストーリーである。森哲志, 2000,『団塊世代の［現在］嵐の群像』河出書房新
社. 
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団塊世代が義務教育を終えて中学を卒業する 1960 年代初頭、地方から都市
へと出稼ぎにでてきた集団就職の若者たちが上野駅の 18 番ホームに降り立つ
光景は時代風景となり、彼らは通称「金の卵」として重視された。 
高校への進学率18は、1960 年には男性 59.6％、女性 55.9％、５年後の 1965
年には男性 71.7％、女性 69.6％と過渡期にあった。多くの者は、高校卒業後に
就職することを選択した。 
団塊世代の大学への進学の時期は 1965 年から 1967 年にかけて迎えた。進学
率は男性 20.7％、女性 4.6％であり男女間で大きく差が開いている。数値から
大学への進学は大衆化されてはおらず、大学進学は男性が優位であったといえ
る。換言すれば高校卒業後に男性の約 80％と女性の約 95％は就職等を選択し
た。 
団塊世代の女性たちの平均初婚年齢19は 24.2 歳であった。平均初婚年齢から
女性が末子を出産するまでの期間は 15 年ほどの期間がみられた。 
団塊世代は、タイミングごとに競争にさらされた世代ではあったが、幸運に
も卒業、就職、初婚までのタイミングにおいては、高度成長の時代にあたった
ために好景気の時代が膨れた人口を吸収していた。初就職の時も、企業は安い
賃金で働いてくれる労働者を必要とし、新卒で初任給を安く抑えられる団塊世
代は歓迎され需要と供給のバランスがとれていた。 
団塊世代が新社会人になって間もなく高度経済成長は終焉を迎えた。20 代中
盤の 1975 年には完全失業率が 100 万人を突破した。しかし若く賃金の安い労
働世代には深刻なリストラの対象とはならなかった。というのも職を失った農
家出身の次三男は、帰農政策と言われ、元の来た列車に乗り故郷で実家の農家
を手伝えば本人の食いぶち程度は確保できたからである。 
団塊世代が 40 代にさしかった 1990 年には、バブル経済は弾けて長く先行き
不透明な不況経済が続いた。リストラの対象となったのは、企業内人口ヒエラ
ルヒーを中膨れさせていた多くの管理職ポストと高額の賃金を要する団塊世代
と、新入社員の採用枠を減少させた結果として団塊ジュニア世代が多かった。
かくして年功序列、終身雇用制度を建前としてきた日本社会の経営体制の慣習
は歴史的には短命に終わらざるを得なかった。 
将来をみると、団塊世代は定年から死期までの長期化に伴い経済面での不安
を抱えている。平均寿命が延びる一方で一部企業には定年を早める傾向がでて
きたからである。日本経済にとっては、多数の高齢者にかかる年金と医療費の
支出が日本社会の構造に及ぼす影響が大きいと推察される。 
                                                   
18 高等学校、短期大学、大学への進学率の推移は、文部科学省統計調査企画課『文部統計
要覧』による。 
19 平均初婚年齢は、厚生労働省統計情報部『人口動態統計』による。 
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第５節 団塊ジュニア世代の比較分析 
１．団塊ジュニア世代のライフコース 
高度成長に陰りがみえ始めオイルショックが世間を騒然とさせた時期に誕生
したのが第二次ベビーブーマーたちである。彼（女）らは、団塊世代の子ども
世代にあたることから団塊ジュニア世代とも呼ばれる。経済的に安定した父親
と家事に専念する母親に育てられた団塊ジュニア世代の前途は、同じベビーバ
スト世代の親とは異なったライフコースを辿りつつある。世代比較の視点から
すると超ラッキー世代である。 
 
 
 
２．社会経済の変化20 
筋力の強弱が重要な就労要件ではない第３次産業では、男女の差異が必ずし
も重要な雇用条件とはならなくなった。さらに 1985 年には男女雇用機会均等
法が公布され、女性は再び労働市場の構成員としての間口を見いだす契機とな
った21。しかし団塊ジュニア世代が高校を卒業する時期（1990～93 年）になる
と、日米の経済摩擦が激化し、1990 年後半には株価の下落や景気減退がみられ
バブル経済22が崩壊した。1997 年には北海道拓殖銀行が破綻し、山一証券は自
                                                   
20 社会経済の変化については、団塊世代の頁を参照されたい。 
21 市場経済の労働力不足は家庭から女性を戻す要因とはなったが、実際にはパートタイマ
ーなどの雇用形態をとり便利な景気調整弁という位置にあり、男性との格差が依然として
雇用問題として残っている。 
22日本のバブル景気は 1986 年 12 月から 1991 年 2 月までとされることが多い。 
【低成長を生きた不運な（現状維持）団塊ジュニア世代の特徴】 
 
※経済：受験と就職時は不況期 
※意識：先行き不透明な時代を生きて未来がさらに豊かになるとも思えない 
※お金：かさむ教育費（高学歴化、2007 年は大学全入時代） 
親同居でかろうじて生計が成りたつ（同居はリッチで、別居は貧乏） 
    成人後も親の経済状態で自分の生活レベルが大きく左右される 
※結婚：結婚すれば苦労が増える。理想と現実の乖離。 
      女性も高学歴。長引く不況。経済負担。共働き（家事負担増を敬遠）。     
専業主婦優遇措置の廃止傾向。離婚増加（離婚後の不利益）。 
※老後：貧富の二極化（自立した生活ができる人とできない人）が進む 
    非正規雇用者とニートの貧困問題 
※子ども数：自分自身は２人強のきょうだい数だが子どもは１人強と少子傾向    
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主廃業に陥った。団塊ジュニア世代が専門学校、短期大学、４年制大学を修了
する時期から今日に至るまで依然として失業率は右肩上がりの増加傾向にある。
不況による厳しい雇用環境は、若年層の就業形態に影響を及ぼした。総務省の
「労働力調査特別調査」によると、1990 年から 2001 年までの間に若年人口（15
～34 歳）のうち正社員枠は殆ど変化していないにもかかわらず、パート・アル
バイト人口は 261 万人から 515 万人へと増加している。また若年人口の失業率
は 68 万人から 150 万人へと２倍以上に増加した。 
 
３．家族関係の変化－脱近代家族への変貌 
（１）妻の就労にみる夫妻関係 
団塊ジュニア世代の専業主婦率は、1998 年には 30.3％であり団塊世代より
低くなっている。産業構造などの社会背景が変化したことで、団塊ジュニア世
代の女性たちは団塊世代のように夫の収入で一家の家計を賄うことが困難にな
ってきた。 
 厚生労働省の調査によると、従業員規模 30 人以上の企業で働いている既婚
女性で妊娠・出産した人のうち、出産で退職した人は 94 年には 31.6％であっ
たが、97 年には 19％と減少している。（従業員規模５人以上の企業では 15.3％
になる）。逆に言えば、働いている女性の５人に４人は出産をしても仕事を続け
ていることになる。仕事を続ける理由は、育児休業制度の普及、再就職の難事
とかさむ教育費を想定しての退職回避、年功序列と終身雇用制が崩れだし夫に
だけ収入源を任せることへのリスク回避、および女性の社会進出への意識変化
などが挙げられる。 
 
（２）経済的な依存関係からみた親子関係 
 団塊ジュニア世代の合計特殊出生率は 2.16～2.05 人であった。団塊ジュニア
世代の親は、数少ない団塊ジュニア世代の子どもに時間とお金を費やして育て
たのである。 
2000 年現在、20～34 歳までの若年人口 2699 万人のうち、親と同居してい
る若者は 1308 万人であり 48.4％を占めている。しかも、その９割程度の者た
ちは、親に家賃、食費、水道、光熱費、電話代などの基礎的な生活費用を支え
てもらって生活をしている。 
失業している者の中には親と同居している未婚者が７割近くを占めていた。
また常に若年親同居未婚者の失業率は若年全体の失業率を上回り、親同居未婚
者の失業率は上方へと乖離する傾向にある23。 
                                                   
23 「第 2-2-2 図 若年失業者は特に親と同居する未婚者で増加傾向にある」2003, 内閣府
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他方では、収入が少なく親に依存して生活しているにも関わらず、多くのお
小遣いを使いブランド品を購入し海外旅行に興じる贅沢なライフスタイルが指
摘されている。 
山田昌弘はこのようなライフスタイルの未婚者を「パラサイト・シングル」24
と名付けた。山田は、このような等身大の厳しい生活と親への依存（親からの
援助）があって初めて成立する自分らしいライフスタイルとのギャップから脱
することの難しさが、未婚化、晩婚化のコンテクストを形成し、ひいてはそれ
が少子化の一因であると析出している。 
 
（３）仲良し親子が崩壊するタイミング 
団塊ジュニア世代は「仲良し親子」「友だち親子」と言われるフラットな親子
関係を築いた。親子で行く買い物、食事、旅行などの支払いは大抵の場合、経
済的に余裕のある親が負担している。しかし統計から見える懐事情25は、その
経済力が退職後数十年保てる層が薄いことを示している。近い将来、団塊ジュ
ニア世代には新たな人生の選択局面が訪れることであろう。 
 
【団塊ジュニア世代の新たな人生の選択局面】 
 
①同居する親が持ち家の建て替えやリフォームをするとき 
②親の預貯金の底がみえたとき 
③親に介護必要になったとき 
 
同居する親が持ち家の建て替えやリフォームをするときは、相続も考慮に入
れて子世代に費用負担を求めることが多い。聞き取り調査の範囲では、子ども
が正規雇用職にある場合は 300 万円から 1,000 万円程度が多い。しかし、子ど
もが非正規雇用職や無職である場合には、親から別居を求められた子が逆ギレ
して暴力事件に発展することもある。 
親の預貯金の底がみえたときは、親の退職金と年金が無いか少ないために預
貯金を取り崩して高齢期を過ごしている家庭で、高齢親が子に生活費を渡すよ
うに求めるタイミングで支えることができない子が窮地に立たされる。 
                                                                                                                                                     
編『平成 15 年度 国民生活白書：デフレと生活－学年フリーターの現在』ぎょうせい, 61. 
24 山田昌弘が日本経済新聞紙上（1997 年２月８日夕刊）でパラサイト・シングルの概念
を用いたことに始まる。パラサイト・シングルおよび親子関係については、山田、宮本の
参考文献を参照されたい。 
25 例えば、金融広報中央委員会が実施している『家計の金融資産に関する世論調査』では
年齢別の預貯金額を参照することができる。どの世代でも４分の１は預貯金無しである。
高齢になるほど「預貯金無し」と少額者の割合が増加する傾向が読み取れる。 
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親に介護が必要となったときは、子どもがどのように親の介護をするのか、
仕事を辞めて介護をするのか、子は仕事を継続しながら公的な福祉のサービス
を活用するのか、ケアハウス等に入所してもらうのか、いずれの選択をしても
子どもへ経済的な負担がかかることになる。 
この３局面は、生まれてから一貫して援助を受ける側であった立場から、親
を経済力と労働力の面で援助する側へと立場が逆転するタイミングのサインで
ある。子世代が経済力を蓄えている場合と、介護等ができる時間的ゆとりを持
てる人にとっては乗り越えられる。他方で、それが持てない人は、親子関係を
変質させかねない事態が生じる可能性が高まる。高齢者が絡む犯罪の増加、年
金目的で親の死亡届を出せない事件、介護苦による虐待や殺人事件、そして自
殺に至るケースは、調整しきれない親子関係の先行きを暗示している。 
 
４．ライフコースにみるタイミングの変化 
 2014 年現在、団塊ジュニア世代は 40 歳から 43 歳である。次に団塊ジュニ
ア世代のライフコースのタイミングを描写する。 
高校への進学率は男性 92.8％（1987 年）、女性 95.0％（1987 年）であり、
殆どの人が高卒以上の学歴であった。小学校高学年から中学生の頃に始まった
バブル経済は、社会生活を意識し始める高校を卒業する時期には崩壊し社会状
況は一転した。団塊ジュニア世代は人口比率が高い割に不況のため就職求人は
少なく、進学へと進路変更する者もでたが、それもまた狭き門であった。 
18 歳時点での短期大学への進学率は男性 1.7％（1989 年）、女性 22.1％（1989
年）であり、大学への進学率は男性 34.1％（1989 年）、女性 14.7％（1989 年）
であった。難関を突破して大学へ進学しても、就職時には不況のために企業は
雇用調整に迫られていた。その対象となったのは、先に触れた団塊世代であっ
たが、直接的な人員削減を避けるために新卒採用枠を抑制する傾向もみられた。
不況下における企業の判断によって正社員として就職する意志があるにもかか
わらずフリーターにならざるを得ない人もいた26。 
団塊ジュニア世代の平均初婚年齢は男性28.7歳（1999年）、女性26.6歳（1997
年）であった。結婚のタイミングは平成不況の真只中にあり、決して経済的に
ゆとりがあるといえる状況ではない。国民年金を支払うことを拒否している若
者が増加していることもその一面を示している。 
 将来をみると、この先の 30 代、40 代、50 代以降については未知ではあるが、
                                                   
26 1990 年代半ば以降この傾向は強く、フリーターのうち「正社員になりたい」と考える
人の割合は７割を超えている（内閣府編 2003b：85）。他方では、フリーターを選択する
学生側の要因として、芸術、スポーツ、勉強などの目的達成、希望職種に就けなければ就
職しなくてもいいという意識低下、一度は就職したが自分に合わないというミスマッチな
ども挙げられる。 
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団塊ジュニア世代の結婚、親になること、転職、離職、定年は個人差が大きく
なると想定される。特に医療技術の進歩から寿命が延びる可能性は高く、退職
してから死期までの期間が長期化するであろう。その間に生じる新たなライフ
スタイルや価値観の多様性は今後ますます注目していく必要があるであろう。 
 
第６節 上昇婚（シンデレラ婚）のメカニズム 
１．上昇婚の背景は女性差別 
 今日でも、女性にとって上昇婚（シンデレラ婚・玉の輿婚）はあこがれの的
のようである。韓国の現代ドラマのように、普通または苦境にある女性がある
日偶然に大企業の御曹司に見初められて周囲の反対や困難を乗り越えて結婚に
至り幸せなセレブ女性になるというような物語は、日本では絵に描いた餅でし
かない。上昇婚は実現不可能に近いと言うことができるだろう。 
上昇婚のからくりは女性差別であると言ったら目が覚めるであろうか。何故
上昇婚が実現できたのか。それは学歴偏重の価値観のもと、男性と女性とで学
歴の格差があったからである。子どもの数が複数人いても一家には全員の子ど
もを大学へ行かせる経済的な余裕のある家庭は少なかった。親が女子に対して
愛情がなかったという意味ではないが、誰に進学のチャンスを与えるのかは決
まって長男または跡取りになる男子に限られていた。女子は「嫁にやる、嫁に
出す」、あるいは「嫁にもらう」などという表現からうかがえる通り、多くの場
合は親を世帯主とした戸籍から籍を抜いて、夫の世帯に戸籍を移すため、娘に
教育費をかける発想は薄かったと言うことができるだろう。上昇婚のからくり
は男尊女卑、女性蔑視、女性差別という歴史・社会的背景に根ざしてのことで
ある。 
しかし、高等教育と高学歴化が浸透して、さらに男女で進学率に差が無くな
ってくると同じ学歴同士で結婚する傾向が高いために、上昇婚は逆に珍しくな
るのである。皮肉なもので、男女差別が無くなると、女性のあこがれである上
昇婚は機会が減少したのである。 
 
２．上昇婚が実現した団塊世代 
歴史的にみると団塊世代はこの上昇婚を実現できた女性が多い。男女の学歴格
差から上昇婚を推察すると、受給バランスが保たれることが分かる（図１）。 
図１は、団塊世代が大学生時期にあたる 1965 年の進学率を表したものであ
る。男性の方が高学歴傾向にあるため、皆婚規範に支えられて殆どの男女が結
婚した時代にあっては、一部の女性は必然的に高学歴男性と結婚する傾向が顕
著となる。男性側の規範としても、自分よりも収入、社会階層、学歴が高い女
性と結婚することに躊躇する傾向があり、大卒男性と高卒女性、高卒男性と中
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卒女性との夫妻の組み合わせは違和感がなかったと言えそうである。 
その団塊世代の女性が、中年期に韓国の格差上昇（シンデレラ）婚ドラマに
夢中になったのはうなずける社会現象である。 
 
図１：団塊世代の男女の学歴格差 
  
３．上昇婚を望めない団塊ジュニア世代 
団塊ジュニア世代では、４年制大学への進学率をみると男性の方が高いが、
大卒と短大卒を入れると女性の方が高学歴傾向にある。男女共に、高等教育を
受けており、学歴の面で上昇婚が叶う枠自体が減少している。そのため法律で
も常識でも禁止していないにもかかわらず、結婚相手は同学歴同士になる傾向
があると言える。 
 
表４： 団塊ジュニア世代の高等教育への進学率 （単位：％） 
学 歴 大学・短大 ４年制大学 
西 暦 計 男性 女性 計 男性 女性 
1989 年 36.3 35.8 36.8 24.7 34.1 14.7 
1990 年 36.3 35.2 37.4 24.6 33.4 15.2 
1991 年 37.7 36.3 39.2 25.5 34.5 16.1 
1992 年 38.9 37.0 40.8 26.4 35.2 17.3 
出典：文部科学省 2007『文部科学統計要覧－平成 19 年版』国立印刷局より作成。 
備考： 
①高等学校または中等教育学校卒業後１年以上経過した者（高卒生）などを含む。 
②大学（学部）・短期大学（本科）への進学率は、①の者を含めた大学学部・短期大学本科
入学者数を 3 年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数から計算した比
率である。 
 
第７節 ライフコースにみる世代間の変化 
－時代・加齢・コーホートの効果の視点から 
２つの世代の顕著な差異は、合計特殊出生率が団塊世代から団塊ジュニア世
団塊世代の男性 団塊世代の女性
←
←
大卒
高卒
中卒
20%
50%
30%
55%
40%
←５％
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代にかけて約半分にまで減少した点と団塊ジュニア世代の方が高学歴傾向にあ
る点である。それに伴い平均初婚年齢が高くなったが専業主婦率は逆に下がる
傾向にある。さらに雇用環境は、農業・工業からサービス業が主体の産業構造
へと移行した点である。団塊世代と団塊ジュニア世代のライフコースのタイミ
ングを比較すると表５の通りである。 
 
 表５：ベビーブーマーのタイミングと時代背景の比較表 
指標 時期 団塊世代 団塊ジュニア世代 
合計特殊出生率 出生時 4.54～4.32 人 2.16～2.05 人 
中卒時の就職 
 地方からの集団就職は「金の卵」
として重宝された。 
高校への進学率が 90％を越えた。 
 
高校への進学率 
 
16 歳頃 
 
1960 年 1965 年 1987～1990 年 
59.6％（男性） 
55.9％（女性）  
71.7％（男性） 
69.6％（女性） 
92.8～93.2％（男性） 
95.0～95.6％（女性） 
 
高卒時の就職 
 大学への進学率は 30％弱で、
70％程度の者は就職した。 
高卒時の就職率は悪く、大学や専門
学校への進学が促された。フリータ
ーの割合も増加した。 
 
短期大学 
への進学率 
 
18 歳頃 
1965 年 1989～1992 年 
1.7％（男性） 
6.7％（女性） 
 1.7～ 1.8％（男性） 
22.1～23.5％（女性） 
 
大学への進学率 
 
18 歳頃 
1965 年 1989～1992 年 
20.7％（男性） 
4.6％（女性） 
34.1～35.2％（男性） 
14.7～17.3％（女性） 
大卒時就職 
 高度成長期にあり、雇用環境に
恵まれていた。 
不況期にあり、フリーターと大学院
等への進学率も増加した。 
国内総生産（GＮ
P）実質前年比 
大学卒業時 1969 年 1970 年 1971 年 1993 年 1994 年 1995 年 1996 年 
12.0％ 10.3％ 4.5％ 0.6％ 1.0％ 1.5％ 3.3％ 
平均初婚年齢 女性のみ 24.2 歳 26.6 歳 
 
初婚 
 女性は男性の稼ぎで家計を切り
盛りできた。専業主婦率の最高
記録あり。 
未婚、晩婚化が一般的である。結婚
しても専業主婦になれない。 
専業主婦率 初婚年齢時 35.5％（1972 年） 30.3％（1998 年） 
 
雇用環境 
 終身雇用と年功序列の慣行に基
づいて企業人をしてきた。中年
期に慣行が崩れ始め、不況ごと
のリストラが多い。 
就職難、不況によるリストラ、終身
雇用と年功序列の慣行が崩れ、先行
きが見えない。 
農業人口 25 歳時点 367.7～329.7 万人 156.8～143.0 万人 
サービス業人口 25 歳時点 803.7～830.1 万人 1598.7～1686.5 万人 
 
ライフコース論の３つの効果（①時代効果、②加齢効果、③コーホート効果）
の視点から、ベビーブーマーのライフコースを考察する。 
（１）時代効果 
両世代共にベビーバスト世代であるにもかかわらず、時代から受ける影響が
異なっている。同じ人生でも、ライフステージごとの時代の状況、社会情勢が
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どうであったのかによって家族内の役割関係に影響を及ぼしていた。 
 
（２）加齢効果 
ライフステージからみた団塊世代と団塊ジュニア世代の顕著な差異は、団塊
ジュニア世代の学業経歴が長期化したことにより青年期が長期化、あるいはモ
ラトリアム化した点である。高校への進学率は 100％に迫る比率を示し、高校
卒業後の進学率も大幅に増加した。そのことが初婚年齢を引き上げる一要因に
なっている。また将来は、定年から死期までの期間が長寿化にともなって長期
化し、経済とライフスタイルに影響を及ぼすことが推察される。 
 
（３）コーホート効果27 
団塊世代は、物心ついた頃からすでに高度成長の波に乗り日本社会の経済的
黄金時代を築き上げてきた。「明日は今日より豊かになる」と信じて働き、ある
意味では実現されてきたと言える。 
若手として働いた高度成長の時代には、社会から「金の卵」として重視され
た。ところが、中年期になり不況の時代に入ると、人口比率が高く高賃金を得
ている団塊世代は、企業にとっては経済を圧迫する存在としてリストラの対象
となった。「金の卵」は一転して家庭内の「粗大ゴミ」という揶揄のラベルが貼
られることもあった。 
団塊世代の老後は、年金の切り下げがあるにしても、長年務めた企業からの
退職金と年金と預貯金等で生活を送ることは可能であろう。ところが、団塊世
代が手に入れた大量生産、大量消費の時代は、全面的に豊かな社会とは言えな
かった。物質的に豊かになることで生じた環境破壊と汚染で溢れた社会は、将
来への夢も希望も持てない先行き不透明な未来を暗示している。そのような時
代に生まれ育った団塊ジュニア世代は、物心ついた頃から経済不況の時代を生
きてきた。 
生活水準を決定するのは、自分自身の努力よりも親世代の経済的な豊かさと
サポートの有無が左右した。それは結婚生活においても同じで、妻は夫の収入
によって生活水準が左右されるため高収入の男性を選ぼうとするが、不況も相
まって理想と現実の乖離現象が起こっている。 
団塊ジュニア世代の老後は、貧富の差が二極化された社会になる可能性が高
い。それは学歴や努力よりも経済的に依存できる重要な他者の存在の有無が主
要な要素となるからである。もう一つの主要な要素は、社会規範となっている
                                                   
27 コーホート効果とは、同じコーホート属する人々のライフコースが、そのコーホート
に特有の性質を帯びていることをいう。 
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ライフサイクルから外れないことである。一度外れると正社員としての雇用は
困難になり生涯賃金に大きく影響する。 
 
第８節 ライフコース・モデルからみた結論 
「マクロ水準はメゾ水準を介してミクロ水準に影響を及ぼす」というライフ
コース・モデルを用いて、日本社会の産業化と近代化という歴史的脈絡の中に
位置づけられた高度成長と不況の時代が、家族関係を介して如何に団塊世代と
団塊ジュニア世代のライフコースに影響を及ぼしたのかを考察する。 
 
１．ライフコース・モデルからみた団塊世代 
団塊世代は、中年期まで高度成長の波に乗って生きてきた。人口の塊と化し
た団塊世代は、受験と就職のタイミングに好景気であったことが追い風となっ
た。教育の場から社会の場へと押し出す力と、高度成長期にあった日本の企業
が必要とした若くて安い賃金労働者としての受給バランスが保たれていた。高
度成長の時代を通じて日本は物質的には豊かになり、女性は結婚を機に専業主
婦へのコースを辿ることもできた。 
家庭内を司る主婦は、子どもとの関係を親密化させる傾向にあり、特に子ど
もの教育には力を注ぐ傾向がみられた。家庭内における役割分業意識と社会規
範は強固な母子関係を後押した。折しも団塊世代の女性の出産時期は、第２次
ベビーブーム期にあたり、子どもに良い教育を受けされるために情熱を注ぐこ
とが親らしく思われた。団塊世代では、高校への進学割合は６割程度、大学へ
の進学率は男性の 20％にも満たず、女性の場合には５％程度という比率でしか
なかった。団塊世代の親は、経験則から子世代に対して高等教育を受けてホワ
イトカラー職へ就くことを望んだ。 
中年期になり不況経済が長期に及ぶと、社会の圧力は団塊世代を企業から押
し出す関係へと一転した。年功序列型の日本社会では、多くの管理ポストと高
賃金を必要とするので、団塊世代への賃金高騰化は経営者には重荷になってき
たのである。しかしまた、子どもの教育費、住宅ローンの不安は消えないが、
団塊世代の老後は、退職金と年金を期待して生活することがかろうじて叶いそ
うである。 
 
２．ライフコース・モデルからみた団塊ジュニア世代 
さらに深刻な状況にあるのが、団塊ジュニア世代であった。社会変動の痕跡
は、団塊世代よりも団塊ジュニア世代の方により一層大きな痕跡を残している。 
団塊ジュニア世代は、受験、就職、結婚というタイミングごとに競争と経済
不況に晒された。そのため生活面の全般にわたって親世代から扶養される者が
82 
 
増加傾向にあった。背景には、高度成長を支えた経済的にゆとりのある団塊世
代の親と子どもを尊重する規範が存在する。ところが、親世代と子世代の理想
と現実とは乖離してきた。大学や短期大学への進学率は上昇し、高等教育は大
衆化し始めた。大学卒業後にブルーカラー職に就く人も増加した。高学歴化は
初婚年齢を押し上げ、青年期も延ばした。日本社会は未婚女性の出生率が低い
ため初婚年齢の上昇は出産可能年齢期間を短くし、希望する子ども数より実際
の出生人数が減る一因となっている。 
団塊ジュニア世代は、親世代と同じような家族を形成できない現実と直面し
ている。最大の要因は経済面にある。理想では近代家族を望んでも、平成の経
済状況はサラリーマン－専業主婦型家族の形成を妨げる。さらに新しい家族を
形成するより、親元で生活した方が様々なリスクを回避できることも一因であ
る。 
複合的な要因が重なったために、社会と家族は団塊ジュニア世代が一人で生
計をたて自立することの延期を容認した。その結果、初婚のタイミングが遅延
され、晩婚化は晩産化を導き、低出生率へと連動した。他方で、結婚を選択し
た夫妻にとっても、労働環境、家庭環境との関連で出産の遅延と少産への選択
を促される傾向がある。 
つまり、団塊ジュニア世代がライフコースの各タイミングにおいて行った選
択の積み重ねが、やがてその時代その社会へとフィードバックされ、それが少
子社会という社会現象を導いたのである。高度成長から不況への移行に伴う社
会変動の痕跡は、団塊ジュニア世代の少子現象としてあらわれているのである。
少子現象は、今後の高齢化社会の扶養問題へと連動する。この扶養問題の根本
となるのは、歪な人口ヒエラルヒーである。これまでは若年世代が年長の高齢
世代を支える仕組みとなっていたが、今日みられる少子現象は、この仕組みを
成り立たなくさせている。 
団塊ジュニア世代の考察からは、今後、劇的に経済状況が改善する見込みも
ない。ということは世代間扶養に限界を来している状況では、従来の関係を見
直す時期にきている。これまでの世代間扶養は、それにプラスして世代内で支
え合う「世代内相互援助の支援型社会システム」の視点も加える必要があるこ
とを示唆して結びとしたい。 
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第５章 
家族の変化 
 
 
本章は、家族の視点から社会変化が生活様式や人間関係および個人の価値観
に影響を及ぼしていく側面を考察する。 
 
第１節 典型的な家族の変化 
 第２次世界大戦の前後と高度成長期の前後とでは、日本の家族は特徴を変質
させている。図式化すると下図１のようになる。戦後に家制度が廃止されるま
での家族の特徴は「家父長家族」である。家父長家族は男女不平等が制度と規
範の面で組み込まれている。 
家制度廃止後から高度成長期終焉頃までは「夫婦平等家族」へと変化した。
夫婦平等家族は、法律で男女平等が明記されたことに加えて規範面からも平等
意識が浸透した。ところが、社会生活および日常生活の面では男女不平等が色
濃く残っているのが特徴である。夫妻関係では男性が仕事（有償労働）をして
妻子を養い、女性は家事と育児（無償労働）とに専念するという男女役割分業
規範が浸透した時期でもある。 
1970 年代頃からは、男女役割分業型家族の問題点が社会現象として浮上し始
めた。変化した社会に適応するように台頭し始めたのが「個人化家族」である。
生活単位は家単位から家族単位へと変化を遂げ、さらには個人単位へと変化す
る流れが観られた。個人化が注目される一方で「近居家族」も一定層を占めて
いる。家制度下の強い規範である親子が同居をして互恵関係を保つ方式から、
親子で別居をするが近くに住むという近居をして互恵関係を保つ家族もみられ
るようになった。 
 
図１：典型的な家族の変化 
 
 概念定義では、研究者によって家父長家族の時代や特徴を「伝統家族」と表
記することもある。夫婦平等家族は「近代家族」、個人化家族の時代の家族を「現
第２次世界大戦まで       戦後～高度成長期終焉頃         1970 年代頃～ 
家父長家族   →  夫婦平等家族   →  個人化家族 
                        近居家族 
男女不平等の時代     建前は男女平等、本音は男女不平等      実質男女平等風 
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代家族」と表記されることもある。各研究者が取りあげる家族や概念定義には
開きがみられる。 
 伝統家族と言う場合には、今日の家族との対比で使用されることが多い。2014
年時点を今日として設定した場合、どの時代の家族が伝統になるのかは、江戸
時代か、明治時代か、大正時代か、昭和のいつの時代かによって伝統にもバリ
エーションが観られると考えられる。 
近代家族と言う場合にも、戦後家族を指して近代家族と定義づける場合も見
受けられるが、いつから近代と認識するのかは国や研究者によって開きがみら
れる。産業革命以後を近代とすれば、戦後家族を近代家族と表記すると誤解が
生じるかもしれない。 
現代家族と言う場合は戦後家族全般を示す場合が多いが、戦後の家族は既に
数回の変化を遂げているために誤解を招く可能性がある。そこで、本論文にお
いては、家父長家族、夫婦平等家族、個人化家族、近居家族という用語を用い
ている。次節では、それぞれの家族についての特徴を概観する。 
 
第２節 家父長家族 
１．明治政府が作成した戸籍の機能 
（１）戸籍法 
明治政府は、1871（明治４）年に「戸籍法」を制定した。翌年の 1872（明治
５）年には日本で最初の戸籍である「壬申戸籍」1が編製された。江戸幕府の国
別人口調査である宗門人別帳とは異なり、全国一律の基準で集計した点が画期
的であった。その時の日本の総人口は 3,311 万人であったとされる。 
戸籍は、家族成員を把握する目的というよりは誰と誰とが共に生活をいてい
るのかという生活集団を特定する目的が強かった。明治政府は生活集団者ごと
にグループ（集団）化することで、徴兵、徴税、治安維持、国民の現状把握が
可能になった。次いで、この集団成員をリーダーとメンバーとに分類した。リ
ーダーを戸主（家長）として、メンバーは家族成員と見なされる。 
 
（２）戸籍法と家制度 
明治政府は戸籍と次に示す家制度とを組み合わせることで戸主に家産を集中
させて資本不足の日本を支える機能と、家と家との相互扶助によって家に社会
政策の肩代わりをさせる機能を持たせた。本来ならば、国（政府）が担う社会
保障、教育、安全、扶養などの多くの側面を「家」という人間集団で区分して、
戸主に権力を持たせることで国の負担を軽減させて家集団の責任を重くした。
                                                   
1 壬申戸籍は 1872 年の干支である壬申（みずのえさる、じんしん）から名を付けて壬申戸
籍とされた。 
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そうすることで国はこの人間集団を弱体化させないことと国を継承させていく
ことを企図したと推察される。 
 
（３）壬申戸籍の問題点 
壬申戸籍は多くの問題点があったとも言われる。例えば地方によって書式の
詳細に格差がみられた。記載項目については、職業の記載欄や「新平民」や「元
えた」などの同和関係の旧身分(エタ、非人)や、病歴、犯罪歴などの記載があ
った。また宗門人別の性質を残すために寺や氏神の記載があった（明治 18 年廃
止）。妾も二等親族として戸籍に登載されていた（明治 15 年廃止）。他人でも
養育している者は附籍として、その養育する者の戸籍に登載されていた（明治
31 年廃止）。 
壬申戸籍では１つの戸が１つの家と目された。一般には家＝家族と思われる
ことが多いが、壬申戸籍には今日の感覚では家族成員とは思われない人も含ま
れていた。こうしたことを厳密に概念定義することなく、概念が曖昧に許容さ
れてきた経緯がある。 
 
２．明治時代に誕生した「家」制度 
（１）「家」制度 
1889（明治 22）年２月 11 日に「大日本帝国憲法」2公布され、翌年の 1890（明
治 23）年 11 月 29 日に施行された。そして 1898（明治 31）年に公布・施行さ
れた明治民法のなかの家族法の中心に「家」制度があった。 
家制度は「戸主権」と「家督相続制度」が骨子をなすのが特徴であった。具
体的には、戸主の強い権限（扶養義務と監督権）、跡継ぎの重要性、先祖祭祀、
扶養と相続、結婚と家族内相続分業などである。 
 
（２）戸主の権限  
戸主の地位は、男性の跡継ぎに単独相続させることによって家が継承されて
いくことで維持された。戸主が統率する内容は時代や階層によって状況は異な
るが、家制度下では戸主に強い権限が与えられていた。具体的には、家族の婚
姻・養子縁組・離婚に対する同意権、家族の居所指定権（戸主が指定した場所
にその居所を定めなければならない）、親族会の招集権、家族の入籍又は去家に
対する同意権（ただし法律上当然に入籍・除籍が生じる場合を除く）、家族が戸
主の同意なしに居所を定めた場合や婚姻・養子縁組した場合における、家籍排
除権などである。 
                                                   
2 「大日本帝国憲法」は「明治憲法」もしくは「旧憲法」と呼ばれることがある。 
86 
 
二宮周平は「家制度は、天皇と国民の関係を戸主と家族の関係になぞらえる
ことによって、天皇制を全国民に浸透させる上で大いに役立ち、明治政府の政
治権力を安定させた」（二宮 2002：29）と記しており、このような戸主と家族
成員との上下関係の構図は、確かに天皇制による天皇と国民との関係を国民に
浸透させたと言えよう。 
 
（３）「家制度の名残り 
「家」制度が存続したのは約 50 年という期間であった。しかし、その名残り
は今日に至るまで見受けられる。例えば、家や車を購入する際は夫の名義のこ
とが多く、年長者ほど対外的な話になると妻は外されることが多い。結婚する
時には、男性は女性の親元へ行き「娘さんを下さい」などと言う。戦後の法律
では結婚は両性の合意に基づくもので、相手の親への挨拶は必要であろうが親
の許可は不要である。また、結婚すると 90％以上は男性の姓を名乗る。結婚後
は男性が働き妻子を養うのが当たり前という規範の人が多く、有職女性の給与
は女性の小遣いと考える人もいる。 
 
３．家父長家族の特徴 
 家父長家族の特徴は、家制度の特徴と重複する面が多い。家制度での人間関
係に基づいて地域や社会など家以外の集団や人を家族のようにみる「家族主義」
の価値規範によって統制される。結婚は家長が息子と娘の配偶者を決定する。
父系継承に基づいて長男が単独で家督相続して家産の分散を防ぐ。相続は継嗣
単独相続のため兄弟姉妹間における財産分与は不平等分配である。家継承のた
めの生殖が重視される。妾が承認される。 
家制度下における家父長家族は、随所に男女による上下の別が組み込まれて
いた。跡継ぎは基本的に男性のみであり、相続も原則として男性の跡継ぎのみ、
女性には財産権もなかった。女性は未婚期には父親、既婚期には夫に扶養され
ていないと社会的な居場所が確保できない状況にあった。 
妾とは今日の日常語では愛人のことをいう。妾にならざるを得ない女性が存
在した背景には、このような男尊女卑の社会制度が影響していた。出生時の男
女比は女性 100％に対して男性は 105％の比率で誕生していたとされる。男児の
方は乳幼児死亡率が高いために、成人に達する頃には同水準になっていること
が多い。しかし戦争や飢饉や疫病が流行するとさらに男性の方が多く死亡する
率が高まるため時代によって差異は生じるが、女性は男性よりも人数超過する
傾向があるため結婚適齢期に結婚できない事態が生じる。そのため富裕男性は、
女性を養うために「妾」にする慣習があったのである。女性差別という社会背
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景が生み出した社会現象の１つと見る視点がある3。 
 
４．家父長家族の時代背景 
基幹産業が農業を主体とした社会は、総じて貧しいことが指摘されている4。
未来学者として知られる A.トフラーは、狩猟と採集の時代から農業を主体とす
る時代への変化を第一の波と呼び農業革命であると唱えた。人は食物を求めて
人が移動する方式の遊牧から農作物を育てる土地へと定住するようになった。
人類は種蒔きをして作物を育てることで富を生み出す方法を発明した。収穫量
が増えると食物を蓄える余裕もできて分業が進み、文化も栄えて社会が繁栄す
るようになった。他方では一部の富裕層が農民の作物を搾取する構造が生まれ、
その富の分配・搾取を巡って戦争が度々起こった。 
 農業社会で人命を脅かす要因の１つは農業飢饉であった。農業飢饉は数年に
一度程度は起こり人口構成を揺るがす程の生命危機にも見舞われた。歴史家の
リチャード・S・ダンの知見によると農業飢饉のよって、ドイツのハンブルクで
は 1565 年に人口の４分の１を失った。イタリアのベネツィアでは 1575～77 年
に人口の３分の１を失った。イタリアのナポリでは 1656 年に人口の半分近くを
失ったという（トフラー 2006：邦訳 57）。 
 日本では明治時代に入り産業革命の影響が生じていたが、国の予算で社会保
障制度が潤沢に調っていたとは言い難い現状にあった。それゆえ戸籍法と家制
度がその不足を補ってきた。 
 
第３節 夫婦平等家族 
１．「家」制度の廃止 
第二次世界大戦に敗戦した後の 1946（昭和 21）年 11 月３日に「日本国憲法」
公布されて、翌年の 1947 年に５月３日施行された。「日本国憲法」の第 24 条
では、婚姻は、両性の合意のみに基づいて成立し、夫婦が同等の権利を有する
ことを基本として、相互の協力により、維持されなければならない。配偶者の
選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に関するその他の
事項に関しては、法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定さ
れなければならないと記されている。 
さらに 1947 年に民法改正法が公布、翌年の 1948 年に施行されて 1898（明治
                                                   
3 ちなみに今日では、医療水準が高いために成人期には男性の方が女性比でみると人数比が
多い。女性は経済力を持とうと思えば持てるために扶養されるためだけの結婚や妾を選択
する女性は少ないであろう。近年になるほど男性の未婚率の方が高い傾向がみられる。デ
ータから時代の変化を読み取ることが可能である。 
4 例えば、アルビン・トフラーの『富の未来』などは詳しく解説がなされている。 
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31）年から続いた「家」制度が廃止された。改正された民法の特徴は、家制度
を廃止した点と、男女平等を明記している点、そして家族を、夫と妻、親と子、
親族相互の個人と個人の権利義務関係だと規定しており、家単位ではなく個人
を基礎単位とした点にある。 
 
２．戦後から高度成長期 
日本の家族は、それまでの農業を基幹産業とした土地に根ざした生活からサ
ラリーマン社会へと変化を遂げて労働者は企業に帰属するようになった。それ
に伴い地縁関係と親族関係は希薄化していった。生活の単位は、地縁と親族集
団を含む家集団から夫妻と親子とを中心とした世帯規模の小さな家族集団へと
移行した。 
農業社会では、家庭、職場、地域社会という生活領域の主要な３場は、折り
重なるように生活していた（図２）。家族成員と仕事仲間と近隣集団は相互に同
じ成員であることが多い。ところが、サラリーマン社会になると家庭と職場と
が空間も距離も切り離されることが多くなる。仕事と地域の人はそれぞれ異な
る人となり、仕事時間に多くの時間を費やすと地域との関係が薄くなる傾向が
みられる。個々人の居場所も父親は職場、母親は家庭、子どもは学校と異なる
ためにお互いの様子を見る機会が減少した。 
 
農業社会        工業社会       サービス社会 
 
図２：生活領域３場の距離 
 
 基幹産業が変化するのに伴い生活面でも変化が生じる。大量生産・大量消費
の時代が到来すると物であふれる社会となり、生活水準が向上する。それに伴
い生活する単位は縮小する傾向にあり、夫妻間における役割分業間の変化や結
婚行動にも変化をもたらすことになる。雇用環境では、サービス社会以降にな
ると仕事の場において腕力に重点が置かれなくなるために労働面での男女格差
は縮小する傾向に向かう（表１）。 
 
家庭 
地域
社会 職場 
家庭 
地域
社会 
職場 
家庭 
地域
社会 
職場 
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表１：基幹産業の変化と生活の変化 
項目 農業社会 工業社会 サービス社会 
有形・無形 ハード（農作物など
形のある物を扱う） 
ハード（工業製品
などを扱う） 
ソフト（おもてなしや知識、
音楽など形のない物を扱う） 
富の量 富は少ない 富は多い 富はさらに多い 
仕事 生まれた時に生涯
がほぼ決まる 
終身雇用・年功序
列 
実力主義・成果主義（終身雇
用と年功序列慣行の崩壊） 
生活の単位 集団（地域・親族含）
単位 
家族単位 個人単位 
家族のタイプ 家父長家族 夫婦平等家族 個人化家族／近居家族 
家族の特質 男尊女卑の上下関
係 
男は外、女は内 
（男女役割分業） 
男女共に 
外（仕事）と内（家事・育児） 
結婚 皆婚社会 
（見合い結婚） 
→愛情がなくても
結婚が可能 
皆婚社会 
（恋愛結婚） 
→愛情喪失は離婚
危機に直結 
結婚を先延ばしする戦略や、 
結婚をしない選択肢が出現 
この後の世代は、結婚したく
てもできない時代を歩む。 
 
３．夫婦平等家族の特徴 
 夫婦平等家族の特徴は、法律に裏打ちされた男女平等意識、男女役割分業規
範、生殖よりも愛情重視の夫妻関係、個人の価値規範を尊重、子どもを中心に
据えた生活設計が主な特徴である。法律によって夫妻関係に上下関係はなく、
遺産相続もきょうだい間で平等に均分相続されることが規定された。 
 落合恵美子は、戦後のこのような家族を「近代家族」と呼び、以下に挙げる
８つの特徴を示している（落合 1989：18）。８つとは、１．家内領域と公共領
域との分離、２．家族成員相互の強い情緒的関係、３．子供中心主義、４．男
は公共領域・女は家内領域という性別分業、５．家族の集団性の強化、６．社
交の衰退とプライバシーの成立、７．非親族の排除、８．核家族である。この
ようなサラリーマン－専業主婦型家族が成立する条件として落合恵美子は、夫
が死なない、夫が失業しない、夫が離婚しないという３つの条件を挙げている。 
さらに山田昌弘は、結婚できる、夫の給料が上がり続けるという２つの条件
を付け加えた（山田 2001：170-173）。 
 
４．夫婦平等家族の問題点 
（１）社会現象として表出する問題 
1970 年代になり高度成長期が終焉を迎えると、家族形成や家族関係の面で変
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化がみられるようになった。具体的には婚姻率の低下、同棲の増加、婚外子の
増加、出生率の低下、離婚率の上昇などである。このような社会現象を受けて
家族が解体した崩壊したとする言説や見解が 1980 年代から多めにみられるよ
うになった。 
例えば 1980 年に刊行された望月嵩と本村汎編による『現代家族の危機』、1983
年に刊行された小室加代子の『解体家族』、1985 年に刊行された我妻洋の『家
族の崩壊』5、1991 年には上野千鶴子ほか編による『家族の解体と再生』などが
みられる。 
 
（２）男女役割分業規範の問題 
戦後は見合い結婚が減少して恋愛結婚が増加する傾向にあり、高度成長期に
は恋愛結婚が優勢になった。戦後の法律では親の決めた相手と結婚をする必要
は無い。サラリーマン社会になると先祖代々継承する土地に根ざした仕事では
なく企業に属するサラリーマンが主流になるため両親や親族の意向を取り入
れて結婚相手を選ぶ視点が薄まっていった。 
戦後のカップルは、結婚する前までは恋愛をして結婚相手を選定する過程で
友だちのように男女で対等な立場にある恋人関係を望み、その延長線上で結婚
をする。ところが夫妻の結婚満足度は、男女平等意識とは裏腹に結婚して間も
ない頃から夫妻間で小さな開きが生じて、結婚 15 年後頃には大きな開きにな
っている。一因として「友だち夫婦」として結婚した夫妻の場合、既婚後の妻
の収入が一因になっているが、家庭内で夫妻の上下関係が生じやすい傾向がみ
られた。女性が結婚して無収入になると夫の態度が次第に変化する点が指摘さ
れている（柏木 2001：145-169）。 
 専業主婦が離婚した場合には、セレブ妻から貧困母子世帯へと生活を一転さ
せる可能性が高い点も男女役割分業のリスクとして挙げられる。 
 
（３）男女共に外と内時代へ 
 戦後の政府は女性の専業主婦化を制度面で支援してきた。例えば税金控除、
年金、健康保険、扶養手当などで専業主婦をしやすい環境を整えてきた。その
ため男女平等と言いつつも女性だけ寿（結婚）退社の慣行が持続してきた。結
婚退社をしない場合も妊娠・出産を機に退社する事例が多い。女性のなかには、
出産後も仕事を継続したいと願っても産休・育休による職務の代行者が居ない
ため、同僚へ休日出勤や超過勤務の負担をかけるのが申し訳なく感じて退社せ
ざるを得ない企業も多いと言われている。男女雇用機会均等法が施行されて以
                                                   
5 『家族の崩壊』はアメリカの事例と現象を紹介した本である。 
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降も女性の非正規雇用率は上昇の一途で女性の過半数を超えている。 
 人口減少社会の局面を迎えた日本は、人口の塊世代である団塊世代の大量退
職の時期に直面しており、労働市場では人手不足が問題になっている。政府は
労働力確保のために、女性が労働市場へ戻ることを期待している。それゆえ、
配偶者特別控除制度を廃止するなど、専業主婦特権と言われてきた優遇策を１
つずつ無くしている最中である。 
 女性を家庭へ向かわせた迷信の１つに「３歳児神話」がある。３歳児神話と
は、３歳までは母の手で育てましょうという規範である。誰がいつ何処で言い
始めたのかは定かではない。子どもは３歳までの脳の発達が重要なのは事実で
あるが、母親でなければならないということは論拠として取りあげられる研究
者たちの文献に記載されていない。子どもの発達にとって重要なのは、相互作
用する重要な他者の存在であり、大抵の場合は母親が密接に関わるであろうが、
父親であっても、祖父母やきょうだいであっても良いと考えられる。 
育児は母親でなければならないという固定観念が女性を労働市場から外す要
因の１つであった。そこで、政府は 1998 年発行の『平成 10 年版 厚生白書 少
子社会を考える』において「三歳児神話には，少なくとも合理的な根拠は認め
られない」（84 頁）と示して育児は父親でも可能であるとの新たな規範を提示
している。 
以後、イクメン、弁当男子など家事に取り組む男性が取りあげられるように
なる。そして政府は「男女共に外と内」規範を推奨している。つまり、男女共
に労働市場に出て働き、夫妻で家事と育児に取り組むことを推奨している。政
府がこのような方針転換を図るのは、労働力不足に加えて、正規雇用職男性１
人の収入では妻子を養うには不十分な賃金水準になってきている実態が推察さ
れる。 
 
第４節 個人化家族 
 目黒依子は 1987 年に刊行された『個人化する家族』において最初に「個人化
家族」の概念を提唱した人物である。その後、落合恵美子は 1997 年に『21 世
紀家族へ』の新版において「個人を単位とする社会へ」と題した章を追加して
問題提起を行い「家族の時代の終わり、そして個人へ。これが現在起きている
変化の筋書きとして浮かび上がってきました」（落合 1997：241）と記している。
目黒と落合は共に、1970 年代以降の家族像が変化してきている現象を指摘して
おり、生活単位が個人化している側面を指摘している。 
生活単位が個人化する現象については、第８章「ひとりぼっち」社会の到来
で考察している。結婚をしても夫妻関係と親子関係において各々がプライバシ
ーを重要視するようになり、同じ家で暮らしても過ごす居場所も食事の時間も
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異なることがある。一方では結婚をしない人、離婚する人、死別する人もいる。
個人化は１つの時代の流れを形成していると考えられる。この流れとは別に、
親世代と子世代とが近居をすることで互恵関係を築きながらより豊かに暮らす
家族たちも１つの時代の流れを築いていると言うことができるだろう。 
 
第５節 日本の家族は直系家族制から夫婦家族制へと変化したのか 
－直系家族制と夫婦家族制の諸学説 
家族社会学の領域では、家族の変化をどのように捉えるのかについて学説が
提示され続けている。主要な学説の１つに日本の家族は直系家族制から夫婦家
族制へと変化したという学説があり広く浸透している。マスコミもこの学説に
基づいた報道を繰り返してきた。背景には、著名な研究者の学説が影響してい
る。しかし直系家族制から夫婦家族制へと変化したという学説は、これまでに
複数の反証が示されてきた。 
清水浩昭は、学説・理論を反証することなく盲従する傾向に警鐘を鳴らして
きた。2013 年に刊行された『高齢化社会日本の家族と介護』では「提示された
理論は、どのような学問的な手続きを経て形成されたのかを吟味してこなかっ
た」（3 頁）からであると指摘している。そこで本節では、直系家族制と夫婦家
族制の学説を主導してきた森岡清美の概念を示したうえで、それに対する反証
を示す。そして、「近居」概念を加えることで改めて家族の変化をどのように捉
えることができるのかを考察する。 
 
１．直系家族制と夫婦家族制と複合家族制とは 
本節では、この学説を展開してきた研究者の解釈を紹介する。森岡清美は、
概念を以下のように定義づけている（森岡ほか 1983/1992）。それらは家族を居
住形態の面から捉える概念である。 
※直系家族は夫婦と１人の既婚子とその配偶者および彼らの子どもからなる家
族をいう。直系家族制は親夫婦と１人の子ども夫婦との同居を原則とする家
族制度である。 
※夫婦家族は夫婦と未婚の子からなる家族をいう。つまり核家族である。夫婦
家族制は親夫婦と子ども夫婦との別居6を原則とする家族制度ある。 
※複合家族は夫婦と複数の既婚子と彼らの配偶者およびその子どもからなる家
族をいう。複合家族制は親夫婦と複数の子ども夫婦との同居を原則とする家
族制度である。 
                                                   
6 森岡は『発展する家族社会学』のなかで「別居」には本来同居すべきとの意味が含まれるため
「異居」という言い方を選好している。「異居近親関係」をという新しい用語を提案している（森
岡 2005）。 
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２．森岡清美の言説－直系家族制から夫婦家族制へ 
世界の潮流をみると 20 世紀の社会学界はアメリカが主流であった。パーソン
ズ, T.（Talcott Parsons：1902-1979）は、1930 年代から 1970 年代にかけて精力
的に研究成果を産出し続けてアメリカ社会学界を牽引してきた。 
日本では森岡清美がその位置にあると言えよう。森岡の学説は広く深く浸透
しており、パーソンズと同様に多くの優秀な後継世代を育成しており、その影
響力は大きい。森岡が展開する直系家族制から夫婦家族制への学説を『現代家
族変動論』（森岡 1993）を通して考察する。 
森岡は「直系制家族が変質したといわなければならない。変質して、いわゆ
る生活保持義務者を主力メンバーとする夫婦制家族の方向に向かった」（209 頁）。
「戦後、とくに昭和二〇、三〇、四〇年代にわたる三〇年近い間の家族変動を、
私は家族形成パターンの変化としてとらえ、各世代一夫婦の父子継承ラインを
軸とする直系家族制から、夫婦単位の夫婦家族制への推移とこれを要約すると
ともに、変化の要因として、理念的要因と経済的要因、とくに両者の結合を挙
げた」（210 頁）と 1972 年時点で述べている。森岡は夫婦制家族の背景として
戦後の民法改正、経済成長に伴う労働力の地域移動の２点を指摘している。7 
 
３．加藤彰彦の言説 
加藤彰彦は「『直系家族制から夫婦家族制へ』は本当か」（加藤 2005）8にお
いて、直系家族制から夫婦家族制へと展開転換しつつあるという森岡説に対し
て、日本家族社会学会の全国家族調査委員会が実施している全国調査「戦後日
本の家族の歩み」（NFRJS01）9のデータを分析することで実証的な検証を試み
た。結論として、直系家族制から夫婦家族制へと転換したとは言えないとの知
見を示した。加藤は NFRJS01 データ分析から一時別居型の修正直系家族説を
支持している。 
その論拠として、核家族化の構成主体は、継嗣が新婚の時期または次三男が
結婚して核家族を形成した一時別居型のパターンであることを析出している。
結婚継続年数でみた場合は長期間になるほど、続柄では長男ほど同居率が増加
することをイベント・ヒストリー法によって析出している。そして途中同居の
要因としては、夫妻の続柄（夫が長男）、親からの土地・家屋の相続、老親扶養
                                                   
7 他文献の 1967 年「日本の近代化と家族制度」、2005 年「現代の家族変動－直系制家族から
夫婦制家族へ」等でも同学説を詳述している。 
8 加藤論文は 2003 年に開催された日本家族社会学会第 13 回大会のテーマセッションで発表し
た内容である。 
9 NFRJS01 は 2002 年に実施された。満 32～81 歳の女性が対象でサンプル数は 5,000（有効
3,475 票）である（日本家族社会学会・全国家族調査委員会 2003）。 
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を挙げている。それらの分析結果は直系家族規範を示していた。さらに日本列
島を地域別にみた場合は、これまで学説で示されてきた東北日本と西南日本と
で異なる分布を示すことをデータから析出している。 
 
４．原田尚の言説 
清水浩昭と加藤彰彦は共に論拠として原田尚の言説を引用している。原田は
清水と同様に一時別居型に地域差を加えた言説を 1970 年代に提示していた。 
原田は 1978 年に、産業構造の変化に伴い拡大家族が崩壊して擬制的核家族が
増加しているが、擬制的核家族は直系家族規範のイデオロギーと同じである。
そしてこの中には一時別居型の居住形態を選択している多くの世帯が含まれ、
それが制度化しつつあるという修正直系家族の仮説を提示している（原田 
1978）。 
 原田は 1984 年に、「制度ないし夫婦家族イデオロギーの浸透過程を追求する
にあたっては、単に形態や理念だけでなく、核家族率をふくむ多角的な指標の
関連づけが必要である」（原田 1984：22）との結論を提示しており、形態分析
（居住形態、地域性）と意識分析（価値観、関係、機能など）の双方から考察
をする必要があるとの見解を示している。 
 
５．清水浩昭の言説 
清水浩昭の言説は、日本の地域差（東北型と西南型）および親子同居（生涯
同居、途中同居）のタイミングに着眼点をおいている。 
『人口と家族の社会学』（清水 1986）は清水の前期集大成の書である。清水
は日本の家族構造は、アメリカとは異なり依然として直系家族制が強い社会で
あり、一時別居型居住形態あるいは擬制的核家族化が顕在化しつつある点を指
摘している。 
『高齢化社会日本の家族と介護－地域性からの接近』（清水 2013）は清水の
後期集大成の書である。清水は日本における 1930 年代から今日に至るまでの実
証研究の研究成果を日本家族論と定義づけ表２の通り５つに類型化している。
清水は異質論の立場を支持している。そして親子の居住形態を東北日本と西南
日本とで区分して差異を浮き彫りにしている。さらに国勢調査から高齢者の同
居が多い地域として主に東北地域、別居が多い地域として北海道、東京の他、
主に西南地方に多く分布していることを示している。 
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表２：日本家族論－同質論・変質論・異質論 
類型 定義 研究者 
①同質論Ⅰ 
家族の基本構造は夫婦家族制であったが、この家
族構造は今日においても構造的に変化していな
いとの考え方 
黒田俊夫 
②同質論Ⅱ 
家族の基本構造は直系家族制であったが、今日に
おいても構造的に変化していないとの考え方 
有賀喜左衛門、中根千枝、原田
尚 
③変質論Ⅰ 
家族の基本構造は直系家族制であったが、今日で
は夫婦家族制へと構造的に変化したとの考え方 
戸田貞三、森岡清美、喜多野清
一、鈴木栄太郎、小山隆、他の
大多数の家族社会学者と農村
社会学者 
④変質論Ⅱ 
直系家族制を基本構造にしながら夫婦家族制も
併存してきたが、今日では夫婦家族制が直系家族
制へと構造的に変化する可能性を内包している
との考え方 
江守五夫 
⑤異質論 
直系家族制が基本構造であるが、夫婦家族制も併
存していた。この併存構造が、今日でも構造的に
変化していないとの考え方 
岡正雄、蒲生正男、上野和男、
関敬吾、大間知篤三、宮本常一、
竹田旦、内藤完爾、土田英雄、
光吉利之、武井正臣、岡崎陽一、
大友篤、宇佐美繁、速水融 
出典：清水浩昭, 2013,「第２章 日本家族論」『高齢化社会日本の家族と介護』時潮社より作成。 
 
６．那須宗一の見解 
那須宗一は 1962 年に出版された『老人世代論』において「日本の老人家族が
当面している問題の今後の解決の方向としては、同居形態をとりながら、しか
も機能的には、別居形態の方向に接近しながら解決を求める姿勢が、日本にお
ける第三の家族形態の方向であると考える」（199 頁）と述べている。つまり居
住形態としては直系家族の形をとりながら、実質的な生活面では夫婦家族規範
という家族の増加を予想している。 
当時の家族社会学者の見解は、家族が変容していることを異口同音に感じ取
ってはいるが、家族が向かう方向性への展望には開きがみられる。直系家族制
が持続している、夫婦家族制に変化した、２つとは異なる第３の新たな方向へ
進んでいる。また、規範は直系家族で居住形態は夫婦家族であるとする混合型
などがみられる。 
 
７．比較検証の困難さ 
（１）森岡清美から加藤彰彦へのリプライ 
 先に取り挙げた加藤彰彦の修正直系家族制説を支持する言説に対して、森岡
清美は加藤に対して 2005 年の 12 月に刊行された『発展する家族社会学』にお
いてリプライを示している。 
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森岡曰く、加藤のいう実践（ハビトゥス）の次元は同居か否かを問うもので
あるが、森岡は家族形成のプログラムを問題としている。森岡は「親と既婚の
子との同居は直系家族（分類）をなすが、必ずしも直系家族制（類型）ではな
く，夫婦制直系家族であることも少なからず、親子近居ならなおさらしかりと
みる」（森岡 2005：271）。これに対する加藤の批判は、森岡説と同一レベルの
議論ではないから森岡説が否定されたとは考えない。つまり、森岡説である家
族形成のプログラムについてレベルを同じにしての実証研究による検証が必要
だという趣旨である。 
 
（２）清水浩昭から加藤彰彦に対する森岡清美へのリプライ 
清水は、2013 年に刊行された『高齢化社会日本の家族と介護』のなかで、森
岡の文章を引用しながら言説に一貫性が欠けている点を指摘している（清水 
2013：95-98）。 
 
（３）リプライがかみ合わない理由 
原田尚は形態分析と意識分析のどちらかを選択や限定する視点ではなく、双
方をみる必要があるとの見解を示している（原田 1984）。森岡が指摘している
通り、家族の変化をどの側面に着目して研究するのかは研究者によって扱う次
元に差異があるため、異なるものを同一水準の視点から比較することは危険か
つ困難である。同じ現象を扱っても社会状態の変化、研究者による差異、着眼
点の差異、学的な変遷と源泉をどこに求めるのかによっても差異がみられる。 
森岡は欧米の研究成果を踏まえているのに対して、清水は徹底して日本の研
究成果、例えば民族学や文化人類学、歴史人口学などを踏襲している。概念の
持つ意味や重みの変化など、どの局面での変化なのかなどを慎重に検証する必
要がある。時代の変化に伴い分析手法は日進月歩である。森岡清美（1923 年生
まれ）10と清水浩昭（1943 年生まれ）の世代では実施していない統計分析の手
法を加藤彰彦（1964 年生まれ）と施利平（1970 年生まれ）11の世代では導入し
ている点を見ても単純比較の難しさが鮮明になる。 
 
第６節 近居家族 
１．「近居」研究の意義 
これまでの先行研究では、既存の学説と分析枠組みに照らして日本の家族の
居住形態は直系家族制か夫婦家族制かを吟味する内容、並びにその変化や比重
                                                   
10 森岡清美, 2012,『ある社会学者の自己形成－幾たびか嵐を超えて』ミネルヴァ書房を読むと、
ある特定の時代に彩られた時代の子としての森岡氏のライフコースを理解できる。 
11 施利平, 2012,『戦後日本の親族関係－核家族化と双系化の検証』勁草書房を参照されたい。 
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を考察するものが多く見られた。その際には同居と別居という区分で考察がな
されてきた。国勢調査も然りで、今日までに蓄積されている分析可能なデータ
の多くは同居と別居という２つの指標による区分である。社会変動に伴って家
族を核とする人間関係の多くが変化する。そこで筆者は同居・別居という区分
ではもはや時代にそぐわなくなったのではないかと考えるに至った。多様化が
常態となった社会においてマジョリティ（過半数）を占めるのは何か。どのカ
テゴリーなのかという視点からみると、近居が過半数になるのではないかと仮
定した。 
そこで、本稿では別居を「近居」と「遠居」とに区分して家族の考察を試み
る。学的源泉を直系家族制と夫婦家族制の文脈から辿る。パブリックなデータ
から家族を形（居住形態）と質（意識、人間関係）の面から考察して特に「近
居観」を浮き彫りにする。そのうえで親子間にみられる世代間の互恵性から近
居という家族戦略を分析する。 
ライフスタイルが多様化した社会では、異世代で、しかも大人数で狭いマン
ションに同居するには我慢が絶えないと言うことができるだろう。そこで、近
居という選択肢は、個人空間の距離を保ちながらも、親子間での互恵性を保つ
ことが可能になる家族戦略の１つである12。居住形態では夫婦家族を保ちつつ、
規範の面では直系家族の特徴を色濃く残していることが多い。近居自体は古く
から存在していた。地域によっては隠居した高齢世代が敷地内の別邸に越して
過ごす「同屋敷別世帯」や近居の別名「別屋敷別世帯」も珍しくなかった。つ
まり、その居住形態の変化と親子関係における規範の変化との双方を分析して
いくことが必要であると言える。 
 
２．「家族の変動」（森岡清美、1972年） 
 この論文は、森岡が欧米の先行研究を学んで最初にまとめた家族変動論であ
る。日本の家族について「形態の面で夫婦家族が支配的になるということは、
夫婦家族制の確立に裏づけられた〈核家族化〉（夫婦家族率の上昇）を意味する
と考えられる」（森岡 1972：212）と述べ、大正時代である 1920 年からすでに
核家族率が過半数であることを示している。そして家族形態に見られる変種と
して①夫婦家族制に立つ夫婦家族（とくに都市勤労者のあいだで）、②夫婦家族
制のエートス（精神構造）をもった直系家族、③夫婦家族制を多かれ少なかれ
拒んでいる直系家族（とくに農村のあいだで）という３つを挙げている（森岡 
1972：213）。 
                                                   
12 中本裕美子らは、森岡清美の家族周期論に基づいて神戸市東灘区において居住実態調査を実
施した。その結果、居住地を選定した当初は７割が近居であり、家族の様々な要求を満たす居住
形態として同居ではなく近居を選ぶ傾向があったことを示している（中本 2002）。 
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 これに４つ目を付け加えるならば、②の逆で直系家族制のエートスをもった
夫婦家族であり、これが近居家族の主な担い手となっていると考える。 
 
３．近居の概念と定義 
（１）近居の範囲 
親または子の住居まで「スープ（味噌汁）が冷めない距離」という慣用表現
がある。行政の区割り単位の地域で区切るか、移動時間で区切るかによりこの
定義には幅が出てくる。移動手段は、徒歩、自転車、乗用車、バス、鉄道など
通常用いる方法で時間を計算するが、その範囲は大幅に異なる。 
さまざまな文献の定義を比較すると、親または子の住居まで通常の移動手段
を使って片道 30 分以内と定義づけるものが多い。筆者は生活実態に照らしての
主観ではあるが、現代日本社会においては１時間以内までを近居としてみて良
いと判断している。幼い子どもがいる母親に聞き取りをすると、片道１時間ま
でならば日常的に相互の行き来があり相互に援助を期待していることを確認で
きるためである。以下に幾つかの近居に関する定義を提示する。 
 
（２）近居定義の種類 
文献にみられる近居の定義は一様ではない。近居は距離でみると同一市区町
村内の範囲を指すことが多いが、移動手段によって範囲が異なるために定義づ
けが多様化している。 
※国土交通省の報告書では、①同一敷地内、又は同一住棟（長屋・共同）の別
の住宅に居住、②すぐ近く（歩いて 10 分以内）に住んでいる範囲をさす（国
土交通省住宅局 2004：54）。 
※近居に関する優遇措置を設けている独立行政法人都市再生機構は、同一又は
隣接する市区町村を近居の範囲として見据えている（UR 都市機構 2014 年２月
19 日取得）。 
※『「三世代近居」に関する提言』（福井県庁内ベンチャー事業 2006：1）では、
東京都老人総合研究所の井上勝也心理室長が 1988 年に実施した〈みそ汁の冷
めない距離〉実験の結果を引用して、女性が歩いて 30 分以内、距離にして約
２km と把握しつつも、報告書の定義では「同一小学校区内に三世代が別住宅
で居住する場合を「近居」と位置づける」（16 頁）としている。 
※電通の調査では、「アイスクリームが溶けない距離＝車か電車を使って 20～30
分程度の距離としている」と定義づけている（袖川 2005：243）。 
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表３：近居希望の傾向（単位：％） 
年齢層 
(1998 年) 
配偶者
の親 
自分 
の親 
全体 46.2％ 53.6％ 
夫 52.9％ 47.3％ 
妻 39.0％ 59.7％ 
夫 20 歳代 53.9％ 59.6％ 
夫 30 歳代 60.5％ 51.1％ 
夫 40 歳代 55.6％ 46.9％ 
夫 50 歳代～ 39.6％ 36.7％ 
妻 20 歳代 49.4％ 67.2％ 
妻 30 歳代 40.6％ 67.0％ 
妻 40 歳代 35.8％ 56.0％ 
妻 50 歳代～ 33.2％ 47.7％ 
出典：博報堂の家族調査（博報堂生
活総合研究所, 1998）より作成。 
 
４．同居・近居・遠居の意識－１・６・３比率の傾向 
（１）過半数を占める近居希望 
 近居を希望する人の割合は調査によって異なるが、大きな開きは見られない。
同居と別居の意識調査では同居希望は１割、別居希望は９割という傾向がみら
れる。別居が圧倒的多数派を占める。しかしこの別居を近居と遠居とに分けて
調べてみると、別居９割は近居が６割、遠居が３割という傾向になる。つまり
意識は、同居１割・近居６割・遠居３割の比率になる。近居が過半数を占める。
多様化が常態となっている社会で過半数を占めるカテゴリーはむしろ珍しい。 
 
（２）博報堂の家族調査にみる近居意識 
博報堂の生活総合研究所が 1998 年に実施し
た家族調査13では、既婚夫妻の約半数が親との
近居を希望している（表３）。夫妻共に 20 歳代
の男性を除き自分の親との近居希望の方が多
い。これは自分の親には遠慮なく家事と育児の
サポートを依頼できるためである。年齢による
意識の差異も浮き彫りとなっている。男女共に
若年年齢層ほど近居を希望する比率が高い。 
親世代の場合、子ども夫妻との近居希望は６
割強である。1998 年時点では 61.0％、1988 年
時点では 62.5％と変化は見られなかった。団塊
世代の近居希望は 50％程度と若年世代より約
10％低い。これは高齢期の介護負担を子世代に
頼むことを遠慮しているためであると考えら
れる。 
 
（３）ベビーブーマーの近居意識 
ベビーブーマーである団塊世代と団塊ジュニア世代の近居意識を同調査14か
らみると、団塊ジュニア世代の親に対する居住形態の希望は、同居が 10.0％、
近居15が 47.3％、週末帰省が 14.2％であった16。団塊ジュニア世代では「親が年
                                                   
13 博報堂生活総合研究所が 1988 年８月と 1998 年３月に実施した「家族」調査である。1988
年のサンプル数は 1,185 世帯で夫 1,185 人、妻 1,185 人の合計 2,370 人。妻の年齢は 20～59 歳
であった。調査地域は首都 40km 圏である。調査方法は訪問留置自記記入法であった。 
14 調査は 2006 年に首都圏在住の 20～59 歳の男女を対象にして実施された。サンプル数は
16,000 であった。 
15 近居は「同じ敷地内や同じマンションの別住戸に住みたい」と「日常的に行き来できる距離
に住みたい」を合わせた数値である。 
16 データは 30～34 歳が対象であり、団塊ジュニア世代は当時 32～35 歳である。 
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表４：同居したい相手別にみた自分の親との近居希望（単位：％） 
同居したい相手 
30 歳代の頃 50 歳代の頃 
女性 男性 女性 男性 
配偶者 80.7% 62.9% 83.0% 64.2% 
配偶者と子ども 61.3% 44.1% 51.9% 39.8% 
同居したい相手は居ない 35.0% 14.8% 29.1% 9.4% 
出典：国立社会保障・人口問題研究所, 2004,『平成 14 年 
 わが国独身層の結婚観と家族観』厚生統計協会より作成。 
 
をとったら、親の面倒をみてあげたい」比率は 66.5%で、団塊世代では「自分
が年をとったら、子どもに面倒をみて面倒をみられたい」比率は 59.6%で、両
世代ともに３分の２程度の割合を示している（峰岸 2006）。 
同調査のデータの近居希望は団塊ジュニア世代と団塊世代とでほぼ一致して
いる。これは博報堂や国立社会保障・人口問題研究所の『わが国独身者の結婚
観と家族観』調査と同様の結果を示している。 
 
（４）家族形成と近居観 
国立社会保障・人口問
題研究所は 2002 年に 18
歳から 34 歳までを対象
にした『わが国独身者の
結婚観と家族観』調査を
実施した17。興味深いの
は単に親との近居希望を
質問したのではなく、独身男女が 30 歳代と 50 歳代という将来のライフステー
ジを含めて質問している点である。独身男女が同居したい相手別にグループ化
している。表４をみるとライフステージによる差異よりも家族形成による差異
の方が大きいことが読み取れる。 
同居したい相手が居ないという人は、定位家族の人間関係が生殖家族の形成
と連動していると推察する。ひとりぼっちになるリスクが高い層であるが、若
い時期から自身のもつリスクを自覚して家族に代わる友人関係等のコンボイ
（人生同行集団）を形成して擬似家族関係を持続するという選択肢もある。 
 
５．近居による世代間の互恵関係 
（１）近居のメリット 
親子間での近居は家族戦略としての一面もみられる。電通の調査18によると
2002年時点で25歳から34歳の既婚女性の東京圏での近居率は49％であった。 
近居による親側のメリットは次の通りである（袖川 2005）。 
１．孫で２回目の子育てを楽しめる。 
２．自分の子どもにはすることができなかったことを孫に対してはできる。 
３．将来のもしもの時や介護を期待できる。 
４．子離れができない親でも頻繁に会えて寂しくない。 
 
                                                   
17 有効サンプルは 4,000 弱である。 
18 調査は 2002 年に東京 35km 圏の 25 歳から 39 歳の男女（488 サンプル）を対象としている。 
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子側のメリットは次の通りである（袖川 2005）。 
１．金銭と生活物資の面で経済援助を受けられる。 
２．孫の世話などの人的援助が期待できる。 
３．自己実現を追求できる環境に恵まれるため家族の選択肢が増える。例えば
収入のための仕事ではなく、職種、雇用形態、労働時間も選択肢が増える
ためにやりたい仕事を選べる。 
４．余裕のできた時間は趣味に時間を費やすことも可能である。 
５．社会のメリットは、リッチな高齢層から若年層へと所得移転が可能になる。 
６．育児サポートを受けられると子世代は出産をためらわない傾向があるため
少子化に歯止めがかかる。 
７．子世代は仕事と家庭との両立が可能になる。 
８．結婚と家族形成に関わる新たな消費が期待できる。 
 
電通の調査からは、近居を選択することで親世代と子世代との双方に互恵関
係が成立しており、より良い生活を実現するための家族戦略とも言える家族像
が明らかになっている。また社会全体にとってもプラスの効果がみられる。種々
のデータからは家族形成している人の過半数が「近居」を希望しており、約半
数の家族は「近居」を実現していることがうかがえる。 
 
（２）近居のデメリット 
－団塊世代と団塊ジュニア世代の世代間にみられるギブ＆テイク 
 学校制度は、子どもが親の経済階層や出自に拘わらず勉学で貧困層から富裕
層へと進展するチャンスを提供していると信じられてきた。ところが、P.ブルデ
ュー（Pierre Bourdieu：1930‐2002）が提示した富裕親からは富裕子が再生産
されているというデータと文化的再生産の概念は、1980 年代の日本社会に衝撃
を与えた。 
日本ではどうなっているのかと様々な検証が行われた結果、日本でも同様な
再生産現象が生じていることが確認されている。貧困親からは貧困子が育つ貧
困の連鎖や負のスパイラルは珍しい現象ではない。成人した子どもの生活水準
や満足度を規定する要因が、子世代本人の努力による結果よりも親の経済力や
行動力が大きく作用していることも知られている。 
国立社会保障・人口問題研究所の『第３回全国家庭動向調査』19や『第 12 回
                                                   
19 全国家庭動向調査は 1993 年以降５年ごとに調査が実施されている。国勢調査区から層化無作
為抽出した国民生活基礎調査を母体としているためにサンプル規模が安定して大きく家庭動向
について質問している貴重な調査である。 
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出生動向基本調査』20では、女性が仕事をしながら子育てを両立させる条件とし
て、公的支援、職場環境、夫のサポートよりも生まれた時から選べず努力で改
善することが困難な親のサポートに期待をしていることが示されている。 
リクルート住宅カンパニーの調査によると、育爺・育婆による育児サポート
への期待度は、親子世代で 40％台と大差はない（峰岸 2006）。しかし老親扶養
への期待度をみると、団塊ジュニア世代は 69.2％が高齢親を世話する意志を示
しているが、団塊世代の子への期待は 20.2％と大きな開きがみられた。逆に子
からの世話を期待しない親世代は 43.6％と半数近くになる。この育児と老親扶
養観は電通の調査と類似した集計結果であった（袖川 2005）。 
団塊親世代では、子世代へ提供するばかりで見返りは薄く不均衡な世代間の
互恵性（ギブ＆テイク）の構図が浮き彫りになる（中尾 2008）。「近居」による
世代間の互恵関係はバランスを保つことが難しい側面がデメリットとして挙げ
られよう。また、近居を希望しても相手世代が拒否する場合や実現不可能な状
況の場合には、互恵関係を築けないため育児や介護で負担増となることも推察
される。 
 
第７節 近居家族にみられる直系家族制規範 
１．人口規模と世帯数の推移 
日本の人口推移をみると、江戸時代は 3,000 万人程度で推移してきた。明治
時代以降の人口は、増加の一途を辿ってきた。第１回国勢調査が実施された 1920
年から 2010 年までの 90 年間の間に、日本の人口は､約 5,596 万人から約１億
2,806 万人へと約 2.3 倍に増加した。他方で日本の世帯数は、約 1,122 万世帯か
ら約 5,195 万世帯へと約 4.6 倍に増加した。つまり世帯数増加のペースは、人口
増加のペースを上回るものであった。 
図３をみると、高度成長期から世帯数の増加の速度が速まるのに反比例して、
１世帯あたりの世帯人員数が減少傾向にあることが読み取れる21。『平成 10 年版 
厚生白書』では、「1970 年代前半までの核家族世帯の大幅な増加は、主に、1925
（大正 14）年ころから 1950（昭和 25）年ころまでの多産少死の時期に生まれ、
                                                   
20 この調査（2002 年実施）は、日本全国（国勢調査区の内の 600 地区）の 18 歳から 50 歳
未満の独身者を対象としており有効サンプル数は 9,686 票である。第１回調査は 1940 年に
実施された。第９回目までは出産力調査と言い第 10回目以降から出生動向基本調査と言う。
ほぼ５年ごとに実施されている。 
21 世帯の定義は国勢調査が実施される年度によって差異がある。とくに 1980 年の国勢調査では
大きな変更がなされた点に留意されたい。具体的には会社，官公庁等の独身寮に住んでいる人に
ついては，1975 年の調査までは棟ごとにまとめて一つの世帯としていたが，1980 年の調査では
１人１人をそれぞれ一つの世帯として調査したことである。1980 年の定義に基づいて組み替え
た場合の総世帯数は，1960 年 2,257 万，70 年 3,091 万，75 年 3,373 万世帯となる。ただし 1950
年は沖縄を除くものである。 
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兄弟姉妹が４～５人いるいわゆる人口転換期世代が、親を同居扶養する長男を
実家に残し、都市部に職を求めて流入し、そこで結婚し家族を形成することに
よりもたらされたものである。いわば、３世代同居を根本から否定することな
く核家族世帯が形成されたといえる」（46 頁）とある。 
 
図３：総世帯数と平均世帯人員数の推移 （単位：世帯数は万人、平均世帯人員数は人） 
出典：総務省統計局『国勢調査報告』より作成。 
 
つまり日本の家族が、直系家族から夫婦家族へと変化したのではなく、団塊
世代を含む多産少死のコーホートが、多くの核家族世帯を創設した点を指摘し
ている。実際には少産少死の段階となり、生む子ども数が減ってきょうだい数
が減少したために世帯規模が縮小した。加えて高度成長期に団塊世代は、跡取
り以外の子世代が集団就職で都市へ向かい就職して、そのまま都市部で結婚し
て親となり核家族を形成するというライフコースの軌跡を辿る人が多かったこ
とがうかがえる。 
 
２．同居・別居（近居＆遠居）の傾向 
（１）別居は多数派 
国立社会保障・人口問題研究所の第１回から第４回のデータ（厚生省人口問
題研究所〈2001 年以降は国立社会保障・人口問題研究所〉 1995, 2003, 2007, 
2011）によると、親４人のうち誰かと別居している割合は約７割と別居が多数
派である22。妻の年齢層別に別居率の経年変化をみると、30 歳代と 40 歳代前半
の層で別居率が上昇傾向にあり、他方で 29 歳以下と 40 歳代後半の層では別居
                                                   
22 親４人のうち誰かと別居している割合は、1993 年第１回調査では 69.4%、1998 年第２
回調査では 73.8%、2003 年第３回調査では 73.3%、2008 年第４回調査では 75.4%であっ
た。 
単位：万人
1,350
1 ,200
1,658
2,809
2,086
3,813
4,411
4,957
5,195
4,706
4,104
3 ,602
3 ,214
2,429
1,812
1 ,434
1,2711,122
2.46
2.58
2.70
2.85
3.01
3.17
3.25
3.48
3.73
4.08
4.52
5.02
5.10
5.07
4.99
0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
19
20
19
25
19
30
19
35
19
40
19
50
19
55
19
60
19
65
19
70
19
75
19
80
19
85
19
90
19
95
20
00
20
05
20
10 単位：人
総
世
帯
数
0
1
2
3
4
5
6
平
均
世
帯
人
員
総世帯数
平均世帯人員
104 
 
が減少傾向（＝同居が増加傾向）であることが分かる（図４）。特徴的なのは 29
歳以下の層であり、背景に不安定な雇用環境が自立を難しくさせていることが
推察される。 
 
図４：妻の年齢層別にみた別居率  （単位：％） 
 
（２）夫親が多い同居と近居 
『全国家庭動向調査（1993 年）』では、妻より夫の親との同居傾向が高く、
近居（30 分未満）の割合は夫妻間で開きは殆どないが、同居と近居とを合わせ
ると妻側は 46.9％、夫側は 60.5％と有意な開きが確認できる。 
さらに別居を近居（１時間以内）と遠居（１時間以上）とに分けて内訳を集
計し直すと（表５）若い年齢層ほど近居が多く、加齢するほど遠居が増加する
傾向を示している。ただし夫の母親だけは、近居率が 50 歳代から 60 歳代にか
けて 9.1％増加するが、妻の両親との近居率は増加していない。 
 
表５：妻の年齢層と親別にみた近居と遠居の比率－1998 年調査 （単位：％） 
続柄 妻の父親 妻の母親 夫の父親 夫の母親 
年齢層 近居 遠居 近居 遠居 近居 遠居 近居 遠居 
20 歳代 67.3  32.7  66.5  33.5  67.9  32.1  67.7  32.3  
30 歳代 57.3  42.7  58.4  41.6  62.7  37.3  55.7  44.3  
40 歳代 54.6  45.4  54.5  45.5  51.6  48.4  51.1  48.9  
50 歳代 52.4  47.6  50.9  49.1  49.4  50.6  48.9  51.1  
60 歳代 41.9  58.1  50.6  49.4  31.9  68.1  58.0  42.0  
備考：近居は１時間まで、遠居は１時間以上の距離としている。 
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（３）夫親との同居が多い背景 
第二次世界大戦後、民法改正に伴い家制度は廃止され法律では男女平等とな
ったはずであった。ところが今日でも直系家族規範を色濃く持続させている慣
習が多い。例えば民法第 750 条で結婚に伴う改姓は、夫妻のどちらの姓にして
も良いのだが、殆どの人が男性の姓を名乗っている。『第４回全国家庭動向調査』
では、夫の姓を名乗る比率は 94.1％、妻の姓は 4.6％、夫妻別姓は 1.3％であっ
た。 
民法改正後は遺産相続も継嗣単独相続からきょうだい間の均分相続になって
いる。夫妻のどちらの親の近くに住むのか、同居するか否かは、男女平等なら
ば 50％の確率になるはずである。しかし種々のデータが示すリアリティは、夫
である男性の親との同居が多くなっている。 
団塊ジュニア世代が 20 歳代（24～27 歳）であった『第２回全国家庭動向調
査』では、妻の親との同居は 6.5％だが、夫の親との同居は 22.2％と有意な差が
確認できる。団塊ジュニア世代が 30 歳代（34～37 歳）になった第４回調査で
も、妻の親との同居は 6.9％、夫の親との同居は 18.5％と開きがみられた。これ
らは直系家族規範の持続を示す指標となると考えられる。 
 
３．ライフステージで変化する居住形態 
（１）高齢者からみた子との同居率  
 
図５：65 歳以上の高齢者にみる子との同居率推移           （単位：％） 
資料：厚生労働省『国民生活基礎調査』より作成。 
備考：子との同居＝既婚子と同居＋独身子と同居 
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 厚生労働省の『国民生活基礎調査』23によると、子と同居する高齢者は、1999
年（49.3％）以降に過半数を下回っている（図５）。子を未婚と既婚とで区分す
ると、独身子との同居は微増しているが、既婚子との同居は 1980 年から 2010
年にかけて半分以下にまで減少している。つまり老親との同居を押し下げる要
因は、既婚子が親と同居しない傾向が浮き彫りになっており、その反面で高齢
になるほど子と同居するという傾向がみられるため相反するように感じるかも
しれない。しかしこれが介護される環境に恵まれている高齢者と恵まれていな
い高齢者とで生活環境の二極化が進んでいることを意味する。サポートを本当
に必要とする貧困高齢者や弱者ほど孤立しやすくなっているのである。 
 
（２）加齢に伴い同居が増加傾向 
図６は『全国家庭動向調査』の調査年ごとに、親との同居率をライフステー
ジの視点からみている。1998 年以降の調査では、加齢に伴って成人後に再び親
と同居する率が上昇傾向にあることが読み取れる。 
図６：親４人のうち誰かと同居している比率（単位：％） 
 
 
                                                   
23 『国民生活基礎調査』は、国勢調査区から層化無作為抽出した 1,056 地区内のすべての世帯
及び世帯員を、所得票については、前記の 1,056 地区に設定された単位区から無作為に抽出した
500 単位区内のすべての世帯及び世帯員を客体としている。調査の方法は調査員が世帯を訪問し、
面接聞き取りの上、調査票に記入する方法により実施された。2005 年の有効世帯数は 46,871
世帯であった。 
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（３）80歳以上になると同居率は上昇する  
厚生労働省の『国民生活基礎調査』（2004 年）は親が 80 歳以上になると近居
と遠居が減少して子との再同居が過半数を超えて（63.6％）増加することを示
している。65 歳から 79 歳までの高齢親子同居は 50％を下回っている。 
増田光吉は子世代が高齢になった親世代との同居を促す要因として、配偶者
の死、所得の喪失、介護の必要の発生という３点を指摘している（増田 1983）。 
西岡八郎は同居の規範的要因として長男という続柄（きょうだい構成）と経
済的要因を指摘している（西岡 2000）。 
家計経済研究所の『消費生活に関するパネル調査』によると、親からの相続
に期待できる割合が高いほど、親との同居を選ぶ可能性が高くなることを析出
している（村上 2006）。 
 
４．地域によって異なる同別居のパターン 
（１）非人口集中地区で高い夫親との同居率 
『全国家庭動向調査』の夫妻での大きな差異は、居住地区にみられた。非人
口集中地区では、同居と近居率が高く妻側で 64.1％、夫側では 92.6％と人口集
中地区の約２倍になる（表６）。これらからも直系家族規範を読み取ることがで
きる。 
 
表６：非人口集中地区で高い同居と近居－1993 年調査         （単位：％） 
夫妻の親 
居住形態 
妻の親 
との同居 
妻の親 
との近居 
妻親との 
同近居 
夫の親 
との同居 
夫の親 
との近居 
夫親との 
同近居 
全国 7.7 39.2 46.9 23.2 37.3 60.5 
非人口集中地区 9.9 54.2 64.1 37.6 55.0 92.6 
人口集中地区 6.4 31.0 37.4 15.2 30.3 45.5 
備考：近居は 30 分未満の距離である。 
 
（２）国勢調査が示す同居率の高低 
国勢調査は、1995 年の結果に基づいて 2000 年に親子世代の同居率の特別集
計を公表している。それによると、同居率上位を１位からみると、山形県(53.0％)、
福井県(50.7％)、富山県(50.2％)、新潟県(50.1％)、福島県(49.6％)、鳥取県(49.4％)、
佐賀県(49.1％)、滋賀県(49.0％)、秋田県(49.0％)、10 位は岐阜県(48.6％)であっ
た。 
同居率最下位は東京都(34.8％)、鹿児島県(35.8％)、北海道(36.6％)、高知県
(38.8％)、神奈川県(39.0％)、大阪府(39.1％)、山口県(39.7％)、宮崎県(39.9％)、
広島県(40.1％)、10 位は愛媛県(40.6％)であった（総務省統計局編 2000）。 
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（３）地域差からみえる居住環境 
日本海側や東北地方の１世帯当たりの延べ面積が比較的広い県で同居率が高
くなっている。西日本地方や大都市のある都道府県で低い。これらの都道府県
では１世帯当たりの延べ面積が比較的狭いところが多いという特徴がみられる。 
国勢調査（1995 年）では、日本海側や東北地方の県で親との同居率が高く、
西日本地方や大都市のある都道府県で低いとの結果がでている（総務庁統計局
編 2000）。西南型と大都市では別居・近居を基本とする。東北型では同居を基
本とする。データは、清水浩昭説などの先行知見と合致している。 
 
５．居住形態は夫婦家族制で規範は直系家族制という家族 
学界や社会常識で定説となっている観がある直系家族制から夫婦家族制へと
変化したという学説は、2000 年代から反証が提示されてきた。その結果、直系
家族制から夫婦家族制へと変化したとは言えない学説が現実社会を映し出して
いると言える。 
第二次世界大戦後の日本の家族は、居住形態の面では親子で別居という形を
選択してきた。このため戦後になってから核家族が増加した、夫婦家族制にな
ったと解釈される傾向がみられる。家族が解体したという説も多く見受けられ
た。別居が増加した背景には、都市部での住宅空間の狭さという悪条件に加え
て、サラリーマン社会への変容、高度成長期に地方から都市部へと進学と就職
目的の人口移動が生起してその層が都市部で生殖家族を形成後に定着したこと
が主な要因である。地域別にみると、親との同居は都市（同居低傾向）と地方
（同居高傾向）とで差があることも学説とデータから裏づけられている。 
別居を近居と遠居とに区分して同居・近居・遠居という３つのカテゴリーに
すると、同居１割・近居６割・遠居３割となり、人々の求める理想は過半数が
近居であった。ライフステージに即してみると、同居→別居（近居を含む）→
同居という一時別居型のコースを辿る傾向がある。近居は、親子世代が互恵関
係を保つ家族戦略でもある。居住形態の面では近居という夫婦家族の形を選択
して、規範の面では育児と老親介護などの面で世代間の互恵性を保ち直系家族
に近い行動を選択して緊密な親子関係を持続させている。同居する親は、女性
よりも男性の親、続柄では長男が多い点からしても直系家族規範は続いている
と言えるであろう。近居という視点から家族を考察しても加藤彰彦の直系家族
制から夫婦家族制へと転換したとは言えないとする知見を裏づける結果が得ら
れた。 
家族の変化を概観すると親子で世代間関係を巧みに活用して時代の波に乗る
人がいる一方で、今後は、独身者（未婚、離婚、死別）の増加、更なる超高齢
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社会の到来と共にかつて無いほどに「ひとり家族」や「ひとりぼっち」そして
個人化家族が増加していくことが推察される。 
この先の章でみる通り、家族や友人などの人間関係に恵まれた層と、家族や
友だちに恵まれず個人単位で生活する層とにライフコースが二極化する時代が
訪れる可能性が高い。血族や姻族ではない友だちなどによる擬似家族を形成す
る人も増える可能性がある。社会の変化に伴い今までの標準とされる枠組みと
は異なる多様な家族関係と人間関係が形成されると考えられる。ますます「家
族とは何か」が問われる時代になるであろうと推察される。 
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第６章 
夫妻で異なる人生の転機 
―中年期というライフステージ― 
 
 
第１節 夫妻で異なる人生の転機を生み出した問題の背景 
中年期は人生の中で安定したライフステージだと思われてきた。しかし今日では、
自殺者が多い年齢層でもあり不安定なライフステージである。時代や社会状況によ
ってライフステージの意味づけは変化する。 
日本人にとっての中年期は、夫妻で人生の転機にズレを生じさせるリスクの高い
ライフステージになっている。この背景には男女役割分業が大きく影響している。
しかし、この社会現象の本質とメカニズムを知ることで夫妻仲が悪化するのを防ぐ
ことも改善することも可能である。 
時代や社会状況に関連して、日本社会における男女の役割の変遷を概観してみた
い。産業革命の後、サラリーマン社会が定着する過程で、それまでとは異なるタイ
プの男女役割分業が定着した。夫がサラリーマン（有償労働）として働き、妻が家
事と育児（無償労働）を担うのが当たり前とされ、女性は結婚と同時に退社するい
わゆる寿退社の慣行があり、未婚女性の定年は 35 歳という企業もあった。 
農業に従事する女性にとって主婦業は過酷な重労働であった。主婦と言っても家
事と育児の他に農作業から内職まで幅広くこなして休む間もなく働いた。それと比
すれば、サラリーマンの妻は農作業も無ければ日進月歩する家電製品のお陰で家事
労働の時間は短縮されて負担も楽になっていった。専業主婦になることは独身女性
にとって「３食昼寝付きの永久就職」であり、あこがれの的でもあった。 
第二次世界大戦後は、恋愛結婚が主流の規範となり、好きな相手と結婚をして主
婦となり、親となり、住宅やマイカーを購入することが人並みな人生となった。一
見すると何処にでもある普通な家族像が軋み始めた。男女役割分業はさまざまな心
の摩擦を生み出すようになっていった。長寿化したことで先人たちが経験してこな
かった新たな問題に直面した。以下でその例をみる。 
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第２節 時代の変化で生じた新しいライフステージ観 
－人生 50年の時代から 80年の時代へと長寿化する社会 
 第二次世界大戦後に再び統計を取り始めた 1947（昭和 22）年の平均寿命1は、
男性 50.06 歳、女性 53.96 歳で男女差は 3.90 年であり、人生 50 年と目された時期
である2。 
夫妻の年齢差を加味すると、妻は夫の死後約 10 年は長生きをする。１人暮らし
になる女性も多く、主たる年金取得者である夫の死は家計を直撃して経済的な問題
にも直面する高齢女性が多い。高齢者問題は女性問題と言われる由縁でもある。 
短期大学を含めた大学進学率3をみると、統計を取り始めた1954年に全体10.1％、
男性 15.3％、女性 4.6％であり 10％以上の男女差があった。1947 年の平均初婚年齢
4は男性 26.1 歳、女性 22.9 歳であり、男性の方が 3.2 歳年上であった。夫が亡くな
り一段落すると間もなく妻も天寿を全うする夫妻が多かった。 
他方で 66 年後の 2013 年時点での平均寿命は、男性 80.21 歳、女性 86.61 歳で
男女差は 6.40 年であり、人生 80 年と言われて久しいが人生 90 年の時代も目前に
迫っている。やがては人生 100 年の時代が来るかもしれない。この期間に大きく
変化したのは、高学歴化と雇用環境の悪化である。 
短期大学と大学への進学率は、2005 年以降は過半数を維持している。2014 年の
進学率は、男性 56.8％、女性 55.6％、全体で 56.2％である。高学歴化が進むと、
一人前として自立できるまでの教育費が高額になる。法的には 20 歳で成人になる
が、大学卒業時の 22 歳までは親に学費を含む生活費を負担される若い成人は一般
的であり、パラサイト・シングルという言葉も流行した。宮本みち子は、青年期と
成人期との間にあるライフステージを「脱青年期」と命名している（宮本ほか 
1997）。背景には、雇用環境の悪化によって経済的に自立するのが大変になった
ことと子世代を支援できる経済力を有する親世代の存在を指摘している。実際に学
卒後の雇用環境は、非正規化が進むのと当時に正規雇用職の人の低賃金化や長時間
労働なども当たり前のごとく常態化している。「学校基本調査」によると 2014 年
                                               
1 平均寿命とは、０歳時点での平均余命のことをいう。ちなみに、1969 年生まれ（筆者）
の 2013 年（44 歳）時点での平均余命をみると、女性は 43.45 年、男性は 37.49 年である。
男女で 5.96 年の差がある。あくまでも平均と同じならばという前提である。残りの人生を
どう過ごすのか、何をするのか・しないのかを考える判断材料の１つにはなるであろう。 
2 平均寿命は、厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健社会統計課「簡易生命表」
による。 
3 文部科学省「学校基本調査」による。この調査は 1948 年から現在まで実施されている。 
4 厚生労働省統計情報部「人口動態統計（概数）」による。 
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小さな大人 
高齢期 
中年期 
成人期 
青年期 
子ども期 
に大学学部を卒業した人のうち、進学（11.1％）もせず正規雇用職（65.9％）5に
就かなかった人の比率は 23％6と４人に１人弱の割合である。 
 
第３節 ライフステージの変化 
ライフステージ観は、時代と共に変化する傾向がある。戦後から今日までの日本
社会でみられる長寿化と高学歴化は、親から子への養育期間と子から親への介護期
間の双方が長期化をもたらした。個人差は大きいが介護期間の方が長くなる傾向が
ある。親世代は、子育て後の自分の人生設計が必要となっている。 
アリエス, P.（Philippe Ariès：1914‐1984）の知見によると、近代以前は子ども
期というライフステージは存在せず、子どもは「小さな大人」と目されていた。近
代以降に、子ども期というライフステージが誕生した。以降、子どもと大人という
区分から、高齢期が追加され、教育制度が普及するにつれて青年期、長寿化するに
つれて中年期というライフステージが追加されていった。図１では、ライフステー
ジが分化していくイメージを示している。 
 
 
 
 
 
 
 
図１：ライフステージ分化のイメージ 
 
発達心理学や心理学や社会学の領域では、発達研究とライフサイクル研究の領域
でライフステージの研究がなされている。表１では、具体的なライフステージの区
分を示している。ライフステージが青年期までに偏っていることが読み取れる。エ
リクソン, E.H.（Erik Homburger Erikson：1902‐1994）は、晩年になって成人期以
降の発達をさらに盛り込む必要があることを指摘しつつ成果になる前に天寿を全
うした。近年になるほど区分が細分化する傾向にある。他方で、細分化すればする
ほど多様化ゆえに枠から外れる人が増えるという課題が生じるため、サイクルでは
なくコースとして捉えるライフコースの見方をするようになった。 
                                               
5 ちなみに大学院博士前期課程修了者の正規雇用率は 71.3％、大学院博士後期課程は
50.3％である。博士後期課程まで進学すると学部卒よりも就職が不利になるという皮肉な
現実である。 
6 正規の職員等でない者（3.9％）、就職も進学もしていない（12.1％）、一時的な仕事（2.6％）、
その他（4.4％）を合算した比率である。 
大 人 
大 人 
子ども 
高齢者 
成 人 
子ども 
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発達心理学の領域でも 1960 年代以降は個人の生涯に渡る発達過程が注目される
ようになっているが、1950 年代までは児童期までの発達に関心が集中していた。 
 社会学では、長寿化によって先に挙げた脱青年期、遅い年齢で始まり長期化した
中年期、そして高齢期が今までとは異なった側面として注目されるライフステージ
である。65 歳以上の高齢期は長期間しつつあり、長寿化に伴い前期・中期・後期
とに区分する見方もある。 
 
表１：ライフステージ区分の変化 
ステージ 
社会学的な 
ライフステージ 
エリクソン 
発達の８段階説 
発達心理学 
ハンドブック 
行政機関広報 
テキスト類 
の分類 
第１段階 ①乳児期 ①乳児期 ①胎児期 ①幼年期（0～4歳） ①子ども期 
第２段階 ②幼児期 ②幼児期初期 ②新生児期・
乳児期 
②少年期 
（5～14歳） 
②青年期 
第３段階 ③子ども期 ③遊戯期 ③幼児期 
（前期・後期） 
③青年期 
（15～24歳） 
③成人期 
第４段階 ④青年期 ④学童期 ④児童期 
（前期・後期） 
④壮年期 
（25～44歳） 
④中年期 
第５段階 ⑤脱青年期 
 
⑤青年期 ⑤青年期 ⑤中年期 
（45～64歳） 
⑤老年期 
第６段階 ⑥成人期 ⑥前成人期 ⑥成人期 ⑥高年期 
（65歳以上） 
 
第７段階 ⑦中年期 ⑦成人期 ⑦老年期   
第８段階 ⑧高齢期（前期・
中期・後期） 
⑧老年期    
出典：東洋 1993、エリクソン 1994、厚生労働省「健康日本 21（総論）」、正岡寛司, 望月嵩編 1988
より作成。7 
 
第４節 中年期という新しいライフステージの出現 
１．国語辞典等にみられる「中年」の定義 
 中年期の定義をみると、辞書類によって定義に幅がみられる。定義は、年代によ
り違いがあり、近年になるほど中年期が遅く長期化する特徴がある。中年期には、
子育てが終了して老親介護が始まる人も出てくる。その先には、老老介護の問題に
も直面するようになる年齢層である。以下の辞典類の定義をみると、近年になると
中年期は 45 歳から 64 歳までとされている。 
                                               
7 正岡寛司, 望月嵩編, 1988,『現代家族論』有斐閣（有斐閣大学双書）は、それまでのテ
キストにはなかった「中年期の家族」に１章分があてられている。 
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日常感覚に照らすと、40 歳の人に中年扱いすれば確かに不愉快な反応を受けて
然りであろうが、64 歳の人を中年扱いするには若干の抵抗を覚えなくはない。典
型的な定義と流れは以下の①から③の通りである。 
①『広辞苑』（1958/1980 岩波書店） 
青年と老年との中間の年頃。40 歳前後の頃。壮年等の定義がある。 
②『日本国語大辞典』（1972/2003 小学館） 
中年の時期。青年と老年との中間の年ごろ。 
現代では、ふつう 40 歳代から 50 歳代にかけてをいう。 
③厚生労働省、神奈川県・秋田県など行政関係機関 HP8 
45～64 歳 
 
２．女性は中年期、男性は高年期に訪れる人生の転機 
ライフコース上の出来事が人生の転機を読み解くポイントとなる。中年期の転機
は身体的変化などからくる生物学的な発達上の転機ではなく、社会的な性別役割分
業がポイントとなる。それゆえ、社会規範が変化して、女性が仕事人間になった場
合や男性が専業主夫になった場合には、この転機は男女で逆になる場合がある。 
戦後に定着したサラリーマン－専業主婦型の男女役割分業によって夫妻で人生
の転機にズレが生じる。男女役割分業をする夫妻の妻（女性）は家事と育児が主な
役割であるため子育てが一段落した時期が転機となる。男性は仕事が主な役割であ
るために定年退職の時期が転機となる。 
 
【人生の転機】 
 
① 女性：中年期→子育て離脱のタイミング 
② 男性：高年期→退職のタイミング 
 
 つまり、このような男女間における人生の転機の差異は、社会学的にみると２つ
の側面がみられる。１つは、長寿化に伴い中年期という今までの社会規範とは異な
る特徴を有するライフステージが出現したこと。もう１つは、夫妻関係が戦後サラ
リーマン社会に特有な男女役割分業をしていると、夫妻で役割移行のタイミングに
差異が生じる傾向があるために夫妻関係に摩擦が生じやすいという構造になって
いることである。 
 
                                               
8 行政の区分では、厚生労働省の区分に準拠する関係機関が多いと推察するが、白書によって
も定義には差異もみられる。『平成 10(1998)年 国民生活白書－「中年」その不安と希望』で
は中年を 40 歳代と 50 歳代としている。静岡県や秋田市保健所のホームページ等では 45 から
64 歳を中年期と区分しているが、京都府では 40～64 歳となっている。 
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第５節 心理・内面からみた中年期 
１．中年期を「安定」とみた背景 
学説をみるとこれまで中年期は、充実して安定した期間として捉えられてきた。
1992 年に出版された『発達心理学ハンドブック』（東洋編集企画 1993：509）で
は「身体面でも知的な面でも老化を実感しながら生きてゆく中年期は、死をみつめ
ながら人生を生きていかなければならない」とあり、中年期は、死の前段階にある
ライフステージという捉え方をしている。同書をはじめとする発達心理学で共通し
た中年期に対する理解は、安定したライフステージという認識である。 
中年期は、結婚生活が長く維持されており夫妻相互の理解を深められ家庭生活が
安定する。仕事面では終身雇用と年功序列の慣行を背景にして社会経済的地位が上
昇して安定する。さらに、子どもが成長しており子どもに手がかからなくなるのと
同時に子どもの教育費も無くなる。できたゆとりでより公私を充実させることので
きる安定したライフステージだということである。 
 
２．中年期を「不安定」とみた背景－男性版 
1980 年代までの発達心理学の領域では、寿命の延びによる中年期の変化を人生
の一通過点とみていた。実際には、長い人生になると中年期は人生の曲がり角また
は折り返し視点となるライフコース上の重要な分岐点となる。ほどなく社会状況の
方が急速に変化しており、中年期は不安定なライフステージとしての現象が表出す
る。 
 
（１）亭主元気で留守がいい」と言われる時代 
中年期の不安定なライフステージとしての現象とは、例えば、テレビのコマーシ
ャルでは、1986 年に「タンスにゴン♪ タンスにゴン♪ 亭主元気で留守がいい
♪」9と歌う主婦のフレーズが人気を博して、「亭主元気で留守がいい」は、その
年の新語・流行語大賞の流行語部門で銅賞を受賞している。 
一家の大黒柱である主人はお金（給与）さえ家計に入れてくれれば、家に居ない
方が妻も子も楽しく過ごせると解釈すれば、働く男性にとっては過酷な現実である。
家族から「あなたは単なる金づるでしかない。病気して看病なんてさせないで下さ
い。家族に面倒かけず元気に長く働いてさえくれれば皆が幸せよ」と具体的な言葉
で言われれば、こんな失礼かつ悲しい日常はないであろう。 
それにも関わらずＣＭは人気があった。共感する女性と、思い当たる節のある男
性が多いためではなかろうか。男女役割分業をする夫妻には一般的な光景でもある。 
 
                                               
9 「亭主元気で留守がいい」は、1986 年、大日本除虫菊株式会社による防虫剤ＣＭのワンフレ
ーズであった。 
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（２）家庭の中における男性の位置づけ 
男性は仕事人生であり、「男子厨房に入らず」ということわざを援用する男性も
いるが、家事は女性の役割のため男性は家事をしないのが当たり前だと考える人も
多い。年長世代ほど多いと推察される。結婚前は友だちのような対等な夫妻関係を
描いていても、配偶者が無収入になると数年で無収入な方（大抵は専業主婦の妻）
を見下すような傾向がある。それが夫の言動10に表れると夫妻間に上下関係が生じ
て夫妻関係が冷めていく傾向がある。妻が夫を大切にないと、それは子どもが父親
へ接する態度にも影響することがある。 
その結果、男性の家庭内での位置づけは粗大ゴミ扱いであり、子どもには「臭い
お父さん」とまで言われ、洗濯物を別にされたり、時には衣服を乱雑に扱われたり
して避けられることさえ現実となる。職場にいる中年男性は、高いノルマや業績を
求められて上司に叱責され、部下の突き上げにあうこともある。下手をするとリス
トラ対象になるため日々の仕事生活に必死なサラリーマンも多い。 
地域社会では、社会参加をして活動する場も時間もなく、仕事以外の人間関係は
希薄で孤独に陥りやすい。失職や大病を患うと四面楚歌となり、うつ病や自殺のリ
スクと隣り合わせともなり得る。つまり中年期の男性は、家庭、職場、地域社会と
生活領域の全ての場において重圧と孤立を抱え込みやすい環境に位置している。 
 
（３）経済的負担 
 サラリーマン男性は長時間労働の割に 1990 年代以降は年収の増加が期待できな
くなった。住宅ローンと子どもの私立高校や大学の高額な教育費は家計を圧迫す
る。子どもが学業生活や将来に不安や悩みを抱えていても向き合う時間をとれない
親も多い。『平成 10(1998)年 国民生活白書－「中年」その不安と希望』では、中
年期の安定的な側面よりも家族が抱える不安定な側面に紙数をさいて取りあげて
いる。 
 
３．中年期を「不安定」とみた背景－女性版 
（１）主婦女性にとっての中年期は人生の転換期 
中年期の女性は社会的かつ心理的に不安定になる傾向がある。個人差は大きい
が、子育てを担った女性にとっては子育てが一段落した段階が人生の転機となる。
女性にとっては、学卒、就職、結婚、子育てまでは想定範囲のライフコースである。
                                               
10 例えば、テレビでスポーツ観戦をしている時に妻から話しかけられても返事もせず無視をす
る。「お前（妻）は、いつも暇で良いよな」「俺の金で良い暮らしができて幸せだな」「誰の
金で飯を食ってんだ」等の言葉による暴力を浴びせる。逆に家庭外は評判が良くても在宅時は
「飯、風呂、寝る」程度の言葉しか発しないという声を聴くことが多い。 
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結婚生活というくくりでは同じであるが、子育て終了すると、残りの人生はまだ半
分残っており人生折り返し地点となる。隠居や老後生活というには早すぎて長い。 
同時に中年期には身体的にも変化の時期を迎える。人によっては、心と体の面で
ダブルパンチとなるような深刻な影響を受けることがある。それは更年期障害と空
の巣症候群の時期と重なるためである。 
 
（２）更年期障害 
女性は、40 歳前後を境に女性ホルモンの量が徐々に減少する。体内ではホルモ
ン環境が変化して身体のバランスが乱れる。すると自律神経の働きや情動まで影響
を受けて様々な症状に患わされることがある。これが「更年期障害」である。 
症状としては、のぼせ、上半身が暑くなる、発汗、手足の冷えや耳鳴り、頭痛、
肩こり、腰痛、疲労倦怠感、トイレが近い、腟や尿道がヒリヒリするなどの症状が
でる。メンタルな側面では、イライラする、何にでもクヨクヨ考え込む、気分が落
ち込んでうつ的になるなどの症状が起こり得る。 
症状の程度は個人差が大きいと言われている。更年期障害は、ほとんど症状を感
じない人や程度の軽い人もいれば、症状が重い人の場合には横になって起きあがる
ことができないほどグッタリとした状態になることもある。 
 
（３）空の巣（empty nest）症候群 
空の巣症候群とは、子どもが成長して巣立った後に巣（家）が空っぽになってし
まったことに寂しさを感じることで、母親という役割を失う一種の喪失体験をいう。
子どもが成長して母親から手が離れることは一般的には喜ばしい現象である。だい
たいは末子が高校を卒業した時期に感じる母親が多い。大抵は中年期に訪れる。こ
れは更年期障害とは異なり、経験しない女性もいる社会的な現象である。 
 空の巣症候群になりやすいタイプの母親は、内向的で人付き合いが苦手、外に出
るよりも家にいる方を好む、子育てを生きがいとしている専業主婦、夫が家事と育
児に協力できない長時間労働や単身赴任という男女役割分業を実践するまじめな
母親が多いとされるが、複合的な要因によると考えられる。 
具体的な体調の変化としては更年期障害と重なるものが多い。なんとも言えない
寂しさを感じる、虚無感、自信喪失、不安などの精神症状、肩こり、頭痛、 吐き
気、食欲不振、不眠などの身体症状などが現れる。重症になると、キッチンドリン
カーやアルコール依存症などの社会問題になり得る。 
予防策としては、例えば子どもは巣立つものだと割り切って考える、または人生
設計を見直して子育て以外の趣味や生きがいをもつことが大事である。 
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第６節 中年期特有の夫妻間における転機のズレ 
１．夫妻で行き違うラブコールの時期 
 夫妻共に人生の転機を迎えると、自身の人生を振り返り今後の人生設計を考え直
すことが一般的である。夫妻共に次のライフステージでは伴侶と共に充実した幸せ
な人生を過ごしたいと考えて、配偶者へとラブコールをおくる。ところが、ここに
問題が生じることがある。図２でラブコールのポイントを確認する。男女役割分業
を実践した場合、妻は中年期、夫は退職時期に人生の転機を迎えることになる。 
 
図２：夫妻で行き違うラブコールの時期 
 
２．妻から夫へのラブコール 
（１）妻からのラブコールのサイン 
 多くの妻は、中年期に人生の転機を迎えると次のライフステージは夫妻で仲良く
過ごしたいと考える。そして夫へラブコールを送ろうとする。日本人の場合、妻か
ら夫へのラブコールは、欧米人のように愛情を直接表す言葉では表現しない傾向が
ある。そのサインは、遠まわしに表出することが多い。例えば、妻は夫へ「週末に
夫婦で＊＊の映画を観に行きましょうよ」「ゴールデンウィークに海外旅行へ行こ
う」「結婚記念日は＊＊ホテルのディナーコースはどうかしら」など、これからの
人生は２人で過ごそう、恋人時代の気持ちで夫妻デートを楽しもう、新たな幸せな
記憶を蓄積させようと意図する言動をとる。 
 残念なことに、多くの夫はそれがラブコールだと気づかないことが多い。中年男
性は職場の中では上司と部下との間に挟まれ下手をすればリストラ前段階の出向、
失職に追い込まれる。家計を支える男性は、妻子を養うためにも必死に長時間労働
をこなすので精一杯となり、生活や余暇を楽しめる余裕を持てないサラリーマンは
珍しくない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
夫         妻 
 
 
 
 
中年期 
（子育て終了期） 
高年期 
（退職期） 
 
夫は気づかずに無視 
妻は主人在宅ストレス
症候群になる 
遊ぶ 
学ぶ 
稼ぐ 
 
↓ 
金魚のフン 
妻に無関心 
拘束夫 
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 妻から旅行や食事、映画など遊びの話をされると「お前（妻）は専業主婦で暇だ
から良いよな。俺が死にそうなほど忙しいのにいい気なもんだ」と相手を傷つける
ような言葉を浴びせたり、せいぜい「主婦友だちと旅行へ行ってくればいいだろう」
などと返答する程度で妻の真意を汲み取れない夫が多い。 
 
（２）妻が夫に対して心のシャッターを下ろした後の行動パターン 
 将来の人生設計の大事な時期に夫から拒絶された妻は、夫に対する心のシャッタ
ーをガラガラと下ろしてしまうかもしれない。女性によっては離婚を考える契機と
なる場合がある。専業主婦で仕事も貯金といった経済力もない女性が離婚をすると、
セレブ妻から貧困妻へと生活水準が急変することが多い。そのためにカウンセラー
などは、離婚を決意した女性には計画的に離婚後の生活準備金としての貯金をする
こと、また仕事して経済力をつけることを推奨するという。これに従った結果、妻
は中年期から離婚準備を開始して夫が退職金を受け取った時に半分を受取り、年金
分割をして離婚届を出す「熟年離婚」計画を立て始めるタイミングになる。夫妻関
係にとってはリスクを内包する可能性が高い。 
 夫に拒絶されても離婚を考えるほど愛情が冷め切っていない妻は、次のライフス
テージからは夫抜きの人生設計を立てて実行に移す傾向がみられる。多くの女性か
らの聞き取りによると大まかには３段階を経る。１段階目は「遊び」、２段階目は
「学び」、３段階目は「仕事」である。 
１段階目の「遊び」では、経済的にゆとりのある家庭の妻は、エステや絵画など
の教室に通う女性もいる。趣味の映画やドラマや芸能人11に熱中する人も多い。例
えば韓国ドラマに夢中になり朝から晩まで韓国ドラマを視聴して、韓国のロケ地巡
り旅行に行く日本人の多くは中年女性であった。韓国現代ドラマは格差婚をテーマ
に上昇（シンデレラ）婚を実現したものが多く、貧困または普通の女性が超セレブ
男性に見初められて上昇婚に至るというストーリーが多く、中年女性の若かりし頃
に体験した格差婚を彷彿とさせる。 
中年女性にとっては、ハートがキュンキュン、ドキドキとして熱中し易い構図で
あったと分析できる。しかし、こうしたドキドキは長くは続かず、一時の熱が冷め
ると飽きてしまい、近年では韓流ブームも一服している観がある。個人差はあるが、
２～３年以内に熱が冷める傾向があるように見受ける。時間とお金を無駄に消費す
るより人生にプラスとなることをしたいなどと考える人もいるようである。 
                                               
11 長期間にわたり多くの女性から聞き取りを重ねる過程で「好きな芸能人」がいることが
わかった。高齢者層では演歌歌手の氷川きよしの名を挙げる人が多い。理由は自分の理想
の孫像と重なるという。中年層だと一時期韓国ドラマの主人公、例えば 2004 年に日本で
放送された「冬のソナタ」の主人公ペ・ヨンジュン（通称ヨン様）が挙げられた。近年は
ダンス&ボーカルユニットである EXILE（エグザイル）を幅広い年齢層の人が名を挙げる。 
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２段階目は、このような流れから「学び」にステップアップする。海外旅行の時
に英語や韓国語などの外国語が通じなくて困った経験のある人は語学教室に通う。
健康増進を願う人はダンス、ヨガ、水泳、テニスなどの運動に定期的な時間を費や
す。家族のためにより本格的な美味しい料理を提供したいと願う人は料理教室に通
う。さらに上昇気運のある人は調理師や栄養士などの免許の取得を目指す。高齢親
の介護のために福祉関係の講習に通ったり、ホームヘルパーの資格取得を目指す女
性も多い。共通しているのは、生活への潤いと実益である。他者（ひと）の役に立
ちたい、社会貢献したいとの思いから地域のボランティア活動へ積極的に参加する
主婦も多い。 
３段階目は「仕事」である。一通り余暇に時間を費やした後は、残りの半世紀近
い人生を再び考え直す。より潤いのある生活やもしもの時の高額出費を考えれば経
済的ゆとりはあるに越したことはない。よく試算すると老後の生活資金は不足して
いると判明することもある。離婚の可能性も含めれば仕事ができるうちに収入を得
ておこうとなる。１段階と２段階を飛び越して３段階目から始まる主婦もいる。 
無収入だった女性が月収数万円程度であっても現金収入を得ると、家庭内での勢
力バランスは夫優位から妻優位へと移行する傾向がある。夫がかつて浴びせたハラ
スメントと同様に妻が「そのお肉、私の給料で買ったんだからね」とか「私も働い
ているんだから洗い物やゴミ出しぐらいしてよ」「何じっとしてんの。家事してよ」
「洗濯物の干し方が下手だ」「皿の洗い方が汚い」などと夫へ威圧的な態度をとる
こともあり得る。家庭内での勢力関係が夫上位から妻上位へと逆転すると、多くの
夫は耐える以外に術がみつからないようである。 
 
３．夫から妻へのラブコール 
（１）夫からのラブコールのサイン 
 約半世紀もの長い間、企業に奉公してきた男性は「今まで何度も仕事を辞めたい
と思う辛い出来事があった。それでも耐えて退職まで頑張った。それは妻子を養い、
子どもに不自由な思いをさせないために必死で働いてきたんだ。退職後は家族との
んびり楽しく過ごしたい」と考えていると口を揃えて言う。 
 家族と言っても子どもは進学や就職や結婚を機に親と別居していることが多い。
子が同居していても、子どもは社会人となっていて父親と遊んだりする時間的余裕
がない。そうなると、家族＝妻だけとなっている12場合が多い。そのため退職後の
夫は、これからの余生は今までもサポートしてくれた妻と共に仲良く過ごそうと考
える。一日の大半を職場で過ごしてきたために地域活動への参加や私的な趣味の時
間を持つゆとりに恵まれず、個人を取り巻く人間関係の大半が職場絡みである場合
                                               
12 近年は退職を機に 90 歳前後の高齢親の介護に専念するサラリーマンも増えている。 
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も珍しくない。そのような人物が退職をすると、途端に居場所を家庭（妻）に求め
る傾向がある。 
ところが、夫が具体的なラブコールの言動を起こした時点から妻の生活リズムを
乱してストレスを与えることが多い。夫がとる妻へのラブコールのサインは、妻と
共に行動をしようとすることでる。ところが妻は中年期の段階で夫抜きの人生設計
を立てて実行中であるため、夫が後から妻の行動経路に入ると行動量が減少して困
惑する傾向がある。 
退職後夫に特徴的なキーワードは、「金魚のフン、妻に無関心、拘束夫、粗大ご
み」などである。金魚のフンとは、妻がスーパーマーケットに買い物へ出かけると
「じゃ、僕も」と言って妻の後ろを着いて歩く夫である。それが金魚のフンと形容
される。妻は自分のペースで複数の店を梯子して卵はＡ店、肉はＢ店と安い店を回
って家計をやりくりしているにもかかわらず、夫は「なんで最初の店で全部買わな
いんだ。時間の無駄だよ」と妻に文句を言ったりすると、妻のストレスは蓄積して
いくことになる。買い物だけでなく妻が出かける所には何処へでも付いていくこと
になる。その割には妻の気持ちに対しては無関心なことが多い。 
退職夫が妻へする拘束で最も嫌われるのは昼食の準備である。仕事をしていれば
昼食の世話をする必要もなければ身体も時間も拘束されることはなかった。退職す
ると 24 時間趣味もなく在宅している夫の昼食の世話が苦になるという妻が多い。
夫からすると家事は女性の役割だから昼食準備は当然のことだと考えている。妻は
これまで通りお昼に用事なりで外出していると、夫から携帯へ電話が入り「いつ帰
る。俺の飯はどうするんだ。すぐ戻れ」などと帰宅依頼が来る。すると妻は急いで
帰宅しなくてはならないことになる13。 
 
（２）ラブコールに対する妻の反応－主人在宅ストレス症候群になる妻たち 
 症状には個人差があるが、不眠、腰痛、頭痛、めまい、高血圧、関節痛、便秘や
下痢、気分が落ち込むなどのうつ的症状が出てくることが多い。このような症状を
患うと、女性たちはそれぞれの専門診療科を受診することになる。何がこれらの症
状の原因になるのかを診断して考察した医師がいる。 
黒川順夫（医学博士）は、家で夫がゴロゴロとしている。家事をしない。夫が無
関心。妻に束縛感を与えるというタイプの夫が居る妻がそれになるという「主人在
宅ストレス症候群」と命名している（黒川 2005）。 
                                               
13 50 歳代より若い世代になるほど、夫から「昼食作るために帰宅せよ」と言われたら断る女
性が多い。妻の多くは「自分で作って下さい」「一食抜いても死にませんよ」「そんなことで
電話しないでよ」と言うか、携帯に出ずマナーモードの留守番録音可能状態にする。しかし、
高齢女性になるほど、「夫に逆らうようなことは言えませんよ」「呼ばれたら戻るしかない」
「今まで経済的に支えてもらったんですからすぐ戻ります」という返事をする。つまり、高齢
夫妻には、夫妻でよく話し合って折り合いをつけましょうというアドバイスは通用しない。 
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 黒川医師は、夫が症状の原因となっているため、症状の改善や根治をするために
は、夫との関係を改善する必要があるとの見解を示している。 
 
（３）夫に「死んでくれ」と願う妻たち 
主人在宅ストレス症候群が流行った後、マスコミでは「夫源病」という表現が多
用されている。夫源病は石蔵文信医師（大阪大学大学院医学系研究科准教
授）が命名した用語で、その名の通り夫の言動が原因となって妻が体調不調に陥
る現象をいう。夫のタイプは、モラル・ハラスメントのような鈍感夫である。指摘
される症状は更年期障害と重複する。 
石蔵文信の『夫源病』には、ハーバード大学のメイヤ （ーJean Mayer：1920-1993）
元教授（栄養学）の「夫を早死にさせる 10 ヶ条」14が紹介されている。 
 
 
メイヤーの「夫を早死にさせる 10 ヶ条」15は、逆説的に解釈すれば、配偶者の
存在を否定したくなる前に、能動的に行動を改善して夫妻仲良く健康に過ごすヒン
トとして応用可能である。10 ヶ条と間逆の行動をとればより健康的な生活の質を
向上させるヒントとして転用できよう。メイヤーの真意もそこにあると考える。 
石蔵文信は、運動の有無、食事内容や喫煙、酒の習慣が健康状態を左右すると共
に、何よりもストレスが万病の元であると述べている。更年期障害、空の巣症候群、
主人在宅ストレス症候群（夫源病）は、共に身体へさまざまな症状をもたらすが、
                                               
14 「夫を早死にさせる 10ヶ条」は、メイヤー教授が 1974 年にフロリダの新聞に寄稿し
た“Ten Quick Ways to Kill Your Husband”による。 
15 10ヶ条の邦訳は『夫源病』（216-223 頁）記載を掲載したが、掲載の順番はメイヤー
の提示順に修正した。第５条を薦める理由として石蔵医師は、砂糖やミルクを多量摂取さ
せるとあるが、メイヤーはカフェインの睡眠への悪影響を指摘している。 
《夫を早死にさせる 10ヶ条》 
第１条  夫を太らせる〔Fatten him up〕 
第２条  いつも座らせておく〔Keep him sitting down〕 
第３条  飽和脂肪酸をたくさん食べさせる〔Feed him lots of saturated fats〕 
第４条  塩分の多い食事を作る〔Load him down with salt〕 
第５条  紅茶やコーヒーを飲ませる〔Ply him with coffee〕 
     ※カフェインは睡眠に悪影響であるという理由を挙げている。 
第６条  お酒を薦める〔Keep him well supplied with liquor〕 
第７条  タバコを薦める〔Don’t let him run out of cigarettes〕 
第８条  休暇旅行に行かせない〔Don’t let him relax〕 
第９条  夜更かしをさせる〔Keep him up late〕 
第 10 条 いつも文句を言おう〔Never let up the nagging and the worrying〕 
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その症状の程度は個人差が極めて大きいとされる。共通点は、ストレスが大きい人
ほど症状が重い傾向があると指摘されている。 
石蔵は 10 ヶ条を「冗談と軽く読んでほしい」（216 頁）と言うが、多世代の主
婦から聞き取りをしている筆者にはどうしても冗談には聞こえない。必ずしも科学
的手法ではないが、筆者は言説や学説、分析結果が実際にどのように生起している
のかを確認するために、多くの知人の協力を得てプライベートな話を伺って日々社
会へのアンテナを立てているつもりである。あえて感覚的情報処理をしてみると、
例えば夫に「死んでくれ」との感情を抱いている妻は１割程度おり、夫に「消えて
くれ」と願っている妻は２割程度、別の２割程度は夫の存在を否定しないが愛情は
無く、有るのは共同生活者としての情のみで、出来る限り夫との接触頻度を減らし
たいと願う妻である。これで 5 割ほどになろうか。 
結婚年数が増しても夫のことを心の底から愛している、毎日がラブラブで楽し
い、生まれ変わっても同じ相手を結婚したいという妻が１割程度はいる。残りの４
割は、夫へ好意的な感情は持っているがその濃さは個人差が大きいと言えよう。 
 結婚生活が要因となり病を患ったり寿命を縮めるならば、離婚をすれば良いと考
える人も多いかもしれない。経済的な問題、仕事への支障、子どもの就職や結婚時
における不利益を考慮して離婚を思いとどまる人もいるであろう。厚生労働省の
2010 年「全国母子世帯等調査」によると、離婚よりも死別した方が、母子世帯の
収入が多くなることが示されている。 
 
図３：母子世帯における離婚と死別とで異なる収入 
出典：厚生労働省「全国母子世帯等調査」より作成。 
 
夫が死亡した場合は、住宅ローン残額の支払いが免除になるケースや遺族年金
を受給するケースなどが考えられる。もしもリアルに配偶者の死を願う人がいれば
悲しい現実である。そうなる前に、以下の改善策を試みることを検討されることを
願う。 
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第７節 人生の転機をうまく乗りきる秘訣 
１．男女役割分業を見直す時期 
 人生の転機を迎えた場合には、夫妻間で役割関係を見直して修正を重ねてお互
いにストレスを溜めないようにすると良い。ライフコース全般を見渡してライフ
ステージごとの特徴の概観を理解した上で、諸課題を克服していくような人生設
計をすることが望ましい。 
女性の中年期は、親は子離れをする時期であり子に無干渉でもいけないが過干
渉にならないように心がけ、子どもがどのような将来を目指すのか相談にのる事
が大切である。夫は子どもの成長と妻の体調および役割変化に対する理解を示して
よく話し合いコミュニケーションをとる努力を重ねることが大切であると言え
よう。 
 
２．妻の人生の転機 
中年期に人生の転機を迎える配偶者に対してのポイントは、新しいライフステ
ージに夫妻で共に過ごす人生設計を立ててもらうことであろう。時間に余裕ので
きた妻と時間に余裕の無い夫の組み合わせの場合、それぞれが過ごす時間が自分
と配偶者、家族にとって充実したものになる計画であることが望ましい。 
具体的には、心の虚しさを抱える妻に感謝の気持ちを言葉で伝えるだけでも効
果が高い。「ありがとう」「（料理が）おいしいね」という感謝の気持ちを言葉
として表すことも大事である。少しの行動力も効果的である。例えば仕事の帰路
に小物やケーキなど妻の好物を買うぐらいは数分で安価にできる特効薬である。
これで離婚を回避できるなら安いものではないだろうか。要は気遣いである。 
妻から愛想を尽かされて見捨てられる前に「あなたは自分にとってかけがえの
ない大切な存在だ。ずっと仲良く過ごしたい」というサインを相手に気づいても
らえるように送ることが大事である。日本人男性に特有の「言わなくても気持ち
は分かるでしょ」は殆ど効果がない、分かってないと思った方が良いと言える。 
 
３．夫の人生の転機 
男性は退職した後は、男女役割分業を見直すことが大切である。妻へストレス
をかけないようにするためには、それまでと同様のライフスタイルを継続するこ
とが望ましい。ポイントは夫が退職したことで妻の生活パターンに多大な影響を
与えないようにすることである。退職後に再雇用制度があれば給与と勤務時間が
減っても継続するのも選択肢の１つである。非正規の仕事、ボランティア、趣味、
孫の育児補助など、やりがいのあることをみつけて継続することが効果的であ
る。なるべく定期的に外出する予定を立てると良い。 
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家庭内では夫も料理や掃除等の家事分担を担う。昼食は夫が作るまたは外食す
る等、妻への依存度を低下する努力が必要である。在宅時間が長い分、料理がど
うしても出来ない場合は、お風呂やトイレ掃除、スーパーへの買い物、洗濯など
出来ることを担うようにして夫自身が自立した生活者となる努力も必要である。 
夫妻であるからこそお互いの時間を尊重する姿勢も大事である。妻の人間関係
に過剰に立ち入らない。外出時に常に一緒に行動しないようにして別々の時間を
確保する。レジャーなど二人で楽しめる行動を別に確保して、単なるルームシェ
アする同居人にならない工夫をしてメリハリをつけることが大事である。 
夫妻は他人同士ゆえに夫妻であることを忘れず、「ありがとう」や「ごめんな
さい」や褒める言葉などは積極的に伝えるように心がける。「言わなくてもわか
るでしょ」という日本人的発想は殆どが通じていないと思った方がよい。愛情の
冷め切った夫妻ならなおさらであると自覚することである。 
少し重症度が増した夫妻で、お互いの愛情も冷めてあまり顔を見たくもないと
思う場合には、離婚を考える前に夫妻での寝室を別にすることから始めることも
一つの方法である。スペースの関係で夫婦別室は不可能な場合には、夫妻の布団
の間に衝立などを設置して、寝返りをうった時に配偶者の顔が見えないようにす
るだけでも良い。巣立った子ども部屋がある家庭は、子どもの荷物を整理して子
ども部屋を妻または夫部屋として活用するのも効果が高いであろう。 
すれ違いの夫妻関係になる前に、可能な限り結婚前から男女で異なる人生の転
機の時期を向かえることや社会的背景を理解して、人生の早い段階から将来満足
のいく生活の質を継続維持するために互いに努力をすることと共に、気づいた時
から改善策に取り組みたいものである。 
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第７章  
高齢者犯罪の激増からみえる現代日本社会の歪み 
 
 
第１節 高齢者犯罪が社会問題視される契機 
１．『警察白書』と『犯罪白書』の特徴 
 犯罪データを提供している公の主要な白書は、警察庁が作成している『警察
白書』と法務省が作成している『犯罪白書』である。両白書はデータの取り扱
い面で差異があるため留意が必要である。 
 『警察白書』は、日本の警察活動の現況を広く国民へと周知して国民の理解
を得るために 1973 年から毎年刊行され続けている。他方の『犯罪白書』は、「犯
罪の防止と犯罪者の改善更生を願って、刑事政策の策定とその実現に資するた
め、それぞれの時代における犯罪情勢と犯罪者処遇の実情を報告し、また、特
に刑事政策上問題となっている事柄を紹介する白書で」1あり 1960 年から毎年
刊行され続けている。 
 犯罪の経年変化をみる場合には『警察白書』が過去 10 年の犯罪のみを取り扱
うのに対して『犯罪白書』では戦後から今日までの犯罪統計が掲載されている
ため、『犯罪白書』を利用することが多い。個別内容については『警察白書』
の方がより詳細に示している。定義に差異が見られるのは凶悪犯である。警察
庁では殺人、強盗、放火、強姦の４種類であるのに対して、法務省では殺人・
強盗の２種類のみである点に留意したい。本章では、警察庁の分類に基づいて
分析をする。 
 
２．『犯罪白書』における高齢者犯罪の取り扱われ方 
 高齢者が加害者となる高齢者犯罪は、少年犯罪と比して認知度が極めて低く
現実の激増ぶりと認知度の低さとは対照的である2。『犯罪白書』では 2007 年に
初めて高齢者を加害者の側面から取りあげるようになった。 
2007 年版の『犯罪白書』の副題は「再犯者の実態と対策」である。同書は「過
                                                   
1 法務省ホームページ「犯罪白書」（2013 年 11 月１日取得, 
http://www.moj.go.jp/housouken/houso_hakusho2.html）. 
2 矯正協会は、1888 年に創立された大日本監獄協会を前身として、犯罪と非行の矯正行政
に携わる機関である。矯正協会附属中央研究所の『中央研究所紀要』は、1991 年の第１号
から 2010 年の第 20 号までの間に 106 本の原稿が掲載されているが、高齢者犯罪を取りあ
げた論文は３本（2.8％）のみであった。他方で、タイトルに少年という用語が入っている
論文は 55 本（51.9％）であった。1990 年代以降は高齢者犯罪が増加傾向を示しているに
もかかわらず、研究テーマとしては殆ど着目されてこなかったことが浮き彫りになる。 
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去 60 年間の再犯者の実態」を特集して分析しており、高齢者による犯罪の再犯
率が高いことが注目された。 
これを受けて翌 2008 年版では「高齢犯罪者の実態と処遇」と副題をつけて、
高齢者を加害者としての側面から取りあげている。2009 年版の『犯罪白書－再
犯防止施策の充実』では高齢者の起訴猶予率に着目しており、一般刑法犯では
59.4％（全体平均では 42.1％）、窃盗では 62.4％（全体平均では 42.8％）と高い
起訴猶予率になっていることを指摘している。 
ところが 2010 年版の『犯罪白書－重大事犯者の実態と処遇』では、高齢者犯
罪は３編４章で「高齢者による犯罪」として取りあげられているが、そのペー
ジ数は２ページ分のみと縮小した。以降も高齢者犯罪の章を設けているが枠は
小さい。 
 ちなみに、2007 年以前の 1984 年版と 1991 年版『犯罪白書』では、高齢者犯
罪というよりも高齢者を弱者または被害者として取りあげている。例えば 1984
年版 の『犯罪白書－豊かな社会における犯罪』では、人口構成比に占める高
齢者の割合の増加という現実を受けて「高齢者を犯罪から守ることも不可欠な
政策の一つである」との視点に立った論の展開をしている。また、高齢受刑者
へ配慮しているとの記載もある。あくまでも高齢者を守る立場である。 
1991 年版 の『犯罪白書－高齢化社会と犯罪』では、1990 年時点のデータ
に着目して中高年齢層の犯罪比率が上昇傾向にあると指摘する一方で、高齢社
会に直面した高齢者を加害者ではなく被害者として取りあげている点が興味深
い。 
つまり 2007 年以前までは、高齢者を犯罪の加害者ではなく被害者として把握
していたのである。確かに社会的弱者としての高齢者が交通事故や詐欺の被害
者となる傾向があった。近年ではオレオレ詐欺や送りつけ商法のターゲットに
される傾向もあるため、認知機能が衰えてくる高齢者を如何に守っていくのか
が古くて新しい課題であると言える。 
 
第２節 減少する少年犯罪と激増する高齢者犯罪 
１．減少する少年犯罪とクローズアップされる少年犯罪 
少年3による犯罪が起こる度に少年犯罪は大きく取りあげられ今時の若者は常
識に欠ける、理解できない存在どころか凶悪傾向にあるなどとする識者が続出
する。法務省による『犯罪白書』（1960 年が初年度）と警察庁による『警察白
書』（1973 年が初年度）は初年度版から最新年度版に至るまで「少年犯罪」の
項目を設けて分析を重ねてきた。 
                                                   
3 少年犯罪の少年とは 14～19 歳を意味する。13 歳以下は刑法では裁かれない触法少年とい
うカテゴリーとして区分される。どちらも未成年である。 
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 少年犯罪の検挙人数は、戦後３度のピークがあったが、1990 年代以降は右肩
下がりに減少傾向である。少年による凶悪犯は、1960 年代後半以降は減少傾向
にある（図１）。一般的見方と異なり、総じて少年犯罪は増加しておらず、減少
傾向にあると言える。 
図１：少年の検挙人数と凶悪犯人数の推移（単位：人） 
出典：総務省統計局・政策統括官・統計研修所「第 28 章 司法・警察」より作成。 
備考：少年検挙人数は人口 10 万人あたりの人数、少年凶悪犯人数は人口 100 万人あたりの
人数である。 
 
２．データから見える激増する高齢者犯罪 
少年と成人について検挙人数（図２）と凶悪犯人数（図３）とを比較すると、
違いが浮き彫りになる。 
 
（１）少年と成人の検挙人数の推移 
 犯罪の検挙人数の推移を少年と成人とで比較すると、図２のようになる。人
口 10 万人あたりの検挙人数4をみると成人は 1970 年と 2005 年に２回のピーク
があり、それを境に増加と減少の変化が読み取れる。近年は減少傾向に見える
が、年齢層別にみると高齢者犯罪は増加している。他方、少年の検挙人数は長
期的に減少傾向である。とりわけ近年に至るほど減少傾向は顕著である。 
                                                   
4 図では母集団のサイズによる誤差を無くすために母集団のサイズを揃えてみている。 
1988年の208人
以降は減少傾向
1983年３回目
ピーク211人
1964年２回目
ピーク196人
1951年１回目
ピーク197人
1959年凶悪犯
最多83人
0
50
100
150
200
250
1
9
4
5
年
1
9
4
7
年
1
9
4
9
年
1
9
5
1
年
1
9
5
3
年
1
9
5
5
年
1
9
5
7
年
1
9
5
9
年
1
9
6
1
年
1
9
6
3
年
1
9
6
5
年
1
9
6
7
年
1
9
6
9
年
1
9
7
1
年
1
9
7
3
年
1
9
7
5
年
1
9
7
7
年
1
9
7
9
年
1
9
8
1
年
1
9
8
3
年
1
9
8
5
年
1
9
8
7
年
1
9
8
9
年
1
9
9
1
年
1
9
9
3
年
1
9
9
5
年
1
9
9
7
年
1
9
9
9
年
2
0
0
1
年
2
0
0
3
年
2
0
0
5
年
2
0
0
7
年
2
0
0
9
年
2
0
1
1
年人数
少年検挙人数
少年凶悪犯人数
129 
 
図２：人口 10 万人あたりの少年と成人の検挙人数の推移 
図２と図３の出典：表１と表２データより作成。 
 
（２）少年と成人の凶悪犯人数の推移 
 検挙された人のうち凶悪犯に限ってその推移をみると、成人と少年共に減少
傾向にあることが読み取れる（図３）。成人凶悪犯は戦後３回のピークがあり、
１回目は 1948 年、２回目は 1958 年、３回目は 2003 年であった。他方で少年
凶悪犯は、1959 年のピーク以降は、右肩下がりに減少傾向である。つまり、少
年と成人とを比較した場合は、少年凶悪犯罪の方が少ないことも読み取れる。 
 
図３：人口 100 万人あたりの少年と成人の凶悪犯人数の推移 
 
（３）際立って増加する高齢者の犯罪傾向 
一般刑法犯における検挙人数の推移の増加率を年齢層別に示したのが表１で
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ある。1986 年を基点として 2012 年までの 26 年間の増加率は、加齢するほど高
くなる傾向を示している。40 歳代までの検挙人数は減少しているが、50 歳代は
変わらず、60 歳代は 2.7 倍と増加に転じている。2.7 倍は決して小さな増加率で
はないが、さらに目を引くのは、65 歳以上高齢者の 4.7 倍という増加率である。
約５倍近い増加率は客観的な事実として大きいと言うことができるだろう。 
合わせて人口増加率をみると、その深刻さが浮き彫りになる。同様に 1986 年
を基点とした場合 26 年間で、30 歳代までは人口が減少しており、40 歳代と 50
歳代までは同じ水準、超高齢社会だけあり 60 歳代は 1.8 倍、65 歳以上の高齢者
が 2.4 倍である。つまり、人口増加率と検挙人数の増加率とを比較すると、60
歳代以上の場合、人口増加率を上回る検挙人数の増加速度であるということが
分かり、高齢者世代の犯罪に関する特異性が浮き彫りとなる。 
 
表１：1986 年から 2012 年（26 年間）迄の一般刑法犯検挙人数の増加率（単位：倍） 
増 加 率 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 65 歳以上 
検挙人数  0.8  0.7  0.8  1.0  2.7  4.7  
年齢層人口 0.8  0.8  1.0  1.0  1.8  2.4  
出典：『平成 25 年版犯罪白書』「4-4-1-1 図 一般刑法犯検挙人員の推移（年齢層別）」およ
び総務省統計局「人口推計」第３表 年齢(５歳階級及び３区分)，男女別人口（各年
10 月 1 日現在）－総人口（大正 9 年～平成 12 年）より作成。 
 
 
図４：年齢層別にみた一般刑法犯における検挙人数の推移（単位：人） 
出典：『平成 25 年版犯罪白書』「4-4-1-1 図 一般刑法犯 検挙人員の推移（年齢層別）」お
よび総務省統計局「第３表 年齢(５歳階級及び３区分)，男女別人口（各年 10 月 1 日
現在）－総人口（大正 9 年～平成 12 年）」より作成。 
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 年齢層別にみた一般刑法犯における検挙人数の推移を視覚的に示すと図４の
通りである。30 歳代までの年齢層が 2000 年代後半にかけて右肩下がりに減少
しているのとは対照的に、65 歳以上の高齢者の黒線だけが一貫して右肩上がり
の急上昇を続けている点、つまり高齢者犯罪が増加している現象を確認できる。 
 
（４）高齢者が加害者となる暴行事件の検挙人数は 62.9倍！！ 
高齢者の検挙人数の推移を平成元年である 1989 年から 2012 年までの 23 年
間という期間でみると、法務省が定義づける凶悪犯罪である殺人は 3.1 倍、強盗
は 14.5 倍に増加している。特に増加が著しいのは暴行の 62.9 倍である。傷害の
10.5 倍を遙かに上回る驚異的な増加率を示している。一般刑法犯の増加率は 7.3
倍であり、暴行事件の特異性が際立っている（法務省 2013）。性別に犯罪の特
徴をみると、男性は暴行、女性は窃盗が多い。 
 
（５）高い高齢者の再犯率 
2007 年版『犯罪白書』は特集として過去 60 年間の再犯者の実態を分析して
いる。その分析によると犯罪者数で 3 割に満たない再犯者による犯罪が、件数
で全体の 6 割近くを占める。1948 年以降の犯歴データから交通事故による業務
上過失致死傷などを除いて抽出した犯罪者 100 万人のうち、再犯者の割合は
28.9％であった。一方で、この 100 万人が起こした事件 168 万 495 件のうち、
再犯者によるものは 57.7％だった。表２は初犯時から２年以内の再犯率を年齢
層別にみたものだか、高齢者の再犯率は 75.5％と群を抜いて高いことが分かる
（表２）。 
表２：初犯時からみた２年以内の再犯率 
初犯時年齢 再犯率 
20代後半 37.9％ 
30代後半 37.1％ 
40代後半 40.6％ 
50代後半 58.2％ 
65歳以上 75.5％ 
出典：2007年版『犯罪白書』「7-3-4-4図：１犯目の年齢層別・１犯目から２犯目 
までの再犯期間別人員構成比」より作成。 
 
 法務省は、高齢者がなぜ加害者になるのか、これまでの常識に反する特異な
現象が生起する要因を特定できていなかった。そこで調査等を実施して研究に
着手した。その成果は、「高齢犯罪者の実態と意識に関する研究」（法務総合研
究所 2007）として公表されている。高齢受刑者が社会的に孤立している側面が
浮き彫りになっており、支援の必要性が説かれている。 
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次節では、法務省が触れていない側面を含めて、日本において激増中である
高齢者犯罪に関する４つの説を提示した上で検証を行う。１つ目は高齢者の孤
立説、２つ目は認知症説、３つ目は確信犯説、４つ目はコーホート（犯罪多発
世代）説である。 
 
第３節 高齢者の孤立説 
１．高齢者犯罪の主因と目される孤立説 
 高齢者犯罪の増加が注目されるようになって以降、2008 年版『犯罪白書』並
びに関連する研究者が最も有力視しているのは、高齢者の孤立説である。今日
では定説である。 
2008 年版『犯罪白書』では高齢犯罪者が増加した原因・背景として親族との
関係が希薄であることを指摘している。さらに「犯罪性が進んだ高齢犯罪者ほ
ど、社会的な孤立や経済的不安といった深刻な問題を抱えており、このことが
高齢犯罪者全般の主な増加原因であると言えよう」と結論づけている（第７編-
第６章-第１節-２）。 
法務総合研究所が実施した特別調査では、東京地方検察庁及び東京区検察庁
の協力を得て、有罪が確定した高齢者犯罪の記録を精査した結果、高齢者犯罪
が増加した要因として高齢者の社会的な孤立と経済不安であるとの見方を示し
ている（鈴木5 2009）。 
慶應義塾大学法学部教授の太田達也（専門領域：刑事司法、被害者学、アジ
ア法）は、「経済格差による貧困や、福祉制度の欠陥が原因とも考えられますが、
それだけが問題ではありません」。「平成に入ってからの家族構成は、単身世帯
と夫婦２人世帯が急増しており、子どもとの関係が希薄になっています。これ
が社会的孤立を招く一つの要因です」と高齢者の孤立説を展開している（週間
朝日 2013）。 
 
２．高齢者を取り巻く環境の変化 
（１）生きていることが辛いと感じる高齢者 
 人生 50 年から 80 年となり、人生 90 年の時代も目前である。長寿はおめでた
いことであり、還暦や古稀など人生の節目で長寿の祝いをしてきたものである。
ところが近年の高齢者の人々からは「長生きは辛い」「早く天国で楽をしたい。
お迎えを待っている」という声を聞くことが増えた。高齢者の聖地として巣鴨
のとげぬき地蔵（高岩寺）参りが知られているが、人気のある小旅行先は各地
                                                   
5 この知見を示した鈴木亨は 2009 年当時、法務省法務総合研究所研究部の総括研究官であ
る。 
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の「ピンコロ神社」巡りツアーであると言われている。お参りしてピンピンと
健康に過ごし、コロリと突然死できますようにと願うそうである。家族がいる
高齢者は、自分の介護を働く子世代にお願いするのは申し訳ない。介護したく
ても出来ないという子をいたわる気持ちも垣間見える。何とも切ない社会現象
である。 
2007 年版『高齢社会白書』によると、家計が苦しくて非常に心配であると
言う高齢者は、1995 年の 5.1％から 2006 年の 10.6％へと 11 年間で倍増してい
る6。種々の調査でも高齢者の生活と環境は厳しくなりつつあることが示されて
いる。なぜ苦しいとか辛いと感じる高齢者が増加するのか。その背景には、家
族関係の変化と社会規範の変化とが透けて見える。 
 
（２）家族関係の変化 
 家族関係の変化は、第５章で取りあげているため詳述しないが短く示すと、
長寿化したことで退職後の高齢期間が長期化した。高齢親に経済力がある場合
は子世代も寄ってくるが、貧困な場合は疎遠になりがちである。生活単位は、
家族単位から個人単位へと移行しつつあり、助けが必要な社会的弱者ほど孤立
しやすい傾向がみられる。 
例えば介護は、子どもの数が少なくなると女性の子に世話をしてもらう機会
は減少する。長男の嫁が舅と姑を介護しようとしても金銭問題や時間の問題等
で現実的に難しいことが多い。介護を家族で担いきれない場合は高齢者施設等
でお世話になるという考えも普及しており家族介護以外の選択肢もある。 
 親世代の貧困や遠居等から子世代との交流が殆どない場合、子どもが居ない
場合、年金収入や預貯金がない場合、病気がちな場合などは高齢者が孤立しや
すい。 
 
（３）社会規範の変化と時代に逆行する社会保障制度 
 社会福祉の歴史を振り返ると、日本社会の福祉政策は、社会的弱者を私的扶
養するシステムから公的扶養する制度へと変化した。ところが、現実的には高
齢者や障がい者を支える介護者は依然として家族に、とりわけ女性によって担
われてきた。男女役割分業規範に基づいた専業主婦がそれを支えてきたが、政
府は介護保険制度などを導入する際に、これからは社会全体で高齢者の介護を
支え合い社会的弱者を包摂して共生社会を実現しましょうと唱えてきた。2014
年時点で自民党が審議している次世代の高齢者対策では再び家族によって支え
る案が浮上しているが、現実は別方向へと向いていると考えられる。 
                                                   
6 なぜかこれ以後の調査でこの質問はされなくなった。 
134 
 
働く世代の子は、高齢になり介護が必要となった親の世話をしたいと感情面
では思ったとしても、生活のための仕事を放り出すわけにはいかずジレンマに
苛まれながら介護を担う子世代が増える一方である。つまり社会政策では、私
的扶養から公的扶養を経て再び私的扶養へと転換しても、その担い手として期
待される家族は居たとしても必ずしも役割を担うことができない。それどころ
か自分に介護が必要となった時に、介護や扶養を担ってくれる家族が存在しな
いという世代間の課題にも直面している。 
 富裕層はサービスをお金で買うことができれば家族にも恵まれている可能性
が高い。ところが、サービスを切実に必要とする貧困層ほどお金も無ければ未
婚でいる可能性が高くサービスをしてくれる人がいない。サービスを必要とす
る人ほどサービスを受けられる現実から最も遠い位置に存在する傾向にある。
この社会のほころび、矛盾や歪みが、社会的弱者である高齢者の犯罪につなが
るものと考えられる。 
 
（４）働ける限り働くしかない高齢者 
これまで日本の企業の約９割は定年制があり、そのうちの９割が 60 歳定年で
あった。60 歳で仕事をリタイアして、その後 20 年以上を年金だけで過ごすの
は不可能だという高齢者が多い。政府は 2006 年に企業に対して 65 歳まで雇用
継続を維持させることを段階的に義務づけた7。 
 しかし、サラリーマンではない人や年金未加入者もおり、高齢者は世代内に
おいて経済力の格差が生じている。貧困高齢者は日々の生活費も不足する傾向
にあり、お金の問題から社交活動の場への参加を遠慮する。それどころか病気
になってもかなり症状が深刻化するまで我慢する傾向があり短命化にも影響し
ている。働ける限り働かねばならないという状況にある高齢者が増えた。 
一方で、富裕高齢者は、退職金と年金を元手にして生活に困窮せず暮らせる。
お金を使って旅行や趣味のサークルなどを通して社交を楽しむことができる。
病院の治療費に窮することもない。富裕高齢者は周囲の人間関係も活発で益々
長寿化傾向にある。 
 経済的に余裕の無い層は、働ける限り働くしかないが、時間の問題で有給の
仕事に就けない時期が訪れる。長寿化するほど、経済的に困窮する高齢者が増
加する。生活保護受給高齢者が一度受給者となれば生涯続く傾向がある。年々
増加する社会保障費が問題視される要因の１つである。 
 
                                                   
7 「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」の一部が改正（2004 年 6 月公布、2004 年
12 月施行）され、2006 年 4 月 1 日から 65 歳までの継続雇用が段階的に義務化された。 
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第４節 認知症説 
１．認知症説とは 
 認知症説とは認知機能が衰えた高齢者が、買い物の際に代金を支払い忘れて
窃盗罪として裁かれるケースや喜怒哀楽の感情をコントロールすることが出来
ずに些細な出来事で暴力事件の加害者となり検挙される人が増加しているとい
う説である。事件の現場では、高齢者が認知症を患っているとか、認知機能が
低下しているという側面は考慮されずに商品が盗まれた、暴力を振るわれて傷
が出来た等の表面的な事実を判断して法的な処理が進められる傾向がある。そ
のために万引き犯のなかには前科 10 犯という高齢者もいるという。認知症患者
に同じ過ちを二度と繰り返すなと言っても無理であろう。警察沙汰にするのか
しないのかの判断は現場次第のため、適切な対応を受けられない人も含まれて
いる。 
警察庁によると、年間１万人以上の人が認知症などによる行方不明者として
届出が出されており、90％以上の身元は判明するが、中には長期間に渡り施設
で保護されている人もいる。 
前人未踏の超高齢社会を突き進む長寿大国日本は、これまで経験したことの
ない数の認知症患者が激増している。認知症高齢者の激増は、今後、家族が居
なくて行方不明の届出も出してもらえない高齢者の増加、認知機能の低下によ
る高齢者をターゲットにした詐欺等犯罪の増加、医療施設と介護施設の不足、
高齢者の経済苦による生活保護申請者の増加、日常的に買い物や食事や入浴の
介助などに困る高齢者の増加などに対応しきれない現実が眼前に迫っている。 
 
２．増加の一途にある高齢者人口 
 日本の高齢化率は、1970 年に７％に達し高齢化社会を迎え、1994 年には 14％
となり高齢社会となった。2007 年には 21％を超えて超高齢社会の時代を迎え、
さらに今後は長い期間高齢化率を押し上げながら歩み続けることになる（表３）。
推計では2050年頃になると10人中４人は高齢者という時代が到来するという。 
 
表３：年齢３区分に基づいた人口推移                 （単位：％） 
西暦 2010 年 2020 年 2030 年 2040 年 2050 年 2060 年 
０～14歳（年少人口） 13.2  11.7  10.3  10.0   9.7  9.1 
15～64歳（生産年齢人口） 63.8  59.2  58.1  53.9  51.5 50.9 
65歳以上（高齢人口） 23.0  29.1  31.6  36.1  38.8 39.9 
出典：厚生労働省 2013『2013 年版高齢社会白書』より作成。 
資料：2010 年は総務省「国勢調査」、2020 年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本
の将来推計人口（平成 24 年 1 月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果
による。 
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３．増加の一途にある高齢者障がい者と家族頼みの介護 
産まれた時から障がいを持っている人は５％程度という資料が多い。国や時
代によっても差異がある。障がい者で最も多いのは後天的に障がいを持った高
齢障がい者である。年齢層別にみた障がい者のうち過半数を占めるのは 70 歳以
上である（厚生労働省 2008）。人生 90 年目前の時代にあっては、将来、自分自
身が絶対に障がい者にならないと断言できる人は殆ど居ないと推察される。 
 現在、障がい者と高齢者の介護をしているのは家族が中心である。例えば『国
民生活基礎調査（2010 年）』によると、介護している人は同居家族が 64.1％、
別居家族が 9.8％であり、家族だけで 73.9％と４分の３を占める8。事業者は
13.3％のみである。 
他方で、当該社会の殆どの人が生涯のうち１度は結婚している社会を皆婚社
会と言うが、現在の高齢世代は皆婚社会の規範が色濃く残る時代とライフコー
スを歩んできた世代である。その世代の人々で１人暮らしの高齢期が 1980 年か
ら 2010 年までの 30 年間で倍増している9。 
いわんや生涯独身者が増える若年世代が加齢に伴い次々と高齢期へ参入して
くると、時間の問題で家族による介護という規範は絵に描いた餅状態になる。
そして社会的孤立状態になると認知症等の病気を発病するリスクが高まる傾向
が指摘されている。80 歳前後になるとそれまでは比較的健康で自立した生活を
過ごしてきた高齢者でも、１人暮らしに不安を覚える事態に遭遇することが増
える。 
 
４．認知症の定義 
認知症の診断基準は米国精神医学会によるマニュアルなど複数が存在する。
そのうちの WHO（世界保健機関）が定めた国際疾病分類第 10 版（ICD-10）第
５章によると、認知症とは「通常、慢性あるいは進行性の脳の疾患によって生
じ、記憶、思考、見当識10、概念、理解、計算、学習、言語、判断等多数の高次
脳機能の障害からなる症候群である」と規定している（World Health 
                                                   
8 同居家族のうち介護を担っているのは７割が女性、３割が男性である。年齢層別にみると
60 歳以上の人は女性の 61.0％、男性の 64.9％である。性別と年齢に相当な偏りがあること
が分かる。 
9 2013 年『高齢社会白書』によると１人暮らし高齢者は、1980 年時点で男性 4.3％、女性
11.2％であった。2010 年時点で男性 11.1％、女性 20.3％になっている（原資料は『国勢調
査』）。 
10 見当識（けんとうしき）とは、今の西暦や月日や時間を分かっているか、自分がどのよ
うな理由でどこにいるのかといった場所を理解しているか、周囲の人がどういう関係・立
場の人かの理解、そしてどのような状況にあるのかといった感覚を正しく認識する機能の
ことをいう。 
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Organization 1993）。認知症といっても、アルツハイマー型などの種類が多く、
症状、日常生活を過ごす程度には幅がある。 
 
５．認知症高齢者の推移  
厚生労働省は 2003 年発行『2015 年の高齢者介護』において認知症高齢者の
日常生活自立度Ⅱ（日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難
さが多少見られても、誰かが注意していれば自立できるレベル）以上の認知症
患者数を 2010 年は 208 万人、2020 年は 289 万人、2025 年は 323 万人と推計
した。しかし、2010 年実測値は 280 万人であった。わずか７年後の推計値を
72 万人も読み誤って過小推計したことになる。 
2010 年時点での 2012 年認知症患者数の推計は 305 万人、2020 年は 410 万
人、2025 年は 470 万人に達する見込みであった（厚生労働省 2012）。この値に
は、最も軽いランクⅠ（何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社
会的にほぼ自立しているレベル）は含まれていない点に留意する必要がある。 
その後、厚生労働省の研究班は患者本人からの聞き取りと医師による診断を
加えるなどして精度を高めた推計結果を公表した。2013 年調査では 2012 年の
認知症患者数は 462 万人と推計した。2012 年の高齢者数は 3079 万人であるた
め 462 万人は高齢者人口の 15％である。85 歳以上になると 40％以上の人が認
知症と診断されるという。厚生労働省から公表される数値は、以前の推計値を
かなり上回る水準で増加している点も今後の推計値を分析する際に留意したい
点である。 
九州大学の清原裕教授（環境医学）は地域の 94％の高齢者を診察した結果、
2012 年の認知症患者数は 550 万人と推計している。高齢者比率では 18％とな
り厚生労働省よりも３％多く、20 年間で６倍に増加したという。 
国際アルツハイマー病協会（Alzheimer's Disease International）は、2013
年 12 月に世界の認知症患者数が激増すると推測しており、2013 年から 2050 年
にかけては 4,400 万人から 1 億 3,500 万人へと現在の約 3 倍に増加する可能性
があると発表した。同協会においても推計値を上回るペースで認知症患者が増
加しているという。 
いずれにしてもデータからは認知症患者数の激増ぶりをうかがい知ることが
できる。認知症と診断される以前の境界型の高齢者は含まれていない点にも留
意する必要がある。実際には軽い認知症状で「ボケとツッコミなのか、冗談な
のか」というようなちょっと変だと感じるレベルを含めると人数は相当に増え
ることになる。 
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６．加齢に伴い低下する認知機能 
 加齢に伴って認知機能は低下する傾向がある。高齢になると喜怒哀楽の感情
をコントロールする力が弱まる。そのため感動する映画を鑑賞すれば涙がポロ
ポロとこぼれ落ちる。家族との楽しい会話にも大きな声で笑う。同様に怒りの
感情を覚えた時にも理性で抑えることが難しい。その結果として怒りを覚えた
相手を殴ってしまった等、思いもよらぬ暴力事件へと発展することがある。こ
の傾向は暴行事件が激増している背景の一因であると推察する。精神科医の和
田秀樹（国際医療福祉大学大学院所属：専門は老年精神医学）は、高齢者犯罪
が増える要因には脳機能の低下が影響しているとの見方を示している（週間朝
日 2013）。 
 境界型の人は検査を受けても認知症とは診断されないが、言動の特徴は高齢
者が自身の言動の矛盾を指摘された際にそれを上手く受け答えしてごまかす傾
向がみられるという。前後の文脈に即して、あり得そうな話をして会話の流れ
をスムーズにするよう調整する能力を持っている。そのため周囲は認知症に罹
患していることに気づくのが遅れる場合もある。 
例えばスーパーで万引きをした場合、万引きをする意図があったのではなく
レジでお金を支払うことを失念している高齢者もいる。発見された時に「なん
でお財布にお金があるのに品物のお金を払わなかったのか」と問いつめられる
と誘導質問に促されて、その場しのぎに「節約のため」と答えてしまう傾向が
あるという。節約のために万引きするという動機を聞けば多くの人が唖然とす
るであろうが、全回答者が本当にそうだったのかは判断が難しい。認知症患者
に同じ過ちを二度繰り返すなと言っても無理である。その判断は現場に任され
適切な対応を受けられない人も含まれている。認知機能の衰えた高齢者が含ま
れていると推察されるからである。 
 
７．新聞記事にある「高齢者犯罪」の事例 
新聞検索から高齢者犯罪への関心の推移を浮き彫りにする。朝日新聞は「聞
蔵 II ビジュアル for Libraries」、読売新聞は「ヨミダス歴史館」というデータ
ベースを利用する。これで「高齢者犯罪」を検索した。結果は、表４と表５の
通りである。窃盗や万引き、暴行等、別のキーワードで検索をかければ、より
多くの記事を検索することが可能である。本稿では高齢者犯罪の記事に限定し
た。 
 読売新聞社の「ヨミダス歴史館」は 1986 年から今日に至るまで全国各地の地
域版（沖縄を除く）記事テキストを検索して読むことができる11が、高齢者犯罪
                                                   
11 「ヨミダス歴史館」は読売新聞紙面の明治・大正・昭和の時代を含めた 1874 年から 1989
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のトピックが初めて登場したのは 1991 年であった。該当件数は現在に至るまで
16 件のみである。時期をみると 2008 年版『犯罪白書』以降に取りあげられる
回数が増加している。 
 
表４：読売新聞「高齢者犯罪」検索結果 
出典：読売新聞「ヨミダス歴史館」読売新聞社より作成。 
 
読売新聞は、1991 年版『犯罪白書』で高齢者犯罪が意外と増加しているとい
う内容である。しかしその後の約 10 年間、高齢者犯罪に関する記事はない。読
売新聞、朝日新聞共に 2000 年代に入ってから高齢受刑者が増えている点に着目
している。『犯罪白書』の内容を紹介する形式の記事が多い。その中で現象を取
りあげた記事には、認知機能が低下したことによる高齢者が暴力を振るう事件、
生活苦ではない高齢者が万引きをする事件、マナーやルールを守れない高齢者
現象、老老介護疲れ殺人、刑務所が福祉施設並の最後のセーフティネットとな
っている12という指摘など、言説を裏づけるような記事が並ぶ。 
                                                                                                                                                     
年までを検索することも可能である。 
12 以前ホームレスに聞き取り調査をした際に、ある高齢男性ホームレスが一番怖いのは自
身の亡骸を普段の居場所である公園のカラスについばまれることだと聞いた。それを避け
るために死期を覚悟したら通行人でも誰でも良いから強盗なり殺人なり、なるべく大きな
罪を犯して刑務所に入りたいと述べていた。その理由は刑務所ならば制限はあるものの医
療行為も受けられ、毎日欠くこともなく食事が支給され、風呂にも入れて、テレビも観ら
No 発行日 タイトル 朝夕刊
1 1991年10月9日 ［よみうり寸評］物悲しい高齢者犯罪 東京夕刊
2 2002年9月29日 矯正展“泣く”　増える受刑者、売れない作業製品　社会復帰へ温かい手を＝福岡 西部朝刊
3 2005年11月18日 ［ＤＯ！トーク］治安回復、どうする＝北海道 東京朝刊
4 2006年8月23日 増加する高齢者犯罪　６５歳以上の刑法犯、１割　背景には「生活苦」も＝愛知 中部朝刊
5 2007年1月8日 ２００５年の刑法犯の１割超が６５歳以上　警察庁、生活状況など調査 東京朝刊
6 2007年2月18日 ［やまぐちの断面］増加する６５歳以上刑法犯　社会的支援で抑止を＝山口 西部朝刊
7 2007年3月14日 ［ズームアップＷＥＥＫＬＹ］高齢受刑の現実 東京夕刊
8 2008年11月7日 犯罪白書　心揺れる高齢者…　所持金あるのに万引き 東京夕刊
9 2008年11月9日 ［社説］高齢者犯罪　社会から疎外しない施策を 東京朝刊
10 2008年11月11日 ［気流］考えさせられた高齢者の犯罪　荒木かし子（投書） 大阪朝刊
11 2008年11月15日 ［街←→社会部］Ｇメンのため息 大阪夕刊
12 2010年5月9日 ［サンデー茶論］高齢者の再犯をどう防ぐか　浜井浩一氏 大阪朝刊
13 2010年12月17日 刑法犯１１万件減　１〜１１月　「街頭犯罪」東京ワースト 東京朝刊
14 2011年1月9日 ［社説］超高齢社会　新しい“縁”をみんなで創ろう 東京朝刊
15 2011年9月10日 出所の高齢者ら支援　再犯防止　センター、県が来月設置＝富山 東京朝刊
16 2012年10月10日 高齢者犯罪被害防止へ協定　県社協など３団体と県警＝宮崎 西部朝刊
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朝日新聞（No.16）には、認知症高齢者による事件記事がある。ある男性（80
歳代）が妻に先立たれ、元恋人女性に約 60 年ぶりに再開して再び恋する話であ
る。ところが女性が交際を拒否するようになると、男性は元恋人に殺す、放火
する等の暴言を吐きストーカーと化した。警察の警告や自分の子どもに制止さ
れてもストーカーを繰り返したために逮捕された。警察は男性の話に一貫性が
ないために調書取りに困ったそうだ。その後この高齢男性は認知症であること
が初めて分かった。若かりし頃の恋人に晩年になって再会して、相手を傷つけ
て終わるという認知症になった恋する高齢者の何ともやるせない結末を迎えた
事件である。 
 
表５：朝日新聞「高齢者犯罪」検索結果 
 
出典：「朝日新聞 1985～最新、週刊朝日 AERA」『聞蔵 II ビジュアル for Libraries』 
朝日新聞社より作成。 
                                                                                                                                                     
れるから文化的な生活を送ることができる。しかも亡骸は確実に荼毘に付されて埋葬まで
してもらえる。至れり尽くせりだと言う。刑務所は受刑施設ではなく最後のセーフティネ
ットとしての社会福祉施設だと考える層が存在する。刑務所でも高齢者に配慮した対策が
取り入れられて支援策が充実しつつある。 
No 発行日 タイトル 朝夕刊
1 2000年2月21日 質の悪い老人が増えてきた（藤本義一の日日日日）　【大阪】 夕刊
2 2006年1月29日 高齢者犯罪、１割超す　殺人は１５年で３倍　昨年の全検挙者　【名古屋】 朝刊
3 2006年1月29日 高齢者犯罪、１割に　検挙数急増、殺人は１５年で３倍 朝刊
4 2006年3月18日 （声）老人の品行に自戒する毎日　【西部】 朝刊
5 2006年3月24日 （声）老人の品行に自戒する毎日 朝刊
6 2006年4月27日 （学校臨床の現場から：２６）深刻化する高齢者犯罪　生島浩　／福島県 朝刊
7 2006年5月27日 高齢者の刑法犯急増　孤独感やストレス一因？　県警、研究し抑止へ　／栃木県 朝刊
8 2006年10月26日 （学校臨床の現場から：４５）引受人ない犯罪者の受け皿　生島浩　／福島県 朝刊
9 2008年2月29日 高齢者犯罪対策を急げ　全国４倍ペースで急増　／山梨県 朝刊
10 2008年6月27日 （インサイド　検証報道）高齢者の万引き、なぜか増加　／神奈川県 朝刊
11 2008年11月7日 高齢者犯罪、増え続ける　万引きや泥棒、背景に生活苦　０８年版白書 夕刊
12 2009年2月5日 ２１０３人、６割万引き　昨年道内で検挙された６５歳以上　／北海道 朝刊
13 2009年3月17日 急増、高齢者の犯罪　全検挙者の１３％に　再犯３人に１人　／大分県 朝刊
14 2009年3月18日 （老犯　高齢者犯罪の実情＠大分：１）突然キレた、一方的に　家で・酒席で…／大分県 朝刊
15 2009年3月19日 （老犯　高齢者犯罪の実情＠大分：２）来店の女児被害　７２歳、強制わいせつ／大分県 朝刊
16 2009年3月20日 （老犯　高齢者犯罪の実情＠大分：３）昔の恋人に立腹「殺す」　／大分県 朝刊
17 2009年3月21日 （老犯　高齢者犯罪の実情＠大分：４）一人で母介護、苦悩頂点　／大分県 朝刊
18 2009年3月23日 （老犯　高齢者犯罪の実情＠大分：番外編）「暴走老人！」著者・藤原智美さん／大分県 朝刊
19 2010年2月19日 （ブックマーク）犯罪学、一般向けに入門書　浜井浩一・龍谷大院教授が出版　／京都府 朝刊
20 2012年6月26日 「犯罪や非行防止へ生活基盤の確保を」　知事に県保護司会連会長　／長野県 朝刊
21 2013年8月9日 急増・暴走する団塊世代＆老人の兆候　暴力事件は２０年前の５０倍 週刊
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第５節 確信犯説 
確信犯説については公のデータが存在しない。科学的な検証に応えるデータ
収集は困難を極める。そして聞き取り調査をしても、その質的データは論拠と
しての使用が許されないことが殆どである。警察関係者や加害者および犯罪被
害者の方々から断片的に聞き取ることができる事実が論拠となるが、関係者た
ちは一様に公表されることを拒む傾向がある。 
高齢加害者の中には、高齢者ゆえに罰せられることはないと確信犯的に罪を
犯す者がいるという。例えば、万引きが発覚しても涙で謝罪すれば見逃しても
らえるだろう。たとえ暴力事件を起こして警察に連行されても持病があるとか、
その場で体調が悪くなったと言えば拘留されないで済むと計算している高齢者
もいる。刑事に話を聞くと 80 歳以上の高齢者が警察署で拘留中に体調が悪化し
た場合、その責任追及をされると困るために重罪犯でない限りは高齢者を拘留
しないようにしていると言う。 
検察に送検されても罰金や起訴猶予になるから痛くも痒くもない。刑務所に
入っても長期間にはならないし高齢者ゆえに配慮をしてもらえる。罪が発覚し
たら運が悪いだけ、失う地位も名誉も家族もないと考えて開き直る高齢者が存
在する。悪質な高齢者が一部に存在して確信犯を重ねているのも事実である。 
当事者による話を裏づける通り、一般刑法犯、傷害・暴行、窃盗事件では図
５の通り、65 歳以上の高齢者が起訴猶予になる率が有意に高い比率を示してい
る。一般刑法犯では、50 歳から 64 歳までの起訴猶予率は 45.1％だが 65 歳以上
になると 59.4％にまで上昇する。窃盗では 50 歳から 64 歳までは 44.6％だが、
65 歳以降は 62.4％である。20 歳代と高齢者とを比較するとその開きはさらに広
がる。 
 
図５：犯罪種別にみた高齢者の高い起訴猶予率 
出典：2008 年版『犯罪白書』（原資料は『検察統計年鑑』2008 年データ）より作成。 
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確信犯による犯罪者と認知症による万引き犯との峻別は、現場の被害者と警
察官と検察官に委ねられている。それを判断する知識も基準も整えられている
とは言えない状況にある。担当者らは精神分析や医学的知識の専門家ではない
ため、認知症高齢者による万引きなのか悪質高齢者による万引きなのかを判断
する基準は極めて恣意的にならざるを得ない状況である。時代の変化に即応し
て専門的知識と訓練を受けた担当者の養成が必要である。 
 
第６節 コーホート（犯罪多発世代）説 
１．コーホート（犯罪多発世代）説とは 
1940 年から 1946 年生まれの世代は、少年期には少年犯罪、中年期には中年
犯罪、高齢期には高齢者犯罪の担い手であり、特定の出生コーホートに犯罪が
多いとする説である。 
図３で観た通り、1944 年以降の少年凶悪犯の推移をみると、1959 年が最多
であった。この年に少年である 14 歳から 19 歳のコーホートは、1940 年から
1945 年生まれである。未成年凶悪犯の最多年は翌年の 1960 年である。それゆ
え、もう１年分を加えて 1940 年から 1946 年生まれを「犯罪多発世代」と命名
した。 
 
２．コーホート分析 
（１）コーホートとは 
コーホート（cohort）はコホート、コウホートと表記されることもある。英語
の発音ではコホートの方が近いが、辞典類ではコーホートと表記されることが
多い。例えば、有斐閣の『新社会学辞典』にはコーホートとある（中村 1993：
471b）。本稿ではコーホートと表記する。 
コーホートとは、共通の出来事を同時代に経験した人々の集団である。コー
ホートは人口統計学の用語である。語源は、古代ローマの軍隊の歩兵隊を意味
するラテン語から来ている。歩兵隊の人々が一団・一群となって同じ時間と空
間を進むイメージであり、仲間・同僚という意味でも使われる。世代とほぼ同
じ概念である。本稿では、犯罪コーホートを犯罪多発世代、団塊ジュニア・コ
ーホートを団塊ジュニア世代と表記する。 
 
（２）コーホート分析の手法 
コーホート分析は出生コーホートを加齢の軌道に添って考察していく手法で
ある。コーホート分析では、1940 年に 14 歳の人は、1941 年には 15 歳、1942
年には16歳と１年経過する毎に１歳加齢するため年齢表をスライドさせて単年
度ごとの統計データを繋ぎ合わせて考察することで、同じ出生コーホートの
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人々のライフコースを再構築することが可能になる。犯罪多発世代と団塊ジュ
ニア世代の加齢表（表６と表７）とを参照しながらページを進めて頂きたい。 
表６：犯罪多発世代の加齢表 
年号 単位：人
西暦
少年検
挙人数
10万
人中
少年
凶悪犯
100万
人中
成人検
挙人数
10万
人中
成人
凶悪犯
100万
人中
人口
1940
年
1941
年
1942
年
1943
年
1944
年
1945
年
1946
年
人生段階
1940年 1,114 15 71,933,000 0
1941年 52,709 1,054 281,708 3,906 1 0
1942年 66,588 1,073 232,807 4,224 2 1 0
1943年 61,366 1,010 285,343 4,050 3 2 1 0
1944年 75,272 103 1,048 14 235,679 323 3,727 51 73,064,000 4 3 2 1 0
1945年 54,497 76 896 12 188,148 261 3,184 44 71,998,000 5 4 3 2 1 0
1946年 111,790 153 3,574 49 333,694 456 13,751 188 73,114,000 6 5 4 3 2 1 0
1947年 104,829 134 3,481 45 354,510 454 15,004 192 78,101,000 7 6 5 4 3 2 1
1948年 124,836 156 4,864 61 425,704 532 18,986 237 80,002,000 8 7 6 5 4 3 2
1949年 131,916 161 4,529 55 453,412 554 17,304 212 81,773,000 9 8 7 6 5 4 3
1950年 158,426 190 4,958 60 458,297 551 17,079 205 83,200,000 10 9 8 7 6 5 4
1951年 166,433 197 4,332 51 452,602 535 14,981 177 84,573,000 11 10 9 8 7 6 5
1952年 143,247 167 4,427 52 432,605 504 15,085 176 85,852,000 12 11 10 9 8 7 6
1953年 126,097 145 3,631 42 421,453 484 13,335 153 87,033,000 13 12 11 10 9 8 7
1954年 120,413 136 4,367 49 419,376 475 14,812 168 88,293,000 14 13 12 11 10 9 8
1955年 121,753 136 4,571 51 437,104 490 15,735 176 89,276,000 15 14 13 12 11 10 9
1956年 100,758 112 4,479 50 427,192 473 14,109 156 90,259,000 16 15 14 13 12 11 10
1957年 114,302 125 5,465 60 430,255 472 14,449 159 91,088,000 17 16 15 14 13 12 11
1958年 124,379 135 7,495 81 420,893 457 18,581 202 92,010,000 18 17 16 15 14 13 12
1959年 139,618 150 7,684 83 417,455 449 17,925 193 92,973,000 19 18 17 16 15 14 13
1960年 147,899 158 7,504 80 413,565 443 17,453 187 93,419,000 20 19 18 17 16 15 14
1961年 158,884 169 7,136 76 422,430 448 16,943 180 94,285,000 21 20 19 18 17 16 15
1962年 162,941 171 6,525 69 406,925 428 15,372 162 95,178,000 22 21 20 19 18 17 16
1963年 174,351 181 6,397 67 432,298 450 15,167 158 96,156,000 23 22 21 20 19 18 17
1964年 190,442 196 6,596 68 488,080 502 15,676 161 97,186,000 24 23 22 21 20 19 18
1965年 190,864 194 6,757 69 515,963 525 15,658 159 98,275,000 25 24 23 22 21 20 19
1966年 192,189 194 6,615 67 547,866 553 14,987 151 99,054,000 26 25 24 23 22 21 20
1967年 184,594 184 5,725 57 617,984 616 14,045 140 100,243,000 27 26 25 24 23 22 21
1968年 188,672 186 4,899 48 734,819 725 13,662 135 101,408,000 28 27 26 25 24 23 22
1969年 187,029 182 4,175 41 812,952 792 13,471 131 102,648,000 29 28 27 26 25 24 23
1970年 190,216 183 3,619 35 883,254 852 12,235 118 103,720,000 30 29 28 27 26 25 24
1971年 180,709 172 3,338 32 845,590 805 12,362 118 105,014,000 31 30 29 28 27 26 25
1972年 162,312 151 2,848 27 814,394 759 10,849 101 107,332,000 32 31 30 29 28 27 26
1973年 163,551 150 2,404 22 767,778 706 9,679 89 108,710,000 33 32 31 30 29 28 27
1974年 162,585 148 2,361 21 689,787 627 9,214 84 110,049,000 34 33 32 31 30 29 28
1975年 161,374 144 2,250 20 668,802 597 9,213 82 111,940,000 35 34 33 32 31 30 29
1976年 159,488 141 1,801 16 671,229 594 8,428 75 113,089,000 36 35 34 33 32 31 30
1977年 162,572 142 1,646 14 659,747 578 7,781 68 114,154,000 37 36 35 34 33 32 31
1978年 183,177 159 1,656 14 660,361 573 7,411 64 115,174,000 38 37 36 35 34 33 32
1979年 191,611 165 1,718 15 648,722 559 7,350 63 116,133,000 39 38 37 36 35 34 33
1980年 215,886 184 1,930 16 653,958 559 7,239 62 117,060,000 40 39 38 37 36 35 34
1981年 236,009 200 2,015 17 668,634 567 7,516 64 117,884,000 41 40 39 38 37 36 35
1982年 244,902 206 1,879 16 699,149 589 7,257 61 118,693,000 42 41 40 39 38 37 36
1983年 252,587 211 1,707 14 710,957 595 6,851 57 119,483,000 43 42 41 40 39 38 37
1984年 245,377 204 1,645 14 715,986 595 6,735 56 120,235,000 44 43 42 41 40 39 38
1985年 248,073 205 1,425 12 722,296 597 6,268 52 121,049,000 45 44 43 42 41 40 39
1986年 242,487 199 1,522 13 725,510 596 6,007 49 121,672,000 46 45 44 43 42 41 40
1987年 248,410 203 1,318 11 735,521 602 5,802 47 122,264,000 47 46 45 44 43 42 41
1988年 254,898 208 1,248 10 733,886 598 5,279 43 122,783,000 48 47 46 45 44 43 42
1989年 230,087 187 1,225 10 704,107 571 4,736 38 123,255,000 49 48 47 46 45 44 43
1990年 215,962 175 1,078 9 683,688 553 4,723 38 123,611,000 50 49 48 47 46 45 44
1991年 208,790 168 1,152 9 690,233 556 4,687 38 124,043,000 51 50 49 48 47 46 45
1992年 191,863 154 1,178 9 731,090 587 4,709 38 124,452,000 52 51 50 49 48 47 46
1993年 186,208 149 1,144 9 772,267 619 5,190 42 124,764,000 53 52 51 50 49 48 47
1994年 178,026 142 1,382 11 796,132 637 5,526 44 125,034,000 54 53 52 51 50 49 48
1995年 170,420 136 1,291 10 799,759 637 5,309 42 125,570,000 55 54 53 52 51 50 49
1996年 173,206 138 1,496 12 806,069 640 5,459 43 125,864,000 56 55 54 53 52 51 50
1997年 189,504 150 2,263 18 767,956 609 6,633 53 126,166,000 57 56 55 54 53 52 51
1998年 194,505 154 2,197 17 812,299 642 6,949 55 126,486,000 58 57 56 55 54 53 52
1999年 179,323 142 2,237 18 900,784 711 7,217 57 126,686,000 59 58 57 56 55 54 53
2000年 172,783 136 2,120 17 987,359 778 7,488 59 126,926,000 60 59 58 57 56 55 54
2001年 178,872 141 2,127 17 1,017,025 799 7,490 59 127,291,000 61 60 59 58 57 56 55
2002年 181,940 143 1,986 16 1,037,624 814 7,726 61 127,435,000 62 61 60 59 58 57 56
2003年 182,145 143 2,212 17 1,087,640 852 8,362 66 127,619,000 63 62 61 60 59 58 57
2004年 172,885 135 1,584 12 1,116,531 874 7,519 59 127,687,000 64 63 62 61 60 59 58
2005年 158,453 124 1,441 11 1,120,026 877 7,047 55 127,768,000 65 64 63 62 61 60 59
2006年 145,433 114 1,170 9 1,095,925 858 6,459 51 127,770,000 66 65 64 63 62 61 60
2007年 132,003 103 1,042 8 1,052,333 824 5,923 46 127,771,000 67 66 65 64 63 62 61
2008年 116,847 92 956 7 965,108 756 5,634 44 127,692,000 68 67 66 65 64 63 62
2009年 114,565 90 949 7 937,273 735 5,654 44 127,510,000 69 68 67 66 65 64 63
2010年 109,461 85 783 6 919,656 718 5,021 39 128,057,000 70 69 68 67 66 65 64
2011年 99,473 78 785 6 886,595 694 4,786 37 127,799,000 71 70 69 68 67 66 65
2012年 87,153 68 836 7 852,673 669 4,779 37 127,515,000 72 71 70 69 68 67 66
2013年 127,298,000 73 72 71 70 69 68 67
2014年 74 73 72 71 70 69 68
出生年の単位：歳（年齢）【少年】単位：人 【成人】単位：人
子ども期
中年期
少年期
青年期
成人期
高齢期
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表７：団塊ジュニア世代の加齢表 
年号 単位：人
西暦
少年検
挙人数
10万
人中
少年
凶悪犯
100万
人中
成人検
挙人数
10万
人中
成人
凶悪犯
100万
人中
人口
1970
年
1971
年
1972
年
1973
年
1974
年
1975
年
1976
年
人生段階
1970年 190,216 183 3,619 35 883,254 852 12,235 118 103,720,000 0
1971年 180,709 172 3,338 32 845,590 805 12,362 118 105,014,000 1 0
1972年 162,312 151 2,848 27 814,394 759 10,849 101 107,332,000 2 1 0
1973年 163,551 150 2,404 22 767,778 706 9,679 89 108,710,000 3 2 1 0
1974年 162,585 148 2,361 21 689,787 627 9,214 84 110,049,000 4 3 2 1 0
1975年 161,374 144 2,250 20 668,802 597 9,213 82 111,940,000 5 4 3 2 1 0
1976年 159,488 141 1,801 16 671,229 594 8,428 75 113,089,000 6 5 4 3 2 1 0
1977年 162,572 142 1,646 14 659,747 578 7,781 68 114,154,000 7 6 5 4 3 2 1
1978年 183,177 159 1,656 14 660,361 573 7,411 64 115,174,000 8 7 6 5 4 3 2
1979年 191,611 165 1,718 15 648,722 559 7,350 63 116,133,000 9 8 7 6 5 4 3
1980年 215,886 184 1,930 16 653,958 559 7,239 62 117,060,000 10 9 8 7 6 5 4
1981年 236,009 200 2,015 17 668,634 567 7,516 64 117,884,000 11 10 9 8 7 6 5
1982年 244,902 206 1,879 16 699,149 589 7,257 61 118,693,000 12 11 10 9 8 7 6
1983年 252,587 211 1,707 14 710,957 595 6,851 57 119,483,000 13 12 11 10 9 8 7
1984年 245,377 204 1,645 14 715,986 595 6,735 56 120,235,000 14 13 12 11 10 9 8
1985年 248,073 205 1,425 12 722,296 597 6,268 52 121,049,000 15 14 13 12 11 10 9
1986年 242,487 199 1,522 13 725,510 596 6,007 49 121,672,000 16 15 14 13 12 11 10
1987年 248,410 203 1,318 11 735,521 602 5,802 47 122,264,000 17 16 15 14 13 12 11
1988年 254,898 208 1,248 10 733,886 598 5,279 43 122,783,000 18 17 16 15 14 13 12
1989年 230,087 187 1,225 10 704,107 571 4,736 38 123,255,000 19 18 17 16 15 14 13
1990年 215,962 175 1,078 9 683,688 553 4,723 38 123,611,000 20 19 18 17 16 15 14
1991年 208,790 168 1,152 9 690,233 556 4,687 38 124,043,000 21 20 19 18 17 16 15
1992年 191,863 154 1,178 9 731,090 587 4,709 38 124,452,000 22 21 20 19 18 17 16
1993年 186,208 149 1,144 9 772,267 619 5,190 42 124,764,000 23 22 21 20 19 18 17
1994年 178,026 142 1,382 11 796,132 637 5,526 44 125,034,000 24 23 22 21 20 19 18
1995年 170,420 136 1,291 10 799,759 637 5,309 42 125,570,000 25 24 23 22 21 20 19
1996年 173,206 138 1,496 12 806,069 640 5,459 43 125,864,000 26 25 24 23 22 21 20
1997年 189,504 150 2,263 18 767,956 609 6,633 53 126,166,000 27 26 25 24 23 22 21
1998年 194,505 154 2,197 17 812,299 642 6,949 55 126,486,000 28 27 26 25 24 23 22
1999年 179,323 142 2,237 18 900,784 711 7,217 57 126,686,000 29 28 27 26 25 24 23
2000年 172,783 136 2,120 17 987,359 778 7,488 59 126,926,000 30 29 28 27 26 25 24
2001年 178,872 141 2,127 17 1,017,025 799 7,490 59 127,291,000 31 30 29 28 27 26 25
2002年 181,940 143 1,986 16 1,037,624 814 7,726 61 127,435,000 32 31 30 29 28 27 26
2003年 182,145 143 2,212 17 1,087,640 852 8,362 66 127,619,000 33 32 31 30 29 28 27
2004年 172,885 135 1,584 12 1,116,531 874 7,519 59 127,687,000 34 33 32 31 30 29 28
2005年 158,453 124 1,441 11 1,120,026 877 7,047 55 127,768,000 35 34 33 32 31 30 29
2006年 145,433 114 1,170 9 1,095,925 858 6,459 51 127,770,000 36 35 34 33 32 31 30
2007年 132,003 103 1,042 8 1,052,333 824 5,923 46 127,771,000 37 36 35 34 33 32 31
2008年 116,847 92 956 7 965,108 756 5,634 44 127,692,000 38 37 36 35 34 33 32
2009年 114,565 90 949 7 937,273 735 5,654 44 127,510,000 39 38 37 36 35 34 33
2010年 109,461 85 783 6 919,656 718 5,021 39 128,057,000 40 39 38 37 36 35 34
2011年 99,473 78 785 6 886,595 694 4,786 37 127,799,000 41 40 39 38 37 36 35
2012年 87,153 68 836 7 852,673 669 4,779 37 127,515,000 42 41 40 39 38 37 36
2013年 127,298,000 43 42 41 40 39 38 37
2014年 44 43 42 41 40 39 38
2015年 45 44 43 42 41 40 39
2016年 46 45 44 43 42 41 40
2017年 47 46 45 44 43 42 41
2018年 48 47 46 45 44 43 42
2019年 49 48 47 46 45 44 43
2020年 50 49 48 47 46 45 44
2021年 51 50 49 48 47 46 45
2022年 52 51 50 49 48 47 46
2023年 53 52 51 50 49 48 47
2024年 54 53 52 51 50 49 48
2025年 55 54 53 52 51 50 49
2026年 56 55 54 53 52 51 50
2027年 57 56 55 54 53 52 51
2028年 58 57 56 55 54 53 52
2029年 59 58 57 56 55 54 53
2030年 60 59 58 57 56 55 54
2031年 61 60 59 58 57 56 55
2032年 62 61 60 59 58 57 56
2033年 63 62 61 60 59 58 57
2034年 64 63 62 61 60 59 58
2035年 65 64 63 62 61 60 59
2036年 66 65 64 63 62 61 60
2037年 67 66 65 64 63 62 61
2038年 68 67 66 65 64 63 62
2039年 69 68 67 66 65 64 63
2040年 70 69 68 67 66 65 64
2041年 71 70 69 68 67 66 65
2042年 72 71 70 69 68 67 66
2043年 73 72 71 70 69 68 67
2044年 74 73 72 71 70 69 68
【少年】単位：人 【成人】単位：人
高齢期
出生年の単位：歳（年齢）
少年期
青年期
成人期
中年期
子ども期
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表６と表７の出典：刑法犯データは、総務省統計局・政策統括官・統計研修所「第 28 章 司
法・警察」と『平成 25 年版 犯罪白書』より作成。 
人口データは、総務省統計局「第４表   年齢（各歳），男女別人口（各年 10 月 1 日現在）
－総人口（大正 9 年～平成 12 年）&（平成 12 年～22 年）」および 2011 年から 2013 年
は総務省統計局「人口推計（平成 25 年 10 月 1 日現在）結果の要約」より抜粋。 
備考：凶悪犯は、殺人、強盗、放火、強姦の４種を合計した数値である。少年補導・検挙
の列は、犯行時に 14 歳から 19 歳までの一般刑法犯の人数である。少年補導・検挙者数
の 1940 年と少年凶悪犯の 1940 年から 1947 年までは、14 歳未満の者による触法行為数
を含んでいる。 
 
（３）３つの効果－①コーホート効果、②時代効果、③加齢効果 
 コーホート分析では、コーホート効果、時代効果、加齢（年齢）効果という
３つの効果を検証する。コーホート効果とは、同じコーホートに属する人々の
ライフコースが、そのコーホートに特有な性質を帯びることであり、そのコー
ホートに特徴的な性質をいう。時代効果とは、自然・社会環境により社会の成
員全体に及ぶ影響要因であり時代が個人に及ぼす影響のことをいう。加齢（年
齢）効果とは、時代やコーホート（同時出生集団）によらず社会の各成員に共
通して生起する影響要因、加齢による影響をいう。 
 
３．犯罪多発世代の少年期から成人期への移行 
 データから事実確認をする。表６は 1940 年生まれから 1946 年生まれの人が、
何年に何歳であったから分かる早見表である。このコーホートの早見表と同時
に「図６：1946～2012 年の未成年凶悪犯罪の推移」と「図７：犯罪認知件数（20
歳以上）の長期推移」とを比較して頂きたい。 
 
図６：1946～2012 年の未成年凶悪犯罪の推移              （単位：人） 
少年最多1959年7,750人→
未成年最多1960年8,212人
未成年最少2010年886人
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出典：各年の『警察白書』より作成。 
備考：少年犯罪の少年とは 14～19 歳を意味する。13 歳以下は刑法では裁かれない触法少
年というカテゴリーとして区分される。どちらも未成年である。図６の 19歳以下は、
少年と触法少年とを合算した人数である。 
 
 表６と図６とを照合すれば、犯罪コーホートの人々が少年期の時期には、1959
年と 1960 年に少年犯罪のピークを迎えていることが確認できる。1966 年には
加齢して全員が 20 歳以上となった。すると今度は成人の犯罪認知件数（図７と
図８）が、1966 年 1,590,681 件、1967 年 1,603,471 件、1968 年 1,742,479 件、
1969 年 1,848,740 件、1970 年 1,932,401 件と急増する。1967 年から 1968 年
にかけては、１年間で 139,008 件も急激に増加している。 
他方で、少年の凶悪犯罪は急激に減少している（図６と図９）。少年の凶悪犯
罪は、1966 年 6,615 件、1967 年 5,725 件、1968 年 4,899 件、1969 年 4,175
件、1970 年 3,619 件である。つまり、このコーホートが少年期から離脱するの
に伴い少年犯罪は減少し、成人期に移行するのに伴い成人期での犯罪認知件数
が増加していることがわかる。 
 
図７：犯罪認知件数（20 歳以上）の長期推移 
出典：総務省統計局・政策統括官・統計研修所「第 28 章 司法・警察－28-01 刑法犯の罪名
別認知及び検挙件数（大正 13 年～平成 16 年）」および 2004 年以降のデータは、警
察庁「第１/刑法犯/総括/１罪種・態様別認知・検挙件数及び検挙人員」『平成 24 年の
犯罪』p.98 より引用のうえ作成。 
原資料：警察庁「犯罪統計書」（刊行物）警察庁「捜査活動に関する統計等」 
1968年から増加：1,742,479件
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図８：成人犯罪の認知件数と検挙件数        図９：少年凶悪犯罪の推移 
出典：各年の『警察白書』より作成。        出典：各年の『警察白書』より作成。 
 
４．犯罪多発世代の中年期でみられる犯罪の増加 
 1991 年から 2004 年までは、犯罪コーホート全員が 45 歳から 64 歳までの中
年期に該当する年齢層に属する期間である（表６）。刑法犯の検挙者数は、犯罪
多発世代が 24 歳から 30 歳までに該当する 1970 年に戦後のピーク（1,362,692
件）を迎えた。その後は低下傾向にあったが、1980 年（34～40 歳）から 1988
年（42～48 歳）まで増加傾向に転じた。この後３年間、検挙件数は若干減少し
たが認知件数は増加傾向であった。その後はどちらも増加傾向の一途を辿り、
認知件数では 2002 年にピーク（3,693,928 件）を記録し、検挙件数では 2004
年にピーク（1,532,459 件）を記録している。どちらのピークも犯罪多発世代が
中年期の時期である。 
1990 年データを扱う 1991 年版『犯罪白書』では、40 歳以上の中高年齢層の
犯罪比率が上昇傾向にある点を指摘している。1990 年は 1959 年に少年と類型
化されたコーホートが全員 45 歳以上の中年期に入った年である。データは犯罪
コーホート説を裏づけている。それにもかかわらず、同白書「第 2 章 高齢化社
会と犯罪の動向－第 1 節 犯罪の動向」では、高齢社会に直面した高齢者を加害
者ではなく被害者として取りあげており、犯罪多発世代の特異性に気づいてい
るとは思えない。 
『犯罪白書』では相変わらず少年犯罪の項目を設けて動向を詳述しているが、
沸き上がるような増加を示しているのは成人層の犯罪であり、犯罪多発世代の
加齢に照応して中年犯罪、高齢者犯罪が増加している事実は見てきたとおりで
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ある。しかし、犯罪多発世代にみるコーホート説は生得（遺伝）説とも受け止
められかねない学説であり、あくまで統計上の有意な数値傾向であるという慎
重論を保っておきたい。 
 
５．なぜ犯罪多発世代が誕生したのか 
（１）戦争体験によるトラウマ 
 高齢者犯罪が増加したのは、この犯罪多発世代が高齢期に移行する以前の
1991 年以降である。1991 年２月はバブル経済が弾けたとされる時期である。
以後、長引く不況と景気が回復しても一般サラリーマンの給与水準は低下傾向
を持続中という低迷時代が続いている。経済要因、社会的な孤立要因、長寿化
による健康要因などが、高齢者の一部を犯罪加害者へと後押ししたと言うこと
ができるだろう。加えて犯罪多発世代が高齢期へと移行することで、さらに加
速をつけたと解釈することができる。 
 犯罪社会学者である福島章（上智大学名誉教授）曰く「高齢者の犯罪が多い
のは、悲惨な戦争体験のトラウマが影響しているのではないか。統計的にも、
戦後の安定期に生まれた世代の犯罪率は低くなっている。また、高齢になって
も、体力的に元気な人が増えたことも一因だろう」と分析している（福島 2006）。
福島の分析は示唆に富んでいるが、犯罪多発世代の受刑者と非犯罪経験者とに
区分してその両方から聞き取り調査などをして検証するまでは科学的な知見と
は言うことができないであろう。今後の研究課題である。 
 
（２）エルダーのオークランドとバークレイ・コーホートの知見 
 エルダーは、アメリカのカリフォルニア州のオークランドとバークリーとの
２つのコーホートのライフコースを比較分析している。その知見では、1929 年
に生起した世界大恐慌の時、年長だったオークランド世代と年少だったバーク
リー世代の成人期以降の生活は対照的なものであったという。 
 世界大恐慌は家計経済に打撃を与えた。年長のオークランド世代は、家計を
助けるために仕事をして勉学に支障を来す人が多かった。他方で、世界大恐慌
の時期は幼少期にあたりその記憶が殆どないはずのバークリー世代の方が、成
人期以降に不安定な人格形成や夫妻関係、仕事キャリアを重ねる人が多かった。
その要因は、幼少期のトラウマやストレスが成人期以降の長期＝ライフコース
全般にわたって影響を及ぼしたことが検証されている。 
 
（３）日本人の犯罪多発世代とアメリカのバークリー世代による示唆 
 日本人の場合には、第二次世界大戦の混乱期に幼少期を過ごした犯罪多発世
代がバークリー世代と重なる。同様のリスクを抱える世代が今日の日本社会で
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も誕生している。日本では 2011 年３月 11 日に東日本大震災が生起した。そこ
では少なからず震災孤児になった子どもがいる。また、親・きょうだいなどの
家族を失った子どもも多い。親が失職して住み慣れた家を失い以前の生活とは
ほど遠い難儀な生活をしている子もいるであろう。 
 震災当時、物心がついて判断力と状況を理解して受け入れる力のある中学生
以上の子どもたちは、同じく辛い経験をしても乗り越えられる可能性が高い。
ところが、若い幼少期のライフステージだった子ども（特に小学生以前の子）
は違ったのではなかろうか。苦難を乗り越えられなかった子どもの心の問題や
癒えない傷の諸症状は、これから深刻になる時期である。 
 研究の知見を日常生活へと応用できるのであれば、まさに今、サポートを必
要としている子どもへのケアを集中的に意識して行う必要があるということで
あろう。 
 
第７節 犯罪多発世代の少年期 
 本節では、犯罪多発世代が少年期の時期に犯罪が多いか否かを検証する。比
較するために、人口の塊世代である団塊世代と団塊ジュニア世代を含めたコー
ホートを分析している。これらの世代の少年期における補導・検挙人数の推移
を３つの視点から比較分析する。１つ目は実数、２つ目は各年齢層を母集団と
した人数、３つ目は人口 10 万人あたりの人数である。少年期の犯罪という１つ
の現象を多角的に比較分析することで特徴を浮き彫りにすることが可能になる。 
 
１．犯罪多発世代を公表データからコーホート分析を実施するうえでの問題点 
この説を検証するためにはコーホート分析をする必要がある。犯罪多発世代
のコーホートが、加齢に伴い他世代よりも犯罪率が高いことをデータで示す必
要がある。しかし、犯罪データは年齢層ごとでしか公開されておらず、一個人
では入手不可能であることが分かった。また、高齢者犯罪という高齢者は 65 歳
以上をさすために高齢者のコーホート分析も不可能であった。法務省にはデー
タとしては存在しているものが非公表のため利用不可能である点は残念な限り
である。そこで公表されているデータの中で分析可能なのは少年期のみであっ
た。少年期のデータは２年区切りである公開されているために、コーホート分
析を行うことが可能であった。 
分析の結果、犯罪多発世代は検挙件数では他世代と比して多くはない。この
点を論拠として犯罪多発世代など存在しないという研究者も居る。しかし、少
年期の凶悪犯罪に限ると他世代と比して、特段に多くなっていることが析出さ
れた。 
中年期および高齢期のコーホート分析を行うためには、法務省がデータを公
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図 10：実数からみた補導・検挙者数の推移（単位：人） 
出典：統計局ホームページ「28-3 一般刑法犯犯罪少年
の罪名，年齢別検挙及び補導人員（昭和 11 年～平成
16 年）」より作成。 
開しない限りにおいては不可能である。 
 
２．実数からみた補導・検挙人数の推移 
 図 10 から補導・検挙
者数は、犯罪多発世代よ
りも団塊世代と団塊ジュ
ニア世代の方が若年ほど
圧倒的に上回ることが読
み取れる。このデータか
らは犯罪多発世代の少年
期の犯罪が多いという仮
説は否定されることにな
る。とりわけ犯罪多発世
代よりも団塊世代の方が、
検挙者数が上回る点は意
外な結果であった。一方
で、犯罪多発世代では加
齢に伴い補導・検挙者数が増加傾向にあるのに対して、団塊ジュニア世代では
逆に加齢に伴い減少傾向にある。 
両世代の増減傾向は対照的である。この数値の背景には、犯罪多発世代は学
生運動、安保闘争、団塊ジュニア世代では学校でのいじめ問題や校内暴食、暴
走族などが社会問題化していた時代背景が推察される。 
 
３．各年齢層を母集団としてみた補導および検挙人数の推移 
 同じ補導および検挙人数を各コーホートの年齢層内における人口１万人あた
りの人数に変換する（図 11）13。母集団の設定の仕方次第で、アウトプットさ
                                                   
13 人口１万人あたりの人数にデータを変換する際の基礎データを示す。補導・検挙人数を
当該年齢の人口データを並べてその比率を計算すると以下の比率データを算出できる。 
注表１：当該年齢層を母集団にしてみた補導・検挙者数の推移 （単位：人） 
 
出典：総務省統計局「28-3 一般刑法犯犯罪少年の罪名，年齢別検挙及び補導人員（昭和 11
水準
出生コーホート 14,15歳 16,17歳 18,19歳 14,15歳 16,17歳 18,19歳 14,15歳 16,17歳 18,19歳
1941年1942年 56 112 114 22,316 44,114 44,114 3,960,000 3,951,000 3,856,000
1943年1944年 75 131 154 29,260 50,558 59,237 3,905,000 3,846,000 3,836,000
1945年1946年 138 139 178 43,089 43,089 55,108 3,114,000 3,107,000 3,103,000
1947年1948年 126 145 162 60,615 69,451 76,468 4,795,000 4,791,000 4,716,000
1971年1972年 242 174 57 97,126 69,800 22,693 4,013,000 4,006,000 4,004,000
1973年1974年 234 141 64 96,019 58,034 26,052 4,105,000 4,103,000 4,101,000
1975年1976年 195 134 68 73,441 50,483 25,423 3,773,000 3,767,000 3,766,000
比率（１万人当たりの人数） 補導・検挙人員（人数） 年齢層の人口推計値（人数）
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れるデータの印象が変化して
くることを読み取ることがで
きる。 
 例えば、中国では富裕層が
１割程度だと言った場合に少
ないと思うかもしれないが、
中国の人口は約 13 億 7000 万
人であり、その１割は日本国
人口の約１億３千万人弱を上
回る人口規模となる。中国人
富裕層が日本へ旅行で訪れる
と莫大な経済効果が期待でき
ることが推察できるのと同じ
構図である。実数で見るのか、
当該集団内での比率でみるのかは、その都度、見極める必要がある。当該年齢
層だけを母集団にしてみると誤解する恐れもある。 
 実際に所属する年齢層を母集団として、その年齢層のどれぐらいの人が補
導・検挙されているのかを考察すると 14 歳から 17 歳までは、犯罪多発世代よ
りも団塊ジュニア世代の方が突出して多く見える。人口の塊世代である団塊世
代は目立たなくなる。ただし出生コーホートごとに当該の年齢層の中での補
導・検挙率を見ると、世代ごとに特色がある点は浮き彫りになる。各年齢層と
もに多い世代は多い水準、少ない世代は少ない水準で推移する。犯罪多発世代
は増加傾向、団塊ジュニア世代は減少傾向である。このデータからも、犯罪多
発世代説を実証することはできない。 
 
４．人口 10万人あたりの人数でみた補導・検挙人数の推移 
同じデータを人口 10 万人あたりの人数に変換してみると図 12 になる。人口
母集団のサイズを均一にした人口 10 万人あたりの視点からみると、犯罪多発世
代は、突出して補導・検挙者数が多いとは言えないと見える。ただし、実数か
らみえる印象とは異なり、両世代において人口 10 万人あたりに占める補導・検
挙者数の人数に大きな開きは見られなくなった。両世代で対照的なのは、加齢
と共に、犯罪多発世代は増加傾向、団塊ジュニア世代は減少傾向である。ここ
                                                                                                                                                     
年～平成 16 年）」および「第４表 年齢（各歳），男女別人口（各年 10 月 1 日現在）－総人
口（大正 9 年～平成 12 年）」より作成。 
備考：人口元データは、単位が千人であるのに加えて推計値であるために、実際の国勢調
査データとは多少のズレが生じている。母集団規模を揃えるために国勢調査ではなく総務
省統計局のデータを使用している。 
50
70
90
110
130
150
170
190
210
230
250
14,15歳 16,17歳 18,19歳
1941年1942年
1943年1944年
1945年1946年
1947年1948年
1971年1972年
1973年1974年
1975年1976年
図 11：各年齢層を母集団としてみた補導・検挙者数
の推移（単位：人） 
出典：注表１と同じ。 
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出生コーホート 14,15歳 16,17歳 18,19歳
1941年1942年 25 48 47
1943年1944年 32 54 62
1945年1946年 46 45 57
1947年1948年 64 71 77
1971年1972年 80 57 18
1973年1974年 78 47 21
1975年1976年 59 41 20
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でも犯罪多発世代よりも団塊世代の方が、人口比での補導・検挙者が多い。 
 
このような分析に基づいて、別に犯罪多発世代の犯罪率は多くないと結論づ
ける論文も散見する。例えば、高齢者犯罪を取りあげた数少ない論文の１つで
ある矯正協会附属中央研究所14の藤野京子による「公式統計からみた年齢と犯罪
の関係について」論文では、検挙者数データを論拠として「概して 60 歳以上の
犯罪者数は、他の年齢層に比べて低い」（83 頁）、「60 歳以上の犯罪者数に対す
る人口比は、近年上昇しているとは言えない」（84 頁）と述べている（藤野 1994）。 
筆者は別の要因があり、何かに事実が埋もれて現実を見えなくしていると推
察する。単に検挙者の件数や人数といった表層を観察するに留まらず、犯罪の
中身・種類を考察する必要があるのはないだろうかと考えた。各世代によって
犯罪の特色が異なるのではないか。各世代に共通しているのは、軽い犯罪が多
数を占めており、警察による検挙方針によっても、どの類の犯罪が重点的に摘
発されるのかは、時代や社会背景によって異なるであろう。例えば、時代によ
っては、団塊ジュニアでは、校内暴力や暴走族関係で一過性の犯罪タイプが多
く、成人期移行へは影響しないタイプが多いのではないかと推察する。また窃
盗では、駅前に置いてある自転車を泥棒するタイプの類が多いと推察する。 
 
５．実数からみた凶悪犯人数の推移 
本項では、少年期における凶悪犯の推移を考察する。犯罪多発世代の特質の
                                                   
14 矯正協会は、1888 年に創立された大日本監獄協会を前身として、犯罪と非行の矯正行政
に携わる機関である。矯正協会附属中央研究所の『中央研究所紀要』は、1991 年の第１号
から 2010 年の第 20 号までの間に 106 本の原稿が掲載されているが、高齢者犯罪を取りあ
げた論文は３本（2.8％）のみであった。他方で、タイトルに少年という用語が入っている
論文は 55 本（51.9％）であった。1990 年代以降は高齢者犯罪が増加傾向を示しているに
もかかわらず、研究テーマとしては殆ど着目されてこなかったことが浮き彫りになる。 
図 12 表８：人口 10 万人あたりの補導・検
挙人数の推移（単位：人） 
出典：総務省統計局「第４表 年齢（各歳），
男女別人口（各年 10 月 1 日現在）－総人
口（大正 9 年～平成 12 年）」および「28
－３ 一般刑法犯犯罪少年の罪名，年齢別
検挙及び補導人員（昭和 11 年～平成 16
年）」より作成。 
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出生コーホート 14,15歳 16,17歳 18,19歳
1941年1942年 117 827 911
1943年1944年 240 809 777
1945年1946年 283 737 766
1947年1948年 262 643 652
1971年1972年 102 112 108
1973年1974年 68 108 116
1975年1976年 54 127 147
１つは、犯罪の質の悪質性であると推察している。そこで本節では、凶悪犯罪
で同種の世代比較分析を行う。 
  実数から凶悪犯人数をみると、補導・検挙人数とは異なる様相を呈する。世
代の差異が明確に浮き彫りになる。犯罪多発世代における凶悪犯傾向は、まさ
に桁違いに高く検挙人数では上回っていた団塊ジュニア世代を大幅に上回って
いることがわかる（図 13）。 
 
 
６．各年齢層を母集団としてみた凶悪犯人数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出生コーホート 14,15歳 16,17歳 18,19歳
1941年1942年 464 3,268 3,512
1943年1944年 938 3,110 2,982
1945年1946年 882 2,289 2,377
1947年1948年 1,254 3,080 3,077
1971年1972年 409 447 431
1973年1974年 280 445 476
1975年1976年 202 480 552
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図 13 表９：実数からみた凶悪犯人数の推移 
出典：総務省統計局「28－３ 一般刑法犯犯
罪少年の罪名，年齢別検挙及び補導人員
（昭和 11 年～平成 16 年）」より作成。 
図 14 表 10：両世代における凶悪犯が各
年齢層の人口100万人あたりに占める
人数（単位：人） 
出典：総務省統計局「第４表 年齢（各
歳），男女別人口（各年 10 月 1 日現在）
－総人口（大正 9 年～平成 12 年）」お
よび「28－３ 一般刑法犯犯罪少年の
罪名，年齢別検挙及び補導人員（昭和
11 年～平成 16 年）」より作成。 
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出生コーホート 14,15歳 16,17歳 18,19歳
1941年1942年 5 36 38
1943年1944年 10 33 31
1945年1946年 9 24 24
1947年1948年 13 32 31
1971年1972年 3 4 3
1973年1974年 2 4 4
1975年1976年 2 4 4
図 15 表 11：当該年齢層 100 万人当たりの人数
でみた凶悪犯人数の推移（単位：人） 
出典：総務省統計局「第４表 年齢（各歳），男女
別人口（各年 10 月 1 日現在）－総人口（大正
9 年～平成 12 年）」および「28－３ 一般刑法
犯犯罪少年の罪名，年齢別検挙及び補導人員
（昭和 11 年～平成 16 年）」より作成。 
備考：全人口から計算すると凶悪犯を犯す人数が
少ないため人口 100 万人あたり何人が該当す
るかという計算をしている。 
各年齢層を母集団としてみた凶悪犯数の推移をみると、図 14 からは実数から
得られた傾向と同様の結果が読み取れる。補導・検挙人数の推移とは異なり、
両世代ともに、加齢と共に凶悪犯罪が増加傾向にある。また、犯罪多発世代の
方が圧倒的に各年齢層に占める凶悪犯人数が多く、団塊ジュニア世代は犯罪多
発世代と比すると低水準で推移している。団塊ジュニア世代は、14 歳と 15 歳
時点では少ないが、16 歳以上になると凶悪犯が増加する。補導・検挙率では低
下しているのとは対照的である。 
興味深い点は、比較用に投入した 1947 年と 1948 年生まれの団塊世代が、検
挙人数では犯罪多発世代よりも多かったにもかかわらず、年齢層に占める凶悪
犯人数では犯罪多発世代よりも低い水準に位置していることである。 
 
７．当該年齢層 100万人あたりの人数でみた凶悪犯人数の推移 
図 15 からは、世代での差異が読み取れる。人口 100 万人あたりでデータを見
ると、団塊ジュニア世代では低水準で推移していることがわかる。少年凶悪犯
は 14・15 歳と 16 歳以降とを比較すると加齢に伴い 1.5 倍から２倍へと増加す
るとも読める。犯罪多発世代では、３倍から７倍の幅で増加率が大きいことも
分かる。結論として犯罪多発世代は、少年期の凶悪犯罪が多いことが検証され
た。 
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第８節 高齢者犯罪の結論と課題 
１．高齢者犯罪の特徴－４つの説の複合性 
 高齢者犯罪の増加という社会現象は社会変化の波に乗り切れなかった人が示
すサインでもある。高齢者犯罪は、４つの説の複合的な要因によって生起する
と考えられる。高齢者が社会的に孤立しやすい状況が調っている。加えて、凶
悪犯者が多く含まれる犯罪多発世代が高齢期に到達していることも一因である。 
とはいえ、たとえ犯罪多発世代の人全員が天寿を全うしても、高齢者犯罪は減
らないと推察する。なぜならば、認知症高齢者数は政府による予想を大幅に上
回るペースで増加しており、犯罪の現場では事件が認知症高齢者によるものか、
悪質な確信犯高齢者によるものかの判断が難しく恣意的に処理される傾向がみ
られるため高齢者犯罪が減少する兆しは見えていない。懲罰ではなく医療ケア
が必要な高齢者に対しては、裁判ではなく残りの人生を安心して生活できる支
援が必要であろう。高齢犯罪者にどう支援を提供するのかは、模索しながら活
動が開始し始めたばかりである。ケアが必要な罪を犯した高齢者への支援は現
段階では都道府県によって差異や温度差が生じたままである。方向としては、
裁判に至る前段階で福祉支援につなげる方向と、もう一つは受刑施設を出所後
に再犯につながらないように公的支援体制を整える方向である（吉田 2009）。 
他方で、同情する余地の無い確信犯高齢者への対応も変化が必要な時期に直
面している。並行して社会の中で居場所を失った人が、終の棲家として受刑施
設を希望しないで済む社会に変化しない限り高齢者犯罪が減ることは無いこと
が推察される。 
 
２．犯罪多発世代の少年期の特徴 
 犯罪多発世代は、そのライフコースの全般にわたって犯罪者が多い傾向が見
られる世代である。犯罪多発世代の少年期の特徴は、検挙された人数を他世代
と比べると多いとは言えない。しかし、凶悪犯になると他世代と比して突出し
て多くなる。ここに犯罪多発世代の犯罪の特徴が明らかにできたと言える。 
 
３．知見からみられる今後の課題データ公開（量的調査）の必要性 
 コーホート分析によって世代の差異による犯罪特性の差異性を検証するため
には、これまでに公表されていない各年齢の犯罪データの公開が必要である。
蓄積されている公のデータを研究目的に利用できる環境は、アメリカと比して
日本は閉鎖的といわざるを得ない。 
今回の利用可能な限られたデータによる分析では、これまでの犯罪学におけ
る知見とは異なる側面が浮き彫りになった。例えば、犯罪学の古典書として著
名なグリュック夫妻の『少年非行の解明』での対象者を追跡調査したラウブ, J. 
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H.（Laub, John H.）とサンプソン, R. J.（Sampson, Robert J.）のライフコー
ス犯罪学研究15でも、少年期での非行行動はライフコースの一時的な行動であり、
兵役や仕事や結婚のような社会的絆の構築ができれば成人期以降の犯罪行動と
は連動しない傾向があることが指摘されている（Doherty 2009）。とはいえ、日
本で生起している犯罪多発世代の犯罪行動は少年期から成人期に至るライフコ
ースの全過程において顕著で凶悪な犯罪行動を示している点は改めて注目し、
多くの研究者によるさらなる検証を続けることが求められていると考える。 
他方で、少年期および成人期までは犯罪行動を示していないにもかかわらず
高齢期になってから犯罪の加害者になる高齢者が出現している点も今後の検証
が待たれる。長寿化による認知機能の低下が要因の１つとして推察されるが、
犯罪の各年齢別データも健康保険等の個票データも利用できる環境にはない。
犯罪の各年齢別データなど問題が生じないデータについては、可能な限り公開
されることを切望する。 
 
                                                   
15 ライフコース理論を用いての犯罪学研究は、『犯罪学〔第５版〕』（リリー 2013）でも、
「21 世紀前半の主流的犯罪理論」（邦訳 489 頁）として目されており、同書では研究内容
が紹介されている。 
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第８章 
「ひとりぼっち」社会の到来 
 
 
第１節 「ひとりぼっち」という概念 
１．「おひとりさま」と「ひとりぼっち」 
 大学生の間では最近日常会話で「ひとりぼっち」を略した「ぼっち」という
言葉が飛び交うのを聞くことがある。「ぼっち」という言葉を自ら使う学生の間
でも、ぼっちの定義は曖昧なようである。「ひとりぼっち」は居住形態（形）の
面と人間関係と精神（質）の面という側面がある。 
 ひとりぼっちと類似した概念に「おひとりさま」がある。レストランではお
ひとりさま席、大学の学食ではぼっち席と言われるが、ひとりで食事する行為
自体は同じである。上野千鶴子『おひとりさまの老後』（2007, 宝研）は話題を
集めた書である。同書に象徴されるおひとりさまは１人暮らしの人であり、外
出先においても１人で居ることが多いとはい基本的には経済的にも人脈にも恵
まれているというニュアンスが含まれている。空前の好景気であったバブル期
に独身だった人は、独身貴族とも言われた。その年齢層が高齢期になるとおひ
とりさまとなっている。 
不況期を生きぬいた世代は、ニートの他にフリーター、派遣社員、ワーキン
グプアと正規雇用職が低い垣根で仕切られており、経済的に不安定な人は結婚
できない傾向がある。貧困若者層が貧困高齢層となりつつある。その層が「ひ
とりぼっち」の主な担い手である。 
「おひとりさま」と「ひとりぼっち」は、共に個人単位で生活する人を示す
概念であるが、その個人をどのように捉えるかといった見方は全く異なる。こ
の博士論文の副査である加藤彰彦は、個人単位社会を「自立した個人による連
帯」と表現をしている。これはエミール・デュルケームの「有機的連帯」の概
念と同じとらえ方であろう。上野千鶴子の「おひとりさま」も同様である。つ
まり、近代化が進むにつれて個々人がそれぞれに自立した生活を営むことで社
会の中である位置を担い赤の他人同士が有機的に結びついて社会を構成して、
問題なく個人（ひとり）単位で生活できるという考え方である。上野の著作は、
ひとりで生きる個人に対して「強く、賢くあれ！」というメッセージを随所に
読み取ることができる。１人でレストランに入り、食事も旅行も１人で楽しみ
つつ誰かとは繋がって安全網を保つ生き方を提案している。経済的にも精神的
にもゆとりのある生活様式のように見受けられる。 
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他方で、「ひとりぼっち」の概念は、個人が自立した個人による連帯状態を保
つことができないバラバラになった個人の寄せ集め状態であると捉える。貧困
層は交際費を節約して人間関係が狭くなる傾向がある。失職や病気やトラブル
の際に相談する相手が居ない、頼れる存在もなく居ても頼れない、公的支援の
知識も乏しい、自分のことで手一杯で他者へは気持ちが向かない等の傾向がみ
られる。独身でいる人だけではなく既婚者であっても家庭内で孤立した生活を
する人もおり家族とは何か、その機能と意味あいの変質ぶりに着目する人もい
る。U.ベックはそのタイプである。筆者もこちらの側から個人を捉えている。 
増加傾向にある個人単位で生活する人々が、「おひとりさま」タイプなのか「ひ
とりぼっち」タイプなのかは重要な要素であろう。以下で示す種々のデータは、
日本社会が向かう方向は、「ひとりぼっち」タイプが増加傾向にあることを示し
ている。 
 
２．居住形態 
居住形態では、ひとりで生活している人および１人暮らしの人をさすが、天
涯孤独という意味ではない。会おうと思えば会ったり話したりすることができ
る家族もいれば、知人友人が沢山いる人も含まれる。生涯独身および離婚した
人の中には、１人暮らしのリスクを承知した上で、積極的に家族以外の人間関
係を築いて関係を維持している人もいるため、居住形態をみて孤独だとか孤立
していると判断することはできない。しかし居住形態は１つの指標となる。 
年齢層と年代別に１人暮らしの推移（図１）をみると、20 歳代の１人暮らし
が半減するのに反比例して高齢年齢層の１人暮らしが増加中であることが読み
取れる。とりわけ 70 歳代以降での増加率は著しい傾向にある。背景には長寿化
と家族関係の変化が推察できる。 
 
図１：年齢層と年代別にみた１人暮らし－高齢者が増加中 
出典：総務省『国勢調査』データより作成。 
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３．人間関係と精神面 
人間関係や精神面では、家族や多数の友人・知人がいる人も含まれる。結婚
して子どもが居て一見すると幸せそうな家庭と目される場合でも、家庭内では
嫌われて精神的孤独や家族関係での孤立を深めている人も多いとされる。また
携帯電話には 100 人を超える友人が登録されており常時誰かと LINE 等の SNS
のツールを使って交流を続けてはいるが、相手と信頼関係を築けているのか、
困った時に助け合える存在かを問えば「否」と返答するような実質的な交流の
ある友だちは誰も居ないという人も多いと推察される。 
 
４．ひとりぼっちの特徴 
ひとりぼっちとは、日常生活で困ったこと（失業、病気、死別等）に直面し
た際に孤独で孤立しやすい人をいう。生活苦や病気、さらに他界前後になると
痛感することになる。ひとりぼっちが問題となるのは、臨終の際に誰にも看取
られず孤独死することよりは、人生を歩んでいる過程で孤独であったことの方
である。「社会的孤立」という似た概念があるが、これは人間関係が元々無い又
は機能しておらず、必要な支援先にアクセスするネットワークに乏しい状態を
指す。 
ひとりぼっちになりやすいタイプは、①非正規雇用、②生涯独身、③離婚、
④死別という状況の人である。この特徴は、第４節で示す社会的弱者の特徴と
共通する点が多く見受けられる。強くたくましく生きる「おひとりさま」像で
はなく、急流の河川の中で必死に岩にしがみつく個人のイメージに近い。表向
きは、ごくごく普通の生活者であり可哀想な存在には見えないことも多く誰に
も気づかれない傾向がある。また、本人にリスクの自覚が無いことも多く見受
けられる。ひとりぼっちの人は、困難に遭遇した時点で初めて事の重大さに気
づき対処しようとしても為す術がない状況に打ちひしがれる事態が推察される。
その事態が、今の日本社会においてさまざまな社会問題の現象として表出して
いると言うことができるだろう。そして、日本社会は誰もが例外なく何時ひと
りぼっちになっても不思議ではない時代になりつつある。 
 
第２節 増加する孤独死 
2010 年１月に放映されたＮＨＫの「無縁社会 〜"無縁死" ３万２千人の衝撃
〜」は視聴者に衝撃を与えた。誰にも看取られることなく孤独死をした方が、
NHK が全国の自治体への調査によると３万２千人であったという数値が示さ
れたのである。 
孤独死や自殺という社会現象は大きな社会問題となっている。2011 年３月 11
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日に発生した東日本大震災での死者・行方不明者の方は約２万人である。比べ
てみると孤独死の人数の多さに気づくであろう。 
このような孤独死現象は、驚いたり珍しいことと言えるのであろうか。今や
日本社会は、このような社会的な孤立や孤独な状況が、誰にでも起こりうる時
代に変貌しつつある。 
東京都監察医務院データによると、東京 23 区内の一人暮らし高齢者の孤独死
数は、2002 年の 1,364 人から 2009 年の 2,194 人へと 7 年間で 1.6 倍へ増加し
た。特に 40 歳代後半からの単身男性が高リスクであった。また、（独）都市再
生機構（旧日本住宅公団）による賃貸住宅での孤独死数は、統計を取り始めた
1999 年度の 207 人から 2009 年度の 665 人へと 10 年間で 3.2 倍に増加してい
る。孤独死をする人は、特定の要因を抱えた方というより誰でも孤独死する可
能性があることを示している。 
 
第３節 もしも日本が 100人の社会だったら 
仮に日本が 100 人で構成される社会として、働く層と、働けない高齢者と子
どもの層とに区分したならば、どのような割合になるであろうか。図２は、空
前の好景気に沸いた高度成長期の 1970 年と、世界の経済危機が渦巻く直近の
2010 年、そして未来の 2050 年と、40 年間隔で変化をみたものである。国立社
会保障・人口問題研究所（以下、人口研）1によると、日本の人口は 2010 年の
１億２千７百万人から 2050 年には９千５百万人近くにまで約 25％が減少する
と推計されている。 
図２：もしも日本が 100 人の社会だったら2  （単位：人） 
                                                   
1 2006 年 12 月、出生中位 （死亡中位） 推計による。 
2 総務省の労働力調査では、15 歳以上が対象者であるため 65 歳以上の高齢者も労働力人口
に含まれている。そのため、人口動態統計などを照合して実際の雇用形態比率を算出して
いる。また、非正規雇用者のなかに専業主婦を含めている。子どもは０～19 歳までの年齢
22
41
54 6
40
23
12
18
33
26
18
7
2050年
2010年
1970年
単位：人正規雇用者 非正規雇用者 高齢者 子ども
161 
 
出典：総務省「労働力調査特別調査」3、「労働力調査」および国立社会保障・人口問題研究
所編 2011『人口の動向 日本と世界 人口統計資料集 2011』を基に推計値を算出して
作成した。 
 
この図から読み取れる変化は、高齢者の急増と、将来を担う子どもの減少、
そして働く層の減少、とりわけ正規雇用層が激減して非正規雇用層が増加する
点である。40 年後の 2050 年に約２割の正規雇用層が他８割の低・無所得層を
支える構図は、有効な対策を取らない限り 40 年を待たずして破綻することが推
察される。また図の背後には、晩婚化・非婚化の進行、家族関係の変化、長寿化によ
る影響（高齢期の健康状態）、雇用環境（非正規雇用化と正規雇用者の低収入傾向、
退職後の社縁の衰退と消失）の変化を加味する必要がある。変化の波からこぼれ落ち
た人たちは、さまざまな不協和音を奏で、生活苦や自殺といった社会問題として表出
することになる。 
 
第４節 社会的弱者で溢れる社会 
１．社会的弱者とは 
上記ではひとりぼっち化の兆候となるデータをみてきた。社会の変化の波か
らこぼれ落ちたりコースを外れてしまった人は、社会的弱者の立場に固定され
て、ひとりぼっち化していく傾向にある。時代や社会によって誰が社会的弱者
に該当するのかは異なる。ここでは、人種、宗教、国籍、性別、年齢、学歴、
雇用形態などの視点から、少数派を異端視して、社会の中で不利な立場にいる
人々を社会的弱者として定義づける。 
 
２．今日の社会的弱者は、どんな人か？ 
 
 今日の社会的弱者は、４つの視点に分類できる。１つ目は身体でみると障が
い者である。２つ目は年齢でみると高齢者、子ども、若者（宮本 2002）である。
若者は、学卒時に正規雇用職に就けない場合や正規雇用職から一度外れた場合
には、両者ともに正規雇用職に就くことが難しいという日本社会ならではの事
情がある。若い段階で貧困層に陥るとそこから脱することが難しい現実もあり、
働ける年齢層でも生活保護やホームレスになるケースが増加している。３つ目
                                                                                                                                                     
層とした。 
3 労働力調査特別調査は、2002 年以降、労働力調査に統合されている。 
【今日の社会的弱者の特徴】 
 
(1)身    体：障がい者  (2)年  齢：高齢者、子ども、＋α若者 
(3)性  別：女性  (4)雇用形態：非正規雇用者 
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は性別でみると女性である。とりわけ母子家庭と専業主婦は高リスクである。
４つ目は雇用形態でみると非正規雇用者である。社会的弱者になるリスクは多
くの人に内在しており、特異なケースではない社会状況になっている。 
 
第５節 データからみえるひとりぼっち化現象 
 国が実施している公の調査データは、サンプル数が多い点と過去のデータを
参照できるため経年変化を把握できる点で優れている。データを二次分析する
と、視覚的に特徴や傾向を浮き彫りにすることが可能となる。以下では、デー
タを用いて社会的弱者との接点からひとりぼっち化を示す。 
 
１．増加し続ける非正規雇用 
 労働力調査によると、2013 年時点での非正規雇用率（表１）は全体の 36.2％、
３人に１人の割合となる。性別にみると男女共に増加傾向にある。女性は過半
数にまで増加している。他方で男性も、この 20 年間で２倍以上に急増した。背
景には、企業による非正規雇用化と次いで正規雇用者の低賃金化という戦略が
ある。男性が非正規雇用化することは、依然として年長世代に色濃く残る男女
役割分業規範に基づいて家族関係と生活を営む世帯にとっては脅威となる。換
言すれば、家計を支える男女役割分業規範に基づいた男性が低収入ないしは無
収入になることは、家族の危機へ直結するリスクが高い。さらに「男女雇用機
会均等法」が施行されて女性の社会進出が進んだと感じる者も多いが、データ
からは女性が働く場は非正規雇用職に固定されており、規範と現状とのギャッ
プが浮き彫りになっている。 
表１：正規雇用と非正規雇用の推移         （単位：％） 
西暦 
全体 男性 女性 
正規 非正規 正規 非正規 正規 非正規 
1984 年 84.7 15.3 92.3 7.7 71.0 29.0 
1990 年 79.8 20.2 91.3 8.7 61.9 38.1 
2013 年 63.8 36.2 79.8 20.9 44.6 55.4 
出典：「労働力調査特別調査（1984～2001 年）」、「労働力調査（詳細集計 2002 年～）」より作成。 
備考：非正規雇用率は、1984 年より統計をとり始めた。 
労働力調査特別調査は、2002 年 1 月より労働力調査に統合されている。 
 
２．生涯独身者が増加中 
日本はかつて皆婚社会であり、ほぼ全員が一生涯のうちに一度は結婚してい
た。国勢調査によると、男性の生涯未婚率は 1970 年まで２％台止まりで推移し
ていたが、1990 年以降は急激に増加している（図３）。今後は男女共に一層増
加することが見込まれる。未婚率は年収が低い男性ほど高まる傾向があり、数
163 
 
十年後に貧困層が未婚のまま高齢者になった段階で配偶者や子という重要な安
全網が無い状態が懸念される。そのようなひとりぼっち予備軍が若い世代で急
増中である。今後はより一層、生殖家族にかわる人間関係（友人など）での安
全網を築き上げておくことが自助努力として必要な時代となるであろう。 
図３：生涯未婚者の比率の推移4 
出典：総務省「国勢調査」より作成。 
 
３．結婚してもひとりぼっちになる日－離婚と死別 
 図４から図９は国勢調査のデータに基づいて、性別に未婚・有配偶・死別・
離別の比率を 1970 年、1990 年、2010 年という３時点で示している。未婚と離
婚をみると、2010 年データでは、男女共に増加していることがわかる。また近
年になるほど、離婚した人の割合が増え、図でも離別の×印が膨らんで盛り上
がっていることが確認できる。有配偶と死別の推移をみると、有配偶の頂点が、
2010 年になると低くなり未婚化が進んでいる。逆に、有配偶とクロスして死別
が上回るのは女性に顕著であり、その時期は 1970 年では 65 から 69 歳、1990
年では 70 から 74 歳、2010 年では 75 歳から 79 歳となり、加齢傾向と同時に過
半数になることが確認できる。つまり、女性は結婚していても高齢となり夫が
先に他界すれば、その後はひとりぼっちになる可能性が高いのである。厚生労
働省のデータ（人口動態統計と簡易生命表）によると、高齢夫妻の年齢差は女
性が約３歳若く、男女の平均寿命の差は女性が約７年長い。平均通りならば妻
は夫よりも約 10 年長生きであり、高齢女性は夫が他界した後に約 10 年ひとり
で過ごす可能性が高い。既婚者もひとりぼっちになるリスクは高いのである。 
                                                   
4 生涯未婚率とは、45～49 歳と 50～54 歳未婚率の平均値から、50 歳時の未婚率（結婚し
たことがない人の割合）を算出した比率である。生涯を通して未婚である人の割合を示す
ものではない。一般に 50 歳時点で未婚の人は、将来的にも結婚する可能性が低いため、生
涯未婚でいる人がどのくらいいるかを示す指標として使われている。 
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図４～９出典：総務省『国勢調査』データより作成。 
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４．既婚期間の長期化 
 日本は 2007 年に全人口に占める高齢者の割合（高齢化率）が 21％を超えて
超高齢社会の時代に到達した5。図 10 の通り、平均寿命は、1930 年から 2010
年までの 80 年間で、人生 50 年の時代から人生 80 年の時代へと 30 年も伸長し
た。将来的には、人生 90 年の時代を通り越して人生 100 年の時代に近づく可能
性が高い。1930 年から 2010 年に至る過程で平均初婚年齢は高くなり晩婚化が
進んでいることも読み取れる（図 10）。 
平均初婚年齢と寿命のデータからは、長寿化に伴い既婚期間が長期化してい
ることが推察される。この長期化は夫妻関係や親子関係に多大な影響を及ぼす
ことが考えられる。夫妻それぞれが、すれ違った配偶者との離婚を検討する。
子育て期間よりも介護を受ける期間の方が長期に及ぶ。長生きしたことで高齢
期に１人暮らしとなり預貯金が底をつき経済苦を抱える可能性もあり得る。 
図 10：ライフサイクルの特徴 
出典：厚生労働省の人口動態統計、生命表、簡易生命表および国立社会保障・人口問題研
究所データより作成。 
 
５．高齢期になってから障がいをもつ人が増加中 
日本は長寿化に伴い高齢期になってから障がいをもつ人が増加傾向にある。
日本における在宅の身体障がい者数（図 11）は、高度成長期が始まった 1955
年には約 78 万５千人だが 2006 年には 350 万人近く約 4.4 倍にまで増加してい
る。とりわけ内部障害の増加が顕著である。年齢別にみた身体障がい者比率（図
12）をみると障がい者の過半数が 70 歳代以上の高齢者であることがわかる。 
                                                   
5 日本の高齢化の速度は、諸外国と比して早いことで知られている。ただしアジア圏では今
後、日本よりも早い速度で高齢社会へ移行することが推計されている。当該国では、その
対応が求められる。 
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図 11：障がいの種類別にみた身体障害者数の推移 
出典：厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 2008『平成 18 年身体障害児・者実
態調査結果』より作成。 
内部障害：心臓機能障害、呼吸器機能障害、じん臓機能障害、ぼうこう・直腸機能障害、小腸機能障害、
ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障害 
肢体不自由：上肢切断、上肢機能障害、下肢切断、下肢機能障害、体幹機能障害、脳原性全身性運動機能
障害、全身性運動機能障害（多肢及び体幹） 
聴覚・言語障害：聴覚障害、平衡機能障害、音声・言語そしゃく機能障害 
 
 
図 12：年齢別にみた身体障がい者比率（2006 年） 
出典：厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課『平成 18 年身体障害児・者実態調 
査結果』（2008 年 3 月 24 日）より作成。 
備考：この調査は、1951 年よりほぼ５年毎に実施されている。 
 
第６節 ひとりぼっちが問題になるとき 
１．高齢期に障がい者となるリスク－高齢者と障がい者の介護 
（１）基本は家族介護、枠外がマジョリティになる矛盾 
 高齢者や障がい者の介護は、長い歴史の中では主に家族によって私的扶養の
中で担われてきた。社会福祉制度が整えられる過程で介護は私的扶養から公的
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扶養へと転換していった。ところが現実的には未だ高齢者と障がい者の介護は
殆どが家族によって担われている。政府の審議会では、膨れ上がる社会保障費
を抑止するために今一度介護を家庭へと位置づけ家族成員に期待を寄せている。 
 しかし１人暮らしが益々増加し、独身貴族・おひとりさまと言われる富裕層
の独身者は介護サービスを財力で購入することができるが、今後は貧困ゆえに
結婚できなかった人を含む貧困独身層が高齢期に至るとサービスを財力で購入
することは現実的ではない。その結果、本当にサービスを必要とする人は、保
険料は払っていてもサービスは利用できず、さらに健康悪化と短命という負の
スパイラルに陥る可能性がある。つまり、介護サービス利用の二極化である。 
 
（２）幸せな高齢者が多い怖いカラクリ 
 実際に『高齢社会白書』には興味深いデータが示されている6。高齢者の暮ら
し向きに対して「心配ない」と感じる高齢者は 70 歳代までは約 7 割であるのに
対して、80 歳代は８割が生活に満足している。 
一般常識からすると不思議なデータである。なぜならば、80 歳代になると急
激に健康状態が悪化して日常生活に不便を感じる人が増える年齢層である。し
かも収入は年金に限られて多くの人は年金だけでは不足して預貯金を取り崩し
て生活するために経済面でも不安を覚える人が増えると推察されるためである。
それにもかかわらず、生活満足度が 10％と有意な水準で上昇しているのは不思
議である。 
諸々のデータを統合的に分析すると、既に淘汰が始まっており、経済力、人
間関係、健康に優れている恵まれた環境の高齢者が生き残り、経済力に乏しく
て医療費にお金を使えない頼れる人も居ない高齢者は他界している人が多いこ
とが推測できる。 
 
（３）男性介護者の問題 
 介護を担うのは女性（嫁と娘）が当たり前であった規範から、近年に至るほ
ど男性が介護を担う割合が増加している。夫妻で夫（男性）が妻（女性）を介
護する事例もあるが、男性が老親を介護するケースが今後は益々増加すること
であろう。 
男性が介護者になる背景に少子化現象がある。少子化世代が中年となり親を
看取る時代を迎えつつある。団塊世代は４人から５人ときょうだいが多いため、
きょうだいの中に女性が含まれていることが多かった。そこで、女性の子が親
                                                   
6 『平成 26 年版高齢社会白書』の「第 1 章高齢化の状況－第 2 節高齢者の姿と取り巻く環
境の現状と動向－2. 高齢者の経済状況」を参照されたい。 
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の世話をすることが多かったと言える。皆婚時代では長男の嫁が義理の親を介
護することも一般的な規範であった。しかし、きょうだい数が少なくなると未
婚男性子世代が親の介護をする時代になる。性別で介護者を選べない時代にな
ってきたのである。しかも、非婚化が進んでいるために未婚子が老親の介護を
する場合（事例）が増える。男性が介護する割合は『国民生活基礎調査』によ
ると、1992 年には 14.1％だったのに対して、2006 年は 28.1％になっている。
すでに男性介護者が 10 年余りで倍増している。 
 家族介護に頼った現行の介護支援体制が遂行不可能になるのは時間の問題で
ある。将来は家族介護に頼れない人で溢れかえる時代がそこまで来ている。現
在約７割が家族介護に頼っており、現在の政権与党である自民党が推し進めよ
うとしている今後の社会保障制度も家族介護中心の方針である。そして、高齢
者ケア施設とスタッフが不足しているのも現実である。 
 
２．非婚というリスク 
アメリカのスタンフォード大学におけるターマン縦断研究プロジェクトでは、
非婚のリスクが指摘されている（表２）。 
 
表２：健康面からみた人生の軌跡 
健康パターン 人生軌跡のタイプ 比率 
ずっと良い健康 高水準維持 36％ 
人生の末期に低下 最後で右下がり 25％ 
低下と回復 Ｖ字回復 22％ 
右肩下がり 右肩下がり 14％ 
ずっと不健康 低水準維持  3％ 
出典：Elder, 2009：104 より作成。 
 
ターマン縦断研究プロジェクトでは、同一個人のライフコースを長期間に渡
り調査した結果、一度も結婚した経験のない男性はずっと不健康の人生軌道に
なる傾向にあった。他方で、一度でも結婚経験のある男性は既婚・離婚・離別
の別に関わらず健康の人生軌道であった。また、教育が低いレベルの男性は低
下の人生軌道を経験していた。さらに、若いコーホートはずっと健康で一時期
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低下することがあっても回復する傾向も明らかになった。全体的には、ずっと
良い健康の人が 36％と最も多いことが判明した。 
 
３．女性という性別による離婚リスク 
日本は、高度成長期に「男は外（仕事＝有償労働）、女は内（家事・育児＝無
償労働）」という男女役割分業規範を定着させたと言えよう。このモデルは、高
度成長期の終焉と同時にさまざまな問題を呈している。政府は、1998 年発行の
『平成 10 年版厚生白書―少子社会を考える』（84 頁）において三歳児神話を
否定している。翌年の 1999 年には、「男女共同参画社会基本法」が公布・施行
されている。厚遇された専業主婦の特権は、一枚、また一枚とはがされ、女性
は、家庭の外、社会へと戻されつつある。政府は「男女共に外と内」政策に路
線転換を図ったが、年長世代ではこの認知度は低い。現実は、男女役割分業規
範を実践する女性にとっても、人生の新しいコースを選択した女性にとっても
矛盾に満ちている。 
 専業主婦をしている女性が働こうとしても正規雇用職の場は殆どない。また、
子どもを保育園や学童などに預けたくても待機児童待ちで子どもを預けられな
い人が、地域にもよるが多いと言える。そして妻が仕事をしていても、夫は家
事・育児を担うことは年長世代ほど少ない。加えて男性の低収入傾向は家計や
子の教育に打撃を与えるばかりである。このような家庭が増えている。 
 離婚する場合、専業主婦は高リスクである。幸せな結婚生活だと思っていた
妻が突然に夫から離婚を告げられた場合、恋愛結婚で愛情によって結びついた
夫妻にとっては、どちらかの愛情が喪失した途端に離婚の危機が訪れることが
ある。妻は住居も貯金も仕事もなく丸裸で放り出されたような状況になること
もあり得る。家族内で個人の価値観や感情が最優先される時代になると、この
ようなケースは誰にでも生起する可能性がある。離婚した女性が失うものは、
正規雇用職でいた期間7に稼げた過去の収入の他に将来の可能性を含めるとあま
りにも多い。これでは結婚をためらう人が出てきても不思議ではない。 
正規雇用職を手放して主婦になった場合、再就職をしようとしても非正規雇
用職にしか就けない傾向がある。正規雇用と非正規雇用の賃金格差は大きく8、
非正規雇用職で自活した生活や母子家庭となり子を扶養するのはかなり困難で
ある。日本では、離婚した場合の慰謝料は結婚年数が短いほど低い水準にあり、
                                                   
7 女性は結婚または出産で正規雇用職から離職することが多い。 
8 生涯賃金は、雇用形態、学歴、性別、職種によって異なるため一言で示すのは難しい。厚
生労働省による「賃金構造基本調査」や民間企業が調査したものなど調査結果には開きが
ある。大まかな目安としては、正規雇用職は１億５千万円程度、非正規雇用職は５千万円
程度を目安にすると理解しやすい。なお非正規雇用職の賃金水準は低下傾向にある。 
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慰謝料があっても引越費用すら捻出できない程度の場合があるとされる。また
子どもがいる場合、離婚した夫が支払う養育費の水準は非常に低く、子どもが 1
人の場合には月額２万から４万円程度である（裁判所 2005）。しかし、厚生労
働省が実施した『平成 18（2006）年度全国母子世帯等調査』によると、その額
すら一度も支払われないケースの方が過半数(59.1％)という現実がある。 
さらに母子家庭の年間収入（表３）は一般世帯を 100％とした場合、2005 年
は 37.8％（213 万円）であった9。母子家庭の預貯金額は、50 万円未満が約６割、
100 万円未満までが約７割、200 万円未満までが約８割である（表４）。この数
値からも離婚後の母子家庭が相当に厳しい生活状況になることが浮き彫りにな
る。 
 
表３：単親世帯の年間収入 
西暦 全世帯 母子世帯 
一般世帯を100とし
た場合の母子世帯
の平均収入の比率 
平均年間
就労収入 
父子世帯 
一般世帯を100とし
た場合の父子世帯
の平均収入の比率 
2002年 589.3万円 212万円 36.0% 162万円 390万円 66.2% 
2005年 563.8万円 213万円 37.8% 171万円 421万円 74.7% 
出典：厚生労働省『全国母子世帯等調査結果報告』より作成。 
 
表４：母子世帯の預貯金額 
 
出典：厚生労働省『平成 23（2011）年度全国母子世帯等調査結果報告』「ひとり親世帯の
平成 22 年の年間収入」より作成。 
 
４．障害者というリスク－障害者自立支援法（2005年成立、2006年施行） 
（１）自立支援と社会参加促進が明記された障害者自立支援法 
障害者自立支援法では、身体障害、知的障害、精神障害の障害種別ごとに提
供されていた福祉サービスについて、一元的に市町村が提供する仕組みに改め
られるとともに、利用者負担の見直しや国の財政責任の強化を通じて安定的な
制度の構築が図られた。自立支援と社会参加促進が明記された。 
                                                   
9 父子家庭の年間収入は一般世帯を 100％とした場合、2005 年は 74.7％（421 万円）であ
る。 
2010年
50万円
未満
50～100
万円未満
100～200
万円未満
200～300
万円未満
300～400
万円未満
400～500
万円未満
500～700
万円未満
700～1,000
万円未満
1,000万
円以上
総数 不詳
人数 786 114 155 75 51 18 41 17 66 1,323 325
％ 59.4% 8.6% 11.7% 5.7% 3.9% 1.4% 3.1% 1.3% 5.0% 100.0%
積み上げ 59.4% 68.0% 79.7% 85.4% 89.3% 90.7% 93.8% 95.1% 100.1%
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（２）障害者自立支援法の現実 
政策と現実が乖離した現象として、2005 年 10 月に成立（2006 年４月施行）した
「障害者自立支援法」の例を紹介したい。政府は障害者の自立と共生社会の実現を目
指すという建前を示している。本音では自立を促し社会保障費の抑制を企図している
が、現実は自立とは真逆の実態がある。ある障がい者の方から現代日本社会における
矛盾に満ちた話を伺った。話を要約すると、障がい者が仕事をして自立した生活を実
現するために作業所で１ヶ月働いて受け取る工賃（給料と言わない）が２万円であり、
作業所の施設利用料とお弁当代として３万円を支払う。すると引き算をすれば分かる
通り毎日仕事をしても毎月１万円のマイナスとなる。働けば働くほど赤字が膨らむ。
加えて、「障害者自立支援法」施行前には殆ど実費負担のなかった介助費用、例えば
トイレや食事の介助にも一つ一つに課金されるようになった。節約に加えて預貯金を
取り崩す生活のため、お金が底をつけば餓死か自殺をせざるを得ない状況に追い込ま
れているという。時間の問題で毎日地獄だという話である。 
 働いて収入を得るどころか労働力を提供しているにもかかわらず、逆に支出を迫ら
れる現状が今日の日本社会では起きているのである。他の作業所に通う障がい者家族
の方に確認をしてみると、作業所によって金額の差はあるが工賃でプラスになってい
るという話は１つも確認できなかった。介助する家族（介護のために無職となった）
の方の弁当代はさらなる負担となっている。なぜそのような状況下で障がい者が働く
のかを伺うと、ご家族の方は、障がいを持つ本人が働くことで社会参加を果たしてい
るという生き甲斐や社会との唯一の接点になっているため、その場を失うことを恐れ
ているからという。2009年にこの法律は廃止された10。それにも関わらず、上記事例
のような現実は後を絶たない。 
 
５．物持ち時代のリスク 
 江戸時代までは個人所有で持つ物は多くはなかったとされる。ところが、明
治期以降は産業革命を契機に個人は自分だけの物を大量に所有するようになっ
た。現在では家電製品から洋服、小物に至るまで生活していく上での個人所有
物は増える一方の傾向にある。 
これまでの時代は物に捉われずに死期を穏やかに迎えることが出来たと言え
るが、産業革命以降を生きる人々は一個人で所有する物が多くなり、死後にそ
の物をどう処分するのかは家族にとって重い負担となっている。ゴミ屋敷も社
会問題である。１人暮らしの人が死亡した場合、パソコンに残ったメールや写
真、大量の洋服や家電製品の処理は社会問題となりつつある。死ぬ前から物の
                                                   
10 2011年 10月には障害者自立支援法等の改正法の一部が施行されている（2010年成立）。 
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整理をして、墓の管理維持は誰に委ねるのか、または負担をかけないように手
配するのか、残った財産はどうするのかを決めておかなければ争いの種になる
可能性もある。「よしなに取りはからう」という慣習は過去の遺物かもしれない。 
子どもが居ない夫妻の増加、きょうだい数の減少、非婚、離婚、死別は珍し
いことではなく、たとえ結婚をしても夫妻関係、親子関係が疎遠となり、孤独
死することも多くなった。もはや結婚しているから老後は安泰だとは言えず、
誰もがひとりぼっちになる可能性を持っている。 
孤独死、介護、長寿化、認知症の増加、高齢者犯罪など、その歪みはあちら
こちらに散見されるようになった。 
 
６．自殺者３万人の衝撃 
 日本国民の生活苦が鮮明になった 1998 年以降、警察庁が公表するデータによると
日本では毎年３万人を超える自殺者がおり、近年も３万人水準で推移している。一方
で、実際の自殺者数はその数倍である可能性も否めない。警察が取り扱う遺体の数は
年間 10 万体を超えている。遺体の種類は３つに分類される。犯罪に関連した「犯罪
死体」、天災や事件あるいは犯罪に関連した疑いのある「変死体」、そして「犯罪死体・
変死体以外の死体」である。「犯罪死体・変死体以外の死体」の中には１人暮らしの
人が自宅で病死や自然をしたケースも含まれるが、亡くなった人自身による遺書がな
く家族からの話等からも自殺とは断定できないケースはここに含まれる。 
2011年の犯罪死体・変死体以外の死体数は、152,299体であった（警察庁 2011・
第２回死因究明等推進計画検討会：３）。1974年『犯罪白書』の「第４章犯罪情勢
と捜査活動」（図 4-50）では、検死官が扱った変死体のうち38.8％が自殺であると判
定している。精神科医等は、変死体のうち３割から５割程度が自殺によるものではな
いかと推察する人もいる。変死体の多くは警察が調べても死因を特定できていないう
えに誰も正確な事実を把握することが困難であるため、実際の自殺者数は公表データ
よりも相当に上回ることが考えられるであろう。 
警察庁の「自殺統計」によると、自殺者は女性よりも男性の方が圧倒的に多く、
年齢層では 50 歳代が一番多い。このデータ分布の偏りは、ある特定の状況下にある
人が自殺を選択させられていることを意味する。 
1995年から2007年までは、秋田県が毎年自殺率ワーストワンの県として知られて
いた。なぜ秋田県なのか。要因は諸説あるが定かではない。秋田県ではなりふり構わ
ずできる策は何でも取り入れて実践を継続した結果、ワーストワンの汚名を返上して
いる。秋田県の取り組みが示している光明は、改善するためにできることは何でもチ
ャレンジする姿勢と実行力であろう。 
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第７節 消える中流層－人並みな生活すら難しい社会 
 高度成長期の日本社会は一億総中流と言われていた。日本人の８割近くは自
分自身を中流層と自認しており、人並みな生活という生活水準をイメージする
ことが容易であった。人並みな教育を受ける、人並みに結婚して、人並みにマ
イホームや車を購入して、人並みな人生の最後を迎える。なんとなくイメージ
が可能である。ところがその中流・中間層が上下に吸収されつつある。 
 
１．各種データからみえる階層意識の変化 
 各種データを照合すると、もしも日本が 100 人の社会だった場合、一億総中流と
言われた高度成長期末期に入る 1970 年代は、上層 10 人、中層 70 人、下層 20
人であった（図 13）。普通に仕事をして働けば人並みな生活水準を保てた時代で
ある。20 人の下層者は、病気や障がいのために仕事に就けない人やどの職場で
も不適応を起こして長続きしないタイプの人などが多く含まれていた。 
2000 年代に鮮明になるのは、上層が 10 人から 20 人へと富裕層が倍増した点
である。他方で下層も 20 人から 40 人へと倍増して、2010 年代には下層が 50
人へと近づこうとしている。つまり、一億総中流を支えていた 70 人もの中層が
上層へと下層に吸収された形になる。問題はワーキングプアという言葉がある
通り、いくら働いても日々の生活をしていくことに手一杯で、病気や失業、子
どもの入学金などいざという時の支出に対する経済的余裕を持てない下層が増
加していることである（David 2004, Woo 2007）。 
図 13：1970 年代と 2000 年代の階層意識の概念図 
 
２．国民生活基礎調査による意識 
 国民生活基礎調査によると 1998 年以降は生活が「苦しい」と回答する者が「普
通」を上回ると同時に過半数になっている11。2010 年代以降は「苦しい」と回答
                                                   
11 データは、前年データを翌年に公表しているので、1998 年の数値は 1997 年の数値を示し
ている。 
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する者が６割の水準で推移している。 
「苦しい」と回答する人が過半数になる時代背景として財政政策が挙げられ
る。1996 年１月には財政構造改革を最重要課題とする橋本龍太郎内閣が誕生し
た。聖域無しの改革を断行して財政改革を目指す一方で、国民には９兆円の負
担増を強いた12。赤字国債ゼロを財改法の骨子案にしつつ、赤字国債を補正予算
案で盛り込み総額 30 兆円の公的資金を投入する案も打ち出した。市場では、ゼ
ネコン・パニックが起こり、東海興業、多田建設などが倒産し、北海道拓殖銀
行、山一証券も破綻した（矢部ほか 2008）。つまり、政策実現したいことは叶
わず混迷と国民負担だけが残る結果となった。この時期を含めて失われた 20 年
と言われている。 
図 14：国民の生活意識の年次推移 
出典：厚生労働省「国民生活基礎調査－生活意識別にみた世帯数の構成割合」より作成。 
 
第８節 個人単位社会へと移行中の日本社会 
－ひとりぼっちを捉える「個人化」の視点 
１．時代・社会の変化における文脈 
人類の永い歴史を振り返ると、農業を主体とした社会が90％以上の期間長く続いた。
農業を主体とした社会は概して貧しく、農地のある土地や地域に基盤をおいて、集団
を単位とした生活共同体を形成せざるを得ない状態にあった。しかし産業革命後の工
業を主体とした社会では、土地や地域ではなく職場に準拠するようになり地域と親族
集団の関係は薄れていった。経済と愛情の単位は、夫妻と未婚の子どもからなる核家
族を中心に展開することが可能になった。さらに情報・サービス社会では、もはや未
婚・既婚に関わりなく個人化が進み、個人単位でのライフスタイルが定着してくる。 
                                                   
12 この時の経済企画庁長官が麻生太郎（元総理大臣）である。 
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サラリーマン社会では、家族内の各成員が各々のペースで異なる生活時間を過ごし
個別の嗜好を楽しみ消費を行うことが多くなる。それは独身者の生活と重なる面も多
い。また、配偶者と子どもへの人生に対する責務は、個人の満足を満たすことより軽
い時代になりつつある。つまり基幹産業の変化は、ライフスタイルや価値観に影響を
与えて変化させてきたのである。その結果、生活単位は個人単位で営むことが可能で
あり、個人単位での生活を実践する人々が社会の一定層を占めるようになっている。
社会変化に伴い今後も個人単位で人生を歩む人々が増加する傾向にあり、過半数を占
める可能性も推察される。 
この変化の波13は永い歴史時間からすると、ごく短期間で急激な変化を遂げてきた
ことになる。あまりに速い変化であったために、ほんの10年、20年という歴史時間
で同じ時代を生きる異なる世代において全く異なる規範や価値観を有することにな
った。それゆえ親世代が若い頃に経験した成功体験が、子世代では通用しないという
ことを家族関係や仕事環境で多く目にする時代であり、それまでの歴史が経験したこ
とのない現実に直面している（中尾 2007, 2010）。 
 
２．近代化論における文脈 
 近代化という文脈でみると、西欧社会では「個人化」現象をバウマン（Zygmunt 
Bauman）、ベック（Ulrich Beck）14、ギデンズ（Anthony Giddens）などが、
時代の変化または近代化に伴いそれまでの人間関係のあり方が変容して、ライ
フスタイルにおいても価値観においても個人化が進むことを異口同音に指摘し
ている。この個人化は先進国にみられる現象であり、産業革命によって工業社
会が定着していく時期と、その次の段階としてその発展によって社会にさまざ
まな負の側面をもたらす時期とで区分される。共通点は、学的起源を初期社会
学の時代にまで遡り跡づけている点であるが、その特質は時代によって異なり
古くて新しい個人化の側面に着目している。 
 バウマン(2001, 2008)は、ソリッド（個体の）モダンとリキッド（液状の）モ
ダンの概念を使う。後者の時代になると幸福の追求には２系列があり、自分の
ためにお金を使いながらも苦難も引き受けるような個人消費による幸福追求と
他者に対する責務に基づく幸福追求を想定しているが、個人化社会での人間関
係に基づいた幸福の実現には懐疑的である。 
ベック(1986＝1998, 1994＝1997, 2002&1997＝2010, 2011)は、リスク社会と
いう概念を用いて、近代化を産業革命によって基幹産業が変化し、それに伴っ
て生活の諸側面が変化する段階、次いで富を生み出す産業自体によって逆に負
                                                   
13 この変化の波については、トフラー, A.（Toffler 2006=2006）の文献を参照されたい。 
14 Ulrich Beck は、邦訳者や版によって「ウルリヒ」「ウルリッヒ」「ウーリッヒ」と表記さ
れているので注意されたい。もちろん同一人物である。 
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の結果を生じてしまう現実を指摘している15。この過程で「個人化」が進む。個
人は伝統的な拘束から解放され、伝統がもっている安定性が喪失する。しかし
まったく新しい方法（行政によるサービスなど）で再統合されてゆくととらえ
ている16。 
ギデンズ(1994)は、再帰的近代という概念を用いている。捉え方は三者三様で
あるが、共通点は近代化の延長線上に「個人化」する社会像を示している点で
あると言うことができるだろう。 
 
３．家族社会学における文脈 
 学説・理論研究の章で取りあげた通り、学説・理論は当該の時代と社会に即して展
開を重ねてきた。個人（ミクロ）と家族（メゾ）と社会（マクロ）との関係を連動さ
せながら考察するライフコース研究は、1980 年以降、アメリカの研究者に手解き
を受けながら吸収した経緯がある。学際的な研究領域であるが、日本では家族
社会学と発達心理学の領域の研究者らによって展開されてきた。日本側の家族
社会学の研究者には、学界を先導してきた森岡清美、青井和夫、正岡寛司らが
いた。この家族社会学界で最先端の研究者らが、個人を基軸として家族と社会・
時代を分析するライフコース研究に傾倒していることは、彼らが社会学史の展
開局面において主要な局面に位置していたことを物語っている17。家族社会学に
おける学説史の展開においても、個人を基軸にして考察する視点や個人化の視
点がトレンドとして確認することができる。 
 「個人化」について家族社会学分野の学説を考察すると、目黒依子が『個人
化する家族』（1987）のなかで家族が「個人化」することを最初に示している。
その後、落合恵美子は『21 世紀家族へ』（1994）のなかで社会の基礎単位が家
族から個人へと移行しつつあり、21 世紀には個人を単位とする社会へと変化す
るという見解を示し注目を集めた。他方で、個人化されていない家族の諸相に関す
る研究成果も多数存在しているが、時代は目黒や落合が予見した方向へと進んでいる。 
 
                                                   
15 これについては、ギデンズらとの共著書『再帰的近代化―近現代における政治、伝統、
美的原理』を参照されたい。ベックの翻訳を手がける島村賢一は『世界リスク社会論』に
おいて、ドイツ語の reflexiv を自分から自分へと帰ってくることを意味する「再帰的」では
なく「反省的」と訳している。 
16 ベックの原発事故やテロなどタイムリーな現象に関する言説は近年注目を集めている。 
17 この経緯および成果については、『ライフコースと世代』（森岡清美, 青井和夫編 1985）
および『現代日本人のライフコース』（森岡清美, 青井和夫編 1991）を参照されたい。 
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終章 
結論 
 
 
第１節 社会学史の展開 
 本論文では、社会学の歴史的展開を新たな視点から概観している。第１章で
は、情報が溢れる社会状況下におけるリサーチ・リテラシーの必要性を説いて
いる。国から個人に至るまで各水準からデータが発信されているが、同じデー
タであってもカテゴリーの設定や着眼点によって受ける印象が全く異なること
がある。情報の受け手および情報の提供者は共に１つのデータを多角的に読み
解く力が求められる時代になったと言えよう。 
第２章では、社会学の歴史的展開を社会進化論の視点、マクロ・ミクロ論の
視点、マクロとミクロとを融合する視点、その時間軸および国別の場所軸に位
置づけられる学説の展開上に登場したマクロ水準とミクロ水準とをメゾ水準を
介して融合したライフコース理論の視点から概観している。 
社会進化論の視点は、当時の時代背景にある自然科学との対置において把握
する必要があり、自然科学の発想を社会現象に適用しようと試みた点に当時の
学説の紐解き方のポイントがある。今日の自然科学と社会科学とでは再現性と
いう観点からしても次元が異なるために別々に取り扱われるにようになってい
る。少なくとも社会学は自然科学の模倣やマネをすれば成り立つと考える人は
もはや居ないのであろう。 
マクロ・ミクロ論の視点は、研究者個人の思考や世界観とも連動しているが、
社会（マクロ）の視点から個人をみるのか、個人（ミクロ）の視点から社会を
みるのかは、時代状況によって影響を受ける側面があった。ミクロ論の視点が
賑わう時代は、時代の変化期などで個人の多様性が許容されることが多い。そ
して、マクロ論の視点が賑わう時代は、農業を基盤とした社会など社会成員の
大部分が同じようなライフスタイルで生活するときには平均値や中央値で測る
のが適したマクロ論の学説が受け入れられる。その代表的な研究は、アメリカ
社会学界を牽引してきた T.パーソンズであり、彼の AGIL 図式を始めとする学
説である。社会が変容するにつれて、ミクロ論からマクロ論へ、そしてまたミ
クロ論へと裏表の関係で展開してきた。 
その流れに別潮流を創ったのがライフコース論であった。ライフコース論は、
ミクロ論とマクロ論とを媒介するメゾ水準を設定することでマクロ－メゾ－ミ
クロの３水準を連動させるモデルを提示した。ライフコース理論の先駆者であ
178 
 
るグレン・H・エルダー, Jr.は 1960 年代にライフコース論の先行研究に着手し
たが、その時期は、P.アリエスが子ども期の概念を提示して学説史に新しい局面
を示している。R.K.マートンによる中範囲の理論、C.W.ミルズの社会学的想像
力の概念は、ジャンルを異にするが本質的に主張している点は同じである。つ
まり、マクロ論とミクロ論との融合である。 
 マクロ論とミクロ論とを融合できた背景には、学説史の展開、学説の精緻化
や理論への昇華、パソコンとソフトの普及による処理速度と処理量の高度化な
ど、幾つものタイミングが 1960 年代という時間軸で重なったことが大きい。 
このような時代を歩んだエルダーはマクロの視点とミクロの視点とが交互に
各時代の主流を占める変遷に終止符を打った。彼のライフコース理論は 20世紀
では数少ない理論の１つであるが、その道程は長く四半世紀をかけてライフコ
ース・モデルを検証することで学説から理論へと昇華させた。 
 
第２節 社会現象の展開 
本論文の第４章から第８章までで取りあげた通り、第二次世界大戦後の日本
は変化の速度が速いために年長世代の生き方や教訓を参考にできない現象が
多々生起している。とりわけ家族という切り口から社会を考察すると、一部の
層ではもはや家族という単位でくくること自体に無理が生じている。 
第４章では、団塊世代と団塊ジュニア世代のライフコースを考察した。同じ
ベビーブーマーであっても、生きる時代が異なるために対照的なライフコース
を歩んでいる。 
第５章では、日本社会を３つの時期に区分けしてそれぞれの時期に特徴的な
家族とその背景を示して考察した。それらは戦前から終戦までの家父長家族、
戦後から高度成長期までの夫婦平等家族、1970 年代以降の個人化家族と近居家
族である。その時代のそれぞれの家族の規範は、歴史・社会的な背景に影響を
受けながら形成された典型である。高度成長期以降の家族は、親子世代で近居
をすることで世代間互恵関係を築く層と、生活が個人単位化していく層とに二
極化傾向がみられる。現在は家族と生活しているが将来は１人暮らしになる可
能性の高い層がどちらの極へ向かうかが将来を左右すると推察される。 
第６章では、日本社会に生起している長寿化と戦後の一定期間に推奨されて
きた家族モデルである「男は外（仕事）、女は内（家事・育児）」という男女役
割分業規範を実践する夫妻が抱え込みやすい問題を取りあげた。この普通に幸
せそうな夫妻は、構造上の問題から人生に転機に差異が生じる傾向がみられる。
女性は子育て終了時期の中年期、男性は退職時期である。皆が生じやすい摩擦
のポイントを理解することで家庭円満になれる可能性と秘訣を提示している。
日常用語で述べれば「夫妻は元々他人同士ゆえに甘えすぎず相手への配慮を実
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践しましょう」となる。社会学的にはライフステージに即して役割を見直し調
整することが重要であるという結論に至る。 
第７章では、高齢者犯罪の増加という社会現象を社会変化の波に乗り切れな
かった人が示すサインとして捉えて、高齢者が加害者となる４つのメカニズム
を考察した。社会変化によって社会と家族から孤立する高齢者、長寿化によっ
て増加する認知機能が低下した高齢者による犯罪、悪いことをしても高齢者は
見逃してもらえると考えて行動する高齢者、凶悪犯が多い高齢世代の存在など
は、今までの社会常識とは異なる社会現象として高齢者犯罪を捉える必要があ
ると解釈することが可能である。 
第８章では、特定の因子を抱えた人ではなく、今日の日本社会では誰もがひ
とりぼっちになる可能性が高いことを示している。介護にしても家族単位での
政策では該当しない人が増えており個人単位での政策を要している。 
 
第３節 過去のパターンがあてはまらない現実 
学説・理論だけではなく日本で生起している社会現象は、今までの常識や規
範では通用しない状況になっている。絶えず変わりゆく社会変化の波に上手く
乗れない時に、さまざまな形で社会現象や社会問題として表出することになる。
労働環境の悪化、自殺、孤独死、高齢者問題は収束の気配も見られない。薄っ
ぺらな人間関係（親子、夫妻、友だち、同僚）、中年期に起こりやすい夫妻のト
ラブルも高齢者犯罪も、極めて個人的な出来事に思われるが時代や社会に特有
な事象である。 
家族関係の視点からみると親子の世代間関係、夫妻関係も時代の波に乗れる
人と乗れない人とに二極化が進む傾向がみられた。家族は最強のセーフティネ
ット（安全網）として機能するが、そもそも生殖家族を形成する必要はあるの
かということも問い直す局面が増えた。特に結婚しないと決心したわけではな
いが気づいたら生涯独身、親が他界して中年期以降にひとりぼっちになってい
たというように個人単位で生きる人も増えている。 
貧困層支援者の顔として知られる湯浅誠は、「ひとりぼっち」社会を生き抜く
ためには複数のセーフティネットを張り巡らせる必要があると説いている（湯
浅 2007）。人生のリスクマネージメントの観点からしても、複数の安全網を保
持して、いざという時に適したチャンネルへと接続できれば、ダメージを最小
限にして早期に回復することが可能であることを示している。 
しかし、種々の統計データの分析や聞き取り調査によって検証を重ねる過程
で、これでは迫り来る将来の現実に対応しきれない側面が多いことを確信する
に至った。このセーフティネットを張り巡らせることができるのは、元々、ピ
エール・ブルデューがいう文化資本（Bourdieu 1979）に恵まれている人であり、
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文化資本に恵まれていない人は努力をしても、なかなか安全網を張り巡らせる
こと自体が困難な場合が多いと言っている。それならば、なぜ安全網を張り巡
らせることが困難なのか。その背景にこそ社会が抱えている歪みが潜んでいる
のでないかという見方が生じる。貧困層は「貧すれば鈍する」で弱っている時
には誰も見向きもしてくれないで益々と孤立を深めるだけである。社会的弱者
に絵に描いた餅をみせても空腹は満たされず大量の餓死者を生み出すだろう。 
 日本社会は、ひとりぼっちであることやそうなることを問題視するのではな
く、ひとりぼっち社会を見据えて、個人単位社会という現実に即して法制度を
整備する時代局面に到達している。婚姻形態（未婚、既婚、、離婚、死別）や居
住形態（持ち家か賃貸か、誰と何人で暮らしているか）、雇用形態（正規雇用、
非正規雇用）、親の経済力、性別、障がいや病気の有無に関わりなく個人単位で
自己実現と生活ができる仕組みを整える必要がある。 
社会変化の波に呑まれて人生を失う人が多い現実は、すでに手遅れになって
いるサインであると考えられる。目前に迫りつつある人生 90 年の長寿社会にお
ける社会保障制度問題も深刻さを増していると言えるであろう。 
本論文は、日本人のライフコースを通して社会現象をとらえた。そして、そ
のライフコースのヴィジョンのなかでとらえた今日の日本社会が直面している
現象として「ひとりぼっち」社会の到来とその問題に警鐘を鳴らしている。 
「ひとりぼっち」社会現象は今後なお一層増していくのであるが、旧来の家
族を単位としてとらえた政策で手をこまねいていては、日本社会がひとりぼっ
ち社会に突入していくことへの歯止めがかからない。今後の社会のあり方とし
ては、個人（ひとりぼっちの社会）を単位とした社会のあり方・社会のとらえ
方に重点を置いた政策を見据え、「ひとりぼっち」の問題に正面から立ち向かう
ことで、今後の日本社会の未来像を描いていけるのではないだろうか。 
 
第４節 課題と問題点 
１．データの解釈 
 第１章では、リサーチ・リテラシーの必要性を説くと共に後の章においても
論拠としてデータを使用している。情報が溢れる今日はデータの誤用も多く見
受けられるが、それを信じて疑わない人も同様に多く見受けられる。そのよう
な現象に警鐘を鳴らしたいと願いつつも筆者自身がデータを誤用した上に信じ
て疑わずに論文で使用してないかという見方もあり常に緊張感を抱いている。 
 同じデータを使用しても観る角度が異なると、結果としての解釈が真逆にな
ることもあり得る。特に第７章の高齢者犯罪に関するデータは最も解釈の幅が
広かった。筆者と異なる解釈や誤用がある場合は、ご指摘頂ければ幸甚である。 
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２．研究の奥行きと深さの課題 
 １つの学説を取りあげると、その学説には研究のルーツと源泉があり、学説
を提示する研究者の個性と時代背景とが連動している。社会学史の領域では、
その１つに生涯の殆どの時間を傾注して取り組んでいる人々も多く見受けられ
る。本論文では、社会学の歴史的展開を俯瞰したうえで主要国における系譜と
学説を捉え直しているため、各学説についての考察が浅い傾向がある。今後は、
各学説が有する奥行きと深さを別個に掘り下げた内容を提示できるように心が
けたい。 
 
３．学術論文として表記できない内容 
学術論文として記載するためには、主張点の論拠を示す必要がある。論拠は、
どの文献か、どこのどのデータか、聞き取り調査の場合には論文に記載しない
までも疑義が生じた場合には聞き取り相手との記録等を提示する必要等がある。
それは社会科学の論文としては基本であるが、そこが足かせとなり表記できな
い内容が相当に埋もれている。 
論文では具体的に触れていないが、高齢者犯罪については、実際に多くの警
察関係者の方々および被害者と加害者から聞き取りをしている。警察関係者の
方々には内部資料を見せて頂いたこともあったが、それを論拠の出典として記
載することと明言することを断られたために記載できなかった。例えば、警察
署内における高齢加害者の処遇や変死体等の記載についてである。第６章で取
りあげたすれ違う夫妻、第８章のひとりぼっち現象、およびホームレスの方々
については、何度も面接する過程で本心を聞き出すことができた。しかし、調
査地域や面接日時など、その詳細な過程を提示すると個人が特定されるリスク
が高いために記載を断念した。それゆえ家族に関係する章では、既存の文献を
論拠として論を展開しているために事例が少なくなり物足りなさ感が残ってい
る。学術論文でなければ守秘義務を保ちつつ記載可能であろう。 
 
４．存在しても非公開なデータ 
 １次データの使用はサンプリングやサンプル数等の問題があり、個票データ
の借用にしても制限が多い。その点、総務省などの２次データを使うと経年変
化を読み取れるため貴重な資料ではあるが、日本は個票データが使える環境に
ない点と各機関にデータは存在していても公開されていないデータが多いため
にチャレンジしたい分析と検証が不可能な状況が生じている。 
例えば、世帯帰属率は最近のデータしか公開されていないために経年変化を
確認することができなかった。高齢者犯罪を検証するためには高齢者の１歳刻
みにした年齢ごとの犯罪データが必要であるが、それも苦労して探した挙げ句
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に公開されていないことがわかった。 
 既存の提示方法を持続させることが白書等では大事なことであるとは理解し
ているが、公開しても差し障りの無いデータで、それが人々の幸せや犯罪抑止
に繋がるものであれば、時代の変化に即して順次、過去に遡って公開するデー
タが増やされることを期待したい。 
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・本間康平, 1993,「第四次産業／第五次産業」森岡清美・塩原勉・本間康平編『新社会学
辞典』有斐閣, 955. 
・正岡寛司, 藤見純子, 池岡義孝, 大久保孝治, 安藤由美, 嶋崎尚子編, 1990,『昭和期を生き
た人びと―ライフコースのコーホート分析』早稲田大学人間総合研究センター. 
・正岡寛司, 藤見純子, 佐藤友光子, 嶋崎尚子, 西野理子, 中村賢子編, 1991,『昭和期を生き
た人びと―ライフコースのコーホート分析 地方都市編』早稲田大学人間総合研究セン
ター. 
・正岡寛司, 藤見純子, 佐藤友光子, 嶋崎尚子, 西野理子編, 1992,『ライフコースの形成と
転機―クロノグラフの応用と分析（東京調査のフォローアップ）』早稲田大学人間総合
研究センター. 
・正岡寛司, 藤見純子, 嶋崎尚子, 1996,「近世農民の世帯と個人の動態的理解のために―ラ
イフコース・アプローチの応用」比較家族史学会監修・利谷信義他編『戸籍と身分登録』
早稲田大学出版部. 
・正岡寛司 , 藤見純子 , 嶋崎尚子 , 西野理子編 , 1997,『大学卒業、そしてそれから 
Commencement, and Beyond「からだ・こころ・つながりの発達研究」』早稲田大学人間
総合研究センター. 
・正岡寛司, 藤見純子, 嶋崎尚子, 澤口恵一, 1998,『炭砿労働者の閉山離職とキャリアの再
形成―旧常磐炭砿 KK 砿員の縦断調査研究、1958～2000 年』早稲田大学人間総合研究
センター. 
・松村尚子, 1996,「専業主婦」比較家族史学会編『事典家族』弘文堂, 527-528. 
・宮坂靖子, 2001/2002,「〈近代家族〉の誕生と変容―家族の機能と家族関係」原ひろこ『家
族論』放送大学教育振興会, 133-144. 
・宮本みち子, 岩上真珠, 山田昌弘, 1997,『未婚化社会の親子関係―お金と愛情にみる家
族のゆくえ』有斐閣選書. 
・森岡清美, 青井和夫編, 1991,『現代日本人のライフコース』日本学術振興会. 
・文部科学省, 2007,『文部科学統計要覧―平成 19 年版』国立印刷局. 
・山田昌弘, 1998,『結婚の社会学―未婚化・晩婚化はつづくのか』丸善ライブラリー. 
・――, 1999/2002,『パラサイト・シングルの時代』ちくま新書. 
・――, 2001,『家族というリスク』勁草書房. 
・湯沢雍彦編, 1975,『お茶の水出の 50 年―高学歴女性の生活史―高年齢を生きる７』地
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域社会研究所. 
・湯沢雍彦, 古谷恵子, 1996,『戦時女高師卒業者のライフコース―教育と戦争の影響を中
心に』地域社会研究所. 
・労働大学調査研究所編, 2000,『子育てに夢を―少子化と女性労働』労働大学. 
・中尾暢見, 1998,「エルダーのライフコース理論への軌跡」家族問題研究会編『家族研究
年報』23：84-94. 
 
２．欧文 
・Elder, Glen H., Jr., 1992,“The Life Course,”Edgar; Borgatta, Marie L.(Eds.), The 
Encyclopedia of Sociology, Vol.3, N.Y.: MacMillan, 1120-1130. 
・Sterling, William Paul; Waite, Stephen R., 1998, Boomernomics: The Future of Your 
Money in the Upcoming Generational Warfare, Ballantine.（＝2000, 田中浩子訳『団
塊世代の経済学』日経ＰＢ社.） 
 
３．インターネット 
・統計局ホームページ, 「人口推計－第 1 表－年齢（各歳），男女別人口及び人口性比―総
人口，日本人人口(平成 25 年 10 月 1 日現在)」（2014 年９月 25 日取得, 
http://www.stat.go.jp/data/jinsui/2013np/index.htm）. 
 
Ⅱ部第５章 家族の変化 
１．邦文 
・上野千鶴子, 中井久夫ほか, 1991,『家族の解体と再生』 (シリーズ 変貌する家族５) 岩
波書店. 
・上野千鶴子, 1994/1997,『近代家族の成立と終焉』岩波書店. 
・落合恵美子, 1989,『近代家族とフェミニズム』勁草書房. 
・――, 1994 初版/1997 新版,『21 世紀家族へ―家族の戦後体制の見かた・超えかた』
有斐閣. 
・柏木惠子, 2001,『子どもという価値』中央公論新社（中公新書 1588）. 
・加藤彰彦, 2005,「『直系家族制から夫婦家族制へ』は本当か」熊谷苑子, 大久保孝治編『コ
ーホート比較による戦後日本の家族変動の研究』日本家族社会学会（全国家族調査委員
会）, 139-154. 
・厚生省監修, 1998,『平成 10 年版厚生白書 少子社会を考える―子どもを産み育てること
に「夢」を持てる社会を』ぎょうせい.  
・厚生省人口問題研究所, 1995,『1993（平成５）年 第１回全国家庭動向調査―現代日本
の家族に関する意識と実態（調査研究報告資料第９号）』厚生省人口問題研究所. 
※厚生省は 2001 年１月に労働省と統合されて厚生労働省になった。 
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・国土交通省住宅局, 2004,『平成 15 年 住宅需要調査結果』国土交通省. 
・国立社会保障・人口問題研究所, 2003,『現代日本の家族変動―第２回全国家庭動向調査
（1998 年社会保障・人口問題基本調査）』厚生統計協会.  
・――, 2004,『平成 14 年 わが国独身層の結婚観と家族観』厚生統計協会. 
・――, 2007,『現代日本の家族変動―第３回全国家庭動向調査（2003 年社会保障・
人口問題基本調査）』厚生統計協会. 
・――, 2011,『現代日本の家族変動―第４回全国家庭動向調査（2008 年社会保障･人
口問題基本調査) 』厚生労働統計協会. 
・小室加代子, 1983,『解体家族』批評社. 
・清水浩昭, 1986,『人口と家族の社会学』犀書房. 
・――, 2013,『高齢化社会日本の家族と介護－地域性からの接近』時潮社. 
・総務庁統計局編, 2000,『平成 7 年 国勢調査報告〈第 10 巻〉親子の同居等に関する特別
集計結果〈平成 2 年結果併録〉』総務庁統計局. 
・袖川芳之, 花島ゆかり, 森住昌弘編, 2005,『平成拡大家族－団塊と団塊ジュニアの家族
学』電通. 
・那須宗一, 1962,「老人世代論－老人福祉の理論と現状分析」芦書房. 
・中本裕美子, 重村力, 山崎寿一ほか, 2002,「都市における現代家族のネットワーク居住の
実態とその住まい方 その１－神戸市東灘区御影山手の戸建て住居を中心として」日本
建築学会大会学術講演梗概集（北陸）. 
・西岡八郎, 2000,「日本における成人子と親との関係－成人子と老親の居住関係を中心に」
国立社会保障・人口問題研究所『人口問題研究』56(3)：34-55. 
・博報堂生活総合研究所, 1998,『連立家族 日本の家族 10 年変化』博報堂生活総合研究所. 
・原田尚, 1978,「家族形態の変動と老人同居扶養」日本社会学会『社会学評論』29（1）：
50-66. 
・――,1984,「実証主義における夫婦家族イデオロギー」鹿児島経済大学社会学部 
『鹿児島経済大学社会学部論集』3(3)：1-23.  
・増田光吉, 1983,「人口の高齢化と住宅利用のライフ・サイクル－国際比較からみた日本
の特色」関西情報センター編『通世代的視点からみた住宅資産形成の展望－住宅資産の
世代間継承過程に着目して』総合研究開発機構, 251-252. 
・松田(熊谷)苑子研究代表者, 2003, 『全国調査「戦後日本の家族の歩み」（NFRJ-S01）報
告書』日本家族社会学会（全国家族調査(NFRJ)委員会）. 
・峰岸真澄, 2006,『団塊ジュニア、ポスト団塊ジュニア世代の住宅観－家族観、住まい観
に対する世代別価値調査より』株式会社リクルート住宅カンパニー. 
・村上あかね, 2006,「相続期待と援助意向、家計からみた世代間関係」家計経済研究所編
『季刊家計経済研究』家計経済研究所, 72（10 月号）：12-20. 
・森岡清美, 1967,「日本の近代化と家族制度」政治公論社『政治公論』54：70-78. 
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・――, 1972,「家族の変動」森岡清美編『社会学講座３家族社会学』東京大学出版会, 
205-228. 
・森岡清美, 望月嵩, 1983/1992,『新しい家族社会学〔改訂版〕』培風館. 
・森岡清美, 1993,『現代家族変動論』ミネルヴァ書房. 
・――, 2005,『発展する家族社会学』有斐閣. 
・二宮周平, 2001/2002,「家族と法」原ひろ子編『家族論』放送大学教育振興会, 27-45. 
・比較家族史学会編, 1996,『事典 家族』弘文堂. 
・正岡寛司, 望月嵩編, 1988,『現代家族論』有斐閣. 
・目黒依子, 1987/1989,『個人化する家族』勁草書房. 
・望月嵩, 本村汎編, 1980/2000,『現代家族の危機』有斐閣選書. 
・山田昌弘, 2001,『家族というリスク』勁草書房. 
・湯沢雍彦, 2008,『家族のゆくえ－むかし・いま・これから』財団法人地域社会研究所. 
・我妻洋, 1985,『家族の崩壊』文藝春秋. 
・中尾暢見, 2008,「団塊ジュニア世代の親子関係」清水浩昭編『家族社会学へのいざない』
岩田書院, 109-122. 
 
２．欧文 
・Toffler, Alvin; Toffler, Heidi, 2006, Revolutionary Wealth, Japanese translation rights 
arranged with Alvin Toffler & Heidi Toffler c/o Curtis Brown, Ltd. through Japan UNI 
Agency, Inc., Tokyo; 米版は New York: Knopf.（＝2006, 山岡洋一訳『富の未来』（上・
下巻）講談社.） 
 
３．インターネット 
・厚生省人口問題研究所, 『第 12 回出生動向基本調査』（取得日：2014 年２月 24 日, 
http://www.ipss.go.jp/ps-doukou/j/doukou12_s/single12.pdf）. 
・国立社会保障・人口問題研究所, 『人口統計資料集』（取得日：2014 年 12 月 23 日, 
http://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/Popular/Popular2006.asp?chap=0）. 
・総務省統計局, 「世帯の家族類型」（2014 年２月 13 日取得, 
http://www.stat.go.jp/data/kokusei/1995/04-03-03.htm）. 
・福井県庁内ベンチャー事業, 2006, 『「三世代近居」に関する提言』（2014 年２月 19 日取
得, http://www.pref.fukui.lg.jp/doc/seiki/venture/venture18_d/fil/005.pdf）. 
・UR 都市機構「近居に関する優遇措置」（2014 年２月 19 日取得, 
http://www.ur-net.go.jp/tebiki/n-local.html）. 
 
Ⅱ部第６章  夫妻で異なる人生の転機―中年期というライフステージ―   
１．邦文 
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・東洋編集企画, 1992/1993,『発達心理学ハンドブック』福村出版. 
・石蔵文信, 2011,『夫源病 こんなアタシに誰がした』大阪大学出版会. 
・黒川順夫, 2005,『新・主人在宅ストレス症候群』双葉社. 
・経済企画庁編, 1998,『平成 10 年国民生活白書－「中年」その不安と希望』大蔵省印刷
局. 
・望月嵩, 1988,「７ 中年期の家族」正岡寛司, 望月嵩編『現代家族論』有斐閣大学双書. 
・新村出編, 1958/1980,『広辞苑〈第４版〉』岩波書店. 
・小学館国語辞典編集部編, 1972/2003,『日本国語大辞典』小学館. 
・正岡寛司, 望月嵩編, 1988,『現代家族論』有斐閣（有斐閣大学双書）. 
・宮本みち子, 岩上真珠, 山田昌弘, 1997,『未婚化社会の親子関係－お金と愛情にみる家
族のゆくえ』有斐閣選書. 
 
２．欧文 
・Ariès, Philippe, 1960, L'enfant et la vie familiale sous l'Ancien régime, Plon.（＝1980, 
杉山光信, 杉山恵美子訳『〈子供〉の誕生－アンシァン・レジーム期の子供と家族生活』
みすず書房.） 
・Erikson, Erik H., 1982, The Life Cycle Completed, N.Y.: W.W. Norton & Company.（＝
1989/1994, 村瀬孝雄, 近藤邦夫訳『ライフサイクル、その完結』みすず書房.） 
 
３．インターネット 
・Jean Mayer, 2012,“Ten Quick Ways to Kill Your Husband”（2014 年９月 13 日取得, 
http://pacificwellness.ca/news/lessons-from-dr-mayers-ten-quick-ways-to-kill-your-hu
sband/）. 
・厚生労働省, 「参考資料 2 平均余命の年次推移」（2014 年９月４日取得,  
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/life/life10/sankou02.html）. 
・――, 2014, 「平成 25 年簡易生命表の概況」（2014 年９月４日取得, 
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/life/life13/dl/life13-13.pdf）. 
・――, 「健康日本 21（総論）」（2014 年９月９日取得, 
http://www1.mhlw.go.jp/topics/kenko21_11/s0.html#A62）. 
・厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課母子家庭等自立支援室, 2012 年９月７日,『平
成 23 年度 全国母子世帯等調査結果報告（平成 23 年 11 月 1 日現在）』（2014 年３月 11
日取得, 
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002j6es-att/2r9852000002j6rz.pdf）. 
・文部科学省, 2014, 「学校基本調査－平成 26 年度（速報）結果の概要」（2014 年９月４
日取得, http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/08/attach/1350731.htm）. 
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Ⅱ部第７章 高齢者犯罪の激増からみえる現代日本社会の歪み 
１．邦文 
・ＮＨＫニュース, 2013 年 8 月 18 日,「高齢者・障害者の再犯「入り口」で防ぐ」『おはよ
う日本』ＮＨＫ放送協会. 
・太田達也, 2008,「高齢者犯罪の実態と対策－処遇と予防の観点から」『ジュリスト』1359,
有斐閣, 116-127. 
・大橋哲, 2009,「高齢受刑者の処遇と実情の課題」法務廰法規課編『法律のひろば』62(1),
ぎょうせい, 40-47. 
・小貫芳信, 2009,「犯罪白書と高齢者犯罪」下村康正, 森下忠, 佐藤司編『刑事法学の新展
開－八木國之博士追悼論文集』酒井書店, 141-152. 
・門田勉, 2008,「高齢受刑者の処遇について」『月刊 刑政』119(７), 刑務協會, 16-26. 
・矯正協会附属中央研究所編, 1991～2010,『中央研究所紀要』１-20, 矯正協会附属中央研
究所. 
・厚生労働省大臣官房統計情報部, 2010,『平成 22 年国民生活基礎調査 第 2 巻 全国編(健
康、介護)』厚生労働統計協会. 
・作原大成, 2008,「平成 20 年版犯罪白書のあらまし－高齢者犯罪の実態と処遇」法務廳
研修所編『研修』726, 法務府研修所, 25-38. 
・佐藤欣子, 1964, 「執行猶予者に対する更正保護事件について」天野武一編『罪と罰』1(4),
日本刑事政策研究会, 52-53. 
・鈴木一久, 1995,「高齢犯罪者」宮沢浩一ほか編『犯罪学』青林書院, 154-166. 
・鈴木亨, 2009,「高齢犯罪者の現状と対策の在り方」法務廰法規課編『法律のひろば』62(1),
ぎょうせい, 30-39. 
・週間朝日, 2013,「急増・暴走する団塊世代＆老人の兆候 暴力事件は 20 年前の 50 倍」
『週刊朝日』朝日新聞出版, 22. 
・内閣府, 2013,『平成 25 年版 高齢社会白書』印刷通販. 
・中村隆, 1993,「コーホート」森岡清美ほか編集代表『新社会学辞典』有斐閣. 
・パオロ・マッツァリーノ, 2004,『反社会学講座』イースト・プレス. 
・福島章, 2006,「増加する高齢者犯罪 65 歳以上の刑法犯、１割 背景には「生活苦」も」「読
売新聞 中部朝刊」読売新聞社, 29. 
・藤野京子, 1994,「公式統計からみた年齢と犯罪の関係について」矯正協会附属中央研究
所編『中央研究所紀要』4：81-92. 
・法務総合研究所, 2007,「高齢犯罪者の実態と意識に関する研究－高齢受刑者及び高齢保
護観察対象者の分析」法務総合研究所編『法務総合研究所研究部報告 37』法務総合研究
所. 
・水上太平, 2008,「平成 20 年版犯罪白書から－高齢者犯罪の実態と処遇」『月刊 刑政』
119(12), 刑務協會, 76-87. 
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・吉田研一郎, 2009,「更正保護における高齢犯罪者の処遇の現状と課題」法務廰法規課編
『法律のひろば』62(1), ぎょうせい, 48-56. 
・中尾暢見, 1997,「エルダーのライフコース理論への軌跡」家族問題研究会編『家族研究
年報』23：84-94 . 
・――, 2010,「犯罪に走る高齢者－孤立化する人の「いま」と「未来」」穴田義孝ほ
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